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１ 令和５年度〈西暦２０２３年度〉当初予算編成

第１ 予算編成の基本的な考え方

令和５年度当初予算は、「第五次宮崎市総合計画基本計画（平成３０年度～

令和６年度）」に基づき、優先的かつ重点的に取り組むべき重点施策として位

置付けた、新たな「戦略プロジェクト【力強い経済への挑戦】【誰一人取り残

さない社会づくり】【未来への投資】」及び急速に進む自治体ＤＸを積極的に

推進するほか、市役所改革を進めるための予算としました。

また、予算編成に当たっては、「第五次宮崎市総合計画」にあわせて策定し

た「宮崎市中期財政計画」に基づき、限られた資源を有効に活用する観点から、

成果を重視した事業の組み立てを行うなど、行財政改革を強力に推進するとと

もに、将来にわたって真に必要な市民サービスを提供する上で必要不可欠な健

全財政を実現するため、

（１)『戦略プロジェクトの積極的な推進』

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う社会経済情勢の急激な変化や不

安定な国際情勢による物価高騰への懸念など、時勢に応じた適時適切な対

応が求められているため、新たな戦略プロジェクトとして、「力強い経済へ

の挑戦」、「誰一人取り残さない社会づくり」、「未来への投資」に優先的か

つ積極的に取り組む。

なお、全ての取組は、人口の「自然増」及び「社会増」、それらを促進す

る「生産性向上」の視点を持つことにより、人口減少社会へ対応すること、

及びあらゆる分野で公民連携及びＤＸの視点を持ち、本市の魅力を最大限

に発揮することを前提とする。

（２）『市役所改革推進プランの推進と健全財政の確立』

市役所改革推進プランに基づき、職員の意識改革や業務の抜本的見直し

（ＢＰＲ）を行うことで、業務の生産性を高めるとともに、成果を重視し、

限られた予算の有効活用を図る。

また、本市が将来にわたって真に必要な市民サービスを提供する上で、

必要不可欠な健全財政の確立に向け、「宮崎市中期財政計画」における目標

を達成するため、投資事業の厳選化により可能な限り市債残高の圧縮を図

るとともに、財政調整基金等についても取り崩し額の抑制に努めつつ一定

額を確保する。あわせて、市税等の自主財源の収納率向上などの歳入確保

対策や、事業評価を活用したスクラップ・アンド・ビルドの徹底、義務的

経費のゼロベースでの見直しなど、歳出全般の見直しを図るなど、財政健

全化に取り組む。
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（３）『公民連携と自治体ＤＸの推進』

複雑・多様化する市民ニーズや社会課題の解決に向けては、行政主導で

対応することが困難な事例も多い一方で、民間の専門性やノウハウが十分

に発揮されることにより、市民サービスや事業効果の更なる向上が見込ま

れることから、民間主導・行政支援による公民連携の推進を図る。

また、宮崎市ＤＸ推進方針に基づき、全庁的な体制で本市のＤＸを推進

することで、「市民」「地域」「市役所」の３つの分野において、デジタル技

術を最大限に活用し、市民一人ひとりが豊かに暮らせるまちづくりを推進

する。

これら３つの基本方針のもとに、限られた財源を適切に配分するため、「重

点化事業」「政策的事業」「公共投資関係事業」「義務的経費」「一般行政事

業」の５つの区分ごとに予算要求基準を設けました。

また、令和４年度当初予算額（肉付け予算を含む。）の一般財源に市債を加

えた額（以下「一般財源ベース」という。）から８％減じた額を「各部局の予

算達成目標」（予算要求枠対象外事業、義務的経費及び普通建設事業費を除く。）

として設定することに加え、普通建設事業費の一般財源ベースの予算達成目標

についても、補助事業で５％を減じた額、市単独事業で１０％を減じた額とす

るなど、「選択と集中」の観点を踏まえた予算編成に取り組みました。

第２ 予算規模と特徴

令和５年度当初予算編成においては、歳入面では、臨時財政対策債の大幅な

減少が見込まれるものの、市税や地方交付税の伸びのほか、令和４年度のふる

さと愛寄附金の伸びによるふるさと基金からの繰入れが増加することから、一

般財源総額は大きく増加する見込みとなっております。

一方、歳出面では、エネルギーや資機材等の価格高騰や労務単価増の影響の

ほか、老朽化した施設の長寿命化対策など先延ばしのできない普通建設事業へ

の対応を行いながら、「予算編成に対する基本的な考え方」における３つの基

本方針のもと、重点化事業として位置付けた新たな戦略プロジェクトや自治体

ＤＸ及び市役所改革に対して、予算を重点的に配分することで、優先的かつ積

極的に事業を推進することとしました。

また、「宮崎市中期財政計画」に掲げる財政目標の達成に向け、令和４年度

から開始した「ＥＢＰＭに基づく事業評価」の結果を踏まえ、真に必要な事業

に取り組むため、緊急性・有効性を勘案し、事業のスクラップ・アンド・ビル

ドや行政経費の節減・合理化を進めるとともに、元金ベースでのプライマリー

バランス（基礎的財政収支）の黒字化を堅持しました。
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これにより、令和５年度の一般会計当初予算額は、

１，８１４億８，０００万円、対前年度比６．８％の増となりました。

また、特別会計・企業会計を含めた全会計の予算総額は、

３，２７８億１，６００万円、対前年度比４．４％の増となりました。

【宮崎市の予算規模】

【宮崎市の一般会計予算】

会 計 区 分 令和５年度
令和４年度

（肉付け後）
伸率

一 般 会 計 1,814億8,000万円 1,699億4,984万円 6.8%

特 別 会 計 1,075億6,700万円 1,060億1,900万円 1.5%

企 業 会 計 387億6,900万円 380億8,700万円 1.8%

合 計 3,278億1,600万円 3,140億5,584万円 4.4%

区 分 令和５年度
令和４年度

（肉付け後）
伸率

歳入の

う ち

市 税 565億9,400 万円 552億5,000 万円 2.4%

地方消費税交付金 115億7,000 万円 101億5,600 万円 13.9%

地 方 交 付 税 224億5,700 万円 217億8,900 万円 3.1%

地 方 債 121億1,470 万円 116億4,770 万円 4.0%

歳出の

う ち

人 件 費 207億2,614 万円 214億 260 万円 △3.2%

扶 助 費 609億4,448 万円 595億1,278 万円 2.4%

公 債 費 173億4,159 万円 169億 713 万円 2.6%

投 資 的 経 費 176億8,916 万円 148億6,173 万円 19.0%
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参 考

【国の一般会計予算フレーム】

【地方財政計画フレーム】

【主要財政指標】

※国の一般会計予算、地方財政計画に関しては、令和5年1月23日現在のものであり、精査の結果、異

動する場合がある。

※国の一般会計予算フレームのうち、基礎的財政収支対象経費には国債費の一部が含まれているため、

基礎的財政収支対象経費と国債費の合計額は、一般会計予算の額とは一致しない。

区 分 令和５年度 令和４年度 伸率

一般会計予算 114兆3,812億円 107兆5,964億円 6.3％

歳入の

う ち

税 収 69兆4,400億円 65兆2,350億円 6.4％

公 債 金 35兆6,230億円 36兆9,260億円 △3.5％

歳出の

う ち

基礎的財政収支対象経費 89兆5,195億円 83兆7,166億円 6.9％

国 債 費 25兆2,503億円 24兆3,393億円 3.7％

区 分 令和５年度 令和４年度 伸率

地方財政計画の規模 92兆 400億円 90兆5,918億円 1.6％

歳入の

う ち

地 方 税 42兆8,751億円 41兆2,305億円 4.0％

地 方 交 付 税 18兆3,611億円 18兆 538億円 1.7％

地 方 債 6兆8,163億円 7兆6,077億円 △10.4％

歳出の

う ち

給 与 関 係 経 費 19兆9,100億円 19兆9,644億円 △0.3％

公 債 費 11兆2,600億円 11兆4,259億円 △1.5％

投資的経費（単独分） 6兆3,100億円 6兆3,137億円 0.0％

区 分 宮 崎 市 地方財政計画

一般会計予算規模の伸び率 【R4】4.9％ →【R5】 6.8％
【R4】0.6％ →【R5】0.8％

（地方一般歳出ベース）

地 方 債 の 伸 び 率 【R4】△19.7％ →【R5】4.0％ 【R4】△32.3％ →【R5】△10.4％

一 般 財 源 比 率
【R4】56.3％ →【R5】54.4％

（臨時財政対策債を含む）
【R4】68.5％ →【R5】69.6％

地 方 債 依 存 度 【R4】6.9％ →【R5】6.7％ 【R4】8.4％ →【R5】7.4％
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２　予算案の概要

（１）会計別予算規模 (単位：千円，％）

予 算 額 肉付け後予算額

181,480,000 169,949,840 6.8

公 営 住 宅 建 設 資 金 1,635,000 1,550,000 5.5

国 民 健 康 保 険 41,810,000 41,363,000 1.1

後 期 高 齢 者 医 療 5,931,000 5,291,000 12.1

公 園 墓 地 281,000 300,000 △ 6.3

卸 売 市 場 710,000 600,000 18.3

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 22,000 28,000 △ 21.4

介 護 保 険 37,870,000 37,865,000 0.0

公 設 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業 441,000 399,000 10.5

宅 地 造 成 事 業 536,000 761,000 △ 29.6

公 債 管 理 18,331,000 17,862,000 2.6

小       　　　　 計 107,567,000 106,019,000 1.5

水 道 事 業 13,940,000 13,607,000 2.4

工 業 用 水 道 事 業 27,000 25,000 8.0

公 共 下 水 道 事 業 22,785,000 22,512,000 1.2

農 業 集 落 排 水 事 業 1,059,000 1,060,000 △ 0.1

田 野 病 院 事 業 958,000 883,000 8.5

小       　　　　 計 38,769,000 38,087,000 1.8

327,816,000 314,055,840 4.4

一 般 会 計

合        　　　　　　　　計

区　　　　　　　　分
令和５年度 令和４年度

伸　率

企

業

会

計

特

別

会

計
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歳入 (単位：千円，％）

予 算 額 構 成 比 伸　率 肉付け後予算額 構 成 比

市 税 56,594,000 31.2 2.4 55,250,000 32.5

地 方 譲 与 税 1,675,000 0.9 △ 0.6 1,685,000 1.0

利 子 割 交 付 金 8,000 0.0 △ 66.7 24,000 0.0

配 当 割 交 付 金 228,000 0.1 12.3 203,000 0.1

株式等譲渡所得割交付金 82,000 0.0 △ 71.1 284,000 0.2

法 人 事 業 税 交 付 金 871,000 0.5 △ 16.4 1,042,000 0.6

地 方 消 費 税 交 付 金 11,570,000 6.4 13.9 10,156,000 6.0

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 197,000 0.1 5.9 186,000 0.1

環 境 性 能 割 交 付 金 43,000 0.0 △ 59.4 106,000 0.1

地 方 特 例 交 付 金 430,000 0.2 △ 37.4 687,000 0.4

地 方 交 付 税 22,457,000 12.4 3.1 21,789,000 12.8

交通安全対策特別交付金 82,000 0.0 △ 20.4 103,000 0.1

分 担 金 及 び 負 担 金 1,510,318 0.8 9.1 1,384,454 0.8

使 用 料 及 び 手 数 料 1,981,882 1.1 △ 1.3 2,007,685 1.2

国 庫 支 出 金 39,174,527 21.6 3.2 37,954,409 22.3

県 支 出 金 14,628,814 8.1 1.9 14,355,102 8.5

財 産 収 入 495,648 0.3 △ 37.5 793,422 0.4

寄 附 金 7,006,191 3.9 100.0 3,502,870 2.0

繰 入 金 7,837,212 4.3 76.2 4,448,016 2.6

繰 越 金 1 0.0 0.0 1 0.0

諸 収 入 2,493,707 1.4 6.5 2,341,181 1.4

市 債 12,114,700 6.7 4.0 11,647,700 6.9

うち臨時財政対策債 1,820,000 1.0 △ 42.6 3,172,000 1.9

合 計 181,480,000 100.0 6.8 169,949,840 100.0

※構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

（２）一般会計科目別予算

区           分
令和５年度 令和４年度
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歳出 (単位：千円，％）

予 算 額 構 成 比 伸　率 肉付け後予算額 構 成 比

議 会 費 724,324 0.4 3.0 703,426 0.4

総 務 費 21,837,598 12.0 28.6 16,986,164 10.0

民 生 費 82,520,638 45.5 0.7 81,912,821 48.2

衛 生 費 18,785,426 10.4 23.2 15,251,397 9.0

労 働 費 117,249 0.1 14.9 102,054 0.1

農 林 水 産 業 費 4,102,732 2.3 0.3 4,090,157 2.4

商 工 費 2,123,003 1.2 △ 14.1 2,472,792 1.4

土 木 費 15,045,428 8.3 2.0 14,756,194 8.7

消 防 費 4,313,914 2.4 11.7 3,860,970 2.2

教 育 費 14,222,193 7.8 13.6 12,519,756 7.3

災 害 復 旧 費 245,900 0.1 △ 14.3 286,980 0.2

公 債 費 17,341,594 9.6 2.6 16,907,128 10.0

諸 支 出 金 1 0.0 0.0 1 0.0

予 備 費 100,000 0.1 0.0 100,000 0.1

合 計 181,480,000 100.0 6.8 169,949,840 100.0

※構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

区      分
令和５年度 令和４年度
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歳入 (単位：千円，％）

予 算 額 構 成 比 伸　率 肉付け後予算額 構 成 比

77,918,959 42.9 11.7 69,727,629 41.0

市 税 56,594,000 31.2 2.4 55,250,000 32.5

諸 収 入 2,493,707 1.4 6.5 2,341,181 1.4

使用料及び手数料 1,981,882 1.1 △ 1.3 2,007,685 1.2

そ の 他 16,849,370 9.3 66.4 10,128,763 5.9

103,561,041 57.1 3.3 100,222,211 59.0

地 方 交 付 税 22,457,000 12.4 3.1 21,789,000 12.8

国 庫 支 出 金 39,174,527 21.6 3.2 37,954,409 22.3

県 支 出 金 14,628,814 8.1 1.9 14,355,102 8.5

地 方 譲 与 税 1,675,000 0.9 △ 0.6 1,685,000 1.0

交 付 金 13,511,000 7.4 5.6 12,791,000 7.5

市 債 12,114,700 6.7 4.0 11,647,700 6.9

うち臨時財政対策債 1,820,000 1.0 △ 42.6 3,172,000 1.9

181,480,000 100.0 6.8 169,949,840 100.0

※構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

（３）一般会計性質別予算

自 主 財 源

依 存 財 源

合 計

区           分
令和５年度 令和４年度
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歳出 (単位：千円，％）

予 算 額 構 成 比 伸　率 肉付け後予算額 構 成 比

99,012,212 54.6 1.2 97,822,507 57.6

人 件 費 20,726,141 11.4 △ 3.2 21,402,595 12.6

扶 助 費 60,944,477 33.6 2.4 59,512,784 35.0

公 債 費 17,341,594 9.6 2.6 16,907,128 10.0

17,689,158 9.7 19.0 14,861,733 8.7

普 通 建 設 17,443,258 9.6 19.7 14,574,753 8.5

災 害 そ の 他 245,900 0.1 △ 14.3 286,980 0.2

64,778,630 35.7 13.1 57,265,600 33.7

繰 出 金 16,349,441 9.0 3.4 15,817,614 9.3

積 立 金 5,435,174 3.0 183.4 1,917,765 1.1

補 助 費 等 10,151,698 5.6 △ 2.3 10,390,046 6.1

物 件 費 そ の 他 32,842,317 18.1 12.7 29,140,175 17.2

181,480,000 100.0 6.8 169,949,840 100.0

※構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

そ の 他

合 計

区　　　分
令和５年度 令和４年度
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（４）一般会計（主な増減内容）

◆市税

令和５年度
令和４年度

（肉付け後）
増減額 増減率

市民税 23,672,817 23,216,900 455,917 2.0

個人 19,860,917 19,466,900 394,017 2.0

法人 3,811,900 3,750,000 61,900 1.7

固定資産税 24,215,173 23,752,986 462,187 1.9

軽自動車税 1,380,567 1,372,442 8,125 0.6

市たばこ税 2,992,737 2,720,466 272,271 10.0

鉱産税 1 1 0 0.0

入湯税 95,205 64,305 30,900 48.1

事業所税 1,588,000 1,531,500 56,500 3.7

都市計画税 2,649,500 2,591,400 58,100 2.2

56,594,000 55,250,000 1,344,000 2.4

◆譲与税・交付金・地方交付税等

令和５年度
令和４年度

（肉付け後）
増減額 増減率

地方譲与税 1,675,000 1,685,000 △ 10,000 △ 0.6

利子割交付金 8,000 24,000 △ 16,000 △ 66.7

配当割交付金 228,000 203,000 25,000 12.3

82,000 284,000 △ 202,000 △ 71.1

871,000 1,042,000 △ 171,000 △ 16.4

11,570,000 10,156,000 1,414,000 13.9

197,000 186,000 11,000 5.9

環境性能割交付金 43,000 106,000 △ 63,000 △ 59.4

地方特例交付金 430,000 687,000 △ 257,000 △ 37.4

地方交付税 22,457,000 21,789,000 668,000 3.1

82,000 103,000 △ 21,000 △ 20.4

37,643,000 36,265,000 1,378,000 3.8

（単位：千円、％）

区分

合計

（単位：千円、％）

区分

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

交通安全対策特別交付金

合計
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◆市債

令和５年度
令和４年度

（肉付け後）
増減額 増減率

通常の市債 10,294,700 8,475,700 1,819,000 21.5

臨時財政対策債 1,820,000 3,172,000 △ 1,352,000 △ 42.6

12,114,700 11,647,700 467,000 4.0

◆市債残高 （単位：千円）

令和５年度末見込 令和４年度末見込 増減額

162,265,801 167,099,137 △ 4,833,336

166,852,877 172,037,193 △ 5,184,316

◆財政５基金残高 （単位：千円）

令和５年度末見込 令和４年度末見込 増減額

10,937,658 13,024,933 △ 2,087,275

6,131,219 7,107,447 △ 976,228

3,802,975 2,302,404 1,500,571

4,800,000 5,100,000 △ 300,000

2,500,000 2,500,000 0

28,171,852 30,034,784 △ 1,862,932

（単位：千円、％）

区分

合計

区分

一般会計

普通会計（参考）

区分

財政調整基金

財源対策債等償還基金

公共施設整備等基金

地域振興基金

土地開発基金

合計
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（５）一般会計部局・課別予算の状況（増減）

(単位：千円)

32,727,749 26,891,888 5,835,861 21.7

企 画 政 策 課 810,044 742,390 67,654 9.1
・Ｇ７宮崎農業大臣会合開催支援事業【R4】0⇒【R5】30,750（皆増）
・宮崎公立大学運営費等交付事業【R4】644,000⇒【R5】660,848（+16,848）

秘 書 課 186,262 159,655 26,607 16.7
・外国人住民向け生活ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ動画等作成事業【R4】0⇒【R5】6,600（皆増）
・外国人住民支援事業【R4】0⇒【R5】2,400（皆増）

財 政 課 27,443,466 23,300,688 4,142,778 17.8
・財政調整基金ほか積立金【R4】1,682,108⇒【R5】5,139,593（+3,457,485）
・市債元金償還金（公債費）【R4】16,440,953⇒【R5】16,833,036（+392,083）

新型コロナウイルス
感 染 症 総 合 対 策 室 267 290 △ 23 △ 7.9 ・感染症総合対策室事務管理費【R4】290⇒【R5】267（△23）

都 市 戦 略 課 4,287,710 2,688,865 1,598,845 59.5
・宮崎ふるさと愛寄附金推進事業【R4】2,002,876⇒【R5】3,998,295（+1,995,419）
・移住・定住支援事業【R4】45,600⇒【R5】120,300（+74,700）

23,556,078 23,396,977 159,101 0.7

総 務 法 制 課 198,509 198,769 △ 260 △ 0.1 ・人権啓発推進事業【R4】2,990⇒【R5】2,900（△90）

人 事 課 20,716,767 21,153,332 △ 436,565 △ 2.1
・人事給与関連システム包括委託事業【R4】135,411⇒【R5】379,924（+244,513）
・職員研修費【R4】22,300⇒【R5】26,000（+3,700）

市 役 所 改 革 推 進 課 27,996 2,856 25,140 880.3
・職員の意識向上（自己研鑽）推進事業【R4】0⇒【R5】420（皆増）
・職員の働き方改革推進事業（ＢＰＲ調査）【R4】0⇒【R5】24,948（皆増）

情 報 政 策 課 1,576,407 1,081,272 495,135 45.8
・基幹系業務システム等運用事業【R4】505,496⇒【R5】657,000（+151,504）
・財務会計システム運用事業【R4】12,356⇒【R5】303,800（+291,444）

契 約 課 31,002 24,324 6,678 27.5
・契約管理システム運営費【R4】1,140⇒【R5】1,564（+424）
・土木工事積算システム管理費【R4】2,924⇒【R5】9,558（+6,634）

管 財 課 1,005,397 936,424 68,973 7.4
・庁舎共通事務管理費【R4】142,000⇒【R5】213,700 (+71,700)
・新庁舎建設基本計画策定事業【R4】0⇒【R5】 40,300(皆増)

223,307 252,264 △ 28,957 △ 11.5

危 機 管 理 課 146,712 151,748 △ 5,036 △ 3.3
・宮崎港小学校北校舎屋上避難階段整備事業【R4】4,836⇒【R5】52,000（+47,164）
・防災対策費【R4】27,858⇒【R5】39,800（+11,942）

地 域 安 全 課 76,595 100,516 △ 23,921 △ 23.8
・防災士活動支援事業【R4】0⇒【R5】1,000（皆増）
・宮崎市自転車等利用実態調査事業【R4】0⇒【R5】1,700（皆増）

10,165,035 9,934,183 230,852 2.3

納 税 管 理 課 240,800 273,457 △ 32,657 △ 11.9
・税収納システム改修事業【R4】34,667⇒【R5】0（皆減）
・収納対策事業【R4】4,730⇒【R5】4,600（△130）

市 民 税 課 131,200 110,000 21,200 19.3
・市県民税賦課事務費【R4】50,000⇒【R5】76,000(+26,000)
・地方税電子化推進事業【R4】23,900⇒【R5】30,800(+6,900)

資 産 税 課 128,852 263,171 △ 134,319 △ 51.0
・固定資産評価替え事業【R4】234,000⇒【R5】100,950（△133,050）
・登記課税連携システム事業【R4】9,900⇒【R5】5,960（△3,940）

国 保 年 金 課 9,664,183 9,287,555 376,628 4.1
・後期高齢者医療広域連合負担金【R4】4,031,669⇒【R5】4,331,909（+300,240）
・後期高齢者医療特別会計繰出金【R4】1,226,240⇒【R5】1,338,453（+112,213）

2,365,862 2,207,496 158,366 7.2

地 域 コ ミ ュ
ニ テ ィ 課

1,158,205 967,021 191,184 19.8
・公立公民館等長寿命化改修事業【R4】15,300⇒【R5】222,250（+206,950）
・公立公民館等管理運営費【R4】193,480⇒【R5】203,850（+10,370）

市 民 課 121,640 75,400 46,240 61.3
・スマート窓口サービス推進事業【R4】0⇒【R5】66,000（皆増）
・ＩＣカード活用事業【R4】16,600⇒【R5】24,540（+7,940）

文 化 ・ 市 民
活 動 課

1,065,516 1,145,668 △ 80,152 △ 7.0
・文化施設維持管理事業【R4】460,000⇒【R5】389,000（△71,000）
・宮崎市市民活動支援基金活用事業【R4】8,287⇒【R5】3,000（△5,287）

赤 江 地 域
セ ン タ ー

5,435 5,517 △ 82 △ 1.5 ・本郷地域事務所管理事務費【R4】2,890⇒【R5】2,730（△160）

木 花 地 域
セ ン タ ー

2,146 1,710 436 25.5
・木花地域センター管理事務費【R4】870⇒【R5】1,200（+330）
・木花地域協議会管理運営事業【R4】700⇒【R5】806（+106）

青 島 地 域
セ ン タ ー

4,110 3,330 780 23.4
・青島地域センター管理事務費【R4】870⇒【R5】1,340（+470）
・青島地域利便性向上事業【R4】1,700⇒【R5】2,000（+300）

住 吉 地 域
セ ン タ ー

2,185 1,760 425 24.1
・住吉地域センター管理事務費【R4】730⇒【R5】1,030（+300）
・住吉地域協議会管理運営事業【R4】660⇒【R5】780（+120）

生 目 地 域
セ ン タ ー

4,500 5,320 △ 820 △ 15.4
・生目地域センター管理事務費【R4】2,050⇒【R5】1,270(△780)
・生目地域協議会管理運営事業【R4】720⇒【R5】532(△188)

北 地 域
セ ン タ ー

2,125 1,770 355 20.1
・北地域センター管理事務費【R4】920⇒【R5】1,100（+180）
・北地域協議会管理運営事業【R4】670⇒【R5】840（+170）

10,484,955 7,702,551 2,782,404 36.1

環 境 政 策 課 427,148 428,204 △ 1,056 △ 0.2
・葬祭センター運営事業【R4】13,000⇒【R5】31,000（+18,000）
・宮崎市環境基本計画策定事業【R4】0⇒【R5】11,400（皆増）

環 境 業 務 課 2,444,949 2,128,026 316,923 14.9
・一般廃棄物収集運搬事業【R4】1,248,454⇒【R5】1,537,638(+289,184)
・し尿収集運搬事業【R4】262,000⇒【R5】285,749(+23,749)

環 境 指 導 課 76,238 75,092 1,146 1.5
・不法投棄調査・収集パトロール管理システム開発等事業【R4】0⇒【R5】1,958（皆増）
・産業廃棄物適正処理推進事業【R4】1,190⇒【R5】2,270(+1,080)

環 境 施 設 課 7,536,620 5,071,229 2,465,391 48.6
・エコクリーンプラザみやざき基幹的設備改良事業【R4】1,644,654⇒【R5】3,918,134（+2,273,480）
・エコクリーンプラザみやざき管理費【R4】254,000⇒【R5】314,000（+60,000）

企 画 財 政 部

総 務 部

危 機 管 理 部

税 務 部

地 域 振 興 部

環 境 部

部　局　・　課　別 令和５年度
令和４年度
肉付け後

増減額 伸率(%) 主　な　も　の
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（単位：千円）

37,095,112 37,092,972 2,140 0.0

福 祉 総 務 課 1,168,171 1,408,824 △ 240,653 △ 17.1
・宮崎市総合福祉保健センター等改修事業【R4】289,000⇒【R5】113,000（△176,000）
・災害時要配慮者支援事業【R4】0⇒【R5】7,400（皆増）

障 が い 福 祉 課 15,191,474 14,492,762 698,712 4.8
・障がい福祉サービス事業【R4】9,150,000⇒【R5】9,750,000（+600,000）
・障がい児通所支援事業【R4】2,200,000⇒【R5】2,360,000（+160,000）

地 域 包 括 ケ ア
推 進 課

1,052,114 1,102,202 △ 50,088 △ 4.5
・養護老人ホーム清流園空調設備改修事業【R4】76,000⇒【R5】28,000（△48,000）
・ふれあい会食補助事業【R4】4,200⇒【R5】3,900（△300）

介 護 保 険 課 6,252,587 6,189,846 62,741 1.0
・介護保険特別会計繰出金【R4】6,126,498⇒【R5】6,187,237(+60,739)
・介護保険利用者負担軽減対策事業【R4】6,800⇒【R5】8,000（+1,200）

社会福祉第一課 13,428,871 13,897,278 △ 468,407 △ 3.4
・査察指導台帳システム化事業【R4】0⇒【R5】5,811（皆増）
・生活、住宅、教育、その他の扶助費【R4】5,906,200⇒【R5】5,706,200（△200,000）

指 導 監 査 課 1,895 2,060 △ 165 △ 8.0 ・社会福祉施設指導監査等事業【R4】2,060⇒【R5】1,895（△165）

34,293,578 34,066,956 226,622 0.7

子 育 て 支 援 課 3,038,169 2,999,888 38,281 1.3
・児童扶養手当給付事業【R4】2,280,000⇒【R5】2,296,000（+16,000）
・児童館・児童センターＬＥＤ化改修事業【R4】0⇒【R5】15,000（皆増）

保 育 幼 稚 園 課 26,966,562 26,974,664 △ 8,102 0.0
・児童手当給付事業【R4】6,371,772⇒【R5】6,235,000(△136,772)
・小戸保育所整備事業【R4】100,000⇒【R5】0(皆減)

親 子 保 健 課 4,288,847 4,092,404 196,443 4.8
・出産・子育て応援事業【R4】0⇒【R5】454,285（皆増）
・宮崎市総合発達支援センターＤＸ環境整備事業【R4】0⇒【R5】61,211（皆増）

3,948,913 3,504,368 444,545 12.7

保 健 医 療 課 1,021,445 888,929 132,516 14.9
・宮崎市保健所・中央保健センター施設等改修事業【R4】42,000⇒【R5】162,500（+120,500）
・保健所事務管理費　【R4】79,180⇒【R5】110,100（+30,920）

地 域 保 健 課 34,341 143,284 △ 108,943 △ 76.0
・高岡福祉保健センター改修事業【R4】120,000⇒【R5】10,700（△109,300）
・地域保健統計調査事業【R4】3,670⇒【R5】591（△3,079）

健 康 支 援 課 1,716,807 1,430,263 286,544 20.0
・新型コロナウイルス感染症検査・医療費【R4】236,809⇒【R5】520,860（+284,051）
・こころつなぐライン相談事業【R4】0⇒【R5】15,300（皆増）

保 健 衛 生 課 92,561 139,684 △ 47,123 △ 33.7
・新型コロナウイルス感染症検査委託事業【R4】36,000⇒【R5】0（皆減）
・衛生検査事業【R4】29,700⇒【R5】9,200（△20,500）

新型コロナウイルス
ワ ク チ ン 対 策 課 1,083,759 902,208 181,551 20.1

・新型コロナウイルスワクチン接種対策事業【R4】496,629⇒【R5】634,739（+138,110）
・新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業【R4】404,579⇒【R5】446,020（+41,441）

2,156,352 2,192,594 △ 36,242 △ 1.7

農 政 企 画 課 410,603 343,981 66,622 19.4
・農業次世代人材投資事業【R4】118,777⇒【R5】0（皆減）
・みやざき新規就農者総合対策事業【R4】0⇒【R5】236,562（皆増）

農 業 振 興 課 282,172 539,992 △ 257,820 △ 47.7
・農産園芸用資機材導入支援事業【R4】81,782⇒【R5】52,225（△29,557）
・畜産競争力強化整備事業【R4】207,675⇒【R5】0（皆減）

森 林 水 産 課 468,220 368,975 99,245 26.9
・森林整備等促進事業（森林環境譲与税基金）
　　　　　　　　　　　　　　　　【R4】60,365⇒【R5】100,894（+40,529）

農 村 整 備 課 905,590 892,440 13,150 1.5
・農村地域防災減災事業（調査計画）【R4】0⇒【R5】45,000（皆増）
・農業水路等長寿命化・防災減災事業（エコ関連）【R4】20,000⇒【R5】0（皆減）

市 場 課 89,767 47,206 42,561 90.2 ・卸売市場特別会計繰出金【R4】47,206⇒【R5】89,767（+42,561）

2,934,558 3,272,920 △ 338,362 △ 10.3

観 光 戦 略 課 338,975 381,773 △ 42,798 △ 11.2
・デジタルを活用した観光マーケティング事業【R4】0⇒【R5】12,000（皆増）
・インバウンド誘客戦略事業【R4】0⇒【R5】11,550（皆増）

スポーツランド
推 進 課

1,548,653 1,536,831 11,822 0.8
・生目の杜運動公園施設改善事業【R4】254,000⇒【R5】76,200（△177,800）
・清武総合運動公園施設改善事業【R4】35,100⇒【R5】105,000（+69,900）

商 業 政 策 課 413,607 394,391 19,216 4.9
・新型コロナウイルス感染症緊急対策利子補給事業【R4】222,419⇒【R5】100,234（△122,185）
・みやざき再生支援特別貸付利子補給事業【R4】0⇒【R5】59,000（皆増）

工 業 政 策 課 633,323 959,925 △ 326,602 △ 34.0
・新型コロナウイルス感染症緊急事業者支援事業【R4】245,551⇒【R5】0（皆減）
・青少年プラザ体育館改修事業【R4】0⇒【R5】43,030（皆増）

3,850,844 3,776,022 74,822 2.0

土 木 課 1,551,481 1,570,084 △ 18,603 △ 1.2
・大島線２工区道路改良事業【R4】135,000⇒【R5】412,000（+277,000）
・吉村通線４工区道路改良事業【R4】430,000⇒【R5】60,000（△370,000）

用 地 管 理 課 33,129 21,559 11,570 53.7 ・境界立会記録電子化事業【R4】0⇒【R5】9,000（皆増）

道 路 維 持 課 2,186,997 2,111,601 75,396 3.6
・道路施設長寿命化修繕事業【R4】50,000⇒【R5】139,000（+89,000）
・高松橋改修事業（長寿命化対策）【R4】346,000⇒【R5】391,000（+45,000）

建 築 住 宅 課 79,237 72,778 6,459 8.9
・宮崎市住生活基本計画改定事業【R4】0⇒【R5】6,100（皆増）
・危険な空き家等除却推進事業【R4】6,000⇒【R5】8,600（+2,600）

4,366,465 4,370,822 △ 4,357 △ 0.1

都 市 計 画 課 83,375 39,665 43,710 110.2
・都市計画基礎調査負担金【R4】0⇒【R5】15,200（皆増）
・宮崎市都市計画マスタープラン・立地適正化計画改訂事業【R4】0⇒【R5】24,480（皆増）

公 園 緑 地 課 1,211,799 1,242,408 △ 30,609 △ 2.5
・フェニックス自然動物園リニューアル事業【R4】0⇒【R5】38,216（皆増）
・東部６号街区公園整備事業【R4】0⇒【R5】39,500（皆増）

市 街 地 整 備 課 2,871,096 2,861,193 9,903 0.3
・宮崎駅東通線（３工区）整備事業　【R4】481,000⇒【R5】587,684（+106,684）
・新町停車場線（新町橋）整備事業【R4】930,000⇒【R5】1,085,000（+155,000）

建 築 行 政 課 71,265 88,249 △ 16,984 △ 19.2
・木造建築物等地震対策促進事業【R4】59,000⇒【R5】43,850（△15,150）
・公開型道路情報（建築基準法）システム構築事業【R4】0⇒【R5】2,416（皆増）

開 発 審 査 課 2,200 2,068 132 6.4 ・開発指導事務管理費【R4】2,068⇒【R5】2,200（+132）

景 観 課 126,730 137,239 △ 10,509 △ 7.7
・景観計画改訂事業【R4】9,000→【R5】0（皆減）
・フラワーマーケット開催事業【R4】8,000→【R5】0（皆減）

福 祉 部

子 ど も 未 来 部

健 康 管 理 部

農 政 部

観 光 商 工 部

建 設 部

都 市 整 備 部

部　局　・　課　別 令和５年度
令和４年度
肉付け後

増減額 伸率(%) 主　な　も　の
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（単位：千円）

588,191 534,279 53,912 10.1

地域市民福祉課 205,796 161,316 44,480 27.6
・佐土原総合文化センター設備等改修事業【R4】48,000⇒【R5】70,000（+22,000）
・佐土原総合文化センター管理運営費【R4】55,000⇒【R5】68,793（+13,793）

農 林 建 設 課 382,395 372,963 9,432 2.5
・農業水路等長寿命化・防災減災事業【R4】0⇒【R5】31,200（皆増）
・道路舗装打換事業【R4】18,800⇒【R5】31,800（+13,000）

293,789 300,102 △ 6,313 △ 2.1

地域市民福祉課 37,470 39,088 △ 1,618 △ 4.1
・公立公民館等管理運営費【R4】17,180⇒【R5】17,400（+220）
・いこいの広場管理運営費【R4】1,600⇒【R5】560（△1,040）

農 林 建 設 課 256,319 261,014 △ 4,695 △ 1.8
・地方道路等整備事業【R4】55,618⇒【R5】0(皆減)
・道路局部改良事業【R4】52,600⇒【R5】61,150(+8,550)

412,625 441,929 △ 29,304 △ 6.6

地域市民福祉課 61,226 66,333 △ 5,107 △ 7.7
・高木兼寛公御神幸行列ＰＲ事業【R4】0⇒【R5】342（皆増）
・瓜田ダム周辺管理運営費【R4】9,000⇒【R5】1,764（△7,236）

農 林 建 設 課 351,399 375,596 △ 24,197 △ 6.4
・地方道路等整備事業【R4】118,500⇒【R5】101,900（△16,600）
・道路舗装打換事業【R4】18,900⇒【R5】30,100（+11,200）

429,324 449,469 △ 20,145 △ 4.5

地域市民福祉課 42,426 45,471 △ 3,045 △ 6.7
・清武総合運動公園魅力化整備事業【R4】4,587⇒【R5】0（皆減）
・宮崎市交流プラザきよたけ施設設備更新事業【R4】0⇒【R5】2,356（皆増）

農 林 建 設 課 386,898 403,998 △ 17,100 △ 4.2
・大型団地内道路・排水対策整備事業【R4】35,000⇒【R5】10,000（△25,000）
・清武総合運動公園魅力化整備事業【R4】0⇒【R5】15,000（皆増）

9,567,618 7,855,191 1,712,427 21.8

企 画 総 務 課 1,342,553 1,104,723 237,830 21.5
・小学校管理運営費【R4】616,000⇒【R5】725,067（+109,067）
・中学校管理運営費【R4】320,000⇒【R5】409,977（+89,977）

学 校 施 設 課 1,976,826 1,015,618 961,208 94.6
・那珂小学校屋内運動場改築事業【R4】73,366⇒【R5】432,168（+358,802）
・小学校屋内運動場大規模改造事業【R4】11,000⇒【R5】165,000（+154,000）

学 校 教 育 課 1,347,975 1,322,028 25,947 2.0
・不登校児童生徒学習支援体制整備事業【R4】0⇒【R5】20,458（皆増）
・特別支援教育学び総合支援事業【R4】143,500⇒【R5】150,000（+6,500）

教 育 情 報
研 修 セ ン タ ー

1,081,833 1,008,079 73,754 7.3
・小中学校プログラミング教育促進事業【R4】0⇒【R5】10,000（皆増）
・中学校無線アクセスポイント追加設置事業【R4】0⇒【R5】38,000（皆増）

生 涯 学 習 課 1,573,157 1,435,106 138,051 9.6
・児童クラブ運営事業【R4】715,139⇒【R5】848,156（+133,017）
・科学技術館施設環境整備事業【R4】19,707⇒【R5】100,000（+80,293）

保 健 給 食 課 1,809,551 1,618,006 191,545 11.8
・学校給食施設空調設備整備事業【R4】0⇒【R5】42,900（皆増）
・学校給食食材加工等業務委託事業【R4】634,000⇒【R5】680,000（+46,000）

文 化 財 課 435,723 351,631 84,092 23.9
・旧みやざき歴史文化館管理事業【R4】13,217⇒【R5】0（皆減）
・歴史資料館改修事業【R4】11,000⇒【R5】116,253（+105,253）

1,607,032 1,183,547 423,485 35.8
・消防緊急情報システム事業【R4】90,000⇒【R5】264,000（+174,000）
・消防局・北消防署新庁舎整備事業【R4】51,000⇒【R5】214,938（+163,938）

67,700 61,590 6,110 9.9
・会計事務管理費【R4】35,600⇒【R5】42,000（+6,400）
・コンビニエンスストア収納事業【R4】24,200⇒【R5】23,700（△500）

130,742 114,083 16,659 14.6
・議会管理運営臨時事業【R4】0⇒【R5】2,200（皆増）
・議会カメラ・マイク制御システム更新事業【R4】0⇒【R5】9,800（皆増）

214,171 347,637 △ 133,466 △ 38.4

選挙管理委員会
事 務 局

191,022 325,502 △ 134,480 △ 41.3
・参議院議員選挙事業【R4】88,000⇒【R5】0（皆減）
・県知事選挙事業【R4】68,900⇒【R5】0（皆減）

監 査 事 務 局 13,661 13,561 100 0.7 ・監査事務管理費【R4】3,100⇒【R5】3,200（+100）

農 業 委 員 会
事 務 局

9,488 8,574 914 10.7
・農業委員会事務管理事業【R4】2,949⇒【R5】4,251（+1,302）
・新規就農者優良農地バックアップ事業【R4】2,030⇒【R5】1,218（△812）

181,480,000 169,949,840 11,530,160 6.8

※令和4年度肉付け後予算額については、機構改革等による予算の付け替えを行っている。

佐 土 原 総 合 支 所

田 野 総 合 支 所

高 岡 総 合 支 所

清 武 総 合 支 所

教 育 委 員 会

消 防 局

会 計 課

議 会 事 務 局

各 種 委 員 会 等

合 計

部　局　・　課　別 令和５年度
令和４年度
肉付け後

増減額 伸率(%) 主　な　も　の
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（６）特別会計・企業会計の状況（増減）
(単位：千円)

令和５年度
令和４年度
肉付け後

増減額 伸率(%) 主　な　も　の

公営住宅建設資金 1,635,000 1,550,000 85,000 5.5
・公営住宅ストック総合改善事業
                        【R4】360,700⇒【R5】430,620（+69,920）
・新町・追手団地建替事業【R4】131,482⇒【R5】193,084（+61,602）

国 民 健 康 保 険 41,810,000 41,363,000 447,000 1.1
・保険給付費【R4】29,267,002⇒【R5】29,715,723（+448,721）
・国民健康保険事業費納付金
            【R4】11,016,990⇒【R5】10,961,621（△55,369）

後 期 高 齢 者 医 療 5,931,000 5,291,000 640,000 12.1
・後期高齢者医療広域連合納付金
　　　　　　【R4】5,034,080⇒【R5】5,677,148（+643,068）

公 園 墓 地 281,000 300,000 △ 19,000 △ 6.3
・桃山墓地整備事業【R4】13,500⇒【R5】0（皆減）
・墓地管理運営費【R4】65,191⇒【R5】58,116（△7,075）
・みたま園管理事務所改修事業【R4】0⇒【R5】1,991（皆増）

卸 売 市 場 710,000 600,000 110,000 18.3

・管理運営事業費【R4】122,266⇒【R5】215,975（+93,709）
・施設維持管理事業費【R4】115,996⇒【R5】121,540（+5,544）
・施設整備事業費【R4】129,300⇒【R5】124,500（△4,800）
・市債元金償還金【R4】132,064⇒【R5】145,123（+13,059）

母 子 父 子 寡 婦
福 祉 資 金

22,000 28,000 △ 6,000 △ 21.4

・母子父子寡婦福祉資金貸付事業
　　　　　　　　　　　　　　【R4】8,254⇒【R5】13,755（+5,501)
・母子父子寡婦福祉資金償還金【R4】12,822⇒【R5】5,354(△7,468)
・母子父子寡婦福祉資金繰出金【R4】6,924⇒【R5】2,891（△4,033）

介 護 保 険 37,870,000 37,865,000 5,000 0.0
・総務費【R4】904,485⇒【R5】975,704（+71,219）
・地域支援事業費【R4】1,797,596⇒【R5】1,726,452（△71,144）

公 設 合 併 処 理
浄 化 槽 事 業

441,000 399,000 42,000 10.5

・公営企業会計適用事業【R4】0⇒【R5】12,168（皆増）
・公設合併処理浄化槽整備推進事業（ PFI ）
　　　　　　　　　　　【R4】220,000⇒【R5】230,312（+10,312）
・浄化槽管理事業【R4】66,358⇒【R5】76,616（+10,258）

宅 地 造 成 事 業 536,000 761,000 △ 225,000 △ 29.6
・東部第二土地区画整理事業
　　　　　　【R4】450,000⇒【R5】186,000（△264,000）
・市債償還金【R4】125,678⇒【R5】169,674（+43,996）

公 債 管 理 18,331,000 17,862,000 469,000 2.6
・市債元金償還金【R4】17,349,274⇒【R5】17,888,269（+538,995）
・市債利子【R4】512,726⇒【R5】442,731（△69,995）

計 107,567,000 106,019,000 1,548,000 1.5

水 道 事 業 13,940,000 13,607,000 333,000 2.4
・収益的支出【R4】8,186,000⇒【R5】8,196,000（+10,000）
・資本的支出【R4】5,421,000⇒【R5】5,744,000（+323,000）

工 業 用 水 道 事 業 27,000 25,000 2,000 8.0
・収益的支出【R4】15,200⇒【R5】16,400（+1,200）
・資本的支出【R4】9,800⇒【R5】10,600（+800）

公 共 下 水 道 事 業 22,785,000 22,512,000 273,000 1.2
・収益的支出【R4】10,675,000⇒【R5】10,968,000（+293,000）
・資本的支出【R4】11,837,000⇒【R5】11,817,000（△20,000）

農業集落排水事業 1,059,000 1,060,000 △ 1,000 △ 0.1
・収益的支出【R4】622,000⇒【R5】610,000（△12,000）
・資本的支出【R4】438,000⇒【R5】449,000（+11,000）

田 野 病 院 事 業 958,000 883,000 75,000 8.5
・収益的支出【R4】792,110⇒【R5】808,575（+16,465）
・資本的支出【R4】90,890⇒【R5】149,425（+58,535）

計 38,769,000 38,087,000 682,000 1.8

146,336,000 144,106,000 2,230,000 1.5

会 計 名

合 計

企

業

会

計

特

別

会

計
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※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

市税
56,594
31.2%

寄附金
7,006
3.9%

諸収入
2,494
1.4%

使用料及び手数料
1,982
1.1%

その他
9,843
5.4%

地方交付税
22,457
12.4%

国庫支出金
39,174
21.6%

地方譲与税
1,675
0.9%

県支出金
14,629
8.1%

交付金
13,511
7.4%

市債
12,115
6.7%

歳入
181,480

（単位：百万円）

（７）グラフで表す一般会計予算

義務的経費
99,012
54.6%

投資的経費
17,689
9.7%

その他
64,779
35.7%

人件費
20,726
11.4%

扶助費
60,944
33.6%

公債費
17,342
9.6%

普通建設
17,443
9.6%

災害その他
246
0.1%

繰出金
16,349
9.0%

積立金
5,435
3.0%

補助費等
10,152
5.6%

　  物件費その他
32,842
18.1%

歳出

歳出
181,480

（単位：百万円）

歳入

自主財源
77,919
42.9％

依存財源
103,561
57.1％
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（８）市民一人当たりの一般会計予算額

公債費

43,400 円

予備費 250 円
宮崎市

一般会計当初予算 1,814 億 8 千万円

住民基本台帳人口

(令和 5年 1 月 1 日現在)
399,576 人

市民一人当たりの

一般会計予算額
454,181 円

議会費

1,813 円

総務費

54,652 円

民生費

206,521 円

衛生費

47,013 円

農林水産業費

10,268 円

労働費

293 円

商工費

5,313 円

土木費

37,654 円

消防費

10,796 円

教育費

35,593 円

災害復旧費

615 円
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３　主要事業

（１）戦略プロジェクト事業

　第五次宮崎市総合計画の計画期間変更に伴い、本市の現況や、社会情勢の変化を踏まえ、令和５年
度及び令和６年度の２か年において、特に優先的かつ重点的に取り組むべき３つのプロジェクトとそ
れに連なる10の重要施策を、新たな「戦略プロジェクト」として掲げます。

プロジェクト１

  力強い経済への挑戦

プロジェクト２

  誰一人取り残さない社会づくり

プロジェクト３

  未来への投資

人口減少
対応策

 戦略プロジェクトの展開に当たっては、本市の喫緊の課題である「人口減少」へ立ち向かうために、「自然
増」及び「社会増」の視点から取り組むこととし、さらに、人口減少下においても社会機能を維持していくた
めの「生産性向上」の視点を取り入れることとします。
 また、戦略プロジェクトの推進に当たっては、あらゆる分野で「公民連携」及び「DX（デジタルトランス
フォーメーション）」の手法の活用を検討することとします。

 地域経済は、市民の生活を支え都市の成長・発展を促す基盤であり、地域の活力をさら
に高めていくためには、企業活動や労働で生み出された付加価値を停滞させることなく、
分配∙消費につなげる循環を目指し、経済を成長させていくことが重要です。
 このようなことから、本市では、付加価値の創出や経済活動に必要な人材の確保、都市
基盤の整備を推進します。
 また、外貨を稼ぐ視点から、観光・スポーツ振興を図り、さらなる本市の経済成長を促
進します。

 SDGsの「誰一人取り残さない」という基本理念のもと、本市としても、持続可能で多
様性と包摂性のある社会づくりに取り組むことが重要です。
 このようなことから、本市では、全ての市民の健康増進・福祉の充実を図るほか、女性
がその個性と能力を十分に発揮し活躍できる社会づくり、多様な市民がその置かれた環境
にかかわらず活躍できる社会づくりを推進します。

 少子高齢化が急速に進行する中、生産年齢人口も急速に減少していくことから、今後そ
の対策が重要です。
 そのために本市では、将来世代への投資という観点から、少子化対策・子育て支援を強
化します。
 また、質の高い学校教育の推進を図るほか、ゼロカーボンシティの実現を目指します。
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重要施策１-１

重要施策１-２

重要施策１-３

重要施策１-４

重要施策２-１

重要施策２-２

重要施策２-３

重要施策３-１

重要施策３-２

重要施策３-３

　公民連携による成長戦略を推進するとともに、デジタル基盤の整備に取り組みま
す。
　また、付加価値の創出を行うほか、農畜水産物の販路拡大を図ります。　宮崎経済の成長

　起業・創業・事業承継について支援するとともに、企業誘致を推進します。
　また、移住・定住を促進するほか、在住外国人の生活・就労支援、学生の県内定
着支援、さらに高齢者の就労支援を行うことにより、人口減少社会における人材の
確保を図ります。

　雇用の創出・
　人材の確保

　陸・海・空の総合交通網について充実を図るとともに、都市インフラの整備・維
持を着実に進めるほか、中心市街地の再生を図る取組を推進します。
　また、市庁舎・消防庁舎の早期整備、防災・減災対策を推進します。

　経済を支える
　まちづくリ

　プロスポーツキャンプの受入環境について充実を図ります。
　また、自然環境をいかした観光資源の開発・整備、インバウンド受入環境の充実
を図るとともに、MICE・スポーツイベントの誘致・支援を推進します。

　外貨を稼ぐ観光・
　スポーツ振興

　感染症対策の充実･強化を推進するとともに、エビデンスに基づく病気の予防・早
期発見の推進を図ります。
　また、高齢者・障がい者の福祉を支える人材の育成・確保を図るとともに、介護
予防を推進します。

　健康の増進・
　福祉の充実

　ジェンダー平等を実現する意識改革を推進するとともに、女性の就労環境の整備
やワーク・ライフ・バランスの推進を図ります。
　また、女性特有の健康問題に対する支援を促進します。　女性の活躍の推進

　誰もが参加しやすい地域コミュニティづくりを推進します。
　また、障がい者の自立・共生に向けた環境づくりを推進するとともに、在住外国
人の生活・就労支援、性的少数者の暮らしやすい環境づくりや困難を抱える世帯へ
の支援の充実を図ります。

　多様な市民が活躍
　する社会づくり

　パートナーとの出会いを支援するとともに、妊娠・出産に関する支援の充実を図
ります。
　また、ひとり親家庭の子育て支援や子どものSOSへの対策を強化するとともに、
子どもが学び、遊べる場の整備・充実を促進します。

　少子化対策・
　子育て支援の推進

　教職員の働き方改革を推進するとともに、教職員の人材育成に取り組みます。
　また、GIGA スクール構想を推進し、学習環境の整備・充実を図ります。

　質の高い学校教育
　の推進

　再生可能エネルギーの活用や省エネルギーの推進を図るとともに、環境負荷の少
ないライフスタイルへの転換を促進します。

　ゼロカーボンシティ
　の実現
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プロジェクト１　力強い経済への挑戦　

　　
■重要施策１-１　宮崎経済の成長

№ 課　名　等 事　　業　　名 事業費(千円)
掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

1 企画政策課 【新】 チャレンジ政策提案事業 5,000 39

2 企画政策課 みやざき成長戦略推進事業 1,140 39

3 企画政策課 【新】 市制１００周年記念都市ブランド推進事業 8,000 269

4 企画政策課 【新】 首都圏シティセールス推進事業 3,500 269

5 都市戦略課 物販施設経営分析事業 5,600 42

6 都市戦略課 【新】 公民連携による公共施設マネジメント推進事業 7,000 42

7 都市戦略課 宮崎ふるさと愛寄附金推進事業 3,998,295 42

8 都市戦略課 【新】 次世代型まちづくり推進事業 14,000 287

9 地域コミュニティ課 【新】 地域活動のデジタル化推進事業 2,394 184

10 市民課 【新】 スマート窓口サービス推進事業 66,000 48

11 障がい福祉課 障がい福祉窓口業務電子処理化事業 8,099 85

12 保育幼稚園課 【新】 保育入所に係る電子申請入力フォーム維持管理事業 1,100 64

13 農政企画課 【新】 宮崎市産農林水産物活用商品認定事業 4,000 236

14 観光戦略課 【新】 デジタルを活用した観光マーケティング事業 12,000 273

15 工業政策課 【新】 地元企業による未来の宮崎ＩＴ人材教育活動支援モデル事業 500 231

16 工業政策課 【新】 企業成長のための人材育成支援事業 2,750 263

17 工業政策課 【新】 副業人材による地域企業成長応援事業 1,500 263

18 道路維持課 【新】 公開型道路情報システム構築事業 3,336 295

19 建築行政課 【新】 公開型道路情報（建築基準法）システム構築事業 2,416 144

20 教育情報研修センター 【新】 デジタル採点システムモデル校導入事業 2,310 173

21 教育情報研修センター 【新】 小中学校プログラミング教育促進事業 10,000 174

22 教育情報研修センター 中学校無線アクセスポイント追加設置事業 38,000 174

4,196,940 -

■重要施策１-２　雇用の創出・人材の確保

№ 課　名　等 事　　業　　名 事業費(千円)
掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

1 企画政策課 【新】 首都圏シティセールス推進事業（再掲） 3,500 269

2 秘書課 【新】 外国人住民支援事業 2,400 204

3 秘書課 【新】 外国人住民向け生活オリエンテーション動画等作成事業 6,600 205

4 農政企画課 【新】 農業資産次世代承継事業 1,276 236

5 商業政策課 事業バトンタッチ支援事業 10,000 258

6 商業政策課 【新】 創業者チャレンジ支援事業 7,580 258

小　計

４６事業　４，６３８，８１９（千円）
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№ 課　名　等 事　　業　　名 事業費(千円)
掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

7 工業政策課 【新】 地元就職支援事業 1,600 231

8 工業政策課 【新】 地元企業による未来の宮崎ＩＴ人材教育活動支援モデル事業(再掲) 500 231

9 工業政策課 【新】 高齢者雇用継続支援事業 2,300 261

10 学校教育課 【新】 「未来を拓く」キャリア教育推進事業 2,800 170

38,556 -

■重要施策１-３　経済を支えるまちづくり

№ 課　名　等 事　　業　　名 事業費(千円)
掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

1 都市戦略課 【新】 宮崎ブーゲンビリア空港路線回復事業 7,100 288

2 管財課 【新】 新庁舎建設基本計画策定事業 40,300 289

3 【新】 新庁舎建設地調査事業 20,000 289

4 【新】 新庁舎執務環境モデル事業 6,332 289

5 危機管理課 【新】 気象防災アドバイザー活用事業 480 147

6 地域安全課 【新】 防災士活動支援事業 1,000 183

7 福祉総務課 【新】 災害時要配慮者支援事業 7,400 193

8 道路維持課 【新】 宮崎駅北周辺歩行者通行空間整備事業 7,000 297

9 消防局総務課 消防局・北消防署新庁舎整備事業 214,938 155

10 消防局・総務課 【新】 消防団火災防御活動安全対策事業 58,000 203

11 指令課 【新】 消防指令システム等整備事業 9,023 155

371,573 -

■重要施策１-４　外貨を稼ぐ観光・スポーツ振興

№ 課　名　等 事　　業　　名 事業費(千円)
掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

1 都市戦略課 【新】 宮崎ブーゲンビリア空港路線回復事業（再掲） 7,100 288

2 観光戦略課 【新】 宮崎の自然魅力発信事業 9,200 273

3 観光戦略課 【新】 インバウンド誘客戦略事業 11,550 274

4 スポーツランド推進課 【新】 ラグビートップチーム合宿受入支援事業 3,700 279

5 スポーツランド推進課 【新】 みやざきフェニックス・リーグ２０周年記念事業 4,600 279

6 スポーツランド推進課 国民スポーツ大会開催準備事業 6,700 212

42,850 -

小　計

小　計

小　計
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プロジェクト２　誰一人取り残さない社会づくり

　　
■重要施策２-１　健康の増進・福祉の充実

№ 課　名　等 事　　業　　名 事業費(千円)
掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

1 障がい福祉課 【新】 障がい理解啓発事業 3,910 85

2 地域包括ケア推進課 【新】 介護予防手帳配付事業 19,708 96

3 地域包括ケア推進課 【新】 ７６歳市民一斉健幸チェック事業 2,864 97

4 地域包括ケア推進課 【新】 保健事業と介護予防の一体的実施事業 3,574 97

5 地域包括ケア推進課 【新】 オーラルケア・フレイル予防事業 15,685 97

6 介護保険課 新型コロナウイルス感染症対応力強化事業 3,300 98

7 健康支援課 【新】 性感染症まちかど出張予防啓発・検査事業 1,200 118

50,241 -

■重要施策２-２　女性の活躍の推進

№ 課　名　等 事　　業　　名 事業費(千円)
掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

1 文化・市民活動課 【新】 ワークライフバランス・女性活躍推進事業者表彰事業 220 206

2 文化・市民活動課 【新】 女性活躍推進応援プロジェクト事業 1,000 207

3 親子保健課 【新】 子宮頸がん予防（ＨＰＶ）ワクチン接種推進事業 10,000 74

4 親子保健課 子宮頸がん予防接種償還払い事業 1,000 75

5 健康支援課 【新】 女性の健康サポート普及啓発事業 2,500 113

6 工業政策課 【新】 企業における女性活躍推進事業 3,000 263

17,720 -

小　計

小　計

２７事業　１７３，５４４（千円）
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■重要施策２-３　多様な市民が活躍する社会づくり

№ 課　名　等 事　　業　　名 事業費(千円)
掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

1 秘書課 【新】 外国人住民支援事業（再掲） 2,400 204

2 【新】 外国人住民向け生活オリエンテーション動画等作成事業（再掲） 6,600 205

3 地域コミュニティ課 【新】 地域活動のデジタル化推進事業（再掲） 2,394 184

4 地域まちづくりのあり方検討事業 3,100 187

5 はたちの集い開催事業 7,280 187

6 文化・市民活動課 【新】 宮崎市性的少数者専門相談事業 650 207

7 障がい福祉課 医療的ケア児等支援事業 14,500 53

8 【新】 医療的ケア児在宅レスパイト事業 6,000 53

9 【新】 発達障がい児等早期支援強化事業 7,000 53

10 障がい福祉窓口業務電子処理化事業（再掲） 8,099 85

11 【新】 障がい理解啓発事業（再掲） 3,910 85

12 社会福祉第一課 子どもの居場所づくり事業 23,200 53

13 子育て支援課 【新】 在宅育児支援ニーズ把握事業 4,160 55

14 親子保健課 多胎妊産婦支援事業 4,900 73

15 健康支援課 【新】 こころつなぐライン相談事業 15,300 116

109,493 -小　計
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プロジェクト３　未来への投資

　　
■重要施策３-１　少子化対策・子育て支援の推進

№ 課　名　等 事　　業　　名 事業費(千円)
掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

1 子育て支援課 【新】 在宅育児支援ニーズ把握事業（再掲） 4,160 55

2 子育て支援課 【新】 みやざき出会い・結婚総合支援事業 3,600 55

3 子育て支援課 【新】 ひとり親キャリア支援事業 2,354 59

4 子育て支援課 【新】 ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業 2,605 59

5 親子保健課 妊婦健康診査事業（ＨＰＶ検査費用分） 1,000 71

6 親子保健課 産後ケア事業 2,257 73

7 親子保健課 多胎妊産婦支援事業（再掲） 4,900 73

8 親子保健課 不妊検査費助成事業 1,500 75

9 親子保健課 【新】 妊活支援推進事業 1,260 75

10 公園緑地課 【新】 フェニックス自然動物園リニューアル事業 38,216 280

11 学校教育課 【新】 不登校児童生徒学習支援体制整備事業 20,458 170

12 学校教育課 【新】 地域部活動環境整備事業 2,500 170

13 学校教育課 【新】 教育支援教室サテライト校新設事業 1,300 171

14 生涯学習課 児童クラブ施設整備事業 20,690 77

106,800 -小　計

３０事業　４６０，４９２（千円）
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■重要施策３-２　質の高い学校教育の推進

№ 課　名　等 事　　業　　名 事業費(千円)
掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

企画総務課

学校教育課

教育情報研修センター

2 学校施設課 小学校空気調和設備整備事業 29,000 164

3 学校施設課 中学校空気調和設備整備事業 22,000 164

4 学校施設課 小学校トイレ洋式化推進事業 60,000 164

5 学校施設課 中学校トイレ洋式化推進事業 20,000 164

6 学校施設課 小学校プレハブ教室借上事業 69,980 165

7 学校教育課 【新】 地域部活動環境整備事業（再掲） 2,500 170

8 学校教育課 教職員働き方改革推進事業 468 170

9 教育情報研修センター 【新】 教職員人材育成事業 98 173

10 教育情報研修センター 【新】 デジタル採点システムモデル校導入事業（再掲） 2,310 173

11 教育情報研修センター 【新】 小中学校プログラミング教育促進事業（再掲） 10,000 174

12 教育情報研修センター 中学校無線アクセスポイント追加設置事業（再掲） 38,000 174

13 教育情報研修センター 外国語活動アシスタント活用推進事業 27,328 174

14 教育情報研修センター 【新】 生徒の英語による対外発信力育成事業 200 175

15 保健給食課 教職員健康診断事業（ストレスチェックシステム分） 1,408 178

343,292 -

■重要施策３-３　ゼロカーボンシティの実現

№ 課　名　等 事　　業　　名 事業費(千円)
掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

1 環境政策課 【新】 「２０５０年再エネ導入」目標調査分析事業 10,000 122

2 環境業務課 家庭系生ごみ減量促進事業 2,900 126

12,900 -

5,193,992 -

※合計の事業数及び事業費については、複数のプロジェクトに位置付けている事業（「（再掲）」表記）がある
　ため、各プロジェクトごとの事業数及び事業費の合計と一致しない。

小　計

小　計

合　計（９４事業）※

1 公立夜間中学設置準備事業 60,000 161

-25-



（２）市役所改革推進・ＤＸ推進事業及びデジタル化推進事業

①市役所改革推進事業

№ 課　　名    等 事　　業　　名 事業費(千円)
掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

1 市役所改革推進課 【新】 職員の意識向上（自己研鑽）推進事業 420 43

2 市役所改革推進課 【新】 職員の働き方改革推進事業（ＢＰＲ調査） 24,948 44

3 管財課 【新】 新庁舎執務環境モデル事業（再掲） 6,332 289

31,700 -

②ＤＸ推進事業及びデジタル化推進事業

№ 課　　名    等 事　　業　　名 事業費(千円)
掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

1 人事課 人事給与関連システム包括委託事業 20,508 42

2 情報政策課 情報システム適正化事業 800 44

3 情報政策課 財務会計システム運用事業 52,638 45

4 情報政策課 個人番号カード交付事業 4,794 45

5 情報政策課 業務効率化推進事業 82,800 45

6 情報政策課 【新】 クラウド利用型庁内インフラ整備事業 17,000 46

7 情報政策課 【新】 ＤＸ人材育成事業 9,000 46

8 市民税課 市県民税賦課事務費 35,422 47

9 資産税課 固定資産評価替え事業 8,767 48

10 地域コミュニティ課 【新】 地域活動のデジタル化推進事業（再掲） 2,394 184

11 市民課 【新】 スマート窓口サービス推進事業（再掲） 66,000 48

12 環境業務課 家庭系ごみ処理手数料事業 660 126

13 環境業務課 し尿収集手数料徴収事業 2,338 127

14 環境指導課 【新】 1,958 129

15 環境施設課 浄化槽管理事業 5,510 131

16 障がい福祉課 障がい福祉窓口業務電子処理化事業（再掲） 8,099 85

17 社会福祉第一課 【新】 査察指導台帳システム化事業 5,811 105

18 親子保健課 【新】 総合発達支援センターＤＸ環境整備事業 61,211 70

19 商業政策課 商店街等位置情報データ活用事業 1,650 259

20 道路維持課 【新】 公開型道路情報システム構築事業（再掲） 3,336 295

21 建築行政課 【新】 2,416 144

22 議会事務局 市議会事務局管理費 994 305

394,106 -

　市役所改革推進プランに基づき、職員の意識改革や業務の抜本的見直し（ＢＰＲ）を行うことで、業務の生
産性を高めるとともに、成果を重視し、限られた予算の有効活用を図ります。
　また、宮崎市ＤＸ推進方針に基づき、全庁的な体制で本市のＤＸを推進することで、「市民」「地域」「市
役所」の３つの分野において、デジタル技術を最大限に活用し、市民一人ひとりが豊かに暮らせるまちづくり
を推進します。

合　計  （３事業）

不法投棄調査・収集パトロール管理システム開発等事業

公開型道路情報（建築基準法）システム構築事業（再掲）

合　計  （２２事業）

　※②の事業費については、ＤＸ推進事業及びデジタル化推進事業関連費のみを計上しているため、他の項目
　　で掲載している同事業の事業費とは一致しない場合がある。
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（３）市制１００周年機運醸成事業

№ 課　名　等 事　　業　　名 事業費(千円)
掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

1 企画政策課 【新】 市制１００周年記念都市ブランド推進事業（再掲） 8,000 269

2 秘書課 【新】 宮崎市写真アーカイブサイト構築運用事業 2,819 41

3 秘書課 宮崎市史編さん推進事業 1,233 303

4 管財課 【新】 新庁舎建設基本計画策定事業（再掲） 40,300 289

5 公園緑地課 【新】 フェニックス自然動物園リニューアル事業（再掲） 38,216 280

6 消防局総務課 消防局・北消防署新庁舎整備事業（再掲） 214,938 155

7 上下水道局 【新】 市制１００周年記念下水道マンホール蓋制作事業 2,700 157

308,206 -合　計　（７事業）
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（４）主な建設事業

○　エコクリーンプラザみやざき基幹的設備改良事業（P.１３１）

項目 事業内容

１　事業期間（予定） 令和２年度～令和６年度

２　総事業費 約８４．２億円

３　令和５年度事業内容

（１）当初予算 ３，９１８，１３４千円

（２）事業内容 設備等改良工事　等

○　消防局・北消防署新庁舎整備事業（P.１５５）

項目 事業内容

１　事業期間（予定） 令和４年度～令和７年度

２　総事業費 約６０億円

３　令和５年度事業内容

（１）当初予算 ２１４，９３８千円

（２）事業内容 基本・実施設計業務委託　等

○　那珂小学校屋内運動場改築事業（P.１６５）

項目 事業内容

１　事業期間（予定） 令和４年度～令和５年度

２　総事業費 約５．６億円

３　令和５年度事業内容

（１）当初予算 ４３２，１６８千円

（２）事業内容 本体改築、既存体育館解体工事　等

○　公立公民館等長寿命化改修事業（P.１８８）

項目 事業内容

１　事業期間（予定） 令和４年度～令和５年度

２　総事業費 約２．３億円

３　令和５年度事業内容

（１）当初予算 ２２２，２５０千円

（２）事業内容 長寿命化改修工事
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○　高松橋改修事業（長寿命化対策）（P.２９８）

項目 事業内容

１　事業期間（予定） 令和３年度～令和７年度

２　総事業費 約１５億円

３　令和５年度事業内容

（１）当初予算 ３９１，０００千円

（２）事業内容 橋梁修繕（支承交換）工事　等

○　東部第二土地区画整理事業（P.２９９）　

項目 事業内容

１　事業期間（予定） 平成１２年度～令和１０年度

２　総事業費 約２４９．４億円

３　令和５年度事業内容

（１）当初予算 ７１６，７５９千円

（２）事業内容 道路築造工事、整地工事、物件移転補償　等

項目 事業内容

１　事業期間（予定） 平成２０年度～令和７年度

２　総事業費 約８７．１億円

３　令和５年度事業内容

（１）当初予算 ７５８，６８４千円

（２）事業内容 　道路改良工事、用地買収・補償　等

項目 事業内容

１　事業期間（予定） 平成２２年度～令和５年度

２　総事業費 約２７億円

３　令和５年度事業内容

（１）当初予算 １，０８５，０００千円

（２）事業内容 上部工、橋面工　等

○　宮崎駅東通線整備事業（P.３００）

○　新町停車場線（新町橋）整備事業（P.３００）　　
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当します。

〇佐土原町域

課　名　等 事　業　名
事業費

（千円）
うち町域分
（千円）

充当額
（千円）

管財課 庁舎等改善費 163,000 47,500 7,000 

佐土原・地域市民福祉課 佐土原総合文化センター管理運営費 68,793 68,793 35,000 

公立公民館等学級講座開設事業 2,309 2,309 2,000 

佐土原・農林建設課 地方道路等整備事業 24,000 24,000 2,000 

公園施設管理事業 25,800 25,800 24,000 

道路局部改良事業 33,100 33,100 3,000 

大型団地内道路・排水対策整備事業 34,800 34,800 3,000 

排水溝新設・改修事業 23,000 23,000 2,000 

学校施設課 那珂小学校屋内運動場改築事業 432,168 432,168 19,000 

文化財課 佐土原城跡保存整備事業 9,000 9,000 3,000 

100,000 

〇田野町域

課　名　等 事　業　名
事業費

（千円）
うち町域分
（千円）

充当額
（千円）

地域安全課 防犯対策事業 10,100 1,232 1,000 

田野・地域市民福祉課 いこいの広場管理運営費 560 560 500 

公立公民館等学級講座開設事業 500 500 300 

田野町太鼓フェスティバル開催支援事業 8,000 8,000 2,200 

田野春の芸能まつり開催支援事業 450 450 400 

田野町域一斉清掃事業 474 474 400 

田野地域ふれあい交流開催支援事業 160 160 100 

田野地域スポーツイベント開催支援事業 480 480 400 

田野・農林建設課 農道・水路維持事業 6,400 6,400 6,400 

公園施設管理事業 5,200 5,200 5,100 

道路局部改良事業 60,000 60,000 6,000 

道路維持補修費 24,000 24,000 12,700 

排水溝改修事業 37,000 37,000 3,000 

道路舗装打換事業 39,000 39,000 3,000 

文化財課 本野原遺跡保存整備事業 40,300 40,300 8,500 

50,000 

（５）地域振興基金充当事業

　基金の設置目的である市民の連携の強化及び地域振興のため、各地域内の伝統・文化活動や住民の交流に

つながる各種イベント等事業、地域住民の生活環境の向上につながる各種施設・インフラの改善等事業に充

合計

合計
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〇高岡町域

課　名　等 事　業　名
事業費

（千円）
うち町域分
（千円）

充当額
（千円）

管財課 庁舎等改善費 163,000 22,500 10,000 

高岡・地域市民福祉課 瓜田ダム周辺管理運営費 1,764 1,764 800 

公立公民館等学級講座開設事業 400 400 200 

天ケ城開門さくらまつり開催支援事業 8,450 8,450 1,400 

高木兼寛顕彰補助事業 596 596 500 

高岡・農林建設課 公園施設管理事業 12,330 12,330 9,500 

公園施設維持事業 2,900 2,900 2,500 

地方道路等整備事業 101,900 101,900 9,000 

道路局部改良事業 16,000 16,000 1,500 

排水溝改修事業 20,500 20,500 2,000 

道路舗装打換事業 30,100 30,100 2,000 

文化財課 二見家住宅管理事業 1,075 1,075 1,000 

穆佐城跡保存整備事業 16,400 16,400 8,600 

穆佐城跡ガイダンス施設管理事業 1,035 1,035 1,000 

50,000 

〇清武町域

課　名　等 事　業　名
事業費

（千円）
うち町域分
（千円）

充当額
（千円）

管財課 庁舎等改善費 163,000 7,000 5,100 

地域安全課 防犯対策事業 10,100 2,322 2,300 

地域包括ケア推進課 養護老人ホーム清流園空調設備改修事業 28,000 28,000 5,600 

清武・地域市民福祉課 公立公民館等学級講座開設事業 1,125 1,125 1,000 

清武・農林建設課 荒平山森林公園管理費 1,960 1,960 1,900 

公園施設管理事業 61,830 61,830 55,100 

道路維持補修費 35,000 35,000 25,000 

大型団地内道路・排水対策整備事業 10,000 10,000 1,000 

排水溝新設・改修事業 13,000 13,000 1,000 

道路舗装打換事業 40,000 40,000 2,000 

100,000 

※事業名は予算案の事業名から、（佐土原）（田野）（高岡）（清武）を省略している。

合計

合計
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（歳入）
・地方消費税交付金（社会保障財源化分） 63.1 億円

（歳出）
・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 853.2 億円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

障がい者福祉事業 15,823,103 7,029,044 3,769,468 60,300 507,669 618,000 3,838,622

高齢者福祉事業 1,463,591 7,007 221 22,400 190,434 172,000 1,071,529

児童福祉事業 30,089,719 14,410,380 6,140,093 172,000 1,194,605 2,573,000 5,599,641

母子福祉事業 3,038,169 877,799 117,703 23,200 75,699 269,000 1,674,768

生活保護扶助事業 13,428,871 9,833,541 3,214 0 250,140 463,000 2,878,976

社会福祉総務事業 748,083 1,360 520 101,400 77,459 79,000 488,344

小　　　　計 64,591,536 32,159,131 10,031,219 379,300 2,296,006 4,174,000 15,551,880

介護保険事業 6,187,237 301,769 150,884 0 0 795,000 4,939,584

国民健康保険事業 3,983,021 426,752 1,383,939 0 0 301,000 1,871,330

小　　　　計 10,170,258 728,521 1,534,823 0 0 1,096,000 6,810,914

高齢者医療事業 5,681,162 3,600 928,237 0 4,001 658,000 4,087,324

病院事業 230,694 0 0 0 0 32,000 198,694

疾病予防対策事業 3,858,366 998,457 170,597 8,000 634,272 283,000 1,764,040

医療提供体制確保事業 790,751 6,636 26,885 152,600 124,658 67,000 412,972

小　　　　計 10,560,973 1,008,693 1,125,719 160,600 762,931 1,040,000 6,463,030

85,322,767 33,896,345 12,691,761 539,900 3,058,937 6,310,000 28,825,824

４　地方消費税交付金（社会保障財源化分）充当一覧

財　　源　　内　　訳

特　定　財　源 一　般　財　源

合　　　　　　計

事　　業　　名 経 費

国庫支出金 県 支 出 金 市 債 そ の 他

社 会 保 障
財源化分の
地方消費税
交 付 金

そ の 他

社会
保険

保健
衛生

平成２６年４月より税率が引き上げられました消費税の引上げ分の地方消費税収については、「消費税法第１条第２
項に規定する経費その他社会保障施策（社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策をいう。）に要する経費」
に充てるものとすることが「地方税法」（昭和２５年法律第２２６号）上に明記されています。

社会
福祉
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５ 第五次宮崎市総合計画

【分野別施策】

未来を創造する太陽都市

「みやざき」

～地域に愛着をもち、

新たな価値を共に創る～
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第五次宮崎市総合計画

分野別施策の目次

【健全な行財政運営の確保に向けた取組】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３７

【基本目標１】良好な生活機能が確保されている都市（まち）・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５１

【重点項目１－１】多様なライフスタイルに対応した「子育て支援の充実」・・・・・ ５３

【重点項目１－２】２０２５年問題に対応した「医療・福祉の充実」・・・・・・・・ ７８

【重点項目１－３】自然環境の保全と生活の質の向上を図る「居住環境の充実」・・・ １２０

【重点項目１－４】災害に強く、暮らしを支える「生活基盤の充実」・・・・・・・ １４７

【基本目標２】良好な地域社会が形成されている都市（まち）・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５９

【重点項目２－１】地域に愛着や誇りをもつ「みやざきっ子の育成」・・・・・・・・ １６１

【重点項目２－２】多様で自律性のあるコミュニティを形成する「地域力の向上」・・ １８２

【重点項目２－３】一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」・・ ２０４

【基本目標３】良好な就業環境が確保されている都市（まち）・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２２５

【重点項目３－１】地域や企業ニーズに合った「人財の育成」・・・・・・・・・・・・ ２２７

【重点項目３－２】若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」・・・・ ２３３

【基本目標４】魅力ある価値が創出されている都市（まち）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２６７

【重点項目４－１】交流人口や販路の拡大を図る「ブランド力の向上」・・・・・・・ ２６９

【基本目標５】地域特性に合った社会基盤が確保されている都市（まち）・・・・・・・・・・・・・ ２８５

【重点項目５－１】コンパクト化とネットワークの形成による「都市機能の充実」・・ ２８７

【その他の事業】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３０１
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「分野別施策」中の使用記号等について

※ 「事業費（前年度）」欄において、（ ）内の数字は前年度当初予算を骨格予算として編

成を行ったことから、当初予算（骨格分）と新型コロナウイルス感染症対策等により計

上した「当初補正」「４月補正」「５月補正（５月１９日付専決分を除く）」に「６月補正

（通常分を除く）」をあわせた「肉付け予算」の合計額（機構改革等による付け替え後）

を表す。

※ ｛ ｝内は債務負担行為の限度額又は継続費の全体額を表す。

※ 「事業費（前年度）」欄において、新規事業以外で（ ）内の数字がないもの（前年度

当初予算のないもの）は、前年度補正予算において対応した事業又は、継続事業である

が前年度において予算のなかった事業である。

記 号 等 説 明

○新 新規事業

戦略プロジェクト
第五次宮崎市総合計画基本計画において位置付けている

戦略プロジェクト事業
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健全な行財政運営の

確保に向けた取組
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健全な行財政運営の確保に向けた取組

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

○新
第六次宮崎市総合

計画策定事業

企画財政部

〈企画政策課〉

7,800

債務R5～R6

{16,230}

第五次宮崎市総合計画の次期計画として、令和7年度を始期とする第六次宮

崎市総合計画（第３期宮崎市地方創生総合戦略を包含）の策定に取り組みます。

○主な事業内容

・宮崎市総合計画審議会等の開催

・第六次宮崎市総合計画策定支援業務委託

○新
チャレンジ政策

提案事業

企画財政部

〈企画政策課〉

戦略プロジェクト

5,000

時代の潮流を捉えた市政運営の促進を図るため、政策課題の検討及び提案内

容の調査研究に伴う必要な経費（先進地視察の旅費、専門家への報償費、消耗

品費等）の支給を行い、新規事業の構築や業務改善の取組につなげます。

○主な事業内容

・政策形成チーム(ボトムアップ)

時代の潮流を捉えた「施策」及び「業務改善等」の新たな取組の提案を

庁内公募する。

・政策課題検討チーム(トップダウン)

市長からの指示懸案事項、その他市長特命政策課題について、具体的検

討を行う。

みやざき成長戦略

推進事業

企画財政部

〈企画政策課〉

戦略プロジェクト

1,140

(1,000)

本市の新たな経済成長を戦略的に推進するため、庁内に成長戦略会議を組織

し、地域経済に造詣の深い専門家による提言等を受け、新規事業の構築や各種

計画等の見直しに活用します。

○みやざき成長戦略会議

市長・副市長・企画財政部長・総務部長・観光商工部長等で構成

地方創生・広域連携

推進事業

企画財政部

〈企画政策課〉

2,390

(2,600)

「第２期宮崎市地方創生総合戦略」及び「第２期みやざき共創都市圏ビジョ

ン」における取組の実効性を高めるため、産官学金労言の代表者からなる宮崎

広域連携推進協議会等において評価・検証を行い、施策・事業の構築・見直し

につなげます。

○主な事業内容

・宮崎広域連携推進協議会等の開催

・市民意識調査の実施

ＳＤＧｓ普及啓発

推進事業

企画財政部

〈企画政策課〉

300

(500)

ＳＤＧｓ(持続可能な開発目標)の理解を深めるため、ＳＤＧｓ啓発グッズを

作成し、市民に対するＳＤＧｓの理念等の浸透と醸成を図ることで、本市の持

続可能な社会の実現につなげます。

○主な事業内容

・ＳＤＧｓに関する啓発グッズ作成

・啓発グッズとリンクする市ＨＰの内容充実
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健全な行財政運営の確保に向けた取組

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

地域経済循環

分析事業

企画財政部

〈企画政策課〉

3,740

(5,760)

本市経済の好循環につながる戦略的な施策による地域活性化を図るため、官

学連携による地域経済及び地域循環の構造分析等を行います。

○主な事業内容

・中心市街地の産業連関表・波及効果分析ツールの作成

・中心市街地の経済構造分析等

視覚障がい者に

対する広報事業

企画財政部

〈秘書課〉

1,290

(1,290)

視覚に障がいのある市民へ市政に関する情報を提供するため、点字版広報紙

やＣＤを作成し広報を行います。

○事業内容

・点字広報(毎月1回発行) Ｂ５判、100部/月

・声の広報(毎月1回発行) ＣＤ、80枚/月

新聞・テレビ・

ラジオ等による

広報費

企画財政部

〈秘書課〉

19,900

(18,978)

より多くの市民へ市政情報などを知らせるため、新聞やテレビ、ラジオ、

ＳＮＳなどの様々な媒体を活用した広報を行います。

○主な事業内容

・新聞広告市政だより(宮崎日日新聞、朝日新聞、読売新聞、毎日新聞)

：毎月第1日曜日掲載

・新聞・雑誌広告

・宮崎ケーブルテレビ：毎月1回更新、17回リピート放送

・ラジオ広報

ＭＲＴ「宮崎市役所です。こんにちは」：毎週金曜日

エフエム宮崎「宮崎市政スポット」：第1・3火曜日

宮崎サンシャインエフエム「宮崎市からのお知らせ」：毎週金曜日

・宮崎市公式ＳＮＳ(ＬＩＮＥ、ツイッター、フェイスブック)：

平日1回以上投稿

市広報みやざき及び

ＳＮＳ活用による

情報発信事業

企画財政部

〈秘書課〉

53,427

(53,427)

市政に関する情報やお知らせなどを広く市民に周知するため、市広報みやざ

きを毎月1回発行します。また、インスタグラムの特性を活かし、市内外へ向

け宮崎の魅力を発信します。

○市広報みやざき(概要)

・毎月1回発行、Ａ４判

○ＳＮＳ(概要)

・インスタグラム(平日1回以上投稿)
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健全な行財政運営の確保に向けた取組

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

○新
宮崎市写真

アーカイブサイト

構築運用事業

企画財政部

〈秘書課〉

2,819

市制１００周年に向けて、郷土愛を醸成するため、市の魅力を再発見できる

写真アーカイブサイトを構築し、市が保管する写真データを公開します。

広聴事務管理費

企画財政部

〈秘書課〉

309

(316)

市民の意見を本市の施策に反映させるため、各種施策に関するアンケート等

を行い、事業の構築や見直し等に活用します。

○主な事業内容

・市政モニター(実施人数：200人、アンケート実施回数：3回)

・パブリックコメント制度の運用

コールセンター運営

事業

企画財政部

〈秘書課〉

47,790

(47,790)

債務 R5～R11

{362,450}

市民サービスの向上と事務の効率化を図るため、市民からの問い合わせ等を

一元的に受け付けるコールセンターを円滑に運営し、広聴機能の充実を図りま

す。

○コールセンターの運営時間

・月曜日～金曜日(年末年始、祝日を除く)

午前8時～午後5時15分

ホームページ運用

事業

企画財政部

〈秘書課〉

7,432

(7,432)

市民の利便性の向上を図るため、行政情報等を適時かつ的確に発信できるホ

ームページを運用します。

事業評価推進事務費

企画財政部

〈財政課〉

416

(416)

市長の政策判断の支援を行うことを目的に、ロジックモデル（※）を活用し、

成果を重視した「事業評価」を実施します。

また、事業の評価能力向上及び事業評価制度の定着化を図るため、職員研修

を実施します。

※ロジックモデルとは

「活動内容」から「最終成果」までの因果関係を論理的に図式化したもの

公共施設使用料検討

事業

企画財政部

〈都市戦略課〉

60

受益者負担を原則とする統一的な使用料の設定を検討するため、有識者や関

係団体の代表者等による「市民検討会」を開催します。

○事業内容

・公共施設使用料の見直しに関する市民検討会の開催
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健全な行財政運営の確保に向けた取組

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

物販施設経営分析

事業

企画財政部

〈都市戦略課〉

戦略プロジェクト

5,600

指定管理者制度導入施設のうち、物販施設の今後の方向性を検討するため、

現状分析、市場調査、売上げ予測等の経営分析を行います。

○事業内容

総務省「地域力創造アドバイザー制度」を活用し、物販施設の経営等の分析

に詳しい専門家による調査を2施設を対象に実施。

○新
公民連携による公共

施設マネジメント推

進事業

企画財政部

〈都市戦略課〉

戦略プロジェクト

7,000

民間主導型の公民連携事業を加速させ、地域経済の成長を目指すため、公民

連携事業アドバイザーの視点を加え、公共施設の課題の再整理及び今後の事業

構築を検討します。

○主な事業内容

公民連携事業アドバイザリー業務委託 6,760

宮崎ふるさと

愛寄附金推進事業

企画財政部

〈都市戦略課〉

戦略プロジェクト

3,998,295

(2,002,876)

自主財源を確保するため、寄附に対する返礼品の充実を図り、積極的にＰＲ

を行うことにより、寄附件数及び寄附金額の増加を図ります。

○寄附見込額70億円

○主な事業内容

・宮崎ふるさと愛寄附金業務委託 3,432,115

〔委託内容〕 寄附受付サイトの運営、返礼品発注・発送及び在庫管理、

ＰＲ等

人事給与関連システ

ム包括委託事業

総務部

〈人事課〉

379,924

(135,411)

一元管理した人事関係データと職員の給与支給に必要な各種届出をオンライ

ン化した人事給与システム及び庶務事務システムの円滑な運用管理を図るため

に外部委託を行います。

あわせて、給与支給や福利厚生に関する事務を委託することにより、事務の

効率化を図ります。

また、定年引上げに伴うシステム改修及びサーバ側のＯＳのサポート終了に

伴いシステムがバージョンアップすることから、業務の安定的な運用を行うた

め、ソフトウェアのカスタマイズやサーバ機器類の更新作業を行います。
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健全な行財政運営の確保に向けた取組

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

職員研修費

総務部

〈人事課〉

26,000

(22,300)

行政のプロとして、誇りと情熱を持ち、市民の幸せのために全力を尽くす職

員を育成するため、「宮崎市人材育成基本方針」に基づき、職員研修を実施しま

す。

また、職場研修を支援・推進し、職員が「自ら学ぶ」風土の全庁的な醸成を

図ります。

○研修体系

コンプライアンス

推進事業

総務部

〈市役所改革推進課〉

1,040

(968)

市民の信頼と期待に応えられる市政運営を展開するため、専門知識を有する

コンプライアンス推進参与から指導・助言を得るなど、コンプライアンス体制

の強化・推進を図ります。

○新
職員の意識向上

(自己研鑽)推進事業

総務部

〈市役所改革推進課〉

420

職員の自己研鑽を促進するため、職員に、外部講師による講演等への参加機

会を提供し、現代社会に求められる市役所像・職員像についての理解を深める

ことで、職員のスキルアップやモチベーションの向上を図ります。

研 修 名 研修内容及び効果

基本研修

マネジメントやリーダーシップ、チームコミュニケー

ションなど各階層(職位)別に必要とされる知識・技能

の習得を図ります。

○主な研修

新規採用職員研修、中堅職員研修、主査研修、管理職

研修

特別研修

政策形成能力、専門・実務能力養成、接遇、コミュニ

ケーション能力など、幅広い分野から職員の能力や資

質の向上を図ります。

○主な研修

アシスト職員研修、キャリアサポート研修、クレーム

対応研修、メンタルヘルス研修、公務員倫理推進者研

修、人事評価制度研修、法制執務研修

派遣研修

研修機関に職員を派遣して、専門・実務能力の向上、

政策形成能力や管理能力の開発、人的なネットワーク

の構築などを図ります。

○主な派遣先

自治大学校、市町村・国際文化アカデミー、宮崎県市

町村振興協会、自治体国際化協会
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健全な行財政運営の確保に向けた取組

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

○新
職員の働き方改革

推進事業

(ＢＰＲ調査)

総務部

〈市役所改革推進課〉

24,948

生産年齢人口の減少等に伴う職員減や、感染症や災害といった外的リスク要

因が発生した場合にも、市民サービスの持続的な提供が可能となるよう、業務

の抜本的な見直しによる人的資源配分の最適化を図るため、全庁的な業務量調

査を行い、現状を可視化することで、課題を把握・抽出するとともに、個別具

体の業務における改善策の検討を行います。

○主な事業内容

・全庁的な業務量の調査・分析及び簡易手順書作成

・一部の業務における詳細調査(業務見直しの提案及び詳細手順書作成)

庁内行政情報

ネットワーク事業

総務部

〈情報政策課〉

167,000

(158,500)

庁内行政情報ネットワーク網の運用やパソコン、プリンター機器の設置によ

り、庁内行政情報の共有化を図り、事務処理の効率化を推進します。

○主な事業内容

・ネットワーク回線通信料 29,074

・導入機器保守等委託料 17,065

・導入機器使用料 106,768

サンシャインコミュ

ニティシステム運用

事業

総務部

〈情報政策課〉

107,000

(115,000)

サンシャインコミュニティシステムの適正な運用管理に努め、インターネッ

トを通して公共施設予約等の行政サービスを安定的に提供します。

○主な事業内容

・インターネット回線通信料 26,677

・システム運用管理等委託料 49,360

・導入機器使用料 11,062

基幹系業務システム

等運用事業

総務部

〈情報政策課〉

657,000

(505,496)

基幹系業務システムや福祉システム等の適正な運用管理に努め、安定的かつ

迅速な行政サービスを提供します。

○主な事業内容

・システム運用管理等委託料 535,437

・導入機器使用料 115,859

情報システム適正化

事業

総務部

〈情報政策課〉

3,055

(3,300)

最新の情報通信技術に関する知識を有するＩＣＴコンサルタントを活用し、

情報システムに係る経費等の適正化を図ります。

○主な事業内容

・情報システム調達時の経費等の精査

・情報化推進に関する助言等

個人番号利用

システム関連事業

総務部

〈情報政策課〉

38,700

(111,200)

マイナンバー制度に基づく他自治体等との情報連携のため、関連システムの

改修と適正な運用管理を行います。

○事業内容

・システム改修等委託料 29,394

・導入機器使用料 2,622

・地方公共団体情報システム機構事務委任に係る交付金

6,684
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健全な行財政運営の確保に向けた取組

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

財務会計システム

運用事業

総務部

〈情報政策課〉

303,800

(12,356)

財務会計システムの適正な運用管理に努め、安定稼動を図ります。

○事業内容

・システム運用管理委託料 295,565

(○新財務会計電子決裁システム導入業務委託)
・導入機器使用料 8,235

住基ネット・証明

発行システム等運用

事業

総務部

〈情報政策課〉

27,000

(33,200)

住民基本台帳ネットワークシステム・証明発行システムの適正な運用管理を

図り、各種証明書のコンビニ交付等、市民の利便性向上に努めます。

○主な事業内容

・システム運用管理等委託料 9,936

・導入機器使用料 16,964

マイナンバーカード

推進センター運営

事業

総務部

〈情報政策課〉

17,800

(18,700)

マイナンバーカード(個人番号カード)の交付について、市民の利便性向上と

窓口の混雑緩和、待ち時間の短縮を図るため、マイナンバーカードに関する専

用窓口を設け、バリアフリーの待合スペース、拡張性のある執務スペースを確

保し、マイナンバーカードの推進体制を整えます。

○マイナンバーカード推進センター設置場所

宮交シティ3階

個人番号カード交付

事業

総務部

〈情報政策課〉

49,200

(35,219)

マイナンバーカード(個人番号カード)を円滑に交付できるよう、必要な体制

を整えます。

○マイナンバーカード交付窓口(申請者の住所地で交付窓口を設定)

マイナンバーカード推進室、マイナンバーカード推進センター、

各地域センター、各総合支所

マイナポイント支援

事業

総務部

〈情報政策課〉

67,500

マイナンバーカードを活用した消費活性化策(マイナポイント事業第2弾)が

引き続き実施されるため、市民に対して事業の周知と支援を行います。

〇マイナポイント事業第2弾(令和4年1月から実施)

以下の手続きにより最大20,000円分のポイントを付与

・マイナンバーカードの新規取得等 5,000円分

・健康保険証としての利用申込み 7,500円分

・公金受取口座の登録 7,500円分

業務効率化推進事業

総務部

〈情報政策課〉

82,800

(57,070)

市民の利便性向上や業務の効率化を図るため、行政のデジタル化を進めます。

○主な事業内容

・自治体専用チャットツール利用 12,936

・リモートワーク回線利用 10,860

・ＬＧＷＡＮ系インターネット接続システム 15,418

・○新オンライン申請システム 7,997
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健全な行財政運営の確保に向けた取組

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

○新
クラウド利用型庁内

インフラ整備事業

総務部

〈情報政策課〉

17,000

業務の効率化や職員の働き方改革を推進するため、インターネット環境での

クラウド利用や高いセキュリティレベルのテレワーク環境など、デジタル社会

におけるワークスタイルを意識した庁内インフラ環境を整備します。

○事業内容

・クラウド利用型統合オフィスツール利用 15,776

・セキュア端末調達 1,224

○新
ＤＸ人材育成事業

総務部

〈情報政策課〉

9,000

デジタル技術やデータの業務活用に対応するため、デジタルリテラシーの向

上やデジタル技術の知識習得を目的とした職員研修等を実施し、ＤＸをボトム

アップで推進できる人材を育成します。

○事業内容

・一般職員向けＤＸ基本研修 1,743

・ＤＸ、情報政策部門向け技術支援及び技術研修 6,957

・技術調査研究 300

電子入札管理費

総務部

〈契約課〉

9,200

(9,500)

入札参加者の利便性を確保し、入札事務を効率的に行うため、契約課が執行

する「設計金額が130万円を超える建設工事」及び「設計金額が50万円を超え

る建設コンサルタント等の業務委託」について、電子入札を実施します。

土木工事積算

システム管理費

総務部

〈契約課〉

9,558

(2,924)

土木工事における庁内ＬＡＮ等を利用した積算システムの安定稼動を図るた

め、保守・管理を行います。

○主な事業内容

・土木積算システム保守委託料 1,972

・○新土木積算システム使用料 6,463

地方公会計制度運用

事業

総務部

〈管財課〉

7,313

(7,954)

市の保有する資産や負債、発生主義による正確な行政コストなどの財務情報

を市民に分かりやすく開示するため、統一的な基準による財務書類の作成及び

固定資産台帳を整備します。

○事業内容

・財務書類作成支援業務委託 6,529

・地方公会計システム保守業務委託 784
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健全な行財政運営の確保に向けた取組

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

口座振替利用促進

事業

税務部

〈納税管理課〉

7,500

(2,900)

市税の納期内納付の推進と納税者の利便性の向上を図るため、口座振替によ

る納税を促進します。

○主な事業内容

・Ｗｅｂ口座振替受付サービスの運用

従来の紙による口座振替の申込みに加えて、インターネット回線を利用

したＷｅｂによる申込みを受け付けます。

Ｗｅｂでは、市税（市県民税（普通徴収）、固定資産税・都市計画税、軽

自動車税（種別割））のほか9科目の口座振替の申込みを受け付けます。

収納対策事業

税務部

〈納税管理課〉

4,600

(4,730)

市税等の収納率向上を図るため、「宮崎市収納対策本部」を中心に、各担当課

と連携し、自主財源の確保に取り組みます。

○主な事業内容

・滞納整理強化月間の設定

・私債権等の管理に関する指導、助言

・滞納者の財産の捜索と差押

・差押財産の積極的な公売の実施

・滞納者に対する行政サービスの利用制限

・各種研修会への職員の派遣

・研修会の実施

諸税賦課事務費

税務部

〈市民税課〉

22,600

(34,300)

財源の確保を図るため、法人市民税、軽自動車税、市たばこ税、事業所税、

入湯税、鉱産税の賦課業務等を実施します。

○主な事業内容

・法人市民税、軽自動車税、市たばこ税、事業所税、入湯税、鉱産税の申告

受付や納税通知等の賦課業務

市県民税賦課

事務費

税務部

〈市民税課〉

76,000

(50,000)

財源の確保を図るため、市県民税(個人住民税)の賦課業務等を実施します。

○主な事業内容

・市県民税の申告受付や納税通知等の賦課業務

・税制改正に伴うシステム改修

地方税電子化推進

事業

税務部

〈市民税課〉

30,800

(23,900)

納税義務者の利便性の向上及び事務の効率化を図るため、インターネットを

利用した地方税ポータルシステムにより、申告・申請・納税等の電子化を推進

します。

○主な事業内容

・法人市民税、事業所税等の電子申告、電子納税

・公的年金や給与支払報告書に係る電子申告及び特別徴収に係る電子納税

・市県民税の課税資料となる確定申告書データの収受
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健全な行財政運営の確保に向けた取組

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

固定資産評価替え

事業

税務部

〈資産税課〉

100,950

(234,000)

令和6年度評価替えに向けての最終年度に当たり、路線価の決定や公開用図

面の作成、地目異動調査業務等を行うとともに、適正な固定資産評価のために

必要な基礎資料の収集・整備を行います。

R4/4/1 R5/4/1 R6/4/1

戸籍・住民登録・

税証明事務費

地域振興部

〈市民課〉

〈６地域センター〉

４総合支所

〈地域市民福祉課〉

37,622

(64,961)

住民異動届の受付や住民票の写し等の各種証明の発行業務及び死亡届後に必

要な行政手続の受付を行います。

○主な窓口事業内容

・住民異動届、戸籍に関する諸届、印鑑登録申請の受付

・住民票の写し、印鑑登録証明書、戸籍や市税に関する証明書等の交付

・自動車臨時運行許可

・住民基本台帳の閲覧(市民課のみ)

・おくやみコーナーの運営(市民課のみ)

<内訳>

・市民課 30,800 ・佐土原 地域市民福祉課 1,400

・赤江地域センター 528 ・田 野 地域市民福祉課 687

・木花地域センター 140 ・高 岡 地域市民福祉課 1,012

・青島地域センター 110 ・清 武 地域市民福祉課 2,085

・住吉地域センター 375

・生目地域センター 310

・北地域センター 175

ＩＣカード活用事業

地域振興部

〈市民課〉

24,540

(16,600)

市民の利便性の向上を図るため、マイナンバーカード(個人番号カード)や住

民基本台帳カードを利用した証明書交付サービスの運用を行います。

○コンビニ交付サービスの内容

(1)取得できる証明書

・住民票の写し

・印鑑登録証明書

・所得（課税）証明書

・戸籍の附票の写し

・戸籍全部(個人)事項証明書

(2)利用できる時間帯

・午前6時30分～午後11時

※戸籍関係証明のみ平日午前9時～午後5時まで(但し、年末年始を除く。)

○主な事業費の内訳

証明書交付事務手数料 19,429

運営負担金 4,788

○新
スマート窓口サービ

ス推進事業

地域振興部

〈市民課〉

戦略プロジェクト

66,000

書かない、待たない窓口を実現し、引っ越し手続きに要する市役所での滞在

時間を短縮するため、マイナンバーカードやＩＣＴツールを活用した窓口のＤ

Ｘ化を推進し、スマート窓口サービスを構築します。

○事業の内容

・システム構築費 52,793

・ハードウェア備品購入費 11,910

・保守費用 1,297

← 評価替え準備 → 評価替え

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

(第1年度) (第2年度) (第3年度) (第1年度)
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健全な行財政運営の確保に向けた取組

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

市有施設管理

システム事業

建設部

〈建築住宅課〉

〉

767

(760)

市の所有する施設の維持保全に的確に対応するため、損傷、腐食その他の劣

化の状況を定期的に点検し、その情報を施設管理システムによって全庁的に共

有して活用します。

○市有施設管理システム

施設基本台帳、点検履歴台帳及び補修改善履歴台帳それぞれを点検図面と

あわせて一元管理できるシステムによって、全庁的に施設状況の情報を共有

します。

○定期点検対象施設数 472棟(市営住宅231棟、その他241棟)

積算システム

管理事業

建設部

〈建築住宅課〉

2,226

(2,226)

設計・積算業務を適正に行うため、労務単価や市場単価の変動に伴う設計用

の積算単価の更新を適宜行い活用します。

○主な事業内容

・積算単価管理業務(建築・電気設備・機械設備の積算単価更新)

コンビニエンス

ストア収納事業

会計課

23,700

(24,200)

市税等の納付機会の拡大と市民の利便性向上を図るため、コンビニエンスス

トアでの収納を行います。

○主な事業内容

市税等のコンビニエンスストア収納業務を委託します。

外部監査事業

監査事務局

10,461

(10,461)

地方公共団体の監査機能の独立性・専門性の強化を図り、住民の信頼を高め

るため、外部の専門的な知識を有する者と契約を締結して包括外部監査を行い

ます。

○年度別監査テーマ

年度 監査テーマ

H30 債権管理に関する事務の執行について

R1
水道事業並びに下水道事業の財務に関する事務の執行及び経営

に係る事業の管理について

R2 指定管理者制度に係る管理運営及び事務の執行について

R3 環境部の財務に関する事務の執行及び運営管理について

R4
学校教育における財務事務の執行及び経営に係る事業の管理に

ついて
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基本目標 １

良好な生活機能が

確保されている都市

豊かな自然環境を保全し、自然の恵みを享受するとともに、結婚・

妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援を行い、あらゆる世代が、心身を

健やかに保てるように、医療や福祉の充実したまちを目指します。

また、消防や救急体制の確保をはじめ、災害に強いまちづくりを行

い、安心して暮らせる環境の整備されたまちを目指します。

重点項目１－１

多様なライフスタイルに対応した「子育て支援の充実」

重点項目１－２

2025年問題に対応した「医療・福祉の充実」

重点項目１－３

自然環境の保全と生活の質の向上を図る「居住環境の充実」

重点項目１－４

災害に強く、暮らしを支える「生活基盤の充実」

ま ち
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

障がい児通所支援

事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

2,360,000

(2,200,000)

障がい児が身近な地域で障がい特性に応じた専門的な療育と適切な支援を受

けるため、障がいの特性や生活ニーズに応じた支給決定を行い、日常生活にお

ける基本的な動作の指導や知識技能の習得、集団生活への適応訓練を目的とし

た療育の機会を提供します。

○サービスの種類

・児童発達支援 532,311 ・保育所等訪問支援 30,830

・放課後等デイサービス 1,717,459 ・障がい児相談支援 76,055

・居宅訪問型児童発達支援 3,345

障がい児等

療育支援事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

6,200

(5,600)

療育に関する専門的な支援が必要な人やその家族等の地域での生活を支援す

るため、療育に関する相談や、支援機関の職員への技術的助言等を行います。

医療的ケア児等支援

事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

戦略プロジェクト

14,500

(9,200)

人工呼吸器を装着している児童など日常生活及び社会生活を営むために医療

を要する状態にある児童が、その心身の状況に応じた適切な保健、医療、福祉

など関連分野の支援を受けられるために、コーディネーターを配置し、相談支

援や関係機関による会議等を実施します。

○委託先

(社福)宮崎市社会福祉事業団

○新
医療的ケア児在宅

レスパイト事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

戦略プロジェクト

6,000

在宅の医療的ケア児の看護や介護を行う家族の負担軽減を図るため、医療保

険の適用を超える自宅利用や医療保険の適用外となる自宅以外での訪問看護を

提供します。

○対象となる医療的ケア児

医療の依存度や見守り度が高い医療的ケア区分3に該当する児童

○新
発達障がい児等早期

支援強化事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

戦略プロジェクト

7,000

発達障がい等の診断を受ける前の期間に、相談支援専門員等の専門職員によ

るアセスメントやカウンセリングを実施することで、障がい児やその家族の不

安解消を図り、早期支援及びその後の円滑な福祉サービス等の利用につなげま

す。

○委託先

(社福)宮崎市社会福祉事業団

子どもの居場所

づくり事業

福祉部

〈社会福祉第一課〉

戦略プロジェクト

23,200

(6,770)

子どもたちがその置かれた状況に関わらず、将来への夢をもって成長するた

めに、生活保護受給世帯や生活困窮世帯等のうち、中学生、高校生、若年層の

不就学・不就労者を対象に、居場所の提供を通じて、基本的生活習慣の形成や

社会性の育成を行うとともに、学習支援、生活・進路等の相談を実施し、高校

進学及び卒業を支援します。

委託先 施設名

(社福)宮崎市社会福祉事業団 そうだんサポートセンターおおぞら

(社福)宮崎県社会福祉事業団 障害児・者支援施設ひまわり学園

(社福)巴会 児童発達支援センターわかば園
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

子育て支援サービス

利用支援事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

〈保育幼稚園課〉

4,045

(4,230)

保護者が必要とする子育て支援サービスを利用できるよう、市役所や地域子

育て支援センターにおいて、教育・保育施設や地域の支援サービスの情報を提

供するなど、当事者目線で寄り添い型の支援を実施します。

○特定型(保育幼稚園課) 1か所 595

・宮崎市役所 本庁舎1階(保育幼稚園課内)

○基本型(子育て支援課) 4か所 3,450

・みやざき子育て支援センター (直営)

・高岡地域子育て支援センター (直営)

・佐土原地域子育て支援センター (委託)

・清武地域子育て支援センター (委託)

子育て短期支援事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

1,500

(1,600)

子ども及びその家庭の福祉の向上を図るため、保護者の疾病や出産などによ

り、家庭での子どもの養育が一時的に困難となった場合に、子どもを児童福祉

施設等において一定期間養育します。

○事業内容

・対象年齢 生後3か月から18歳未満

・利用期間 原則7日間以内(半期ごと)

・利 用 料

家庭児童相談事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

2,350

(2,400)

家庭における子どもの養育やしつけ、児童虐待、子ども自身の性格や行動な

ど、様々な悩みについて専門職が相談に応じ、関係機関と連携しながら、必要

な指導・助言を行います。

ちびっ子広場整備

補助事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

699

(741)

地域の子どもの健全育成を図るため、地域の私有地等を借りて子どもの遊び

場を設置管理している自治会や子ども会等に対し、維持管理費用の一部を助成

します。

○事業内容

・補助額 年20,000円

・設置数 27か所(令和4年4月1日現在)

1人1日当たり
2歳未満児

慢性疾患児
2歳以上児

生活保護世帯 0円 0円

市民税

非課税世帯

ひとり親世帯 0円 0円

その他の世帯 900円 900円

その他の世帯 4,300円 2,350円
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費

(前年度)
説 明 (単位：千円)

支援対象児童等

見守り強化事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

6,000

(7,000)

地域で子ども等に対し、食事・食材の提供、学習支援等を行っている民間団

体に対して、当該民間団体が行う支援活動のうち、定期的に支援を要する子ど

も等の見守り(居宅訪問による面談)に係る活動費を助成します。

○新
在宅育児支援ニーズ

把握事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

戦略プロジェクト

4,160

未就園児の実態及び未就園児家庭のニーズの把握を通し、未就園児家庭への

経済的支援及び未就園児家庭が孤立しないための支援を行います。

○事業内容

(1)意向調査(5月上旬～7月)：アンケート調査実施

(2)個別支援(5月下旬～10月)：調査結果を踏まえた対象世帯への訪問実施

○新
みやざき出会い・

結婚総合支援事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

戦略プロジェクト

3,600

20・30代の独身男女が、自分に合う手段で理想の相手に出会い、交際・結婚

につながるよう「みやざき結婚サポートセンター」を通じた1対1のお見合い

への助成や、複数人による体験型お見合いイベントへの助成を行います。

○【1対1のお見合い】みやざき結婚サポートセンター入会登録補助事業

・対象：市内在住の20代・30代の独身男女

・補助内容：登録料11,000円の一部(5,000円分)

○【複数人参加のお見合い】みやざき縁結び応援事業

・対象：市内に本社や事業所がある民間事業者・団体

・補助内容：本市の素材を生かした体験を組み入れたお見合いイベントに係

る補助

宮崎市

子ども・子育て支援

プラン推進事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

800

(850)

第二期宮崎市子ども・子育て支援プランを推進するため、「宮崎市子ども・子

育て会議」を開催し、施策や事業の点検・評価を行います。

○子ども・子育て会議の委員構成

・子どもの保護者、子育て支援事業従事者、学識経験者、関係行政機関の職

員など計25人以内

○新
宮崎市

子ども・子育て支援

プラン策定事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

4,600

令和7年度を始期とする5年間の第三期宮崎市子ども・子育て支援プラン策

定に向けて、地域のニーズを把握するための市民意識調査を行うとともに、国

の方針等を確認しながら、プランの体系づくりに着手します。

また、プランや施策に子どもの意見を反映させるため、中高生等の意見を聞

きながら意見反映の仕組みづくりに取り組みます。
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

子ども食堂ネット

ワーク応援事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

6,808

(6,808)

子ども食堂の取組を応援するため、委託によりコーディネーターを配置する

とともに、子どもを必要な支援につなぐため、子ども食堂運営者や子どもの支

援に関わる関係機関等による連携会議を開催します。

○事業内容

・開設・運営等に関する相談対応

・食材等のマッチング(受け・払い)

・子ども食堂ネットワーク会議及び関係機関との連絡会議の開催

・講演会、研修会、フードドライブ等の実施

子どもの未来

応援活動支援事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

5,700

(2,500)

困難を抱える子どもたちへの支援の拡充を図るため、市民主体の団体等が行

う子どもの貧困対策活動や居場所づくり等に係る経費を助成します。

○補助内容

・持続支援枠(サスティナブル枠) 上限 5万円

・拡充支援枠(ステップアップ枠) 上限 10万円

・始業支援枠(スタートアップ枠) 上限 20万円

・つながりの場づくり緊急支援枠(国交付金対象枠) 上限 80万円

子どもの第三の

居場所運営事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

18,847

(20,219)

経済的理由などを背景に家庭で大人と過ごす時間の少ない子どもに対し、家

庭や学校の他に「第三の居場所」となる場所を提供し、学習支援や生活習慣の

形成支援、体験活動の提供、相談支援などを行います。

地域子育て

支援センターの

管理運営

子ども未来部

〈子育て支援課〉

72,804

(71,432)

地域の子育て家庭に対する育児支援を図るため、地域子育て支援センターに

おいて、子育て中の親子への交流の場の提供、育児不安等への相談・援助、育

児に関する情報の提供、親子講座などを実施します。

また、一時的に家庭での保育が困難となった場合や、育児疲れによる保護者

の心理的・身体的負担の軽減を図る場合に、みやざき子育て支援センターと高

岡地域子育て支援センターにおいて、一時預かりを実施します。

○地域子育て支援センター事業 31,172

○清武地域子育て支援センター指定管理料 10,197

・指定管理者 (社福)清武社会福祉会

・指定期間 令和4年4月～令和8年3月

○地域子育て支援センター運営費補助事業 31,435

○地域子育て支援センターの概要

・一般型(20か所)

週3日 おひさま保育園・平和ヶ丘保育園・あおぞら保育園・ふたば認定

こども園・希望ヶ丘こども園・加江田保育園・島之内保育園・和

保育園・赤江東・青島・生目(11か所)

週5日 小戸・高岡・佐土原・田野・権現・大坪保育園・跡江保育所(保育

幼稚園課「跡江保育所子育て支援拠点事業」)(7か所)

週6日 みやざき・清武(2か所)

・一般型 出張ひろば(2か所)

週2日 あおき(宮崎地区交流センター)・加納(加納地区交流センター)

・連携型(13か所)

週3日 栄町児童館・霧島児童館・平和が丘児童センター・大島児童館・

大塚児童センター・檍児童センター・大塚台児童センター・本郷

児童館・西原児童センター・恒久児童館・木花児童センター・

住吉児童センター・倉岡児童館
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

男女共同参画

センター指定管理料

(ファミリー

サポートセンター)

子ども未来部

〈子育て支援課〉

14,634

(14,634)

乳幼児や小学生の児童がいる子育て家庭の育児支援を図るため、子育ての手

助けをして欲しい人(依頼会員)と子育ての協力を行いたい人(援助会員)の相互

援助組織として、援助活動に関する連絡や調整を行う「ファミリー・サポート・

センターみやざき」を指定管理により運営します。

○事業内容

・会員登録

・援助活動に関する連絡調整

・利用料補助事業の事務処理

・育児援助者養成講習(年5回)

・活動推進協力者会議(月1回)

・会員交流会 など

○指定管理者

・(特非)ドロップインセンター

〔指定期間：平成31年4月～令和6年3月〕

ファミサポ多子・

ひとり親世帯等支援

事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

4,500

(1,700)

子育てに困難を抱える家庭を支援するため、ひとり親世帯等の依頼会員(利用

者)がファミリー・サポート・センターみやざきを利用した場合に、援助会員に

支払う報酬の一部を助成します。

○事業内容

・対象者 市内在住の依頼会員のうち、多子世帯、多胎児世帯、ひとり親世

帯、ダブルケア世帯、住民税非課税世帯、生活保護受給世帯

※一部所得要件あり

・補助額 1時間当たり700円(自己負担額100円)

ファミリー・

サポート・センター

利用料補助事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

8,900

(11,000)

安心して子育てができる環境整備を促進するため、依頼会員(利用者)がファ

ミリー・サポート・センターみやざきを利用した場合に、援助会員に支払う報

酬の一部を助成します。

○事業内容

・対象者 市内在住の依頼会員

※ファミサポ多子・ひとり親世帯等支援事業の対象者は除く

・補助額

区分
R5.4～R5.8 R5.9～(予定)

補助額
(1時間当たり)

自己負担額
補助額

(1時間当たり)
自己負担額

児童手当受給
600円 200円

400円 400円

児童手当受給なし 0円 800円

依頼会員

事前打ち合わせ
報酬の授受

登録

援助依頼

援助会員

ファミリー・サポート・センター

援助活動

援助会員紹介 依頼会員紹介

活動報告
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

母子寡婦福祉協議会

補助事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

700

(540)

ひとり親家庭や寡婦の福祉の向上を図るため、母子・父子福祉団体である宮

崎市母子寡婦福祉協議会(愛称「くすの木会」)の運営費の一部を助成します。

○宮崎市母子寡婦福祉協議会の概要

・会 員 数 305人(令和4年11月末現在)

・主な事業 母子父子寡婦福祉運動会、ふれあい講座開催、つなぎ資金の

貸付け、小学校入学・卒業及び中学校卒業時の祝品贈呈、

健康福祉まつり、共同募金への参加協力

ひとり親家庭等・

寡婦医療費助成

事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

253,000

(243,000)

ひとり親家庭等や寡婦の健康の保持と適切な医療の確保を図るため、保険診

療分として支払った医療費の一部を助成します。

○事業内容

・ひとり親家庭等医療費助成 250,000

助成対象額 小中学生：保険診療分として支払った医療費の全額

小中学生以外：1人月額1,000円を超える額

・寡婦医療費助成 3,000

助成対象額 高齢者の医療の確保に関する法律第67条第1項で定める

額を超える額

母子世帯等

生活つなぎ資金貸付

事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

1,500

(1,500)

ひとり親家庭や寡婦の経済的負担の軽減を図るため、宮崎市母子寡婦福祉協

議会を通じて、緊急に必要な生活資金を無利子で貸し付けます。

○貸付制度の概要

・貸付限度額 1世帯につき3万円以内

・利 率 無利子

・償還期限 貸付けの日から起算して6か月以内、又は年度内

・償還方法 月賦、又は一括払い

・保 証 人 1人

母子・父子相談事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

328

(62)

ひとり親家庭や寡婦の経済的自立と福祉の向上を図るため、母子・父子自立

支援員が就業支援や福祉資金貸付、その他の相談に応じ、助言・指導などを行

います。

また、各地区の母子福祉相談員と母子・父子自立支援員の

連携により、ひとり親家庭への各種支援制度の案内を行います。

○母子福祉相談員 25人

○母子・父子自立支援員 3人

ひとり親家庭等学習

支援ボランティア

事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

4,900

(4,924)

ひとり親家庭等の子どもの学習習慣や基本的な生活習慣を確立し、学習意欲の

向上を図るため、学習支援や進学相談等の支援を行います。

・対象 小学校3年生～高校3年生

・内容 ボランティアによる学習塾形式での学習支援、進学等の相談、

対象者の親に対する相談支援、講座の実施
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

養育費確保支援事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

750

(850)

ひとり親家庭等の父又は母に対し、養育費の確保を支援するための助成を行

います。

○公正証書等作成支援事業

養育費に関する公正証書等を作成した場合、対象経費の全額を補助します。

(上限5万円)

○養育費保証支援事業

養育費の取決めに関して、保証会社と養育費保証契約を締結する際に支払

う本人負担費用(保証料)の初回分を助成します。(上限5万円)

○新
ひとり親キャリア

支援事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

戦略プロジェクト

2,354

ひとり親家庭の父又は母に対し、安定就労を通じた自立を支援するため、将

来の教育費等を見据えたライフプランに関するセミナーや、就労に有利な資格

等が取得できる講座を開催します。

また、弁護士による離婚前・離婚後の養育費取得のための取決め等に関する

法律相談を実施します。

○新
ひとり親家庭ホーム

ヘルプサービス事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

戦略プロジェクト

2,605

ひとり親家庭の父又は母が、就労や自立に向けた講座等への参加や、疾病等

の事由で一時的に日常生活を営むのに支障が生じている場合に、家庭生活支援

員(ヘルパー)を派遣する等の支援を行います。

また、育児やしつけ等に関する専門家による講習を実施し、生活相談を兼ね

たひとり親世帯間の情報共有の場を提供します。

児童館・児童センタ

ーの管理運営

子ども未来部

〈子育て支援課〉

164,175

(162,395)

児童に健全な遊び場を提供し、健康の増進と情操を豊かにすることを目的と

して、児童館(7か所)・児童センター(9か所)の管理運営を行います。

また、地区交流センター遊戯室のおもちゃ等を購入し、児童の遊び場として

の環境を整備します。

○児童館・児童センター運営事業 3,900

○児童館・児童センター指定管理料 160,275

霧島児童館等(5施設) 45,419

・指定管理者 (社福)宮崎市社会福祉事業団

・指定期間 令和3年4月～令和8年3月

恒久児童館等(4施設) 37,525

・指定管理者 (社福)宮崎市社会福祉事業団

・指定期間 令和3年4月～令和8年3月

倉岡児童館等(3施設) 27,715

・指定管理者 (社福)宮崎市社会福祉事業団

・指定期間 令和3年4月～令和8年3月

住吉児童センター等(2施設) 23,080

・指定管理者 (特非)ドロップインセンター

・指定期間 令和3年4月～令和8年3月

かのう児童センター等(2施設) 26,536

・指定管理者 (特非)みやざき子ども文化センター

・指定期間 令和3年4月～令和8年3月
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

母子家庭等生活支援

事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

660

(680)

様々な課題を抱える母子・父子世帯に対して自立支援プログラムを策定し、

早期の自立に向けた支援を行います。

○支援内容

・家賃補助

・寝具貸与

ハロー・キッズ

ルーム運営事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

6,000

(5,930)

児童館・児童センターの利用が困難な地区の状況を解消するため、ハロー・

キッズルームの運営を行い、児童の健全育成を図ります。

○施設概要

・設置場所 大淀小学校敷地内(児童クラブと併設)

・対象地区 大淀小学校区

巡回児童館事業

(くる・くる児童館)

子ども未来部

〈子育て支援課〉

12,390

(12,310)

児童館・児童センターの利用が困難な地区の状況を解消するため、巡回児童

館(くる・くる児童館)の運営を行い、児童の健全育成を図ります。

児童遊園・児童広場

運営事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

3,800

(3,710)

児童の健全な育成を図るため、児童が安全かつ自由に遊べる場を提供します。

○児童遊園 14か所

○児童広場 8か所

児童プール運営事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

20,800

(21,750)

児童が家庭や地域で生活する時間が長くなる夏季期間中、児童の健全な遊び

場を確保し戸外活動(水浴)を支援するとともに、河川等における水難事故を防

ぐため、児童プールを運営します。

○施設概要

・設 置 数 14か所

・対象児童 3歳～小学校4年生

・利用期間 7月中旬～8月下旬(予定)

・定 休 日 毎週水曜日、8月13日～15日(霧島、跡江は除く)

・利用時間 午前10時～正午、午後1時～午後4時

・利 用 料 無料

※全施設にＡＥＤを設置

区分 対 象 地 区 備 考

第1ルート
穆佐小・住吉南小・大宮小・

宮崎南小・学園木花台小学校区
地区内の自治公民館等

を利用し、1地区当た

り週1回の巡回を実施第2ルート
広瀬北小・高岡小・七野小・

国富小・小松台小学校区
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

児童館・児童センタ

ー施設空調機整備

事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

5,000

(25,700)

老朽化している児童館・児童センターの空調機を更新します。

○更新施設

霧島児童館(遊戯室、事務室)、平和が丘児童センター(集会室)、

旭町児童館(全館の実施設計業務委託)

児童館・児童センタ

ー非常通報装置更新

事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

4,400

(4,000)

児童の安全で安心な居場所を確保するため、児童館・児童センターで使用し

ている非常通報装置を光ＩＰ網対応の機器に更新します。

○更新施設

倉岡児童館、大塚台児童センター、大塚児童センター、住吉児童センター、

旭町児童館、かのう児童センター、田野児童センター

児童館・児童センタ

ー整備及び長寿命化

改修事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

9,900

安全・安心な居場所としての児童館運営を図るため、児童館・児童センター

の整備及び長寿命化計画に基づき、計画的に整備・改修を行い、施設の長寿命

化を図ります。

○整備内容

住吉児童センター 屋根工事

○新
児童館・児童センタ

ーＬＥＤ化改修事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

15,000

児童館・児童センターの室内環境改善及び省エネ化を図るため、照明をＬＥ

Ｄ化します。

○対象施設

かのう児童センター、田野児童センター、大塚児童センター、

木花児童センター、大塚台児童センター

児童扶養手当給付

事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

2,296,000

(2,280,000)

ひとり親家庭等の生活の安定と自立促進、児童の福祉の増進を図るため、児

童扶養手当を支給します。

○対象者 ひとり親世帯等で児童を監護・養育している人

○手当額(令和5年4月分から額改定)

(全額支給の場合)

※所得制限あり

※奇数月に2か月分を支給

子の人数 R4 R5 差額

1人 43,070円 44,140円 ＋1,070円

2人目

(加算額)
10,170円 10,420円 ＋250円

3人目以降

(加算額)
6,100円 6,250円 ＋150円
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

母子父子寡婦福祉

資金貸付事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

【母子父子寡婦特会】

13,755

(8,254)

ひとり親家庭や寡婦の経済的自立と生活意欲の助長、児童の福祉の増進を図

るため、各種資金(12種類)の貸付けを行います。

○貸付金の主な種類

修学資金、就学支度資金、技能習得資金、生活資金

夜間保育(延長部分)

の運営費加算補助

事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

3,500

(3,500)

深夜勤務の世帯等に対する子育て支援として、当該世帯の児童への適切な保

育を行うため、深夜帯の夜間保育事業に取り組む認可施設の運営費の一部を助

成します。

○補助対象

・夜間の延長保育時間

午後10時～翌日午前5時の7時間

(標準開設時間 午前11時～午後10時)

就学前教育・保育

施設整備交付金事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

324,171

(360,280)

入所児童の安全面や衛生面などの保育環境の改善を図るため、老朽化してい

る私立認可保育所等に対し、国の就学前教育・保育施設整備交付金を活用し、

施設整備費の一部を助成します。

○補助対象

・恒久保育園(赤江)

・明照保育園(佐土原)

保育士等確保・定着

促進事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

9,700

(11,000)

保育提供体制の安定化を図るため、認可保育所等に対し、保育士等の新規確

保や離職防止に取り組むための費用の一部を助成します。

○補助内容

・県外からの転入(移住)保育士等への家賃補助

月額1万5,000円(上限)、採用から最長36か月間

・県外からの転入(移住)保育士等への転居費用(移送費)補助

上限10万円(1回のみ)

・深夜勤務に従事する保育士等への加算補助

24時までの深夜勤務 日額1,000円

午前0時を超える深夜勤務 日額2,000円

・潜在保育士の常勤保育士としての再チャレンジ就労支援金補助

月額1万5,000円、最長36か月間

・潜在保育士の非常勤保育士としての再チャレンジ就労支援金補助

月額7,500円、最長36か月間

保育士等確保のため

の処遇改善補助事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

105,000

(110,000)

保育士等の不足に伴う待機児童・空き待ち児童の解消を図るため、私立認可

保育所、認定こども園等の保育士等の確保、処遇改善、離職防止を目的として、

勤務している保育士等に対する人件費の一部を助成します。

○対象職種

・保育士、保育教諭、保健師、看護師、准看護師等

-62-



重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

宮崎市保育団体補助

事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

5,000

(5,000)

保育の質の向上と認可保育所等の職員の資質向上を図るため、市内の認可保

育所等で組織する宮崎市保育会に対し、各種研究大会・研修会等の費用や、市

民や会員に向けた情報発信に係る費用の一部を助成します。

○事業内容

・宮崎市保育会

補助対象：研修費、会議費、広報費等

遺児福祉手当支給

事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

9,400

(9,200)

父母が死亡した等による児童の福祉の増進を図るため、市内に住所を有し、

義務教育中の遺児を現に養育している方に対し、遺児福祉手当を支給します。

(所得制限あり)

○支給額 遺児1人につき月額 4,000円

地域活動事業費補助

事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

9,000

(10,000)

私立認可保育所等の持つ専門的な機能を活用するため、地域活動の一環とし

て放課後に小学生の受入を実施する私立認可保育所等に対し、事業費の一部を

助成します。

○助成額

・1日平均延べ児童数3人以上5人未満 年額200,000円

・1日平均延べ児童数5人以上 年額500,000円

特別支援保育事業費

補助事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

88,000

(87,000)

特別な支援を要する児童に対する保育サービスの充実を図るため、対象児童

を受け入れている私立認可保育所等に対し、保育士の人件費等の一部を助成し

ます。

○助成額

・特区分…1人当たり75,000円(月額)

特別児童扶養手当対象児、身体障がい者手帳1級・2級、療育手帳Ａ

・Ａ区分…1人当たり50,000円(月額)

身体障がい者手帳3～5級(聴覚6級)、療育手帳Ｂ1・Ｂ2等

・Ｂ区分…1人当たり10,000円(月額)

その他の障がい児

特別支援児受入促進

事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

1,000

(1,000)

特別な支援を要する児童の保育環境を改善するため、特別児童扶養手当の受

給対象児童が入所する私立認可保育所等に対し、施設の軽微な改修や備品の購

入に係る費用の一部を助成します。
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

○新
保育入所に係る電子

申請入力フォーム

維持管理事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

戦略プロジェクト

1,100

認可保育施設の利用申込みに係る市民の手続きの負担軽減と電子申請の利用

促進を図るため、民間委託により、これまで以上に市民が利用しやすい電子申

請(ぴったりサービス)の入力フォーム登録を行います。

※ぴったりサービス

マイナンバーカードを利用して、パソコンやスマートフォンから電子申請が

できる国が運営するサービス。

認可外保育施設健康

診断補助事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

1,000

(1,100)

認可外保育施設における児童・職員の健康増進を図るため、認可外保育施設

に対し、児童及び職員の健康診断費用の一部を助成します。

○助成額

・健康診断実施延べ児童数

100人まで 1施設 132,800円を上限

100人を超える人数が100人毎に 13,500円ずつ加算

・職員の健康診断分 1人3,000円

認可外保育施設

従事者研修費補助

事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

280

(300)

認可外保育施設における保育の質の向上を図るため、認可外保育施設に従事

する職員の研修参加費や書籍購入費等の一部を助成します。

○助成額

・1施設当たり50,000円(上限額)

保育教諭確保のため

の資格併有促進事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

480

(980)

幼保連携型認定こども園における保育教諭の確保を図るため、認定こども園

等に対し、従事者が幼稚園教諭免許又は保育士資格を取得・更新するために必

要な経費及び代替職員の雇上費の一部を助成します。

○保育士資格取得支援事業

・養成施設受講料等 受講に要した経費の1/2(上限100千円)

・代替保育士雇上費 1日当たり 7,210円

○幼稚園教諭免許状取得支援事業

・養成施設受講料等 受講に要した経費の1/2(上限100千円)

・代替幼稚園教諭雇上費 1日当たり 7,210円

・免許状更新受講料 受講に要した経費の1/2(上限100千円)

一時預かり事業費

補助事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

240,000

(210,000)

保護者の多様な就労形態への対応や育児ストレスの解消等を図るため、一時

預かり事業を実施する私立認可保育所、認定こども園及び私立幼稚園等に対し、

事業費の一部を助成します。

○主な事業内容

・保育所等に在籍していない乳幼児の一時預かり

・里帰り出産等による乳幼児の一時預かり
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

一時預かり事業

(幼稚園型)補助事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

169,000

(148,000)

保護者の就労支援や児童福祉の増進を図るため、教育標準時間を超える時間

での児童の預かり等の一時預かりを行う幼稚園及び認定こども園に対し、事業

費の一部を助成します。

○主な事業内容

・在園児の教育標準時間前後の預かり

・在園児の夏季・冬季等の長期休暇期間中の預かり

・在園児の弟妹の一時預かり

・一定の条件を満たした施設への事務職員経費の支援

・長時間の預かり及び手厚い職員配置を実施している施設への支援

施設型給付事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

18,840,000

(18,238,000)

子ども・子育て支援法に基づき、支給認定区分ごとに定められた国の基準に

基づいて運営に係る費用を算定し、特定教育・保育施設に対して施設型給付費

を支給します。

○施設型給付の支援を受ける子どもの認定区分

・１号認定子ども

満3歳以上の小学校就学前の子どもであって、２号認定子ども以外の者

・２号認定子ども

満3歳以上の小学校就学前の子どもであって、保護者の労働又は疾病

その他の事由により家庭において必要な保育を受けることが困難であ

る者

・３号認定子ども

満3歳未満の子どもであって、保護者の労働又は疾病その他の事由に

より家庭において必要な保育を受けることが困難である者

○施設型給付の事業費

・私立保育所運営費 8,200,000

利用認定区分 ２号及び３号認定子ども

令和5年度予定施設数 75か所

・認定こども園施設型給付事業 9,810,000

利用認定区分 １号、２号及び３号認定子ども

令和5年度予定施設数 69か所

・幼稚園施設型給付事業 830,000

利用認定区分 １号認定子ども

令和5年度予定施設数 16か所

地域型保育給付事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

360,000

(356,000)

子ども・子育て支援法に基づき、小規模保育事業及び事業所内保育事業に取

り組む事業者に対し、地域型保育給付費を支給します。

○主な事業内容

・利用認定区分 ３号認定子ども

・令和5年度予定施設数 小規模保育事業 10か所

事業所内保育事業 1か所
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

施設等利用費給付

事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

190,000

(160,000)

市から運営費の給付を受けていない一定の基準を満たす施設を利用する子ど

もの保護者に対し、利用料を上限額まで支給します。

○主な事業内容

・施設等利用給付認定を取得した子どもが、以下の施設・事業を利用した際

に要する費用の給付。

・国立大学附属幼稚園、私学助成の幼稚園、特別支援学校、認可外保育施設、

預かり保育事業、一時預かり事業、病児保育事業、ファミリー・サポート・

センター事業

実費徴収に係る補足

給付事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

1,190

(1,300)

保護者世帯の経済的な負担軽減を図るため、保護者の世帯状況等を勘案し、

保護者が負担する費用の一部を助成します。

○補助対象

・教育及び保育に必要な物品の購入に要する費用又は行事への参加に要する

費用等

対象者：保育料第１階層の教育・保育給付認定子ども

基準額：1人当たり月額2,500円(上限)

・給食費のうち副食材料費

対象者：国立大学附属幼稚園、私学助成の幼稚園の低所得者世帯及び多

子世帯の施設等利用給付認定子ども

基準額：1人当たり月額4,500円(上限)

一時預かり利用者負

担軽減事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

1,000

(5,040)

一時預かり事業を利用する保護者の経済的な負担軽減を図るため、保護者の

世帯状況等に応じ、一時預かり利用料の一部を助成します。

○対象者及び助成額(上限額)

延長保育事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

80,000

(83,000)

保護者の就労形態の多様化や長時間化に対応した保育サービスを提供するた

め、延長保育を実施する私立認可保育所等に対し、事業費の一部を助成します。

対象者 助成額(日額/人)

生活保護世帯 3,000 円

市町村民税非課税世帯 2,400 円

ひとり親世帯、多子世帯、多胎児世帯、ダブルケア世帯

※所得制限あり
2,100 円

要保護児童等その他市長が特に認める世帯 1,500 円
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

病児保育事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

70,000

(74,600)

保護者の子育てと仕事の両立を支援するため、集団保育が困難な病気の児童

(0歳から小学校6年生まで)を、看護師や保育士が配置されている専用施設で一

時的に保育します。

○病児対応型

・委託先 小野小児科医院、竹井小児科医院、かわぐち小児科医院

○病後児対応型

・委託先 かおりキッズ、あゆみキッズ、霧島おかあさんの家

公立保育所運営費

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

79,500

(77,700)

保護者の労働又は疾病その他の事由により、家庭において必要な保育を受け

ることが困難な就学前の児童に対し、公立の保育所で保育を実施します。

○事業内容

・事業費 運 営 費 71,900

施設整備 7,600

○公立保育所施設数及び定員数(令和4年4月1日現在)

・5施設

○○新小戸保育所に看護師を配置し、医療的ケア児の受入環境を整備します。

東高岡保育所

指定管理料

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

77,879

(77,729)

多様な保育ニーズへの対応を効率的に行うため、市立東高岡保育所を指定管

理により運営します。

・指定管理者 (社福)公成福祉会

・指定期間 令和2年4月～令和7年3月

公立保育所給食調理

等業務委託事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

26,944

(26,941)

安全・安心で栄養バランスのとれた給食を安定的に提供するため、小戸保育

所と青島保育所において、給食調理等業務の民間委託を行います。

跡江保育所子育て

支援拠点事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

810

(810)

跡江保育所内において、子育て中の親子が交流したり気軽に相談できる場を

提供するとともに、配慮の必要な児童とその保護者に対し、遊びを中心とした

「親子プログラム」を展開します。

○主な事業内容

・子育て支援事業

・親子通園事業

・育児相談事業

施設名 小戸 青島 跡江 福島
東高岡

（指定管理）

定 員(人) 80 45 75 45 50
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

児童手当給付事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

6,235,000

(6,371,772)

家庭等における生活の安定と児童の健やかな成長を社会全体で応援するた

め、中学校修了前の児童の養育者に対し、児童手当を支給します。

○支給額 児童1人当たりの月額

・3歳未満 15,000円

・3歳以上小学校修了前

第1・2子 10,000円

第3子以降 15,000円

・中学生 10,000円

・特例給付 5,000円

※所得制限限度額以上、所得上限限度額未満の場合

・所得上限限度額以上の場合は支給対象外

幼稚園管理事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

7,700

(8,495)

就学前の児童に対し、市立清武幼稚園で就学前教育を実施します。また、施

設整備を行い、教育施設の環境を改善します。

○事業内容

・事業費 管 理 費 4,500

施設整備 3,200

○定員数(令和4年4月1日現在)

・50人

私立幼稚園等特別

支援教育・保育事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

7,900

(7,500)

特別な支援を要する児童の教育内容の充実を図るため、特別支援教育・保育

を実施する私立幼稚園等に対し、事業費(人件費、研修費、保育材料費など)の

費用の一部を助成します。

○助成額

・身体障がい者手帳1級・2級、療育手帳Ａ等

… 1人当たり21,000円(月額)

・身体障がい者手帳3～5級程度(聴覚障がいの場合は3～6級程度)等

… 1人当たり 9,000円(月額)

・上記以外で軽度の障がいが認められる場合 … 1人当たり10,000円(月額)
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

宮崎市幼稚園協会

補助事業

子ども未来部

〈保育幼稚園課〉

3,000

(3,000)

幼児教育の質の向上を図るため、市内の幼稚園等で組織する宮崎市学校法人

立幼稚園協会に対し、各種研究大会・研修会等の費用や、市民や会員に向けた

情報発信に係る費用の一部を助成します。

○事業内容

・宮崎市学校法人立幼稚園協会

補助対象：研修費、会議費、広報費等

総合発達支援

センター指定管理料

子ども未来部

〈親子保健課〉

495,418

(458,279)

障がいの早期発見・早期療育及び在宅障がい児(者)の支援を行うため、指定

管理者制度を活用し、医療ケアや相談部門を含む総合療育拠点である総合発達

支援センターを運営します。

○総合発達支援センターの概要

・開 設 日 平成15年4月

・指定管理者 (社福)宮崎市社会福祉事業団

・指定期間 令和3年4月～令和8年3月

総合発達支援

センター備品更新・

施設改善事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

75,000

(14,200)

総合発達支援センターの利用者に対し、安全で適切なサービスを実施するた

め、老朽化した備品の更新等を行います。

○主な事業内容

・照明設備更新(ＬＥＤ)実施設計業務

・空調設備改修(第一工期)

・インピーダンスオージオメーター、特殊浴槽の更新(リース契約)

・医療介護用ベッド、電子ピアノの購入

部 門 施設の機能

診療部

障がいや発達について、医学的な評価及

び診断並びに障がいの程度に合わせた理

学療法、作業療法、言語療法、心理療法

及び視能訓練を行う。

障がい児通所部

児童発達支援センター「すぴか」

(定員40人)

心身の発達に遅れや障がいのある子ども

を対象に、機能回復訓練、言語・生活訓

練などの療育を行う。

障がい者通所部

指定生活介護事業所「宙」

(1日の利用定員20人)

在宅の重症心身障がい者の日常生活動

作、運動機能などの発達を促すため、訓

練や療育を行う。

地域生活支援部

適切なサービスの組み合わせを提案し、

障がい児通所支援を利用するための総合

計画を作成するなど、障がい児(者)や発

達の気になる子ども、その保護者を対象

に、様々な相談に対応する。

職員

体制

(107人)

常勤医師2(小児)、非常勤医師8(精神1・小児2・整形外1・眼1・

耳鼻咽喉2・歯1)、障がい児通所部所長1、地域・連携統括監兼

障がい者通所部所長1、地域生活支援部所長1、事務長1、言語

聴覚士4、作業療法士4、理学療法士3、公認心理師5、視能訓練

士1、看護師9、臨床検査技師1、診療放射線技師1、保育士(診

療)1、医療クラーク1、医療ソーシャルワーカー1、保育士・児

童指導員20、生活支援員14、ヘルパー4、相談支援専門員5、子

育て相談員2、医療的ケア児等コーディネーター1、運転手10、

管理栄養士1、調理員4、事務1

(令和4年4月1日現在)
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

○新
総合発達支援

センターＤＸ環境

整備事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

61,211

総合発達支援センター職員の事務負担軽減のため、電子カルテ等を導入し業

務効率化を図ります。また、各種記録をデータ化することで人と人との接触機

会による感染症へのリスクを減らし、利用者への安心・安全な医療や療育支援

の機会を確保します。

○主な事業内容

・電子カルテ、リハビリ支援、医事会計システム等の整備(診療部)

・通所事業支援福祉システムの整備(通所部、地域生活支援部)

・Ｗｉ―Ｆｉ環境の整備

子ども医療費助成

事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

1,550,000

(1,550,000)

子育て世帯の負担軽減と早期受診しやすい環境を整備するため、小学校就学

前までの乳幼児の医療費を無料化します。また中学校卒業までの子どもについ

ては、医療費の一部を助成します。

○医療費助成の内容

妊産婦・新生児訪問

事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

7,200

(6,900)

妊産婦・新生児・乳幼児の健康や育児に関する情報提供、育児不安の軽減等

を目的として、家庭訪問による保健指導等を実施します。

○事業内容

・赤ちゃん誕生連絡票等にて訪問希望があった方に対する、母子訪問指導員

(助産師)による訪問指導

離乳食教室事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

470

(500)

乳児を持つ保護者を対象に、離乳食の大切さや進め方などについて、正しい

知識・技術を身に付けてもらうため、管理栄養士等が離乳食教室を開催します。

○事業内容

・離乳食の講話・調理実習

・実施回数 24回

こんにちは赤ちゃん

事業(乳児家庭全戸

訪問事業)

子ども未来部

〈親子保健課〉

770

(810)

生後4か月までの乳児のいる家庭を訪問し、子育て支援に関する情報を提供

することで、乳児家庭が育児不安等で孤立しないよう支援します。

○事業内容

・看護師等による対象家庭への全戸訪問

※ただし、妊産婦・新生児訪問事業の母子訪問指導員や

保健センターの地区担当保健師が実施する家庭は対象

から除きます。

区分 入院 外来

未就学児 無料

小中学生 無料

1医療機関当たり

月額200円

(調剤は無料)
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

乳幼児健康診査事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

56,800

(59,000)

疾病等の早期発見や早期治療を目的として、乳幼児健康診査を医療機関にお

いて実施します。

○事業内容

・3～4か月児健康診査：県内の医療機関で実施

・7～8か月児健康診査：県内の医療機関で実施

・1歳児健康診査：宮崎市及び東諸県郡の医療機関で実施

※宮崎市郡管外の県内で受診した場合も費用を助成

妊婦健康診査事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

戦略プロジェクト

270,000

(288,800)

妊婦及び胎児の疾病等を早期発見・早期治療するため、妊娠中の健康状態を

確認する健康診査を県内の医療機関及び助産所において実施し、費用の全額ま

たは一部を助成します。また、県外の医療機関等で妊婦健康診査を受診した場

合においても、費用の全額または一部を助成します。

さらに、住民税非課税世帯及び生活保護世帯の妊婦に対しては、妊婦健康診

査費用の全額を助成します。

○主な事業内容

・妊婦健康診査助成(助成回数14回 うち全額助成6回、一部助成8回)

※ただし、住民税非課税世帯及び生活保護世帯は、全14回全額助成

※助成対象外の検査費用は個人負担

・妊婦子宮頸がん検診全額助成 1回(細胞診検査)

・○新妊婦子宮頸がん検診全額助成 1回(ＨＰＶ検査) 1,000

※ＨＰＶ検査の併用受診については対象者のみ

・○新低所得の妊婦に対する初回産科受診料助成 1,000

※住民税非課税世帯等の妊婦が対象

親子健康手帳交付

事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

5,990

(6,000)

妊産婦及び子どもの健康管理を目的として、妊娠届出時に親子健康手帳及び

つぐみセット(妊婦健診等助成券・乳幼児健診受診票・予防接種予診票)を交付

します。

○交付場所

産前産後サポート室〔北〕、産前産後サポート室〔南〕、

市総合福祉保健センター、佐土原保健センター、

田野保健センター、高岡福祉保健センター「穆園館」

幼児集団健康診査

事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

27,000

(23,000)

幼児期における心身障がいの早期発見・早期支援、むし歯予防及び幼児の生

活習慣の形成を図るため、1歳6か月児及び3歳6か月児を対象とした集団健康

診査を実施します。

なお、1歳6か月児健康診査については、二次健診として小児科診察を個別に

実施します。

○事業内容

・実施回数

1歳6か月児健康診査：年60回

3歳6か月児健康診査：年70回

・会 場

市保健所等

・健診内容(※印の項目は3歳6か月児健康診査のみ)

身体計測、問診、小児科診察、個別相談、歯科健康診査、フッ化物塗布、

※視覚検査、※聴覚検査、※尿検査
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

新生児聴覚検査事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

14,200

(14,900)

新生児の聴覚障がいの早期発見・早期療育を行い、健やかな子育てを推進す

るため、各医療機関において聴覚検査を実施し、費用の一部を助成します。

○事業内容

・各医療機関における聴覚検査費用の一部助成

産婦健康診査事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

30,000

(31,000)

産後うつの予防と育児不安の軽減、虐待の早期発見・未然防止のため、おお

むね産後2週間と産後1か月の産婦に対し健康診査を実施し、産後ケア等の必

要な支援を提供します。

○事業内容

・産婦健康診査助成(助成回数 2回)

母子保健・地域

子育て情報配信事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

792

(792)

妊娠・出産・育児において必要な知識を提供し、新たな生活様式に対応した

育児環境を整備するため、妊娠届出をした者及び子育てをしている者を対象に、

地域の子育て情報を配信するアプリを活用した情報発信を行います。

○アプリの主な内容(機能)

・予防接種や健診の記録ができる親子健康手帳サポート機能

・対象者の状況に合わせた地域子育て情報の配信

・管理栄養士が離乳食相談等をオンライン(テレビ電話)で実施

新型コロナウイルス

感染症妊婦支援事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

6,281

(5,600)

新型コロナウイルス感染症の流行下において、妊婦の感染への不安を解消す

るため、分娩前新型コロナウイルス感染症の検査費用を助成します。

産前・産後サポート

事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

130

(780)

母子保健コーディネーターによる妊娠期からの支援として、身近に相談する

相手がいない妊産婦の不安軽減や孤立感の解消を目的に、育児相談や参加者同

士の交流を図ります。

○事業内容

・ママ'sサロン

地域子育て支援センター等を会場として実施する、母子保健コーディ

ネーターや保育士等による育児相談や参加者同士の交流

子育て世代包括支援

センター利用者支援

事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

1,580

(1,580)

妊娠届等の機会を利用して全妊産婦を把握し支援が必要な妊産婦に対して妊

娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を行います。

○事業内容

・母子保健コーディネーターが支援の必要な妊産婦に電話や訪問等の支援を

行い、必要時に関係機関と連携を図ります。
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

産後ケア事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

戦略プロジェクト

2,257

(1,650)

産後の母親の身体的回復と心理的な安定を促進するとともに、母親自身がセ

ルフケア能力を育み、母子とその家族が健やかな育児ができるよう支援します。

○事業内容

・産後の母親に対して、助産師等による心身ケアを提供します。

「ショートステイ型」：助産所にて実施

「デイサービス型」：助産所にて実施

「アウトリーチ型」：対象者の自宅にて実施

多胎妊産婦支援事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

戦略プロジェクト

4,900

(5,323)

多胎妊婦に対し、市が助成する14回の妊婦健診を超えて受診した際の健診費

用(上限5回)を助成します。また、多胎妊産婦等に対して子育ての負担を軽減

するため、サポーターを家庭に派遣し家事援助や育児支援を行います。

○事業内容

・多胎妊婦健康診査支援事業

・多胎妊産婦等家事育児サポート事業

未熟児等養育医療

事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

22,500

(23,000)

病院又は診療所に入院しなければならない未熟児等に対し、必要な医療費を

助成します。

○事業内容

・未熟児養育医療費助成

・妊娠高血圧症候群療養援護費助成

・結核児童療育医療費助成

育成医療給付事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

8,000

(10,000)

現在ある障がいや疾患について、治療を行わなければ将来において障がいを

残すと認められ治療効果が期待される児童に対し、医療費の一部を助成します。

○障がいの区分(10区分)

肢体不自由、視覚障がい、聴覚・平衡機能障がい、心臓機能障がい、

音声・言語・そしゃく機能障がい、腎臓機能障がい、小腸機能障がい、

その他の先天性内臓障がい、免疫機能障がい、肝臓機能障がい

小児慢性特定疾病

支援事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

175,000

(175,000)

国が定めた小児慢性特定疾病に罹患し、疾病ごとに定められた基準を満たし

ている方を対象に、必要な医療費の一部を助成します。

また、児童等の自立促進を図るため、関係者が協議する慢性疾病児童等地域

支援協議会を開催するとともに、自立支援員を配置し、家族等からの相談に応

じ、情報提供や助言等を行います。

○小児慢性特定疾病の対象疾病(16疾患群) 788疾病

悪性新生物、慢性腎疾患、慢性呼吸器疾患、慢性心疾患、内分泌疾患、

膠原病、糖尿病、先天性代謝異常、血液疾患、免疫疾患、神経・筋疾患、

慢性消化器疾患、染色体又は遺伝子に変化を伴う症候群、皮膚疾患、

骨系統疾患、脈管系疾患
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

乳幼児等定期

予防接種事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

950,000

(1,115,716)

感染のおそれがある疾病の発生やまん延を防止するため、乳幼児等に対して

予防接種法に基づく定期予防接種を医療機関において実施します。

○対象ワクチン

ロタウイルス、Ｂ型肝炎、ヒブ、肺炎球菌、4種混合(ジフテリア・

百日せき・破傷風・不活化ポリオ)、2種混合(ジフテリア・破傷風)、

ＢＣＧ、ＭＲ(麻しん・風しん)、水痘、日本脳炎、子宮頸がん

乳幼児等定期

予防接種健康

被害救済給付事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

14,803

(15,284)

予防接種により健康被害が生じ、国の認定を受けた者に対し、障がい年金、

医療費等を支払います。また、新たに健康被害が生じた場合には、調査委員会

を開催し、国へ申請を行います。

乳幼児等任意

予防接種事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

25,000

(31,150)

○乳幼児等任意予防接種事業

感染のおそれがある疾病の発生やまん延を防止し、乳幼児の発症時の重症化

を予防するため、医療機関において実施する任意のワクチン接種費用の一部を

助成します。

【対象ワクチン】流行性耳下腺炎、3種混合

○骨髄移植等後のワクチン再接種費用助成

骨髄移植等で予防接種の免疫が失われ、移植前に接種した定期・任意予防接

種の効果が期待できないと医師に判断され、再接種が必要となった方へのワク

チン接種費用を助成します。

○新
子宮頸がん予防

(ＨＰＶ)ワクチン

接種推進事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

戦略プロジェクト

10,000

子宮頸がん予防ワクチンの接種対象者に対し、接種勧奨を行います。

○対象者

【定期接種】

平成19年4月2日から平成24年4月1日までの間に生まれた女性

【キャッチアップ接種】

平成9年4月2日から平成19年4月1日までの間に生まれた女性

※キャッチアップ接種

従来の定期接種の対象年齢を超えて接種を行うこと
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

子宮頸がん予防接種

償還払い事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

戦略プロジェクト

1,000

(4,726)

キャッチアップ接種の対象者のうち、積極的勧奨を差し控えていた期間に定

期接種の対象年齢を過ぎて自費で任意接種を受けた方に対し、接種費用を助成

します。

乳幼児発達相談事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

2,000

(2,200)

心身の発育発達に不安等がみられる乳幼児の保護者に対して、専門職による

相談指導を実施することにより、保護者の精神的負担を軽減し、個々にあった

療育等を受けられるよう支援します。

○主な事業内容

・発達相談「すこやかひろば」：年24回開催

・健診事後教室「ちびっこランド」：年30回開催

未熟児・障がい児等

支援事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

100

(100)

未熟児や長期にわたって治療を必要とする子どもとその保護者に交流の場を

提供します。また、必要に応じて、理学療法士等の専門職による相談を行いま

す。

○事業内容

＜保護者交流会＞

・長期療養児：口唇口蓋裂「ラブリーズ交流会」：年1回開催

・未熟児等：「つぐみ交流会」年5回開催

性と妊娠ＳＯＳ相談

事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

2,400

(2,390)

思いがけない妊娠、女性特有の性や健康に関する相談対応及び思春期からの

性に関する正しい知識の普及を図るため、相談窓口を設置し、助産師が相談に

応じます。

○主な事業内容

・思いがけない妊娠に関する相談

・思春期の性に関する相談及び知識の普及

・婦人科疾患、更年期障害に関する相談

不妊検査費助成事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

戦略プロジェクト

1,500

(4,050)

不妊の原因を早期に発見し、適切な不妊治療につなげるため、不妊原因を調

べるための検査を受けた者に対し、その検査費用を助成します。

○事業内容

・夫婦一組に対し、3万円まで助成（1回限り）

○新
妊活支援推進事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

戦略プロジェクト

1,260

妊活に関する不安や悩みのサポートを行うため、妊活に取り組む者に対し、

ＬＩＮＥ等を使用して、妊活や不妊に関する情報提供や個別相談等を実施しま

す。

○事業内容

・情報提供や個別相談の実施

・セミナー開催や啓発チラシの作成
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

出産・子育て応援

事業

子ども未来部

〈親子保健課〉

454,285

全ての妊婦・子育て家庭が、安心して出産・子育てできる環境を整えるため、

関係機関と連携し、妊娠届出時から妊婦・子育て家庭に寄り添った伴走型相談

支援を行い、併せて、経済的支援を実施します。

○主な事業内容

・伴走型相談支援

出産・育児等の見通しをたてるための面談 等

・経済的支援

出産応援給付金：妊婦1人あたり 5万円

妊娠届出時の面談実施後

子育て応援給付金：出生児1人あたり 5万円

出生届出～乳児家庭全戸訪問までの間の面談実施後

幼児むし歯予防事業

健康管理部

〈健康支援課〉

14,400

(14,600)

1歳から小学校就学前までの幼児に対して、むし歯予防と歯質強化を図るた

め、健診及びフッ化物塗布を実施するとともに、フッ化物洗口を推進します。

○主な事業内容

・1歳児歯科健診

歯科健康診査

・2歳児歯科健診

歯科健康診査＋フッ化物塗布

・フッ化物洗口推進(4歳児・5歳児)

妊婦歯科口腔健康

診査事業

健康管理部

〈健康支援課〉

7,500

(7,500)

妊婦の口腔及び全身の健康増進を図るため、歯科健診や歯科保健指導を行い、

母子の口腔衛生に関する認識を高めます。

○主な事業内容

・問診、口腔内検査(歯科健診、歯肉の検査)、歯科保健指導

児童クラブ運営事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

848,156

(715,139)

就労や病気等により、保護者が放課後に家庭で面倒を見ることができない小

学校に就学している児童を対象に、適切な遊びと生活の場を提供するため、小

学校の余裕教室等を活用した児童クラブの運営を行い、健やかな成長を促しま

す。

○児童クラブ運営事業 830,420

○きよたけ児童クラブ施設指定管理料 17,736

・指定管理者 シダックス大新東ヒューマンサービス(株)九州・沖縄支店

・指定期間 令和3年4月～令和8年3月

○児童クラブの概要(59か所)

宮 崎 42か所 社会福祉法人30、ＮＰＯ法人6、その他6

佐土原 9か所 社会福祉法人7、ＮＰＯ法人2

田 野 2か所 社会福祉法人1、ＮＰＯ法人1

高 岡 3か所 社会福祉法人2、その他1

清 武 3か所 社会福祉法人1、ＮＰＯ法人1、その他1(うち指定管理1)
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

児童クラブ施設整備

事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

戦略プロジェクト

20,690

(26,265)

児童クラブの待機児童数を削減するため、民間施設等を利用する「校外型児

童クラブ」の整備費用の一部を助成し、児童クラブの定員枠を拡大します。

○新校外型児童クラブ 5か所 計 約100人増

(整備予定校区 宮崎小、西池小、広瀬西小、清武小、生目小)

○新
きよたけ児童クラブ

施設環境整備事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

9,000

きよたけ児童クラブの利用者に対し、快適で安全な施設環境を提供するため、

空調機器の更新を行います。

放課後子ども教室

推進事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

15,736

(15,889)

安全・安心な子どもの居場所を設けるため、放課後や週末に小学校の施設や

公民館等を活用した放課後子ども教室を運営し、子どもたちの健全育成と地域

の教育力向上を図ります。

○主な事業内容

・開催教室数 23教室

・地域住民の役割 コーディネーター・教育活動サポーター等

・活動内容 学習、スポーツ活動や文化活動等
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

特定健診・

特定保健指導事業

税務部

〈国保年金課〉

【国民健康保険特会】

234,159

(241,037)

生活習慣を改善し生活習慣病を予防するため、生活習慣病の前段階であるメ

タボリックシンドローム(内臓脂肪症候群)に着目した「特定健康診査」を実施

し、健診結果により「特定保健指導」を行います。

○主な事業内容

・特定健康診査

40歳～74歳の被保険者を対象に指定医療機関(個別健診)や集団健診会場

(集団健診)で実施

・特定保健指導

特定健診の結果(生活習慣病の危険因子など)で判定される生活習慣改善

の必要性の基準により「動機付け支援」または「積極的支援」に該当した

者を対象に、3～6か月の期間で保健指導を実施

特定健診定着化事業

税務部

〈国保年金課〉

【国民健康保険特会】

19,227

(16,555)

債務R5～R7

{24,486}

特定健診の受診率向上を図るため、次の事業を行います。

○主な事業内容

・35歳～39歳の健診の実施

・40歳～74歳の健診未受診者・保健指導の未利用者に対する受診(利用)勧奨

の実施

生活習慣病重症化

予防事業

税務部

〈国保年金課〉

【国民健康保険特会】

623

(624)

生活習慣病の重症化を予防することで、健康格差を縮小し、医療費の増大を

防ぎます。

○主な事業内容

・生活習慣病の未治療者等に対する保健指導

・医療機関との連携体制の構築

国民年金運営事業費

税務部

〈国保年金課〉

3,600

(3,530)

年金制度の周知を図り、市民の年金受給権を確保するため、国民年金事業を

推進します。

○主な事業内容

・国民年金に関する届出、免除や学生納付特例の申請書の受付

・国民年金の給付請求書の受付

・国民年金に関する相談や広報

後期高齢者医療

広域連合負担金

税務部

〈国保年金課〉

4,331,909

(4,031,669)

後期高齢者医療制度の運営主体である宮崎県後期高齢者医療広域連合に対し

て、医療給付費や運営に要する事務費等の一部を負担します。

○負担金の内訳

・医療に対する負担金 4,010,943

・事務費負担金 320,966
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

保険給付費の交付

29,463,700

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

国民健康保険事業費

納付金

税務部

〈国保年金課〉

【国民健康保険特会】

10,961,621

(11,016,990)

国民健康保険財政運営の責任主体である県に対して、市町村が納付金を支払

うことで応分の負担を行い、持続可能な国保運営、財政の健全・安定化を図り

ます。

医療費の適正化対策

税務部

〈国保年金課〉

【国民健康保険特会】

47,016

(47,427)

国民健康保険財政の安定化のため、医療費の適正化を推進します。

○事業内容

・レセプト等の点検及び第三者行為求償の充実強化 26,438

・医療費通知の送付 20,578

国民健康保険

保険給付費

税務部

〈国保年金課〉

【国民健康保険特会】

29,715,723

(29,267,002)

被保険者の疾病、負傷、出産、死亡等に係る保険給付を行います。

また、レセプトの審査事務及び医療機関に対する診療報酬等の支払事務に係

る手数料を支払います。

○事業内容

・療養の給付 25,500,500

診察、治療等の現物給付

・療養費の支給 207,050

柔道整復、はり・きゅう・あんま施術等

・高額療養費等の支給 3,756,040

・出産育児一時金の支給 148,860

・葬祭費の支給 10,400

・診療報酬審査支払手数料 82,763

・移送費他 10,110

納付金の決定
宮
崎
県納付金の支払い

10,961,621

宮
崎
市

被
保
険
者

国民健康保険制度改革後(平成30年4月以降)の財政運営の仕組み

保険給付

保険税の納付
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

ジェネリック医薬品

使用促進事業

税務部

〈国保年金課〉

【国民健康保険特会】

1,980

(2,500)

ジェネリック医薬品の使用を促進するため、様々な手段を通じて周知啓発を

行い、医療費増加の抑制を図ります。

○主な事業内容

・差額通知(年3回送付)

ジェネリック医薬品への切り替えにより、自己負担額の減額が見込まれ

る者に対する通知

・出前講座や市主催イベント等での啓発

適正服薬促進事業

税務部

〈国保年金課〉

【国民健康保険特会】

30

(4,800)

適正な服薬の推進による被保険者の健康増進及び重複・多剤服薬による有害

事象の抑制を図るため、県の「薬剤情報通知事業」を活用し、薬剤に関する情

報を広報・周知します。

はり・きゅう・

あんま施術事業

税務部

〈国保年金課〉

【国民健康保険特会】

66,289

(66,418)

健康の増進及び医療費の抑制を図るため、国民健康保険被保険者を対象に、

はり・きゅう・あんま施術料金の一部を助成します。

・助 成 額 1,200円/回（施術料金が1,200円に満たない場合はその金額）

・助成回数 60回/年（ただし、1日1回1施術所での施術が対象）

○令和5年度見込 利用者数 3,300人

後期高齢者医療

広域連合納付金

税務部

〈国保年金課〉

〈国保収納課〉

【後期高齢特会】

5,677,148

(5,034,080)

後期高齢者医療制度の被保険者から徴収した保険料を宮崎県後期高齢者医療

広域連合に納付します。

また、後期高齢者医療制度の安定を図るため、低所得者等の保険料軽減分を

公費により負担(県3/4、市1/4)します。

○納付金の内訳

・保険料の納付 4,439,498

・低所得者等に対する保険料軽減分の納付 1,237,650

後期高齢者

健康診査事業

税務部

〈国保年金課〉

【後期高齢特会】

138,939

(127,092)

宮崎県後期高齢者医療広域連合から受託し、後期高齢者医療制度被保険者を

対象に、指定医療機関(個別健診)や集団健診会場(集団健診)にて健診を実施し

ます。

高齢者はり・きゅう

・あんま施術助成

事業

税務部

〈国保年金課〉

7,200

(7,200)

後期高齢者医療制度のはり・きゅう・あんま施術料金助成の限度回数(24回)

を超えて利用された方を対象に、はり・きゅう・あんま施術料金の一部を助成

します。

・助 成 額 1,000円/回

・助成回数 24回(限度)

○令和5年度見込 利用者数 559人
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

収納率向上対策事業

(徴収事務費、滞納整

理費)

税務部

〈国保収納課〉

【国民健康保険特会】

95,000

(93,192)

国民健康保険財政の安定化を図るため、保険税の収納率向上に取り組みます。

○主な事業内容

・差押等の滞納処分の実施

・新規滞納者への納税指導

・口座振替の推進

・コンビニ収納等の利便性の拡充

・休日納税相談窓口の設置

成年後見制度利用

支援事業

福祉部

〈福祉総務課〉

3,400

(2,200)

身寄りがなく判断能力が不十分であり、契約手続きや金銭管理等が困難な知

的障がい者の成年後見制度の利用を支援するため、成年後見等開始の申立て手

続き(市長申立て)を行います。また、本人の負担能力に応じて、申立てに必要

な手続きに係る費用や成年後見人等の報酬を助成し、知的障がい者の権利擁護

を図ります。

○令和5年度見込み

市長申立て5件、後見報酬助成16件

成年後見制度利用

支援事業

福祉部

〈福祉総務課〉

【介護保険特会】

30,179

(26,022)

身寄りがなく判断能力が不十分であり、契約手続きや金銭管理等が困難な認

知症高齢者等の成年後見制度の利用を支援するため、成年後見等開始の申立て

手続き(市長申立て)を行います。また、本人の負担能力に応じて、申立てに必

要な手続きに係る費用や成年後見人等の報酬を助成し、認知症高齢者等の権利

擁護を図ります。

○令和5年度見込み

市長申立て40件、後見報酬助成155件

成年後見利用促進

事業

福祉部

〈福祉総務課〉

900

(1,200)

判断能力の低下がみられる高齢者、知的障がい者、精神障がい者が、自分の

意思が尊重され、尊厳をもって生活できるようにするため、成年後見制度の周

知・広報及び相談対応を行い、制度の利用を促進します。

○新
認知症高齢者等の権

利擁護体制整備事業

福祉部

〈福祉総務課〉

7,000

認知症高齢者の増加に伴う後見人等の担い手不足を解消するため、法人後見

業務を実施する「権利擁護センターみやざき」を支援し、併せて市民後見人の

養成を行うことで、成年後見制度の安定的な利用を図ります。
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

特別障がい者手当等

給付事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

259,000

(255,000)

重度障がい者の福祉の向上のため、5・8・11月・翌年2月に手当を支給し、

重度の障がいによって特に必要とされる負担の軽減を図ります。

○主な事業内容

特別障がい者手当

・対象者 20歳以上の在宅の重度障がい者で、日常生活において常時特別の

介護を必要とする者(所得制限あり)

・支給額 月額27,980円

障がい児福祉手当

・対象者 20歳未満の在宅の重度障がい児で、日常生活において常時の介護

を必要とする者(所得制限あり)

・支給額 月額15,220円

経過的福祉手当

・対象者 昭和61年3月31日において20歳以上であり、従来の福祉手当の

受給者であった者のうち、特別障がい者手当の支給要件に該当せ

ず、かつ障がい基礎年金も支給されない者(所得制限あり)

・支給額 月額15,220円

重度障がい者介護金

支給事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

2,500

(14,000)

重度障がい者の家庭の福祉の増進のため、在宅の重度障がい者と同一世帯で

生計を共にし、日常生活において、常時、重度障がい者を介護している介護者

に対して3・9月に介護金を支給し、在宅介護を支援します。

○主な事業内容

・支給要件 ①身体障がい者手帳1級又は2級所持者

②療育手帳Ａ所持者

③身体障がい者手帳3級かつ療育手帳Ｂ1所持者

④精神障がい者保健福祉手帳1級所持者

これらの手帳所持者で、障がい福祉サービス等の支給決定を受

けていない人(所得制限あり)

・支 給 額 年額60,000円

※事業の見直しにより、従来の支給対象者のうち、障がい福祉サービス等利

用者についての支給は令和4年度までで終了となりますが、それ以外の対

象者については障がい福祉サービス等の利用につながるまでの間、令和7

年度まで経過措置として支給します。

重度心身障がい者

医療費助成事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

930,000

(947,000)

重度心身障がい者の保健の向上と福祉の増進を図るため、保険診療内医療費

の自己負担の一部又は全部を助成し、経済的負担を軽減します。

○対象者

身体障がい者手帳1級又は2級所持者

療育手帳Ａ所持者

身体障がい者手帳3級かつ療育手帳Ｂ1所持者

(所得制限あり)
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

重度障がい者

福祉タクシー料金等

助成事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

39,000

(42,000)

外出困難な重度障がい者などの移動を支援するため、タクシー利用料金又は

ガソリン料金いずれかの一部を助成し、日常生活の利便性の向上と社会活動の

範囲の拡大を図ります。

○主な事業内容

・対 象 者 身体障がい者手帳1・2級、療育手帳、

精神障がい者保健福祉手帳1級の所持者

・交付金額 タクシー券：500円分のタクシー券

(@500円×24枚 ＝ 12,000円分)

ガソリン券：500円分のガソリン券

(@500円×12枚 ＝ 6,000円分)

・所得制限 本人(20歳未満の場合は本人の属する世帯全員)の市県民税の

所得割が非課税

障がい者

体育センター運営費

福祉部

〈障がい福祉課〉

3,620

(3,560)

障がい者の福祉の増進のため、スポーツ及びレクリエーションの場を提供し、

体力の維持・向上や相互交流を図ります。

○障がい者体育センターの概要

視覚障がい者

鍼灸マッサージ業

支援事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

400

(400)

視覚障がい者にとって貴重な生業である、あんま、マッサージ、はり、きゅ

う施術業の奨励と育成を図り自立を促すため、鍼灸マッサージ業の新規開設及

び開設後における施術用治療器の整備に要する費用の一部を助成します。

○助成額

・新規開設 30万円

・開設後の整備 10万円

視覚障害者マラソン

宮崎大会開催事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

1,600

(1,600)

障がい者の健康保持、相互交流及び社会参加を促進するため、青島太平洋マ

ラソンと同時に開催する「視覚障害者マラソン宮崎大会」の運営経費の一部を

助成し、大会の開催を支援します。

○主な事業内容

・補助対象 国際視覚障害者マラソン協力会

・大会名 第32回視覚障害者マラソン宮崎大会

・開 催 日 令和5年12月(予定)

福祉機器等

リサイクル推進事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

2,410

(2,410)

在宅の身体障がい者等の生活を支援するため、不要になった福祉機器や介護

用品を市民から広く募り、その福祉機器を希望者へ提供し、福祉機器利用者の

経済的な負担を軽減します。(消毒費、運搬費の実費負担あり)

○委 託 先 (公財)宮崎身体障害者福祉協会

○取扱物品 車椅子、特殊寝台、シャワーチェア等

所在地 開館年月
規 模(㎡)

構 造
敷地面積 建築面積

大字恒久

5132番地
昭和55年10月 2,358.59 1,076.08

鉄骨造(一部ＲＣ

造)平屋建
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

腎臓機能障がい者

通院費助成事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

4,400

(4,600)

人工透析が必要な腎臓機能障がい者の移動を支援するため、通院に係るタク

シー利用料金又はガソリン料金いずれかの一部を助成し、心身及び経費の負担

を軽減します。

○主な事業内容

・対 象 者 腎臓機能障がい1級の身体障がい者手帳を所持し、人工透析の

ために週1回以上通院している人

・交付金額 タクシー券：500円分のタクシー券

(@500円×24枚 ＝ 12,000円分)

ガソリン券：500円分のガソリン券

(@500円×12枚 ＝ 6,000円分)

・所得制限 本人の属する世帯全員の市県民税の所得割が非課税

障がい者差別解消・

虐待防止対策事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

880

(880)

障がい者が安心して暮らすことができるようにするため、以下の事業を実施

し、障がい者の権利擁護を図ります。

○事業内容

・差別解消対策 市民への出前講座、職員研修の実施、宮崎市障がい者差

別解消支援地域協議会の開催、障がい理解啓発リーフレ

ットの購入及び配布

・虐待防止対策 一時保護協力施設の確保、宮崎市高齢者・障がい者虐待

防止ネットワーク運営委員会の運営、弁護士会や医師会

等の専門機関との連携・協力による介入・支援

障がい者就労事業所

魅力アップ応援事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

4,800

(4,800)

障がい者の経済的自立や社会参加の促進を図るため、障がい者就労事業所等

間の連携強化や、合同研修会や共同販売会の実施、請負業務の共同受注等を行

う法人の運営費の一部を助成し、障がい者就労事業所等の魅力を高め、障がい

者の就労の安定を図ります。

○補助対象 (一社)わくわくネットワーク

(市内障がい者就労支援等事業所で構成)

○事業概要 製品販売、製品開発、業務受注等

宮崎市

自立支援協議会

活動推進事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

750

(860)

障がいの有無に関係なく「誰もが住みよいまちづくり」を実現するため、障

がいのある人が直面している課題を抽出し、情報の共有や解決に向けて話し合

うための協議会の活動を支援します。

○事業内容

・研修会、シンポジウム等の実施等
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

障がい福祉サービス

等継続支援事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

7,500

(5,000)

新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から、通常とは異なる形でのサ

ービス提供等によりサービスを継続する障がい福祉サービス等事業所を支援す

るため、かかり増しで発生する経費等を助成します。

○事業内容 障がい福祉サービス事業所等における感染症対策の徹底のため、

必要となるかかり増し費用(事業所の消毒・清掃費用、衛生用品の

購入費用、事業継続に必要な人員確保のための賃金等)の支援

障がい福祉窓口業務

電子処理化事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

戦略プロジェクト

8,099

(3,961)

窓口業務の電子処理化に係るシステムにおいて、既に一部導入している業務

に日常生活用具の給付申請業務を加えることにより、申請書記入などに係る申

請者の負担軽減や窓口滞在時間の短縮、並びに職員の事務処理の効率化及び正

確性の更なる向上を図ります。

○事業内容

・システム構築費(ライセンス使用料含む) 7,056

・システム保守管理費 1,043

○新
障がい理解啓発事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

戦略プロジェクト

3,910

共生社会の実現に向け、障害者差別解消法に基づく合理的配慮の啓発や、障

がいの有無に関わらず誰でも参加できるパラスポーツ体験会等を通して、事業

者・市民の障がいに対する理解促進を図ります。

○事業内容

・合理的配慮の啓発

民間企業や事業者に対し、動画やチラシ等を活用した周知啓発

・ふれあい福祉体験研修

民間事業所・学校等に対し、福祉講話や車いす等体験研修の講師派遣

・あすチャレ！

市内の小・中学校を対象に、パラスポーツ体験授業の実施

・パラスポーツ体験会

市民を対象に、パラスポーツ体験会の実施

障がい者支援施設

入所者等へのＰＣＲ

検査費用助成事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

276

(477)

障がい者支援施設等の入所者が安心した入所生活を送れるよう、施設に対し、

ＰＣＲ検査に要する費用を助成し、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止

を図ります。

○事業内容

検査対象者 宮崎市内の障がい者支援施設に入所し、感染に不安を感じる無

症状の者又は宮崎市内の障がい者支援施設等新規入所者

補助上限額 入所者 7,700円/検体

新規入所者 20,000円/検体

在宅の障がい者への

ＰＣＲ検査事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

651

(1,135)

在宅で生活している障がい者が安心した在宅生活を送れるよう、障がい者に

対してＰＣＲ検査を実施し、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を図り

ます。

○事業内容

検査対象者 宮崎市内に居住し、感染に不安を感じる無症状の外出困難な障

がい児者

実施方法 訪問看護事業所が障がい児者宅を訪問、検体採取し、検査機関

にてＰＣＲ検査を実施する。
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

障がい福祉施設への

抗原定性検査キット

等配付事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

5,379

(9,533)

施設の継続的な運営とクラスター化の防止を図るため、感染症が発生した施

設に対して衛生用品等の配付を行い、施設職員の継続的な出勤や早期復帰のほ

か、入所施設等に対する感染防止対策を強化します。

○事業内容

配付先 新型コロナウイルス感染症が発生した障がい福祉施設

配付物品 抗原定性検査キット及び衛生用品(防護服、Ｎ９５マスク等)

障がい福祉サービス

事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

9,750,000

(9,150,000)

障がい者が自立した生活を送るため、障がいの特性や生活ニーズに応じた支

給決定を行い、必要なサービスのほか、自立した生活に向けた身体機能・社会

生活の向上のための訓練や就労に向けた訓練等のサービスを提供します。

○サービスの種類

・居宅介護 1,407,115

・重度訪問介護 387,011

・同行援護 180,091

・行動援護 807

・短期入所 229,491

・療養介護 330,650

・生活介護 2,758,124

・施設入所支援 699,942

・自立訓練(機能) 21,054

・自立訓練(生活) 89,569

・宿泊型自立訓練 1,495

・就労移行支援 439,912

・就労継続支援Ａ型 776,675

・就労継続支援Ｂ型 1,293,199

・就労定着支援 23,023

・自立生活援助 8,706

・共同生活援助(グループホーム) 892,547

・計画相談支援 207,310

・地域移行支援 1,207

・地域定着支援 2,072

更生医療給付事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

850,000

(930,000)

身体障がい者が自立した日常生活や社会生活を営むため、その障がいの状態

の軽減に必要な医療を受ける際の費用を助成し、障がい者の医療費負担の軽減

とともに、生活能力や職業能力の回復を図ります。

※県又は市が指定した医療機関に限られます。

○対象となる障がい名及び医療の種類(一例)

・腎臓機能障がい 血液透析、腎移植術

・心臓機能障がい ペースメーカー植え込み術

・肢体不自由 関節形成術

・視覚障がい 角膜移植術

・聴覚障がい 鼓室形成術
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

補装具費支給事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

110,000

(110,000)

身体障がい児・者及び難病等の方の福祉の増進を図るため、身体機能を補完

又は代替する補装具の購入及び修理に要する費用の一部又は全部を助成し、自

立と社会参加を促進します。

○主な品目

・肢体不自由 義肢、装具、歩行補助つえ、車椅子、座位保持装置等

・視覚障がい 視覚障害者安全つえ、義眼、眼鏡等

・聴覚障がい 補聴器、人工内耳(音声信号処理装置の修理に限る)

・内部障がい 車椅子等

日常生活用具給付

事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

112,000

(111,000)

障がい児・者及び難病等の方の日常生活の便宜や経済的負担の軽減を図るた

め、日常生活用具購入費用の一部を助成し、自立した生活の支援を行います。

○主な品目

・ストーマ用装具、紙おむつ、電気式たん吸引器、入浴補助用具、

頭部保護帽、特殊寝台、視覚障がい者用時計、拡大読書器、

自家発電機及びバッテリー、暗所視支援眼鏡等

重度身体障がい者

移動支援事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

3,500

(3,500)

公共交通機関の利用が困難な重度身体障がい者の自立や社会参加の支援及び

市民ボランティア活動の推進のため、車椅子対応のリフト付き車両を用いた移

送サービスを実施します。

○委託先 (社福)宮崎市社会福祉協議会

地域生活支援給付

事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

440,000

(430,000)

障がい者が能力や適性に応じて自立した日常生活や社会生活を送るため、障

がいの特性や生活ニーズに応じた支給決定を行い、必要なサービスを提供しま

す。

○サービスの種類

・外出介護 113,408

・地域活動支援センターⅡ型 36,097

・訪問入浴サービス 35,523

・日中一時支援 254,972

福祉バス運行事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

3,800

(3,800)

公共交通機関での移動が困難な障がい者団体の移動を支援するため、車椅子

対応のリフト付きの福祉バスを運行し、スポーツやレクリエーション、各種講

習会など、障がい者の地域における社会活動参加を促進します。

○委託先 (社福)宮崎市社会福祉協議会

地域活動支援

センターⅠ型事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

25,200

(25,200)

在宅の障がい者等の自立と社会参加を促進するため、創作的活動等の機会や

地域との交流の場を提供し、障がい者等の地域生活を支援します。

委託先 施設名

(社福)清樹会 地域生活支援センターすみよし

(社福)敬尚会 江南よしみ地域生活支援センター
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

地域活動支援

センターⅢ型事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

16,692

(16,692)

障がい者の自立と社会参加を図るため、創作的活動や生産活動の機会の提供

を行う地域活動支援センターⅢ型事業所に対して運営費の一部を助成し、障が

い者の地域生活を支援します。

福祉ホーム運営支援

事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

8,120

(7,864)

居宅での生活が困難な障がい者の地域生活を支援するため、障がい者が低額

な料金で居室、その他の設備を利用できるよう福祉ホームを運営する事業者に

対して必要な経費の一部を助成します。

○施 設 名 ＢＥ・ＦＲＥＥ、天領の杜、喜楽家

○補助対象 (社福)まほろば福祉会

身体障がい者

自動車運転免許取得

改造助成事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

1,200

(1,200)

身体障がい者の外出を支援し、社会参加を促進するため、自動車運転免許取

得及び自動車改造に係る費用の一部を助成します。

○事業内容

・自動車運転免許取得助成 300

免許取得費用の2/3以内(上限額10万円)

・自動車改造助成 900

改造費用の9割(上限額9万円)

※ただし、身体障がい者手帳の等級や所得の制限あり

重度障がい者

住宅改修費助成事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

5,200

(4,000)

在宅の重度障がい者の住環境改善のため、段差解消やトイレ、浴室などの住

宅改修費用の一部又は全部を助成します。

○対象者 身体障がい者手帳1～3級(上肢機能障がいのみは1～2級)、

療育手帳Ａ所持者、難病患者等

○補助対象限度額 70万円(所得制限あり)

宮崎市障がい者基幹

相談支援・虐待防止

センター事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

129,500

(123,000)

障害者総合支援法及び障害者虐待防止法に基づき、市民の福祉の向上を図る

ため、障がい者基幹相談支援・虐待防止センターを拠点として障がい児・者及

びその家族等に各種支援を実施し、「誰もが住みよいまち」を目指します。

○委託業務の内容

①相談支援 38,103

②地域生活支援 11,760

③虐待防止対策 11,819

④サービス等利用計画関連 17,500

⑤地域生活支援拠点等コーディネーター 44,113

⑥巡回支援 6,205

補助先 施設名

(特非)はばたき福祉作業所 はばたき

(特非)もやいの会 かふぇらて

(一社)あわいや 工房・あわいや

委託先 施設名

(社福)宮崎市社会福祉協議会 宮崎市障がい者総合サポートセンター

(社福)宮崎市社会福祉事業団 そうだんサポートセンターおおぞら

(社福)清樹会 地域生活支援センターすみよし

(社福)敬尚会 江南よしみ地域生活支援センター
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

軽度・中等度難聴児

補聴器購入費等助成

事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

600

(600)

身体障がい者手帳の交付対象とならない軽度又は中等度の難聴児の言語取得

やコミュニケーション能力の向上等を図るため、補聴器の購入及び修理費用の

一部又は全部を助成します。

○対象者 難聴支援センターの医師が補聴器装用の必要を認めた、身体障がい

者手帳の交付対象とならない軽度・中等度難聴児(18歳に達する日以

後の最初の3月31日までの間にある者)

情報保障・コミュニ

ケーション支援事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

20,678

(16,383)

障がい児・者が情報を取得するための支援や、より円滑にコミュニケーショ

ンが行えるよう支援を行い、障がい児・者の自立と社会参加の促進を図ります。

重度障がい者等

就労・修学支援事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

4,400

(1,130)

障がい者の自立や社会参加の促進を図り、重度障がい者等の就労や修学の支

援を充実させるため、通勤時や職場等における、座位保持、体位変換、トイレ

介助等の支援を行います。

○対象者

重度訪問介護等の支給要件を満たしている方

(重度の肢体不自由又は重度の知的障がいがある方等で、歩行や移乗、排せつ

に支援を要し、障がい支援区分が4以上の方等)

依存症関連問題改善

活動支援事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

1,800

(1,350)

アルコール関連問題、薬物依存症及びギャンブル等依存症の理解を深め、適

切な治療や支援、地域での生活を促進するため、民間団体が取り組む依存症に

ついての周知、啓発、相談にかかる費用を助成します。

○補助対象事業

・情報提供 パンフレット作成、配布等

・普及啓発 啓発活動、講師を招いてのシンポジウム開催等

・相談活動 専門職員や回復者による相談会等

障がい者総合支援

福祉サービス事務

事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

16,600

(16,700)

障がい福祉サービスの利用に必要な障がい支援区分の審査判定を行うため、

宮崎市と広域2町(国富・綾)共同で認定審査会を設置し、適正な支援区分の審

査判定業務を行います。

また、障がい支援区分の申請に基づき、申請者の心身の状況等の調査を行う

とともに、主治医から病気などの状況について、医学的な意見を求めます。

○認定審査会の概要

・合議体数 4合議体 ・開催回数 延べ72回予定

・委 員 数 20人(医師4人、その他の保健福祉専門職16人)

委託先 事業名

(特非)宮崎市視覚障害者

福祉会

視覚障がい者相談支援事業

視覚障がい者社会参加支援事業

(社福)宮崎県聴覚障害者

協会

手話通訳者・要約筆記者派遣事業

手話奉仕員等養成事業、要約筆記者養成事業

手話ビデオ等作製事業

手話通訳者設置事業

宮崎市聴覚障害者協会 聴覚障がい者支援事業
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

障がい福祉サービス

等システム改修事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

1,697

(1,380)

給付費の審査支払事務において、事業所台帳管理システム及び介護給付費等

請求審査システムの運用と保守管理等を行うことで、事務処理の正確性・効率

化を図ります。

○事業内容

・事業所台帳管理システム保守管理費 429

・介護給付費等請求審査システム使用料 1,268

介護職員就業定着

促進支援事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

600

(800)

介護職員等の人材確保に向け、就労支援、定着促進を図るため、介護職員初

任者研修の受講費の一部を助成(上限4万円)します。

○主な事業内容

・対象者 介護職員初任者研修修了から1か月以内に就労かつ6か月間継続

して就労した方。

生活支援ハウス事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

55,310

(55,310)

在宅生活に不安のある60歳以上の方を対象に、老人デイサービスセンター等

に併設又は隣接した居住施設を提供し、生活援助員による各種相談や緊急時の

対応、保健福祉・介護サービスの利用手続きなどを支援します。

生活支援ショート

ステイ事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

314

(314)

心身機能の低下した高齢者の在宅生活の継続及び、家族の身体的・精神的な

負担軽減を図るため、家族の不在等で在宅の生活が一時的に困難となる高齢者

(要支援・要介護者を除く)の方に養護老人ホーム等に短期間宿泊してもらい、

生活習慣の指導や食事、入浴等のサービス提供を行います。

○主な事業内容

・委託先 養護老人ホーム、特別養護老人ホーム

・対象者 介護保険の対象とならないおおむね65歳以上で、生活指導等が

必要な虚弱高齢者

高齢者虐待等

一時保護事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

900

(900)

虐待を受けている高齢者又は身元不明の認知症高齢者等の生命及び身体の安

全を確保するため、あらかじめ契約している養護老人ホーム等で一時的に保護

し、心身の機能の維持を図るサービスを提供します。

施設名 委託先 定員

すみのえ生活支援ハウス (社福)信和会 15人

生活支援ハウス星空の都みやざき (社福)星空の都 20人

江南よしみ生活支援ハウス (社福)敬尚会 20人

生活支援ハウス星空の都さどわら (社福)星空の都 12人
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

老人福祉施設

保護措置事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

685,000

(685,000)

経済的・環境的な理由から、在宅での生活が困難な高齢者を入所措置し、健

全な環境と適切な処遇を確保するため、養護老人ホームに対する保護措置費を

負担します。

○対象施設(養護老人ホーム)

明星園、松の寮、生目幸明荘、望洋園、長寿園、清流園、清風園、

若葉荘、ライトホーム、八田荘老人ホーム、リビングみまた 等

○令和5年度見込 措置者数 294人

養護老人ホーム

清流園指定管理料

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

13,168

(13,168)

経済的・環境的な理由から、在宅での生活が困難な高齢者に対し、安心して

生活できる環境を提供するため、指定管理者制度を活用して効率的・安定的に

養護老人ホームを運営します。

・指定管理者 (社福)日向更生センター

・指定期間 令和2年4月～令和7年3月

・定 員 50人

軽費老人ホーム

事務費補助事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

264,000

(264,000)

家庭環境や住宅事情等により、在宅での生活が困難な60歳以上の高齢者を対

象にした入所施設である軽費老人ホームに対し、事務費の一部を助成します。

○対象施設

・軽費老人ホームＡ型 2施設(定員100人)

コーポ住吉荘、青島荘

・ケアハウス 7施設(定員280人)

ケアハウス壱番館、エバグリーン、ケアトピアみやざき、芳生ヴィラ、

ケアハウス島之内、ケアハウス生目の郷、シャトル

養護老人ホーム

清流園空調設備改修

事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

28,000

(76,000)

施設入所者の快適な住環境を維持し、施設の長寿命化を図るため、養護老人

ホーム清流園のガス空調設備の改修工事を行います。

○全体工事期間(2工区) 令和4年12月～令和5年5月
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

地域包括支援

センター運営事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

630,000

(653,302)

地域の高齢者の総合相談支援や権利擁護、介護予防ケアマネジメント、包括

的・継続的ケアマネジメントを実施するなど、地域包括ケアの推進に向けた中

核的な機関となる地域包括支援センターの管理運営を行います。

○地域包括支援センター(19センター)

※センター名の正式名称は、「宮崎市○○地区地域包括支援センター」

生活支援体制整備等

事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

22,000

(15,238)

多様な主体（住民グループ、ＮＰＯ、民間企業等）による高齢者の生活支援

や介護予防サービスが提供できる地域づくりに向けて、生活支援コーディネー

ターが核となり、地区社協、民生委員、自治会関係者の協力を得ながら、高齢

者の生活の困り事を解決の方向へ導いていきます。

認知症カフェ等推進

事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

2,700

(2,400)

認知症の方やその家族が地域の中で孤立することがないよう、認知症の方が

自ら活動し、楽しめる場として、また、介護者にとっては介護負担の相談の場

として、地域の人や専門職と相互に情報を共有し、お互いを理解しあう認知症

カフェを開催します。

また、認知症の方のＱＯＬ(生活の質)を向上させるため、家族介護者を対象

に、認知症介護教室を開催します。

○令和5年度見込

・認知症カフェ

補助：9団体(2回/月以上 開催)

・認知症介護教室

補助を受けて実施する認知症カフェの中で年1回以上開催する。

センター名 担当地域自治区 センター名 担当地域自治区

小戸・橘 小戸、中央東の一部 大塚 大塚

中央東・檍北 中央東の一部、檍の一部 大淀 大淀

中央西 中央西 赤江 赤江

檍南 檍の一部 本郷 本郷

東大宮 東大宮 木花・青島 木花、青島

大宮 大宮 佐土原 佐土原

住吉 住吉 田野 田野

北 北 高岡 高岡

大塚台・生目台 大塚台、生目台 清武 清武

生目・小松台 生目、小松台
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

認知症初期集中支援

チーム推進事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

23,990

(21,800)

認知症の方及び認知症が疑われる方やその家族で、医療や介護サービスを受

けていない方等を対象に、在宅生活の継続を目的として、地域の方の協力を得

ながら認知症専門医及び複数の専門職で構成された認知症初期集中支援チーム

による支援を行います。

○認知症初期集中支援チームの主な活動内容

・認知症専門医の指導のもと、複数の専門職が家庭を訪問し、認知症の状態

等の把握を行います。

・かかりつけ医と連携しながら、認知症に対する適切な医療や介護に繋げる

など、おおむね6か月間、自立した生活に向け、包括的・集中的な支援を

行います。

認知症地域支援推進

事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

32,430

(33,120)

認知症になっても住み慣れた地域で生活を継続できるよう、認知症地域支援

推進員を配置し、認知症の方やその家族への相談支援を実施するとともに、医

療や介護をはじめとする関係機関の連携を図るなど、地域における認知症支援

の体制づくりを推進します。

また、認知症地域支援推進員体制の強化を図り、相談窓口を充実させます。

○認知症地域支援推進員について

・資格要件 認知症の医療や介護における専門的知識及び経験を有する保健

師や社会福祉士等の専門職

・認知症カフェの開催 1回/月

・認知症介護教室の開催 認知症の家族等を対象とした介護教室を開催

地域ケア会議推進

事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

4,120

(4,279)

高齢者の自立支援・重度化防止及び関係する専門職の資質の向上を図るため、

医療・介護等の専門職による自立支援型の地域ケア会議において、要支援認定

者等の介護予防プランを検討します。

○自立支援型地域ケア会議 年間48回開催予定

参加者：地域包括支援センター職員、サービス提供事業者、アドバイザー

(医師、看護師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、管理栄養士、

歯科衛生士、言語聴覚士)、行政職員等

在宅医療・介護連携

推進事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

21,842

(21,879)

在宅医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分

らしく暮らせるよう、在宅医療と介護を一体的に提供するため、在宅医療や介

護に携わる関係者への支援を行います。

○事業の主な取組内容

・医療介護関係者のための相談支援

・医療介護関係者のための研修会の開催及び住民啓発

・医療介護関係者の情報共有の支援

・宮崎東諸県在宅医療介護連携推進協議会の開催
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

家族介護者交流事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

1,330

(1,330)

高齢者を在宅で介護している家族等を対象に、適切な介護知識や技術を習得

し、日頃の身体的・精神的な負担の軽減を図るための交流会を開催します。

○令和5年度見込

交流会開催数 16回/年

認知症高齢者支援

事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

2,304

(2,770)

認知症高齢者やその家族が、住み慣れた地域で安心して暮らせるよう支援す

るため、子どもから大人まで幅広い世代を対象とした「認知症サポーター養成

講座」を実施し、認知症について理解を深めるとともに、温かく見守ることの

できる地域の構築を目指します。

また、認知症高齢者やその家族が、住み慣れた地域で安心して暮らせるよう

支援するため、外出中に道に迷い帰宅できなくなった高齢者の現在位置を検索

するシステム等の初期導入費用及び利用料や、火災予防を目的とした防火支援

用具の購入費用の一部又は全部を助成します。

高齢者虐待防止推進

事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

360

(360)

関係機関及び団体との連携を深め、高齢者虐待防止の取組を強化するため、

高齢者・障がい者虐待防止ネットワーク運営委員会を開催するとともに、パン

フレットの作成や研修会を開催し市民への周知・啓発を行います。

緊急通報システム

事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

7,021

(7,600)

慢性疾患等があり、常時注意を要する一人暮らしの高齢者等に対し、民間事

業者の緊急通報サービスの利用料の一部又は全部を助成します。

○令和5年度見込 190人

※緊急通報サービス

利用者からの緊急通報や相談を24時間365日体制で受け付け、緊急時には必

要に応じて協力員の駆け付けや救急車の出動を依頼するとともに、定期的に安

否を確認するサービス

介護予防･生活支援

サービス事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

750,000

(820,762)

要支援者等の「住み慣れた地域での自立した生活」を実現するため、介護予

防及び重度化防止に資する各種サービスの充実を図ります。

○主な事業内容

(訪問型サービス)

・訪問型介護予防サービス(ホームヘルプサービス)

・訪問型家事援助サービス(訪問Ａ)

宮崎市が養成した家事援助スタッフによる掃除や調理などの生活支援

・訪問型短期集中サービス(訪問Ｃ 3か月から6か月)

①ホームヘルパーによる運動や服薬などの見守り支援

②専門職による運動・栄養・口腔・認知に係る支援

(通所型サービス)

・通所型介護予防サービス(デイサービス)

・通所型短期集中サービス(通所Ｃ 3か月から6か月)

専門職による運動・栄養・口腔・認知に係る支援
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

栄養ケアマネジメン

ト配食サービス事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

900

（1,800)

栄養面からの高齢者の自立支援・重度化防止を図るために、在宅の高齢者の

身体状態や疾患に合った食事を一定期間提供することで、食生活の改善を目指

します。

○対象

事業対象者、要支援１・２の認定者

介護予防ケア

マネジメント事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

70,000

(79,895)

介護予防・生活支援サービスのみを利用する要支援認定者等を対象に、適切

なアセスメント(課題分析)を行い、対象者とともに目標を設定し、対象者自身

が自らの健康増進や介護予防についての意識を持ちながら、目標達成に向けて

取り組んでいくための個別サービス計画を作成します。

地域包括ケアシステ

ム啓発事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

280

(745)

地域包括ケアシステム（ぐるみん宮崎）の７つの分野の中でも、高齢者の生

活支援・介護予防の取組に関し、市民に分かりやすく広く周知を行うため、啓

発リーフレットの配布やSNSの配信を行います。

※ぐるみん宮崎・・・国が全国で進める地域ぐるみの支え合いの仕組みで

ある「地域包括ケアシステム」を公募で定めた宮崎市

独自の愛称

まちぐるみ、ひとぐるみ、地域ぐるみ、みんなで支え合う

ぐるみん宮崎推進

拠点事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

6,125

(10,701)

地域包括ケアシステム(ぐるみん宮崎)を構築するため、介護予防・共生型の

拠点を設置し、地域での介護予防・生活支援の充実を図るとともに、高齢者、

障がい者、子ども及びその保護者への支援や全世代の交流を図ります。

○設置箇所 1か所

○主な事業内容

・集いの場の提供

・介護予防活動中の団体向け介護予防講座(運動・栄養・口腔・認知)の実施

・地域共生の活動(高齢者、障がい者、児童の交流)
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

フレイル予防

短期スクール事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

25,082

(25,115)

フレイル状態又はフレイル状態になる可能性の高い高齢者に対し、フレイル

を予防する正しい知識を伝えて生活の中で自主的に取り組むことを促すため、

「運動・口腔・栄養・認知症予防」の複合的な内容を盛り込んだ教室を開催し

ます。

※フレイルとは・・・要介護状態に至る前段階で、身体的、精神・心理的、

社会的課題を多面的に抱えた、自立障がいや死亡を含む健康障がいを招き

やすいハイリスク状態のこと

○設置箇所 10か所

○実施方法 委託

○新
介護予防手帳配付

事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

戦略プロジェクト

19,708

高齢者自身が健康の保持増進、自立した日常生活の実現、その有する能力の

維持向上に努めるために、セルフマネジメント（自己管理）ツールとして手帳

と記録ノートを配付します。また、緊急時に救急隊や医療機関が速やかに情報

共有できることで、高齢者が住み慣れた地域(住まい)でいつまでも生活を送れ

るよう、緊急時シートも併せて配付します。

さらに、手帳と記録ノートの活用を促すため、自己目標の達成が認められた

方に参加賞を贈呈（人数限定）します。

対象：65歳以上の高齢者

配付方法：健診受診や出前講座、健幸運動教室、窓口等で配付

手帳の主な内容：本人情報、フレイル予防知識、介護予防事業の案内、緊急時

シート等

記録ノートの主な内容：毎日の健康管理、運動教室等の参加記録等

みんなで体操

みんなで健幸事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

20,417

(24,462)

高齢者の健康維持・増進のため、宮崎県立看護大学と共同で開発した「宮崎

いきいき健幸(けんこう)体操」を実践する健幸運動教室を開催します。

○主な事業内容

・健幸運動教室の開催(令和5年度開催会場数見込180会場)

拠点型及び準拠点型…市や各施設が主催し、体育館や老人福祉センター

等で実施。参加費無料、申込み不要で参加が可能。

地域型…地域の団体からの依頼により「健幸運動指導員」と「健幸サポ

ートナース」を派遣して実施。地域の団体が主催。

※健幸運動指導員・・・・・市が養成した「宮崎いきいき健幸体操」を実践す

る指導者

※健幸サポートナース・・・参加者の健康チェックと運動時の見守りをする看

護師
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

住民参画型

介護予防・生活支援

推進事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

798

(6,180)

自立支援・重度化防止につながる介護予防活動に身近な地域で参加できるよ

うに、通いの場の設置、介護予防教室(運動、栄養、口腔、認知)の開催を支援

します。

また、高齢者の日常生活の困り事を地域住民同上で支え合う仕組みづくりを

支援します。

○主な事業内容

・対象団体 おおむね65歳以上の高齢者で構成される地域住民団体

・実施方法 講師への謝金など運営費の助成

○令和5年度見込 2団体

通いの場創出事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

1,500

(9,253)

高齢者が徒歩で通うことができる「通いの場」を各地域に年次的に増やして

いくため、「通いの場」が必要な地域において、介護予防活動の必要性等を伝え

る介護予防の体験教室を1か月間開催します。その後、参加者グループの結成

を促して自主的な活動に繋げます。

○新
７６歳市民一斉健幸

チェック事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

戦略プロジェクト

2,864

当該年度に76歳に到達する高齢者に調査票及びリーフレットを送付し、回答

を返信してもらうことで、介護予防に資する客観的な評価や助言を行います。

あわせて、地域包括支援センターに情報提供を行い、地域の高齢者の状態の把

握を行います。

○新
保健事業と介護予防

の一体的実施事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

戦略プロジェクト

3,574

高齢者がフレイル状態に移行しないために、後期高齢者健康診査の結果等か

ら把握したフレイル疑いのある高齢者に対して保健師等が個別支援を行いま

す。また、医療費や介護給付費等に関するデータから把握した地域別の健康課

題をもとに、地域の実情にあわせ、通いの場等において、保健師等の医療専門

職が健康教育を行います。

○個別支援：対象者への家庭訪問等により保健指導を行うことを指します

○新
オーラルケア・

フレイル予防事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

戦略プロジェクト

15,685

高齢者のフレイルを予防するため、口腔機能の維持向上を目的として、口腔

ケア及びフレイル予防に関する情報誌を作成し、70歳になる方、いきいき歯つ

らつ歯科健診の対象である76歳、81歳になる方に配付し、受診を促します。

また、いきいき歯つらつ歯科健診を受けて口腔機能の低下がある方について

は、歯科医院で口腔プログラムを提供し、口腔機能の改善につなげます。

※口腔機能とは、食物を噛んだり飲み込んだりする等の“口”に関連する

機能
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

介護用品支給事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

44,162

(40,645)

要介護者を在宅で介護している家族等の負担軽減を図るため、要介護者の介

護度等に応じて、紙おむつや尿とりパッド、清拭剤等の介護用品を支給します。

○支給限度額 要介護度1､2 50,000円

要介護度3､4､5 100,000円

※住民税課税額に応じて制限及び減額措置あり

○令和5年度利用認定者数見込 1,090人

生活支援配食

サービス事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

37,455

(36,931)

高齢者の在宅生活の維持と自立を支援するため、調理や買い物が困難で軽度

の支援や見守りが必要なおおむね65歳以上の一人暮らしの高齢者等を対象に、

夕食の提供とあわせて安否確認を行います。

○令和5年度末登録者数見込 161人

介護保険利用者負担

軽減対策事業

福祉部

〈介護保険課〉

8,000

(6,800)

低所得者が介護サービスを利用した場合に利用者負担額の一部を助成し、サ

ービスの継続的な利用を支援します。

○主な事業内容

・社会福祉法人による利用者負担額軽減制度

(減額分の一部を法人へ助成します。)

令和5年度減免対象者数見込 150人

実施対象法人数見込 7法人

介護保険

居宅サービス利用者

支援事業

福祉部

〈介護保険課〉

730

(800)

経済的な理由から必要なサービスの利用を控えることがないよう、生活困窮

者が居宅サービスを利用した場合に利用者負担額の一部を助成します。

○令和5年度見込 12人

法定外住宅改修事業

福祉部

〈介護保険課〉

23,000

(23,000)

要介護等の認定を受けた高齢者の自立支援につながる住宅改修ができるよ

う、介護保険の給付対象工事の超過費用及び給付対象外工事に要する費用の一

部を助成します。

○主な工事内容

・手すりの取り付け、段差解消、トイレ改修等

○令和5年度見込 175人

新型コロナウイルス

感染症対応力強化事

業

福祉部

〈介護保険課〉

戦略プロジェクト

3,300

(3,300)

高齢者施設等の職員の新型コロナウイルス感染症への対応力を強化するた

め、研修会等を実施します。

○主な事業内容

感染症対策研修等の実施

感染症対策の相談支援等
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

高齢者施設入所者等

へのＰＣＲ検査費用

助成事業

福祉部

〈介護保険課〉

2,845

(4,924)

高齢者施設の入所者が安心した入所生活を送れるよう、施設に対し、ＰＣＲ

検査に要する費用を助成し、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を図り

ます。

＜検査対象者＞

・宮崎市内の高齢者施設に入所し,感染に不安を感じる

無症状の要介護３、要介護４及び要介護５の要介護認定者

・宮崎市内の高齢者施設新規入所者

＜補助上限額＞

・入所者 7,315円/検体

・新規入所者 20,000円/検体

在宅の要介護者への

ＰＣＲ検査事業

福祉部

〈介護保険課〉

3,124

(5,448)

在宅で生活している要介護者が安心した在宅生活を送れるよう、要介護者に

対してＰＣＲ検査を実施し、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を図り

ます。

＜検査対象者＞

宮崎市内に居住し,感染に不安を感じる無症状の在宅の

要介護３、要介護４及び要介護５の要介護認定者

＜実施方法＞

訪問看護事業所が要介護者宅を訪問、検体採取し、

検査機関にてＰＣＲ検査を実施する。

＜委託先＞

・訪問看護事業所(複数事業者)

・検査機関(1者)

高齢者施設への抗原

定性検査キット等配

付事業

福祉部

〈介護保険課〉

20,568

(18,396)

高齢者施設の継続的な運営とクラスター化防止を図るため、新型コロナウイ

ルス感染症が発生した施設等に対して衛生用品等の配付を行い、施設職員等の

継続的な出勤や早期復帰のほか、入所施設等の感染防止対策を支援します。

＜配付先＞

新型コロナウイルス感染症が発生した高齢者施設等

＜配付物品＞

・抗原定性検査キット

・衛生用品(防護服、Ｎ９５マスク、フェイスシールド等)
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

在宅介護・介護人材

実態調査事業

福祉部

〈介護保険課〉

3,103

次期「宮崎市民長寿支援プラン」を策定するため、策定にあたり必要となる

「在宅介護実態調査」及び「介護人材実態調査」を実施します。

＜事業内容＞

1.在宅介護実態調査 2,000件

2.介護人材実態調査 785件

介護保険料賦課徴収

事業

福祉部

〈介護保険課〉

【介護保険特会】

53,424

(52,096)

第１号被保険者(65歳以上)の介護保険料の賦課・徴収を行います。

○賦課徴収事業 21,234

納入通知書や還付通知書の送付

○滞納整理事業 3,403

滞納者に対する督促及び滞納処分

○収納率向上対策事業 28,787

訪問徴収と口座振替及びコンビニ収納の推進

介護認定審査会共同

運営事業

福祉部

〈介護保険課〉

【介護保険特会】

75,336

(71,619)

宮崎市と広域2町(国富･綾)共同で宮崎東諸県地域介護認定審査会を設置し、

認定審査の公平・公正性を確保するとともに運営の効率化を図ります。

○令和5年度見込

・開催回数 497回

・審査件数 19,870件

＜内訳＞ 宮崎市 18,392件

国富町・綾町 1,478件

○認定審査会の概要

・合議体数 12合議体

・委 員 数 60人(医師12人、その他専門職48人)

認定調査事業

福祉部

〈介護保険課〉

【介護保険特会】

307,865

(289,063)

要介護認定の申請に基づき、申請者の心身の状況や状態等の調査を行うとと

もに、主治医から病気などの状況について医学的な意見を求めます。

○指定市町村事務受託法人委託

認定調査を指定市町村事務受託法人に委託することにより、認定事務の効

率化及び調査の質の向上を図ります。

○令和5年度見込

認定調査件数 17,600件
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

介護保険給付事業

(居宅介護(介護予

防)サービス費)

福祉部

〈介護保険課〉

【介護保険特会】

19,156,000

(19,078,980)

「要支援・要介護者」が在宅での介護(介護予防)サービスを希望したときは、

居宅介護(介護予防)サービスを利用することができます。その費用は、9割、8

割又は7割が保険給付され、利用者は残りの1割、2割又は3割を負担します。

○居宅介護サービス費 18,440,000

＜サービス種類＞

訪問介護／訪問入浴介護／訪問看護／訪問リハビリテーション／居宅療養管

理指導／通所介護／通所リハビリテーション／短期入所生活介護／短期入所

療養介護／特定施設入居者生活介護／福祉用具貸与／特定福祉用具販売／住

宅改修／居宅介護支援

○介護予防サービス費 716,000

＜サービス種類＞

介護予防訪問入浴介護／介護予防訪問看護／介護予防訪問リハビリテーショ

ン／介護予防居宅療養管理指導／介護予防通所リハビリテーション／介護予

防短期入所生活介護／介護予防短期入所療養介護／介護予防特定施設入居者

生活介護／介護予防福祉用具貸与／特定介護予防福祉用具販売／介護予防住

宅改修／介護予防支援

介護保険給付事業

(地域密着型介護(介

護予防)サービス費)

福祉部

〈介護保険課〉

【介護保険特会】

5,408,000

(5,361,000)

「要支援・要介護者」が住み慣れた地域において介護(介護予防)サービスを

希望したときは、地域密着型介護(介護予防)サービスを利用することができま

す。その費用は、9割、8割又は7割が保険給付され、利用者は残りの1割、2

割又は3割を負担します。

○地域密着型介護サービス費 5,344,000

＜サービス種類＞

定期巡回・随時対応型訪問介護看護／夜間対応型訪問介護／認知症対応型通

所介護／小規模多機能型居宅介護／認知症対応型共同生活介護／地域密着型

特定施設入居者生活介護／地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護／看

護小規模多機能型居宅介護／地域密着型通所介護

○地域密着型介護予防サービス費 64,000

＜サービス種類＞

介護予防認知症対応型通所介護／介護予防小規模多機能型居宅介護／介護予

防認知症対応型共同生活介護

介護保険給付事業

(施設介護サービス

費)

福祉部

〈介護保険課〉

【介護保険特会】

8,678,000

(8,809,000)

「要介護者」が施設での介護を希望したときは、介護保険施設に入所し、そ

れぞれの機能に応じたサービスを利用できます。その費用は、施設サービスの

種類ごとに定められた基準額の9割、8割又は7割が保険給付され、利用者は残

りの1割、2割又は3割を負担します。

○介護保険施設 介護老人福祉施設(特別養護老人ホーム)

介護老人保健施設(老人保健施設)

介護療養型医療施設(療養病床等)

介護医療院

介護保険給付事業

(高額介護(介護予

防)サービス費)

福祉部

〈介護保険課〉

【介護保険特会】

919,000

(743,000)

「要支援・要介護者」が1か月に支払った利用者負担額が、一定の上限額を

超えたときは、高額介護(介護予防)サービス費として、超えた分を支給します。

○高額介護サービス費 918,000

○高額介護予防サービス費 1,000
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

介護保険給付事業

(高額医療合算介護

(介護予防)サービス

費)

福祉部

〈介護保険課〉

【介護保険特会】

142,000

(160,000)

世帯の1年間の介護保険の利用者負担額と医療保険・後期高齢者医療の一部

負担金の合計額が、所得区分に応じた世帯の負担限度額(合算算定基準額)を超

えた場合、超えた分をそれぞれの制度から支給します。この給付を、介護保険

では、高額医療合算介護(介護予防)サービス費といいます。

○高額医療合算介護サービス費 141,000

○高額医療合算介護予防サービス費 1,000

介護保険給付事業

(特定入所者介護(介

護予防)サービス費)

福祉部

〈介護保険課〉

【介護保険特会】

656,000

(813,000)

施設で介護サービスを受けた利用者は、サービス費用の1割、2割又は3割に

加えて食費、居住費などを自己負担しますが、低所得者については、食費・居

住費の負担が過重な負担とならないよう、所得に応じて特定入所者介護(介護予

防)サービス費を支給します。

○対象施設及びサービス

・介護保険4施設(介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施

設、介護医療院)の食費と居住費

・ショートステイの食費と滞在費

○特定入所者介護サービス費 655,000

○特定入所者介護予防サービス費 1,000

在宅復帰支援

介護サービス費用

助成事業

福祉部

〈介護保険課〉

【介護保険特会】

770

(790)

退院後に心身の機能低下に起因して、日常の家事等を行うことが困難な高齢

者(要介護者)に対し、介護給付に加え家事支援又は生活機能低下の予防支援に

要する費用の一部を助成し、在宅生活への復帰を支援します。

介護保険適正化事業

福祉部

〈介護保険課〉

【介護保険特会】

4,118

(1,664)

介護保険の適正な運用を図るため、ケアプランの点検や、研修会等を実施し

ます。

○事業内容

・事業所の作成するケアプランの点検

・ケアプランの質の向上を図るための研修会等の実施

・介護サービス利用者に対する利用額等の通知

○令和5年度見込

通知書送付件数 10,700件
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

介護保険住宅改修等

技術審査事業

福祉部

〈介護保険課〉

【介護保険特会】

6,500

(6,500)

給付の適正化及び効果的な住宅改修を推進するため、住宅に関する高度な専

門性を有する第三者機関に、住宅改修に関する助言や見積書の精査、竣工検査

等を委託します。

○委託先：(一財)宮崎県建築住宅センター

○令和5年度見込

審査件数 1,145件

認知症チームケアマ

ネジメント推進事業

福祉部

〈介護保険課〉

【介護保険特会】

1,996

(1,078)

認知症高齢者を住み慣れた地域で支援する体制をより充実させるため、地域

包括支援センターを拠点に、「認知症の人のためのケアマネジメントセンター方

式」の活用を図りながら、主任協力員・協力員・介護関係者と連携し、地域の

特性に応じた認知症ケアマネジメントの質の向上を図ります。

○主な事業内容

・事業所及び地域住民向けの研修会の実施

・地域包括支援センター及び主任協力員等による事業の検討及び評価

・主任協力員等に対する研修会の実施

住宅改修適正化

事業

福祉部

〈介護保険課〉

【介護保険特会】

5,310

(5,211)

計画・申請された住宅改修工事が、住み慣れた自宅での生活を継続するため、

利用者が安全性を確保しながら生活できるかという視点から、理学療法士等の

有資格者による審査(訪問調査を含む)を実施し、給付の適正化を図ります。

介護予防・生活支援

サービス事業

(高額介護予防サー

ビス費相当事業・

高額医療合算介護予

防サービス費相当事

業)

福祉部

（介護保険課）

【介護保険特会】

3,472

(3,489)

介護予防・生活支援サービス事業の利用者が支払った利用者負担額が基準額

を超えた場合、その超えた金額を高額介護予防サービス費相当事業費及び高額

医療合算介護予防サービス費相当事業費として支給します。

○高額介護予防サービス費相当事業 1,663

○高額医療合算介護予防サービス費相当事業 1,809

介護予防福祉用具

購入補助事業

福祉部

〈介護保険課〉

【介護保険特会】

2,400

(2,400)

介護保険サービスのうち福祉用具貸与のみを継続的に利用している要支援者

で自立が可能な高齢者に対し、福祉用具購入費の一部を助成します。

○補助対象用具

・歩行器

・歩行補助つえ

・スロープ(工事を伴わないもの)
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

生活保護費

福祉部

〈社会福祉第一課〉

13,200,000

(13,400,000)

「生活保護法」に基づき、生活に困窮する市民に対して各種扶助費を支給し、

最低限度の生活を保障するとともに自立の助長を図ります。

○扶助費の内訳

・生活扶助費 3,687,200 ・出産扶助費 1,000

・住宅扶助費 1,900,000 ・生業扶助費 30,000

・教育扶助費 55,000 ・葬祭扶助費 33,000

・介護扶助費 401,300 ・施設事務費 160,000

・医療扶助費 6,925,000 ・就労自立給付金 4,500

・進学準備給付金 3,000

生活困窮者

自立相談支援事業

福祉部

〈社会福祉第一課〉

36,880

(31,390)

「生活困窮者自立支援法」に基づき、複合的な課題を抱える生活困窮者を対

象として、就労などの自立に関する問題の相談に応じるとともに、必要な情報

の提供や助言を行いながら、包括的・継続的に相談者の自立を支援します。

○事業の実施場所 自立相談支援センター「これから」

生活困窮者等

家計改善支援事業

福祉部

〈社会福祉第一課〉

11,020

(10,840)

自立相談支援センターにおける相談者及び生活保護受給者のうち、家計に問

題を抱えている方からの相談に応じ、家計改善支援員が、家計を「見える化」

し、本人の「気づき」を促しながら、収支改善を支援します。

○事業の実施場所 自立相談支援センター「これから」

生活困窮者等

就労準備支援事業

福祉部

〈社会福祉第一課〉

26,040

(25,800)

生活保護受給者及び自立相談支援センターにおける相談者のうち、就労意欲

や生活習慣などに課題があり、直ちに一般就労を目指すことが困難な人に対し、

次の段階の就労支援事業等にステップアップするために、専門家によるカウン

セリングや研修、就労体験等を実施し、意欲や基礎的スキルの向上を支援しま

す。

生活困窮者

住居確保給付金

福祉部

〈社会福祉第一課〉

18,000

(15,000)

「生活困窮者自立支援法」に基づき、離職・廃業又はやむを得ない休業等に

より経済的に困窮し、住宅を喪失している方又は喪失するおそれのある方を対

象に、住居確保給付金を支給し、住居及び就労機会の確保に向けた支援を行い

ます。

生活保護適正実施

推進事業

福祉部

〈社会福祉第一課〉

38,000

(11,000)

生活保護の適正実施を図るため、必要な調査、支援、指導等を行います。

○主な事業内容

・レセプト点検等の実施による医療扶助適正化の推進

・年金受給権調査及び収入申告書発送による被保護者の収入資産状況調査

・特別指導員(県警ＯＢ)の配置による不正受給の防止及び警察との連携協力

体制の強化

・マイナンバーカードを利用した医療扶助オンライン資格確認のためのシス

テム改修
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

中国残留邦人等

支援給付費

福祉部

〈社会福祉第一課〉

22,000

(22,000)

「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及

び特定配偶者の自立の支援に関する法律」に基づき、収入が一定の基準を満た

さない中国残留邦人等に対して支援給付費を支給し、対象者の自立を支援しま

す。

○支援給付費の内訳

・生活支援給付費 6,200 ・医療支援給付費 12,654

・住宅支援給付費 1,440 ・葬祭支援給付費 218

・介護支援給付費 960 ・配偶者支援金 528

中国残留邦人等

生活支援事業

福祉部

〈社会福祉第一課〉

1,710

(1,668)

中国残留邦人等の地域での社会的自立を促すため、支援・相談員やＮＰＯ法

人への委託による生活支援事業を実施します。

○主な事業内容

・中国語に対応できる支援・相談員の配置 864

・日本語教室、各種交流イベントの開催 846

生活保護業務に

おける行政ＩＣＴ化

事業

福祉部

〈社会福祉第一課〉

3,600

(3,242)

新型コロナウイルス感染症の影響により生じる、生活保護に係る相談の増加

や、被保護者との接触機会の縮減等の課題に対応するため、各種システムを活

用した業務の効率化を図ります。

○主な事業内容

・映像通話システム

・訪問支援システム

・窓口受付システム

○新
査察指導台帳

システム化事業

福祉部

〈社会福祉第一課〉

5,811

複雑・多様化する生活保護世帯の課題により適切に対応するため、関連する

情報の集約及び各ケースワーカー業務の進捗状況を管理する「査察指導台帳シ

ステム」を構築し、生活保護の適正実施に努めるとともに、被保護者の自立に

向けた支援を行います。

共同利用型病院

運営費補助事業

健康管理部

〈保健医療課〉

31,367

(31,224)

日曜日、祝・休日、年末年始及び夜間における、入院治療を要する重症患者

等の医療体制を確保するため、医師会病院の一部を開放して共同利用型病院を

設置している(公社)宮崎市郡医師会に対して、運営費の助成を行います。

○共同利用型病院運営事業の概要

医療機関 宮崎市郡医師会病院

診療日・ 日曜日、祝・休日、年末年始：午前8時～午後6時

診療時間 夜間 ：午後6時～翌日午前8時

在宅当番医制業務

委託事業

健康管理部

〈保健医療課〉

19,332

(19,311)

日曜日、祝・休日及び年末年始における救急患者の発生に備えるため、病院・

診療所が当番制で診療にあたる業務を、(公社)宮崎市郡医師会及び(一社)宮崎

市郡歯科医師会へ委託して実施します。

また、(公社)宮崎県柔道整復師会宮崎支部連合会が実施する当番事業につい

て、運営費の助成を行います。

○在宅当番医制事業の概要

診 療 日 日曜日、祝・休日、年末年始

診療時間 午前9時～午後5時
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

夜間急病センター

小児科の管理運営

健康管理部

〈保健医療課〉

156,802

(162,223)

夜間における小児科の初期救急医療体制を確保するため、指定管理により、

市が設置する夜間急病センター小児科の管理運営を行います。

○事業内容

・場 所 宮崎県立宮崎病院附属棟1階

・診療科目 小児科

・指定管理者 (公社)宮崎市郡医師会

・指定期間 令和3年4月～令和8年3月
・診療時間 毎日、午後7時～翌日午前7時

○夜間急病センター小児科指定管理事業(指定管理料) 141,962

○夜間急病センター小児科管理運営事業(施設管理費) 14,840

○利用状況 (単位：人)

産科・小児科等

医療機関開設等支援

事業

健康管理部

〈保健医療課〉

10,000

(10,000)

分娩を取り扱う有床の産科等医療機関や小児科を主たる診療科とする医療機

関を将来にわたって確保するため、産科・小児科等の医療機関の整備等(新規開

設、既存施設の増設等による診療体制の拡充、親族や第三者による継承)に係る

費用の一部を、上限1,000万円の範囲内で助成します。

夜間急病センター

内科・外科運営支援

事業

健康管理部

〈保健医療課〉

254,827

(264,215)

夜間における内科・外科の初期救急医療体制を確保するため、医師会病院内

に夜間急病センター内科・外科を設置している(公社)宮崎市郡医師会に対して、

運営費を支援します。

○事業内容

・場 所 宮崎市郡医師会病院1階(生目の杜医療防災拠点内)

・診療科目 内科・外科

・診療時間 毎日、午後7時～翌日午前7時

○利用状況 (単位：人)

年度 R元 R2 R3

患者数 7,996 3,562 4,606

平均患者数(人/日) 21.8 9.8 12.6

年度 R元 R2 R3

内科の患者数 7,033 3,712 3,747

外科の患者数 3,781 3,121 3,022

合計の患者数 10,814 6,833 6,769

平均患者数(人/日) 29.5 18.7 18.5
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

小児救急医療適正化

推進事業

健康管理部

〈保健医療課〉

179

(180)

小児救急医療の啓発事業として、夜間急病センター小児科の適正受診を促す

ため、受診の目安や子ども救急医療電話相談「＃８０００」の案内を記載した

リーフレットを作成し、市内の小児科医療機関や小児関連施設等に配布します。

また、保育所や地域子育て支援センター等において、子どもの急病時におけ

る対応や保護者の都合による夜間受診を抑制するなどの小児医療に関する基礎

講座を行います。

宮崎大学医学部

小児科寄附講座運営

支援事業

健康管理部

〈保健医療課〉

27,000

(27,000)

国立大学法人宮崎大学医学部小児科に、平成30年11月1日付けで設置され

た｢宮崎小児地域医療学・次世代育成支援講座｣の運営を支援し、小児疾患医療

に関する研究を通して、小児医療に関心を持つ学生の教育や、次世代を担う若

い小児科医の人材育成を進めるとともに、夜間急病センター小児科をはじめと

する県央地域における小児医療体制の充実を図り、小児地域医療へ貢献してい

きます。

医療政策推進事業

健康管理部

〈保健医療課〉

9,000

(7,584)

市民が安心して医療を受けることができる体制の確保と充実を図るため、各

種協議会の運営費の一部を負担するとともに、地域医療の発展に貢献している

団体の運営費の一部を助成します。

○宮崎県医師確保対策推進協議会負担金

○宮崎県救急・災害医療行政連絡協議会負担金

○西都市一次救急医療支援負担金

○宮崎大学白菊会運営費補助金

○宮崎看護専門学校運営費補助金

健康危機管理体制

整備事業

健康管理部

〈保健医療課〉

360

(360)

重大かつ緊急性のある健康危機が発生、又は発生のおそれがある場合などに、

速やかに健康危機管理体制が始動できるようにするため、人材の育成や対応能

力の向上を図ります。

○災害時健康危機管理支援チーム養成研修への参加

○健康危機管理対策訓練の実施

○健康危機管理支援チームの活動や研修に要する物品等の整備

宮崎市保健所・中央

保健センター施設等

改修事業

健康管理部

〈保健医療課〉

162,500

(42,000)

保健所・中央保健センターの利用者の安全確保と施設の長寿命化を図るため、

計画的な施設改修を行います。

○事業内容

・空調等省エネ基準適合調査業務委託

・消防用設備更新実施設計業務委託

・非常用自家発電設備更新工事
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

医療安全支援

センター運営事業

健康管理部

〈保健医療課〉

280

(340)

良質な医療を提供する体制の確立を図るとともに、市民の医療に対する信頼

を確保するため、医療安全支援センターを運営します。

○医療相談窓口

市民からの医療に関する問い合わせや相談に対応します。

○医療安全推進協議会

医療相談窓口に寄せられた相談内容を収集・分析し、医療提供施設等へ情

報提供等を行うことにより、医療提供施設等の健全な運営を促します。

○医療従事者向け研修会の開催(年1回)

医療・薬事監視指導

事業

健康管理部

〈保健医療課〉

470

(500)

市民への良質な医療サービス等の提供を確保するため、医療の提供や医薬

品・医療機器の管理等が適正に行われているか、定期及び臨時の立入検査によ

る監視指導等を行います。

医療提供施設数 (令和4年4月1日現在)

薬局、医薬品販売業施設数 (令和4年4月1日現在)

高度管理医療機器等販売業貸与業施設数 (令和4年4月1日現在)

毒物劇物販売業等施設数 (令和4年4月1日現在)

医療・薬務システム

事業

健康管理部

〈保健医療課〉

1,813

(5,083)

医療と薬務の情報を一元的に管理するため、「医療・薬務システム」の適正な

運用管理に努め、安定稼動を図ります。

病院 有床診療所 無床診療所 歯科診療所 助産所

36 49 345 225 17

薬局 店舗販売業

243 112

高度管理医療機器等

販売業・貸与業

管理医療機器

販売業・貸与業

265 1,774

毒物劇物販売業 毒物劇物

業務上取扱者一般 農業用品目 特定品目

119 36 9 6
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

田野病院事業

健康管理部

〈保健医療課〉

【田野病院事業会計】

958,000

(883,000)

平成27年4月から令和17年3月までの20年間を指定期間として、国立大学

法人宮崎大学が指定管理者となって、地方公営企業法に基づく病院事業を運営

します。

○施設概要

・宮崎市立田野病院…病床数：42床、診療科目：内科、外科、整形外科、

耳鼻いんこう科、リハビリテーション科、放射線科

○令和5年度当初予算

保健センター

運営管理事業

健康管理部

〈地域保健課〉

17,630

(14,500)

地域保健活動を推進するため、施設の管理運営を行います。

○事業内容

・高岡福祉保健センター「穆園館」運営管理 16,100

・清武保健センター運営管理 1,530

高岡

福祉保健センター

改修事業

健康管理部

〈地域保健課>

10,700

(120,000)

高岡福祉保健センター「穆園館」の施設の維持保全を図るために必要な改修

等を行います。

○主な事業内容

・建具・廊下改修工事

地域保健統計調査

事業

健康管理部

〈地域保健課>

591

(3,670)

国の委託を受けて、保健衛生行政施策の企画・立案の基礎資料となる統計調

査を実施します。

○主な統計調査

・国民生活基礎調査

・社会保障・人口問題基本調査

区分 支出収入 一般会計

繰入金

収益的収入及び支出 846,514 200,981 808,575

資本的収入及び支出 89,713 29,713 149,425

総額 936,227 230,694 958,000

-109-



重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

地域に寄り添う

保健活動展開事業

健康管理部

〈地域保健課〉

1,770

(1,500)

市民自らの健康行動や疾病の重症化予防を促すため、国保データベース(ＫＤ

Ｂ)等を活用した地域診断を地域自治区ごとに実施し、地域の特性に応じた効果

的な保健活動を実施します。

○事業の流れ

(1) 地域自治区ごとに地域診断（健康課題の抽出）を実施

(2) 抽出された課題を解決するための対応策の検討・実施計画作成

(3) 計画の実施

(4) 評価と改善策案の検討

毎年(1)～(4)を実施しながら保健活動を展開します(ＰＤＣＡサイクル)。

また、市民自らの健康行動を促すため、(2)～(4)は市民や関係団体と一緒に

実施する体制づくりに努めます。

成人等健康教育・

健康相談事業

健康管理部

〈地域保健課〉

1,445

(1,400)

健康に対する正しい知識の普及を図り、市民自らが健康づくりに取り組むこ

とができるよう支援します。

○主な事業内容

・成人等健康教育

・成人等健康相談

・成人等訪問指導

地域保健関係職員等

研修事業

健康管理部

〈地域保健課〉

915

(914)

新しい知識と技術・情報を吸収し、柔軟な思考力と行動力で創造的な活動を

展開することができる職員を育成し、保健・福祉・医療等の包括的なサービス

提供を図れるよう研修を実施します。

○主な事業内容

・県内外への職員派遣研修

・地域保健関係職員スキルアップ研修

・保健所実習生受入

健康づくり

推進協議会支援事業

健康管理部

〈健康支援課〉

1,380

(1,500)

市民の主体的な健康づくりを支援するため、地域で活動する「宮崎市健康づ

くり推進協議会」に対し助成を行い、当協議会の活動を支援します。

○健康づくり推進協議会の主な活動内容

・健康教室や講座等の開催

・市の保健事業のＰＲと事業への参加協力

・市民一斉健康ウォーキングの開催

在宅療養相談事業

健康管理部

〈健康支援課〉

1,500

(1,500)

在宅療養を推進するため、在宅療養及び看取りについての相談窓口を設置す

る団体に対し、事業費の一部を助成します。

○主な事業内容

・相談業務

・各関係機関との調整

・看取りについての講演会開催
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

骨髄等移植ドナー

支援事業

健康管理部

〈健康支援課〉

980

(910)

骨髄等移植の推進及び骨髄等提供者(ドナー)と事業所の負担軽減を図るた

め、(公財)日本骨髄バンクが実施する骨髄バンク事業において、提供者となっ

た市民と提供者が勤務している事業所に対し、奨励金を交付します。

○事業内容

・対象者

(1)骨髄等の提供日に市内に住所を有する方

(2)提供者が勤務している事業所

(国・地方公共団体・独立行政法人及び個人事業者を除く)

・助成金

※骨髄等提供のための通院及び入院に要した日数

上限7日

(1)提供者 1日2万円

(2)事業所 1日1万円

私らしく

生ききるための

想いをつなぐ事業

健康管理部

〈健康支援課〉

1,330

(1,500)

市民一人一人が、自分らしい終末期を迎えるため、宮崎市版エンディングノ

ート「わたしの想いをつなぐノート」を活用し、自分が望む医療やケアなどに

ついて、元気なうちから前もって考え、家族や医療関係者等と共有する取組の

普及啓発を行います。

○主な事業内容

・「わたしの想いをつなぐノート」を活用した出前講座等

・エンディングノートアドバイザー養成講座及びフォローアップ研修の開催

・プロジェクト会議の開催

高齢者等定期

予防接種事業

健康管理部

〈健康支援課〉

267,000

(265,000)

疾病への罹患や重症化及びまん延を防止するため、高齢者等に対して、予防

接種法に基づく定期予防接種を医療機関において実施します。

○事業内容

・高齢者等インフルエンザ予防接種

自己負担 1,500円(生活保護受給者は免除)

・高齢者等肺炎球菌予防接種

自己負担 2,000円(生活保護受給者は免除)

風しん追加的対策

事業

健康管理部

〈健康支援課〉

29,500

(36,000)

風しんの感染拡大防止を図るため、対象者に抗体検査を案内し、検査の結果、

抗体価の低い方に予防接種を実施します。

○対象者

昭和37年4月2日から昭和54年4月1日の間に生まれた男性

歯周疾患検診事業

健康管理部

〈健康支援課〉

18,000

(15,600)

口腔内の健康を保ち、歯周病等による歯の喪失を防ぐため、節目年齢になる

市民を対象に、指定医療機関(歯科医院)において歯周疾患検診を実施します。

○実施方法

・指定医療機関(歯科医院)において、年1回、歯周疾患検診を実施

・対 象 者 30・35・40・45・50・55・60・65・70歳の人

(令和5年度年齢到達者)

・自己負担 500円(免除規定あり)

-111-



重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

がん検診推進事業

健康管理部

〈健康支援課〉

9,900

(10,500)

がんの早期発見や早期治療に繋がるよう、がん検診の受診を促すとともに、

健康意識の醸成および健康保持増進を図るため、リーフレットによる啓発や無

料クーポン券の送付、受診勧奨等を実施します。

○主な事業内容

・リーフレットによる啓発および無料クーポン券の送付(対象年齢あり)

対象検診 子宮がん、乳がん

・受診勧奨、精密検査受診勧奨

対象検診 子宮がん、乳がん、胃がん、大腸がん、肺がん

集団健康診査事業

健康管理部

〈健康支援課〉

121,000

(121,179)

日頃の健康状態のチェックや、がん及び結核の早期発見・早期治療に結びつ

けるため、検診バス等を活用し、市内の各地域において、各種がん検診等の健

康診査を実施します。

○事業内容

・生活保護受給者等健康診査、骨粗しょう症検診、

子宮頸がん検診(細胞診検査・ＨＰＶ検査)、

乳がん検診(超音波検査・マンモグラフィー検査)、

胃がん検診(バリウム検査・リスク検査)、大腸がん検診、

前立腺がん検診、結核・肺がん検診

○対象者

・宮崎市に住民登録のある40歳以上の男性及び20歳以上の女性

※検診によって年齢等に制約があります。

個別健康診査事業

健康管理部

〈健康支援課〉

254,000

(253,000)

日頃の健康状態のチェックや、がんの早期発見・早期治療に結びつけるため、

指定の医療機関において、各種がん検診等の健康診査を実施します。

○事業内容

・生活保護受給者等健康診査、骨粗しょう症検診、

子宮頸がん検診(細胞診検査・ＨＰＶ検査)、

乳がん検診(超音波検査・マンモグラフィー検査)、

胃がん検診(バリウム検査・リスク検査・内視鏡検査)、大腸がん検診、

前立腺がん検診

○対象者

・宮崎市に住民登録のある40歳以上の男性及び20歳以上の女性

※検診によって年齢等に制約があります。
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

成人等健康教育・

健康相談事業

健康管理部

〈健康支援課〉

470

(485)

市民が個々の状況に応じた健康情報を得て、生活習慣を見直すきっかけとす

るため、健康相談や訪問指導を行います。

また、健康に関する講座に医師、薬剤師、健康運動指導士などを派遣します。

○主な事業内容

・出前健康講座講師派遣

・歯科相談・訪問指導

・栄養相談・訪問指導

健康みやざき

マイレージ事業

健康管理部

〈健康支援課〉

7,000

(7,200)

市民が受診する各種検診や運動、健康づくりのイベント参加等にポイントを

つけ、特典を付与することで、活動の機会を増やし、市民一人一人の健康に対

する意識向上や健康づくりを支援します。

○事業内容

・対象者 小学生以上の全ての市民

・手 段 応募者に参加賞配布

応募者の中から抽選により賞品進呈

慢性腎臓病(ＣＫＤ)

連携システム推進

事業

健康管理部

〈健康支援課〉

755

(755)

慢性腎臓病の重症化を防ぐため、かかりつけ医と腎専門医との連携を密にし、

腎機能低下者に対する支援体制の強化を図ります。

○主な事業内容

・かかりつけ医と腎専門医療機関との連携体制の構築

・市管理栄養士による栄養相談

・腎専門医等を交えてのＣＫＤ連携システム検討会の開催

がん検診受診率

向上対策事業

健康管理部

〈健康支援課〉

24,500

(22,000)

がん検診の受診率向上を図るため、利便性の高い健診体制を構築します。

○主な事業内容

・健康診査の案内(健康診査受診券の送付)

・集団健診の申込受付(電話・ハガキ・インターネット)

受動喫煙防止

推進事業

健康管理部

〈健康支援課〉

366

(400)

望まない受動喫煙を防止するため、関係機関と連携を図りながら、施設管理

者や市民への周知・啓発を行うことで、受動喫煙防止対策の取組を推進します。

○主な事業内容

・世界禁煙デー(禁煙週間)の取組

・広報等での周知

○新
女性の健康サポート

普及啓発事業

健康管理部

〈健康支援課〉

戦略プロジェクト

2,500

女性が安心して社会活動等ができる環境を整備するため、月経に伴う体調不

良等に関する実態調査を行うとともに、女性特有の健康課題への理解を促す啓

発等に取り組みます。

○主な事業内容

・アンケート調査を行い、分析した結果をもとに啓発内容等の検討を行う
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

食育・地産地消推進

支援事業

健康管理部

〈健康支援課〉

1,100

(2,000)

市民の健康意識を醸成するため、地場産物を生かした食育啓発活動等を行う

ことで、野菜を中心とした栄養バランスの良い食生活を推進し、市民の健康意

識の向上を図ります。

○事業内容

・｢宮崎市食育・地産地消推進会議｣の開催

・｢食育・地産地消推進イベント｣の開催

・みやざき食材を活用した食育活動応援事業

・市民への食育実態調査

・若年層に向けた食育啓発活動

歯科健診委託事業

健康管理部

〈健康支援課〉

15,667

(15,656)

歯科疾患の予防・改善のため、歯と口腔の健康診査や相談事業を行い、口腔

及び全身の健康保持増進を図ります。

○主な事業内容

・幼児歯科健診(1歳6か月児、3歳6か月児)

・歯科健康相談

・歯科医師や歯科衛生士による講話・歯磨き指導 等

口腔保健

支援センター

業務委託事業

健康管理部

〈健康支援課〉

6,000

(6,000)

食べる喜び、話す楽しみ等の生活の質の向上、生涯を通じた口腔の健康及び

口腔機能の維持・向上のため、口腔保健支援センターにおいて、研修や口腔ケ

ア指導を行い、歯科口腔に関する知識等の普及・啓発を図ります。

○主な事業内容

・歯科口腔保健に関する市民向け講座の実施

・歯と口の健康フェスティバルの実施

・歯科医師、歯科衛生士向け講演会の実施

・障がい者施設巡回口腔ケア指導の実施

栄養改善支援事業

健康管理部

〈健康支援課〉

1,300

(1,158)

市民自らの健康づくりに対する意識を高め、生涯を通じて栄養に配慮した食

事管理を行えるよう、地域に根ざした食生活改善及び食育の推進を実践する人

材の育成を行い、その活動を支援します。

また、栄養士等に対し研修を行うことで、市民への栄養指導の充実を図りま

す。

○主な事業内容

・食生活改善推進員への教育・研修

・食生活改善活動支援

（料理教室等の事前研修・献立・資料提供、補助金交付等)

・給食施設指導

・給食施設等栄養士研修会の開催
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

国民栄養調査事業

健康管理部

〈健康支援課〉

1,778

(2,315)

国民の身体の状況や栄養摂取量及び生活習慣状況を把握して、国民の健康増

進の総合的な推進を図る基礎資料を得るため、国の指定する地区(世帯)を対象

に、国民健康・栄養調査を行います。

成年後見制度活用

事業

健康管理部

〈健康支援課〉

5,000

(5,000)

身寄りがなく判断能力が不十分であり、契約手続きや金銭管理等が困難な精

神障がい者の成年後見制度の利用を支援するため、成年後見等開始の申立て手

続きを行います。また、本人の負担能力に応じて、申立てに必要な手続きに係

る費用や後見人報酬を助成し、精神障がい者の権利擁護を図ります。

○主な事業内容

・申立て申請手続き

・後見人報酬助成

自殺予防対策事業

健康管理部

〈健康支援課〉

2,200

(2,386)

自殺予防を図るため、人材（ゲートキーパー）養成講座や研修会を行い、市

民や相談業務従事者の自殺予防対策に関する知識及び技術習得を促進します。

また、自殺未遂者に対する相談支援を実施するとともに、自殺に関する休日

夜間の電話相談窓口をＮＰＯ法人に委託して設置し、深刻な悩みを抱えている

者が、早期に相談に繋がるよう支援します。

○主な事業内容

・人材育成

・普及啓発

・自殺未遂者への相談支援

・休日夜間電話相談窓口の設置

宮崎市自殺対策

行動計画策定事業

健康管理部

〈健康支援課〉

2,500

(3,680)

保健、医療、福祉、教育、労働その他の関係施策と有機的に連携し、「生きる

ことの包括的な支援」として自殺対策に取り組むため、「宮崎市自殺対策行動計

画(第３期)」を策定します。

○主な事業内容

・宮崎市自殺対策推進協議会の開催

・宮崎市自殺対策行動計画(第２期)の評価・分析

・宮崎市自殺対策行動計画(第３期)の策定

うつ病等医療連携

システム推進事業

健康管理部

〈健康支援課〉

550

(630)

うつ病等の患者が適正な医療を受けられるようにするため、かかりつけ医と

精神科医の連携システムを構築し、精神疾患の治療体制を強化します。

○主な事業内容

・うつ病等医療連携システム推進事業検討会(かかりつけ医、精神科医)

・うつ病等医療連携に係る研修会
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重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

若年層の自殺予防

対策推進事業

健康管理部

〈健康支援課〉

2,560

(2,194)

児童・生徒の自殺を未然に防ぐため、身近な支援者である教職員や保護者等

の大人が、子どものＳＯＳに気づき対応できる力を備え、子ども自身がＳＯＳ

を発信する力を身につけることができるように、研修会を開催するとともに、

市独自の自殺予防啓発パンフレットを配布します。

○主な事業内容

・教職員を対象とした「自殺予防研修～思春期の心の変化に気づく学習会」

・児童・生徒及び保護者に対する、自殺予防啓発パンフレットの配布

・生徒を対象としたＳＯＳの出し方教育

精神保健福祉対策

強化事業

健康管理部

〈健康支援課〉

4,860

（4,800)

精神障がい者の自立と社会復帰促進のため、精神保健福祉に関する相談や、

入院から退院後までの切れ目ない支援を行います。

○主な事業内容

・措置入院等に係る患者移送および入院、退院後の支援

・精神障がい者家族教室(統合失調症、うつ病等)

・精神科医による「こころの健康相談」

・精神保健福祉訪問・相談指導

・精神科病院実地指導

○新
こころつなぐライン

相談事業

健康管理部

〈健康支援課〉

戦略プロジェクト

15,300

債務R5～R7

{36,244}

自殺の未然防止に繋げるため、若い世代が相談手段のひとつとして利用しや

すいＳＮＳ（ＬＩＮＥ）を活用した相談窓口を構築し、より身近な相談支援体

制の充実を図ります。

〇事業内容

対 象：全市民

実施時間：19時～24時（年中無休）※令和5年8月運用開始予定

※ただし、市立小中学校の夏季・冬季休業終了日を挟んでの2週

間については、17時～24時

結核対策事業

健康管理部

〈健康支援課〉

13,500

(14,350)

結核の早期発見・早期治療及びまん延防止を図るため、結核患者の支援や健

康診断等を実施します。

○事業内容

・結核患者の服薬支援と管理検診

・結核患者接触者の健康診断

・私立学校や施設が実施する結核健康診断の経費補助
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

感染症対策事業

健康管理部

〈健康支援課〉

1,050

(1,000)

感染症のまん延防止を図るため、感染症に関する正しい知識の普及・啓発に

努めるとともに、感染症が発生した場合の患者及び接触者の調査や必要な方へ

の健康診断を行います。

○主な事業内容

・感染症発生動向調査の実施

・感染症発生時の積極的疫学調査

・感染症危機管理体制整備を目的とした職員研修の実施

エイズ対策事業

健康管理部

〈健康支援課〉

1,220

(1,220)

エイズなどの性感染症に対する差別・偏見の解消に努めるとともに、感染の

早期発見・早期治療及びまん延防止を図るため、性感染症についての正しい知

識の普及啓発や相談・検査を実施します。

○主な事業内容

・エイズ・性感染症の来所相談・検査(ＨＩＶ・性器クラミジア感染症・梅毒・

ＨＴＬＶ－１)

・専用電話による電話相談

・学校を対象に健康教育の実施や、パンフレット等の配布

肝炎ウイルス検査

事業

健康管理部

〈健康支援課〉

15,500

(15,800)

肝炎ウイルスの感染を予防するとともに、感染者の早期発見・早期治療によ

って肝硬変や肝がんへの進行防止を図るため、指定医療機関において肝炎ウイ

ルス検査を実施します。

対象：肝炎ウイルスの感染に不安のある市民

（過去に肝炎ウイルス検査を受けた方、他に検査を受ける機会がある方

を除く）

手段：実施医療機関で個別に検査

風しん抗体検査事業

健康管理部

〈健康支援課〉

1,800

(2,300)

妊婦感染による胎児の先天性風しん症候群の発生を未然に防ぐため、市民が

抗体価の有無を確認できる抗体検査を実施し、風しんへの感染を予防します。

対象：妊娠を希望する女性とそのパートナー、

妊婦のパートナー

手段：実施医療機関で個別に検査

新型コロナウイルス

感染症検査・医療費

健康管理部

〈健康支援課〉

520,860

(236,809)

新型コロナウイルス感染症の感染確認のため、医療機関において実施した検

査費用及び入院費に係る自己負担分を負担します。

○主な事業内容

・医療機関実施のＰＣＲ・抗原検査に係る自己負担分の公費負担

・新型コロナウイルス感染症患者の入院費に係る自己負担分の公費負担

新型コロナウイルス

感染症防疫等

対策事業

健康管理部

〈健康支援課〉

31,437

(24,000)

新型コロナウイルス感染症に対する市民の不安等を解消するため、専用の電

話相談窓口を設置するほか、感染予防対策の啓発を行います。

○主な事業内容

・新型コロナウイルス感染症受診・相談センター運営
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

新型コロナウイルス

感染症防疫等

対策強化事業

健康管理部

〈健康支援課〉

72,075

(82,944)

新型コロナウイルス感染症の防疫対策及び保健所機能を維持するため、人材

派遣会社からの派遣等により人材を確保し、データ入力や各種通知の発送準備

等の事務処理の円滑化を図ります。

○主な事業内容

・システムへのデータ入力や感染者への通知等の発送準備

新型コロナウイルス

感染症検査包括

外部委託事業

健康管理部

〈健康支援課〉

194,040

(201,960)

新型コロナウイルス感染症の防疫対策及び保健所機能を維持するため、保健

所が実施するＰＣＲ検査(行政検査)を民間検査機関に包括して委託し、検査体

制の強化を図ります。

○主な事業内容

・検査キットの準備

・検体回収

・ＰＣＲ検査

・検査結果の報告

結核医療事業

健康管理部

〈健康支援課〉

10,400

(10,400)

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律(感染症法)に基づ

き、患者の医療費に係る自己負担分を負担します。

○事業内容

・結核医療費公費負担(入院勧告)

・結核医療費公費負担(一般)

・感染症医療費公費負担(結核及び新型コロナウイルス感染症を除く)

○新
性感染症

まちかど出張

予防啓発・検査事業

健康管理部

〈健康支援課〉

戦略プロジェクト

1,200

性感染症の早期発見・早期治療及びまん延防止につなげるため、感染症の流

行状況や症状等に関する正しい知識の普及啓発を図るとともに、感染の不安が

ある市民を対象に街頭検査を実施します。

○主な事業内容

・性感染症に関するチラシ等の作成・配布

・梅毒やＨＩＶ/エイズの街頭検査

難病患者地域支援

対策推進事業

健康管理部

〈健康支援課〉

1,550

(1,630)

難病患者が在宅で安心して療養生活を送ることができるようにするため、難

病相談員による訪問や交流会等を実施し、患者とその家族へ支援を行います。

○主な事業内容

・訪問相談・指導

・医療相談会の実施

・訪問相談員等育成研修会の実施

・難病対策地域協議会の開催

・在宅難病患者支援

指定難病医療費支援

事業

健康管理部

〈健康支援課〉

10,679

(6,026)

指定難病患者の医療費の負担軽減を図るため、患者が医療費助成の支給認定

を受けるうえで必要となる申請の受付業務や受給者証の発送等を行います。

○指定難病の概要

・医療費助成対象疾病数 338疾病

-118-



重点項目１－２ 医療・福祉の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

第３次健康みやざき

市民プラン策定事業

健康管理部

〈健康支援課〉

5,000

(2,760)

令和5年度に終期を迎える第２次健康みやざき市民プランの評価を行うとと

もに、市民一人ひとりが健康への関心を高め、社会全体で健康づくりへの取組

を推進できるよう第３次健康みやざき市民プラン(令和6年度開始予定)を策定

します。

○主な事業内容

・第２次健康みやざき市民プランの評価・分析

・第３次健康みやざき市民プランの策定

新型コロナウイルス

ワクチン接種対策

事業

健康管理部

〈新型コロナウイル

スワクチン対策課〉

634,739

(496,629)

新型コロナウイルス感染症の発症予防及び重症化リスクを軽減するため、ワ

クチン接種を実施します。

〇特例臨時接種期間

令和3年2月17日から令和5年3月31日まで ※延長となる見込み

〇事業内容

集団接種及び医療機関による個別接種

新型コロナウイルス

ワクチン接種体制

確保事業

健康管理部

〈新型コロナウイル

スワクチン対策課〉

446,020

(404,579)

新型コロナウイルス感染症の発症予防及び重症化リスクを軽減するため、ワ

クチン接種に向けた体制整備を行います。

〇特例臨時接種期間

令和3年2月17日から令和5年3月31日まで ※延長となる見込み

〇事業内容

接種券の印刷・発送、ワクチン配送、

コールセンター(予約受付・問合せ対応窓口)など

新型コロナウイルス

ワクチン予防接種健

康被害救済給付事業

健康管理部

〈新型コロナウイル

スワクチン対策課〉

3,000

(1,000)

新型コロナワクチン接種の副反応による健康被害が、接種を受けたことによ

るものであると厚生労働大臣が認定した者に対して、医療費等を給付します。
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重点項目１－３ 居住環境の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

防犯対策事業

危機管理部

〈地域安全課〉

10,100

(10,100)

犯罪のない安全で安心なまちづくりを目指すため、関係機関と連携を図り、

防犯啓発活動を実施し、地域の防犯意識の向上や防犯体制の強化に努めます。

○主な事業内容

・市所管防犯灯の維持管理

・青色回転灯装備車(青パト)維持管理

通学路防犯灯設置

事業

危機管理部

〈地域安全課〉

7,060

(7,280)

生徒の通学時における安全の確保のため、周りに民家がなく、自治会では設

置が難しい中学校の通学路に防犯灯を設置し、犯罪の抑止に努めます。

また、地域の防犯環境を守るため、ＬＥＤ化されたリース防犯灯を含め、市

所管の防犯灯の維持管理を行います。

○主な事業内容

・市所管通学路防犯灯の維持管理

交通安全啓発・推進

事業

危機管理部

〈地域安全課〉

2,200

(1,700)

交通事故のない安全なまちづくりを目指すため、警察等関係機関と連携を図

り、交通安全啓発活動を積極的に実施するなど、市民の交通安全意識を高め、

交通事故の減少に努めます。

○主な事業内容

・交通安全キャンペーンの実施(年12回)

・制限運転の推進(制限運転宣誓式の実施等)

迷惑駐車防止対策

事業

危機管理部

〈地域安全課〉

1,000

(1,500)

市民の安全で快適な生活環境を実現するため、迷惑駐車防止重点区域で指

導・啓発することにより、迷惑駐車を防止し、円滑な道路交通を確保します。

○主な事業内容

・啓発チラシ等を利用した迷惑駐車への指導・啓発

○迷惑駐車防止重点区域 橘通３丁目・高千穂通りの一部

交通指導員活動事業

危機管理部

〈地域安全課〉

5,431

(4,880)

児童・生徒などの交通事故を減少させるため、交通安全対策の一環として、

交通指導員による地域の通学路等における街頭指導や交通安全キャンペーンを

行います。

○交通指導員 定員50人

○活動内容

・朝夕の街頭指導(月6回以上)

・交通安全キャンペーン等への参加

交通弱者交通安全

教室事業

危機管理部

〈地域安全課〉

1,862

(2,350)

高齢者や幼児などの交通弱者の交通安全意識を高めるため、交通安全教室を

開催して交通ルール等の理解を深め、交通事故の被害防止に努めます。

○主な事業内容

・交通安全教室の開催
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重点項目１－３ 居住環境の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

放置自転車対策事業

危機管理部

〈地域安全課〉

23,600

(26,200)

市民の良好な生活環境の確保、都市の美観の維持を図るため、放置禁止区域

及び公共の場所に放置されている自転車の移動・保管、自転車駐車場(駐輪場)

の適切な維持管理を行い、放置自転車の防止に努めます。

○主な事業内容

・放置自転車整理指導業務等

禁止区域(中心市街地、宮崎駅・南宮崎駅周辺)における整理指導、

放置自転車の移動保管、返還業務

・自転車駐車場(駐輪場)の維持管理

市営自転車駐車場

設備更新事業

危機管理部

〈地域安全課〉

4,000

(4,900)

利用率の向上や防犯対策のため、自転車駐車場(駐輪場)における利用環境の

改善を行います。

○事業内容

・サイクルラック、防犯灯の更新

○実施箇所

・宮崎駅及び一番街の市営自転車駐車場(駐輪場)

路上客引き行為等

対策事業

危機管理部

〈地域安全課〉

3,672

(4,000)

ニシタチ周辺の繁華街における路上など公共の場所を、市民や観光客が快適

に通行、利用できるようにするため、繁華街の一部を客引き行為等禁止区域に

指定し、区域内での巡回指導を行うほか、市民や事業者への意識啓発を行いま

す。

○新
宮崎市自転車等

利用実態調査事業

危機管理部

〈地域安全課〉

1,700

自転車駐車場(駐輪場)の適正配置を検討するため、中心市街地における自転

車駐車場(駐輪場)の利用状況や、路上駐輪の現状の調査を行います。

○主な調査内容

・中心市街地10か所の市営自転車駐車場(駐輪場)の利用状況

・橘通り、高千穂通り等の路上駐輪の現状

葬祭センター等運営

事業

環境部

〈環境政策課〉

112,585

(103,044)

火葬場の適切な管理運営を図るため、指定管理者等による施設管理や設備の

補修等を行い、適切な火葬業務を遂行します。

○事業内容

宮崎市葬祭センター

・指定管理料 76,368

指定管理者 文化・イージスグループ

指定期間 令和4年4月～令和9年3月

・運営事業 31,000

修繕、工事費等(火葬炉改修工事等)

東諸葬祭場 5,217

・運営費負担金 1,788

・施設改修費負担金 3,429
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重点項目１－３ 居住環境の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

市営墓地の管理運営

環境部

〈環境政策課〉

【一般会計】

【公園墓地特会】

99,640

(104,688)

宮崎みたま園、宮崎南部墓地公園、佐土原墓地公園、龍福寺墓園、木原墓地

等の市営墓地13か所の適切な管理運営を図るため、墓地共用部分の清掃や参道

の補修などを行い、使用者が快適で、利用しやすい墓地環境を維持します。

なお、宮崎みたま園、宮崎南部墓地公園については、指定管理者による管理

を行います。

【公園墓地特別会計】

◯指定管理料

・宮崎みたま園

指定管理料 11,949

指定管理者 宮交ビルマネジメント株式会社

指定期間 令和4年4月～令和9年3月

・宮崎南部墓地公園

指定管理料 21,684

指定管理者 グループやすらぎ

指定期間 令和4年4月～令和9年3月

◯墓地管理運営費 58,116

・旧市内墓地

(みたま園・南部・毛久・戸林・倉之町・権現・瀬頭・福島町・下原)

・佐土原墓地公園（佐土原）

・龍福寺墓園(高岡)

・木原墓地(清武)

◯宮崎みたま園管理事務所改修事業 1,991

【一般会計】

・桃山墓地 5,900

衛生害虫駆除事業

環境部

〈環境政策課〉

1,780

(1,200)

感染症の発生の抑制とスズメバチ被害防止を図るため、蚊の成長抑制剤配布

やスズメバチの巣の駆除を行い、地域での感染症の発生を抑止するとともに、

市民の安全・安心な日常生活の確保を図ります。

○事業内容

・蚊の成長抑制剤配布 356

・スズメバチの巣の駆除(業務委託) 1,424

○新
「２０５０年再エネ

導入」目標調査分析

事業

環境部

〈環境政策課〉

戦略プロジェクト

10,000

ゼロカーボンシティ実現に向けた施策を展開するため、再生可能エネルギー

活用状況や再生可能エネルギーポテンシャル等の調査や分析を行い、再生可能

エネルギー導入戦略を立案します。

○新
宮崎市環境基本計画

策定事業

環境部

〈環境政策課〉

11,400

債務R5～R6

{9,966}

宮崎市環境基本条例第８条に基づき、市民・事業者・行政のそれぞれの役

割や方向性を示した宮崎市環境基本計画(第４次計画)を策定し、本市の目指す

べき新たな環境像の確立を図ります。
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重点項目１－３ 居住環境の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

みやざき

エコアクション認証

制度事業

環境部

〈環境政策課〉

2,160

(2,360)

地球温暖化対策のため、本市独自の規格に基づき、事業者の環境マネジメン

トシステム(ＥＭＳ)構築の活動支援及び推奨を図り、自主的な環境保全活動を

推進します。

○参加事業者の取組フロー

河川浄化対策事業

環境部

〈環境政策課〉

佐土原総合支所

〈地域市民福祉課〉

4,072

(4,462)

美しく豊かな河川環境の形成を図るため、「宮崎市河川をきれいにする条例」

に基づき、市民、事業者と連携し、大淀川をはじめとする市内各河川の浄化及

び河川愛護の推進に取り組みます。

○主な事業内容 3,600

・市内河川のパトロール及び水質検査

・河川浄化等推進員の配置

・大淀川サミット実行委員会

・河川浄化推進協議会運営費補助

○主な事業内容(佐土原) 472

・一ツ瀬川水系河川をきれいにする連絡協議会

ほか各種協議会負担金

環境学習推進事業

環境部

〈環境政策課〉

630

(630)

環境保全活動を推進する人材育成のための「環境学習指導者養成講座」や、

小学生等に自然環境を学ぶ機会を提供する「こども自然体験教室」を開催する

とともに、市民や地域が行う環境学習活動を支援します。

○主な事業内容

・環境学習指導者養成講座

・こども自然体験教室

・環境学習パートナーの派遣

大淀川環境保全

クラブ育成事業

環境部

〈環境政策課〉

500

(500)

自然環境や生態系を維持するため、大淀川の環境保全活動を行うとともに、

子どもたちの環境保全に対する意識の向上を図ります。

○主な事業内容

・対象 市内小学校の児童

・内容 絶滅危惧種の植物や小魚の生育地の拡大

カヌー等による水辺観察 等

取
組
宣
言

Ｅ
Ｍ
Ｓ
構
築

審
査
・
認
証

Ｅ
Ｍ
Ｓ
運
用

活
動
実
績
報
告

中
間
審
査

経
営
者
の
見
直
し

継続的改善

河川浄化イメージキャラクター

「カワット」

-123-



重点項目１－３ 居住環境の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

ホタルの里づくり

事業

環境部

〈環境政策課〉

410

(440)

豊かな水辺環境づくりと河川浄化の推進を図るため、ホタルの生息する水辺

の保全に取り組む地域を指定し、その活動を支援します。

○ホタルの里づくりモデル地区(2地区)

○ホタル保存地区(7地区)

住宅騒音防止対策

事業

環境部

〈環境政策課〉

7,046

(8,850)

空港周辺の航空機騒音防止対策区域における航空機騒音の軽減を図るため、

昭和57年3月30日までに建築された住宅の防音工事に対し助成するとともに、

防音工事で設置した空気調和機器の更新工事に対しても助成を行います。

○主な事業内容

こども５Ｒ学習事業

環境部

〈環境政策課〉

2,800

(2,800)

次世代を担う子どもたちのごみ減量やリサイクルに対する意識の向上を図る

ため、授業形式で行う買い物ゲームを実施し、環境教育を推進します。

○主な事業内容

・市立小学校4年生を対象に、買い物の疑似体験を通し、容器や包装の違い

によるごみの量や処理方法、環境に与える影響などについて学ぶ授業を実

施

ごみ減量啓発事業

環境部

〈環境政策課〉

2,700

(3,110)

ごみの発生抑制や減量化と資源化を推進するため、分別指導や啓発活動等を

行い、家庭及び地域で意識の向上を図ります。

○主な事業内容

・ごみ減量アドバイザーによるごみ分別説明会、地域の文化祭での啓発活動

・イベント、商業施設等での啓発活動

・リサイクルマン、エコガルーの着ぐるみを活用した啓発活動

・市広報等による啓発

地 域 地 区 名 活動河川等

赤江 本郷地区 山崎川

清武 丸目地区 水無川

地 域 地 区 名 活動河川等

赤江 郡司分地区 郡司分せせらぎ水路

生目
小村地区 宮ノ下川

坪根地区 岩下川

青島
折生迫地区 田辺川

野島地区 野島川

檍 山崎地区 江田川上流

清武 正手地区 正手地区水路

項 目 内容
見込み

件数

告示日後

防音工事

昭和49年、昭和54年及び昭和57年の指定区域

内に、昭和57年3月30日までに建築された住宅

の防音工事

2件

更新工事①
防音工事後10年以上経過し、所要の機能が失わ

れた空気調和機器の取替工事
9台

更新工事②
更新工事①後10年以上経過し、所要の機能が失

われた空気調和機器の取替工事
13台

更新工事③
更新工事②後10年以上経過し、所要の機能が失

われた空気調和機器の取替工事
1台

更新工事④
更新工事③後10年以上経過し、所要の機能が失

われた空気調和機器の取替工事
5台
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重点項目１－３ 居住環境の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

リサイクル推進事業

環境部

〈環境政策課〉

480

(480)

児童の資源を守る心を育てるため、資源物を再利用したものづくりの授業を

行い、リサイクルに対する意識の高揚を図ります。

○主な事業内容

・市内小学校低学年及び特別支援学級を対象に、牛乳パックを利用したはが

きづくりや廃食用油を利用したキャンドルづくりを通じて、資源を大切に

する心を育むとともに、リサイクルについて学ぶ授業を実施

環境学習交流施設

指定管理料

環境部

〈環境政策課〉

83,248

(83,136)

循環型社会に対する意識の啓発や市民の健康の維持及び増進を図るため、指

定管理者制度を活用し、環境学習交流施設の適切な運営を行います。

○指定管理料

・指定管理者 ほがらか・げんき会

・指定期間 令和3年4月～令和6年3月

環境学習交流施設

維持管理費

環境部

〈環境政策課〉

3,500

(4,000)

市民が利用しやすく、安全安心な環境学習交流施設の管理運営を図るため、

必要な施設や設備の補修を行います。

○主な事業内容

・駐車場の舗装復旧

・ほがらか湯給湯設備修繕

地域環境美化推進

事業

環境部

〈環境業務課〉

400

(550)

ごみ出しのマナーアップ、分別の徹底、ごみ集積所の清潔保持などについて、

地域に密着した住民主体の取組を実現するため、自治会と連携を図り、自治会

主導の地域環境美化を推進します。

○主な事業内容

・自治会から選任され、市に登録している分別大使による地域環境美化活動

事業系一般廃棄物

適正処理推進事業

環境部

〈環境業務課〉

130

(130)

事業所から排出される廃棄物の適正処理を推進するため、処理方法、産業廃

棄物との分別、減量化、資源化等の啓発・指導を行います。

○主な事業内容

・関係課及び団体を通じた適正処理マニュアルの配布

・事業用大規模建築物への立入調査

資源物集団回収

推進事業

環境部

〈環境業務課〉

6,000

(6,500)

ごみ減量化及び循環型社会への取組を進め、地域コミュニティの活性化に資

するため、子ども会や自治会等の市民団体による資源物の回収を奨励し、地域

における積極的なリサイクル活動を推進します。

○主な事業内容

・資源物回収団体への報償金交付

(報償金対象品目)

古紙、缶、リターナブルびん、家庭用廃食用油
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

家庭系生ごみ減量

促進事業

環境部

〈環境業務課〉

戦略プロジェクト

2,900

(4,000)

住民と行政が一体となったごみ減量化のため、生ごみ処理器の支給や家庭用

電動生ごみ処理機購入費の一部助成を行い、生ごみの自家処理を推進します。

また、マンション等の集合住宅でも使用可能な新たな生ごみ処理器のごみ減

量効果等を調査するモニター事業を実施します。

○事業内容

・生ごみ処理器支給 622

・家庭用電動生ごみ処理機購入費補助 1,860

補助額 購入金額の1/2(上限額 20,000円)

・○新新たな生ごみ処理器（ダンボール型コンポスト、バッグ型コンポスト、
木製コンポスト）のモニター調査、講習会等の実施 418

一般廃棄物収集運搬

事業

環境部

〈環境業務課〉

1,537,638

(1,248,454)

家庭から排出されるごみや資源物を適正に収集します。また、市民からの収

集状況の問い合わせに対応するため、ＩＣＴを活用し収集状況を把握します。

○事業内容

・一般廃棄物収集運搬等(旧宮崎市域) 1,155,583

・一般廃棄物収集運搬等(旧4町域) 366,670

・一般廃棄物収集運搬管理 15,385

ごみ処理手数料事業

環境部

〈環境業務課〉

265,573

(252,100)

循環型社会を基調とする廃棄物対策を推進するため、指定ごみ袋、粗大ごみ

シールを製造・販売し、ごみの排出量に応じた負担の公平化を図ります。

○事業内容

・家庭系ごみ処理手数料事業 263,523

・粗大ごみ処理手数料事業 2,050

資源物持ち去り防止

対策事業

環境部

〈環境業務課〉

600

(610)

循環型社会への取組を進めるため、資源物の持ち去り行為を防止することに

より、資源の確保と有効活用を図ります。

○主な事業内容

・資源物持ち去り行為の監視及び指導

・持ち去り防止啓発表示布の作成

生活系一般廃棄物の

適正排出管理事業

環境部

〈環境業務課〉

25,000

(30,865)

ごみ集積所やその周辺の環境美化を図るため、ごみ集積所防護ネットの支給

やごみ収集日程表の配布、ごみ集積所ボックス設置等の補助を行うことにより、

家庭からのごみや資源物の適正な排出を支援します。

○主な事業内容

・ごみ集積所防護ネットの支給

・ごみ収集日程表の配布

・ごみ集積所ボックス設置等の補助

・チャットボット、ごみ分別アプリの運用
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

資源物等収集運搬

事業

環境部

〈環境業務課〉

298,536

(294,340)

循環型社会への取組を進めるため、衣類・古紙を資源物として収集運搬し、

リサイクルを推進します。

○事業内容

・資源物(衣類・古紙)収集運搬事業 286,836

・資源物(衣類)処理事業 11,700

し尿収集運搬事業・

し尿収集手数料徴収

事業

環境部

〈環境業務課〉

290,792

(264,800)

公衆衛生の向上と生活環境の保全を図るため、原則として月1回の定期的な

し尿の収集運搬を民間委託により行います。

また、し尿汲取手数料について旧宮崎市域は市が直接徴収し、その他の４町

域は委託により徴収します。

○事業内容

・し尿収集運搬(宮崎) 104,019

・し尿収集運搬・手数料徴収(佐土原) 78,112

・し尿収集運搬・手数料徴収(田野・高岡・清武) 103,618

・し尿収集手数料徴収(宮崎) 5,043

公害防止対策事業

環境部

〈環境指導課〉

970

(1,134)

生活環境の保全を図るため、工場や事業場に対して、関係法令の遵守や公害

防止対策に関する助言・指導等を行います。

○主な事業内容

・市民からの環境相談の受付とその解決

・騒音、振動、悪臭の発生施設に対する調査と指導

・特定建設作業の騒音、振動防止の指導

・あき地の管理者に対する雑草や枯草の刈取依頼

自動車交通騒音対策

事業

環境部

〈環境指導課〉

900

(900)

生活環境の保全を図るため、騒音規制法に基づき、幹線道路における自動車

交通騒音の実態を調査します。

○事業内容

・市内の主要幹線道路4地点における24時間連続の騒音等の調査

ダイオキシン類対策

事業

環境部

〈環境指導課〉

2,300

(2,200)

生活環境の保全を図るため、ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、工場・

事業場の監視、指導を行うとともに、環境中のダイオキシン類の常時監視等を

行います。

○事業内容

・工場・事業場への立入検査

・大気、水質及び土壌のダイオキシン類の測定
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

大気汚染防止対策

事業

環境部

〈環境指導課〉

28,000

(27,000)

生活環境の保全を図るため、大気汚染防止法に基づき、ばい煙及び粉じん発

生施設等の監視、指導を行うとともに、大気の汚染状況の常時監視等を行いま

す。

○主な事業内容

・大気汚染常時監視機器管理等委託 17,911

・大気汚染常時監視システム等賃借料 7,841

・大気汚染常時監視機器修繕料等 1,988

水質汚濁防止対策

事業

環境部

〈環境指導課〉

4,300

(4,400)

生活環境の保全を図るため、水質汚濁防止法に基づき、工場・事業場の監視、

指導を行うとともに、公共用水域及び地下水の常時監視等を行います。

○事業内容

・大淀川、清武川、本庄川、加江田川、一ツ瀬川、石崎川、境川、浦之名川

等の公共用水域の水質の測定

・事業場排水、海水浴場及び地下水の水質検査等

ごみのぽい捨て・

路上喫煙対策事業

環境部

〈環境指導課〉

1,660

(1,240)

平成19年4月施行の「宮崎市ごみのぽい捨ての防止及び公共の場所における

喫煙の制限に関する条例」により、清潔で美しいまちづくりを推進し、快適で

安全な生活環境を確保するため、橘通り等を美化推進区域及び路上喫煙制限区

域に指定して、環境美化監視員による巡回監視指導や散乱ごみ等の回収作業を

行うことで、市民等に対する啓発活動を進めます。

○主な事業内容

・環境美化監視員巡回監視業務 45

・散乱ごみ等回収業務委託 1,123

・○新指定区域啓発用看板設置工事費 300

産業廃棄物

適正処理推進事業

環境部

〈環境指導課〉

2,270

(1,190)

事業者の産業廃棄物の適正処理を推進するため、排出事業者講習会を開催し

ます。また、市民の廃棄物の処理への関心を高め、排出抑制や適正処理に取り

組む意識の啓発を図るため、パネル展を実施します。さらに、ＰＣＢ漏えいに

よる健康被害を未然に防止するため、高濃度ＰＣＢ廃棄物(安定器等)が処理事

業終了期日の直前に発見された場合等には、所有者に代わり処理します。

○主な事業内容

・排出事業者講習会、適正処理パネル展 385

・高濃度ＰＣＢ廃棄物処理業務委託(行政代執行) 1,400

産業廃棄物処理

監視指導等事業

環境部

〈環境指導課〉

2,700

(4,220)

産業廃棄物の適正処理を推進するため、廃棄物監視員による処理施設や排出

事業場等への巡回監視指導を行います。また、処理施設等周辺の生活環境保全

のため、産業廃棄物安定型最終処分場の浸透水等の分析測定及び産業廃棄物焼

却施設のダイオキシン類の分析測定を行います。

○主な事業内容

・廃棄物監視員巡回監視指導業務 939

・浸透水等分析測定業務 768

・ダイオキシン類分析測定業務 776
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

不法投棄未然防止

事業

環境部

〈環境指導課〉

28,600

(28,708)

自然環境や景観の保全と循環型社会への取組を推進するため、民間事業者へ

委託して不法投棄調査・収集パトロールを実施するとともに、希望する市民等

に不法投棄禁止看板を支給して啓発することで、不法投棄の未然防止を図りま

す。

○主な事業内容

・不法投棄調査・収集パトロール業務委託 27,796

・不法投棄禁止看板の作成、支給 506

・不法投棄物処分費用 268

○新
不法投棄調査・収集

パトロール管理シス

テム開発等事業

環境部

〈環境指導課〉

1,958

不法投棄調査・収集パトロールにおける現地調査の迅速化と収集作業の効率

化を図るため、不法投棄情報のデジタル化やデータベースによるパトロールコ

ースの最適化等を進め、実効性と有効性を備えたシステムを開発し運用してい

きます。

○事業内容

・システム開発業務委託 1,320

・システム保守管理運営費 638

旧焼却施設

維持管理費

環境部

〈環境施設課〉

6,260

(8,410)

稼動を停止した焼却施設の維持管理及び施設周辺の環境保全を図るため、適

正な管理を行います。

○南部環境美化センター

・南部環境美化センター維持管理費 5,460

○佐土原清掃センター

・佐土原清掃センター維持管理費 800

最終処分場

維持管理費

環境部

〈環境施設課〉

220,960

(177,300)

各処分場の適正管理を図るため、埋立を完了した最終処分場において浸出水

処理施設等の維持管理を実施します。さらに、４町域の最終処分場においては、

適切な維持管理を実施するとともに、不燃物及びエコクリーンプラザみやざき

で発生する焼却灰・リサイクル残渣の埋立を進めます。

○埋立を完了した最終処分場に係る事業費

・萩の台維持管理費 12,490

・たらのき台不燃物処理場維持管理費 53,270

○４町域の最終処分場に係る事業費

・佐土原埋立処理場維持管理費 93,770

・田野最終処分場維持管理費 24,030

・高岡最終処分場維持管理費 12,840

・清武最終処分場維持管理費 24,560

たらのき台不燃物

処理場ガス安定化

事業

環境部

〈環境施設課〉

2,000

(2,700)

たらのき台不燃物処理場におけるガスの発生状況を把握するため、モニタリ

ング調査を行います。

○事業内容

・ガス抜き管のメタンガス等の測定業務
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

処分場適正化事業

環境部

〈環境施設課〉

6,100

(5,660)

埋立が完了した最終処分場を適正に廃止するため、必要となる分析・測定業

務等を行います。

○後山安定処分場適正化事業(田野)

・ダイオキシン類分析、地中温度測定業務委託 2,400

○清武横狩倉不燃物処理場適正化事業

・ダイオキシン類分析、地中温度測定業務委託 1,900

○高岡不燃物投棄場適正化事業

・ダイオキシン類分析、地中温度測定業務委託 1,300

・上記に伴う草刈業務委託 500

４町域処分場早期

閉鎖事業

環境部

〈環境施設課〉

29,000

(8,550)

４町域の一般廃棄物最終処分場(佐土原、田野、高岡、清武)について、早期

の埋立完了と閉鎖を図るため、エコクリーンプラザみやざきで発生する焼却灰

を運搬します。

併せて、埋立の際に覆土材として活用する浄水発生土について、各処分場へ

運搬します。

○事業内容

・焼却灰及び浄水発生土の運搬業務（年間計画量、単位：トン）

○新
廃棄物処理施設解体

事業

環境部

〈環境施設課〉

15,000

佐土原清掃センター（旧焼却施設）の解体に向け、事前調査及び詳細設計を

行います。

○事業内容

・ダイオキシン類等事前調査業務委託 4,907

・詳細設計業務委託 10,093

エコクリーンプラザ

みやざき運転管理等

事業

環境部

〈環境施設課〉

2,586,817

(2,562,126)

宮崎市、東諸県郡及び西都児湯地域から発生する一般廃棄物を安定的に処理

するため、エコクリーンプラザみやざきの廃棄物処理施設に係る運転管理、維

持管理等の業務を委託します。

○受託者 (株)ひむかエコサービス

○契約期間 令和3年4月～令和18年3月(15年間の長期包括委託契約)

○令和2年度～令和17年度の債務負担行為設定額 37,739,250

焼却灰 浄水発生土 合 計

佐土原埋立処理場 2,000 2,700 4,700

田野最終処分場 750 200 950

高岡最終処分場 0 0 0

清武最終処分場 500 100 600

合 計 3,250 3,000 6,250
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

エコクリーンプラザ

みやざき管理費

環境部

〈環境施設課〉

314,000

(254,000)

エコクリーンプラザみやざきにおける一般廃棄物の適正処理を図るため、効

率的な施設運営を行います。

○主な事業費

・光熱水費 123,207

・積立金 75,326

(関係団体からの負担金収入を基金へ繰入れる支出)

・委託料 75,000

(内、資源物処理に係る委託料21,839)

エコクリーンプラザ

みやざき基幹的設備

改良事業

環境部

〈環境施設課〉

3,918,134

(1,644,654)

継続R3～R6

{8,411,436}

エコクリーンプラザみやざき焼却施設を延命化し良好な管理の下で長期的に

稼動させるため、必要な基幹的設備等改良工事を行います。

併せて、工事を適切に実施するため、施工監理業務を委託します。

○事業内容

・基幹的設備等改良工事 3,899,878

・施工監理業務委託等 18,256

○新
エコクリーンプラザ

みやざき建物改修

事業

環境部

〈環境施設課〉

5,300

エコクリーンプラザみやざきの焼却施設、リサイクル施設、浸出水処理施設

において、建物診断の結果に基づき、防水や外壁の改修工事に向けた設計業務

を行います。

○事業内容

・建物改修工事実施設計業務

浄化槽管理事業

環境部

〈環境施設課〉

6,890

(1,450)

浄化槽の機能を適正に保つため、市内に設置された浄化槽の台帳管理を行い、

浄化槽管理者(所有者等)に対し、浄化槽法で義務付けされている保守点検及び

清掃の実施並びに法定検査の受検を啓発・指導します。

○主な事業内容

・保守点検、清掃、及び法定検査の受検(法第11条)に関する啓発・指導

・法定検査で不適正と判定された浄化槽の改善指導、助言、命令

・浄化槽管理システムの管理・運用

・浄化槽普及率算定システムの導入

○浄化槽設置基数(令和4年12月1日現在) (単位：基)

※下水道等区域含む

し尿処理施設管理費

環境部

〈環境施設課〉

315,590

(332,538)

し尿及び浄化槽汚泥の適正処理を図るため、施設の効率的な管理運営を行い

ます。

○佐土原クリーンパーク

・佐土原クリーンパーク管理費 90,729

・佐土原クリーンパーク施設整備事業 36,041

○衛生処理センター

・衛生処理センター管理費 163,423

・衛生処理センター施設整備事業 25,397

地 域 宮崎 佐土原 田野 高岡 清武 合計

合併処理浄化槽 979 2,310 523 1,405 1,079 6,296

単独処理浄化槽 1,478 1,291 848 673 1,204 5,494

計 2,457 3,601 1,371 2,078 2,283 11,790
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重点項目１－３ 居住環境の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

し尿処理施設運用

基本設計事業

環境部

〈環境施設課〉

16,100

(3,500)

し尿及び浄化槽汚泥の効率的な処理を行うため、上下水道局が実施する共同

処理施設整備に係る費用を負担します。

○事業内容

・し尿等受入施設新設に伴う基本設計業務 12,500

・し尿等受入施設新設に伴う下水道事業計画変更 3,600

○新
し尿処理施設解体

事業

環境部

〈環境施設課〉

15,000

現在使われていないし尿処理施設の解体と未利用地の売却を推進します。

○事業内容

・古墳試掘調査事前準備業務 2,200

・測量業務 11,960

・嘱託登記業務 180

・鑑定評価業務 660

食品衛生指導事業

健康管理部

〈保健衛生課〉

6,660

(7,100)

安全で衛生的な「食」を確保するため、食品衛生法等に基づく施設の許認可

や監視指導を実施し、食品衛生指導員による自主管理のための調査指導や消費

者に対する啓発活動に取り組みます。

「宮崎市食品衛生監視指導計画」に従い、市内に流通する食品を収去し、細

菌・理化学・食品添加物・残留農薬等の検査を行い、食品の安全・安心を確保

します。

食品衛生法の改正に伴う制度の変更について、食品事業者等への周知、指導

等を行います。

○主な事業内容

・食品衛生啓発巡回指導業務委託 1,954

・営業許可更新等業務委託 1,650

環境衛生指導事業

健康管理部

〈保健衛生課〉

1,640

(1,700)

衛生的で安全な市民生活を確保するため、生活衛生6業種(理容、美容、クリ

ーニング、興行場、旅館、公衆浴場)について、営業の許可及び監視指導等を実

施します。

○主な事業内容

・自主衛生管理促進事業 993

衛生水準の向上を図るため、生活衛生4業種(理容、美容、クリーニン

グ、旅館)について、生活衛生営業指導員による巡回指導を行います。

・生活衛生関係営業適正運営促進事業費補助金 218

営業者組織の自主的な活動を促進し、衛生措置の基準の遵守及び改

善・向上を図るため、情報誌「生活衛生みやざき」の発行に対して補助

を行います。
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重点項目１－３ 居住環境の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

動物愛護センター

運営事業

健康管理部

〈保健衛生課〉

41,300

(33,600)

「人と動物が真に共生する地域社会」の実現をめざすため、みやざき動物愛

護センターを拠点として、動物の適正な飼養管理の徹底と動物愛護精神の醸成

を図ります。

○主な事業内容

・犬の登録及び狂犬病予防注射の推進

・犬の捕獲、犬猫の適正飼養指導

・負傷した犬猫の保護・治療

・犬猫の譲渡の推進

・動物愛護教室の開催

・地域猫活動の支援

動物の適正飼養管理

推進事業

健康管理部

〈保健衛生課〉

660

(1,000)

人と動物が共生する社会を実現するため、動物の適正飼養管理を推進します。

○主な事業内容

・チラシの配布、看板の作成

・公共の場所における排せつ物の処理や飼い主のいない動物に対する給餌等

を不適切に行う者に対して指導等

・多数の犬又は猫の飼養に係る届出の受理や立入調査等

衛生検査事業

健康管理部

〈保健衛生課〉

9,200

(29,700)

食中毒による被害の拡大防止や感染症の蔓延防止などを図るため、検査で得

られた科学的根拠に基づく結果及び情報等を関係部局へ提供します。

○主な事業内容

・食品衛生検査：食中毒検査、ノロウイルス遺伝子型検査等

・感染症検査：腸管出血性大腸菌等の検査

・特定感染症検査：ＨＩＶ検査、梅毒検査

・家庭用品試験検査：ホルムアルデヒド検査
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重点項目１－３ 居住環境の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

保健環境検査事業

健康管理部

〈保健衛生課〉

27,110

(17,800)

食品及び環境水による健康被害の予防と拡大防止を図るため、検査で得られ

た科学的根拠に基づく結果及び情報等を関係部局へ提供します。

○主な検査項目計画

(1) 食品収去検査

・細菌検査：生菌数、大腸菌群、サルモネラ、黄色ブドウ球菌等

・理化学検査：発色剤、着色料、保存料、残留農薬等

(2) 環境検査

・地下水の有害物質等の分析

・工場排水の生活環境項目、有害物質の分析

生活環境対策事業

健康管理部

〈保健衛生課〉

740

(830)

衛生的な生活環境を確保するため、専用水道・特定建築物(旅館、店舗等)等

の監視指導、建築物における衛生的環境の確保に関する法律に基づく清掃業等

の事業登録及び温泉利用の許可を行います。

市民農園管理事業

農政部

〈農政企画課〉

135

(155)

農業に対する理解や市民の余暇活動の充実を図るため、特定農地貸付法に基

づき、市民農園の開設に必要な手続の支援を行います。

○事業内容

・市民農園として供される農地に係る賃貸借事務

農業用廃プラ

リサイクル推進事業

農政部

〈農業振興課〉

500

(500)

農村環境の美化と資源の有効活用を図るため、農業生産活動により排出され

るビニルやポリフィルムなどの廃プラスチック類について適正な処理を推進し

ている組織に対し、活動費の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市農業用廃プラスチック適正処理対策推進協議会

・補 助 率 県廃プラ協議会1/2以内、市1/2以内

(県廃プラ協議会は補助対象者に直接交付)

＜廃プラリサイクルの流れ＞

県廃プラ協議会

市廃プラ協議会 宮崎市

廃プラ処理施設生産者

処理量実績 運営補助

処理量実績 処理委託

運営補助

廃プラ搬入、処理料支払い
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重点項目１－３ 居住環境の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

森林病害虫等

防除対策事業

農政部

〈森林水産課〉

2,428

(2,164)

海岸松林を松くい虫の被害から守るため、林業関係機関や森林所有者で組織

する協議会と連携し、薬剤散布を行い、海岸松林の保全を図ります。

○事業内容

・薬剤防除委託(無人ヘリ・地上散布) 2,308

実施内容 住居等の隣接地など、空中散布区域外への薬剤散布

実施時期 4月下旬～6月上旬

実施地区 無人ヘリ 赤江タンポリ

地上散布 市民の森、阿波岐原町前浜地区、郡司分区有林

補 助 率 県10/10

・協議会運営補助 120

補助対象 宮崎市森林病害虫等防除協議会

椿山森林公園

指定管理料

農政部

〈森林水産課〉

14,184

(14,184)

市民に憩いの場及び教育、レクリエーションの場を提供するため、適正な維

持管理を行います。

○事業内容

・指定管理者 宮崎中央森林組合

・指定期間 平成31年4月～令和6年3月

間伐・植林促進

強化対策事業

農政部

〈森林水産課〉

5,361

(5,000)

森林の有する公益的機能の発揮及び良質材の生産を促進するため、森林所有

者等に対し、間伐及び植林に要する経費の一部を助成します。

○事業内容

・間伐促進強化対策事業補助 156（補助額：10/100以内）

・植林促進強化対策事業補助 4,844（補助額：10/100以内）

・○新植林に係る鳥獣害対策補助 361（補助額：32/100以内）

林道維持管理費

農政部

〈森林水産課〉

41,372

(11,372)

森林整備の促進と林業振興を目的として開設した林道の安全な通行を確保す

るため、適正な維持管理を行います。

○事業内容

・側溝土砂除去、草刈り、路面補修 ほか

自然休養村センター

指定管理料

農政部

〈森林水産課〉

22,485

(20,829)

市民に、自然とふれあい、親しむ拠点施設として憩いの場を提供し、地域住

民の交流促進を図るため、適正な維持管理を行います。

○事業内容

・指定管理者 木花・青島活性化プロジェクトＪＶ

・指定期間 令和5年4月～令和8年3月
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重点項目１－３ 居住環境の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

林業担い手育成支援

事業（森林環境譲与

税基金)

農政部

〈森林水産課〉

10,290

(6,221)

森林経営管理制度の担い手である「ひなたのチカラ林業経営者」の育成を図

るため、森林環境譲与税を活用し、就業者確保や林業省力化に係る費用を助成

します。

○事業内容

・○新就労条件整備事業 3,725

経営の安定と新規雇用推進を図るため、労働保険、社会保険、退職金共済

の掛金の一部を助成

・林業担い手確保推進事業 1,560

新規就業者が一人前になるまでの5年間、緑の雇用と重複しない期間にお

いて雇用費の一部を助成

・林業省力化推進事業 5,005

①担い手不足を解消するため、林業労働の省力化につながるドローン、デ

ータ解析ソフト、解析処理ＰＣ購入費用及び操縦技能習得費用の一部を

助成

②林業省力化を図るため、コンテナ苗による植林費用の一部を助成

③○新林業省力化を図るため、植栽後の除草シートの導入効果を検証する
費用の一部を助成

森林整備等促進事業

（森林環境譲与税

基金）

農政部

〈森林水産課〉

100,894

(60,365)

森林の有する公益的機能の維持増進を図るため、森林環境譲与税を活用し、

森林の整備に関する施策を実施します。

○事業内容

・森林経営管理制度実施事業 79,350

意向調査準備、衛星写真撮影、地形・森林資源解析、意向調査

航空レーザ計測、林地台帳更新・意向調査優先順位設定、市管理事業

・森林境界明確化事業 10,200

境界保全図作成、同意取得・意向調査

・森林作業路維持管理事業 10,000

250千円/ｍ×20ｍ×2路線

・事務費等 1,344

森林経営管理制度関連研修会への参加旅費

森林経営管理制度推進に係る消耗品費、役務費、備品購入費
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重点項目１－３ 居住環境の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

木材利用促進事業

（森林環境譲与税

基金）

農政部

〈森林水産課〉

6,000

(2,500)

森林の有する公益的機能の維持増進を図るため、森林環境譲与税を活用し、

公共施設の木質化及び木製備品の設置を行い、「植えて→伐って→使う」循環型

の森林づくりを目指します。

○事業内容

海岸松林保全事業

（森林環境譲与税

基金）

農政部

〈森林水産課〉

14,108

(8,251)

海岸松林における松くい虫被害拡大を防止するため、森林環境譲与税を活用

し、民有林における薬剤の樹幹注入による防除対策を補助し、防潮、防風機能

などの公益的機能と本市の財産である美しい海岸松林の景観の維持を図りま

す。

○事業内容

・実施時期 1月下旬～2月下旬

・補助内容 薬剤の樹幹注入費用

・実施範囲 塩路から郡司分の海岸松林民有林

高性能林業機械

導入支援事業（森林

環境譲与税基金）

農政部

〈森林水産課〉

15,000

林業事業体を育成し、森林経営管理制度の適切な運用及び森林整備を推進す

るため、森林環境譲与税を活用し、「ひなたのチカラ林業経営者」が省力化や生

産性の向上等の経営基盤強化のために導入する高性能林業機械の購入費用の一

部を助成します。

○事業内容

・補助対象 市内に住所を有するひなたのチカラ林業経営者

・対象経費 高性能林業機械購入費用

・補 助 率 補助対象経費の1/2以内

○新
自然休養村センター

設備改修事業

農政部

〈森林水産課〉

22,850

自然休養村センターの温泉水を安定供給するため、機器の改修を行います。

○事業内容

・ボイラーと電解次亜水生成装置の改修

内容 金額（千円）

1 自然休養村センター整備 2,937

2 市民課木製備品設置 3,063
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重点項目１－３ 居住環境の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

農村公園施設管理費

農政部

〈農村整備課〉

４総合支所

〈農林建設課〉

5,786

(6,261)

各地域に設置した農村公園を農村地域住民の交流及び健康増進の場として快

適に利用できるよう、適切な維持管理を行います。

○地区別予算

宮崎 1,595 佐土原 800 田野 150 高岡 141 清武 3,100

○対象施設

計量行政事業

観光商工部

〈商業政策課〉

600

(570)

適正な計量の実施を確保するため、事業所や学校等で、取引・証明に使用す

る計量器の定期検査と立入検査を実施し、必要に応じ指導等を行うほか、計量

に関する啓発事業を行い、市民の意識向上を図ります。

また、計量モニターによる商品量目調査を行い、全国一斉商品量目立入検査

の基礎資料として活用するとともに、市民の計量知識・意識の向上を図ります。

○主な事業内容

・特定計量器定期検査(大淀川以南の事業所等)

・計量モニター事業(募集人員20人)

消費者行政推進事業

観光商工部

〈商業政策課〉

2,050

(1,900)

市民の消費生活における安全・安心を確保するため、消費生活に関する相談

及び苦情への対応を行うとともに、弁護士による無料法律相談を開催するなど、

消費者のトラブル解決や被害の未然防止に努めます。

また、消費者の自立を支援するため、地域の団体や教育関係機関と連携し、

各年齢層に応じた出前講座等を行い、市民への消費者問題の啓発と消費者教育

を推進します。

○主な事業内容

・消費生活相談

・弁護士による消費生活無料法律相談

実施日 原則、毎月第2木曜日、第4土曜日

・消費生活出前講座

・啓発用パンフレット等の配布

公園名
設置

年度

面積

(㎡)
公園名

設置

年度

面積

(㎡)

東浮田(宮崎) S56 714 沓掛(清武) S60 12,869

下之園(宮崎) S59 3,305 谷ノ口(清武) H 9 6,421

吉野(宮崎) S60 2,983 今泉(清武) H 9 1,327

時屋(宮崎) H19 1,947 松叶(清武) H11 6,520

仲間原(佐土原) H21 4,822 中野(清武) H11 3,585

下浦下(佐土原) H23 1,753 庵屋(清武) H14 1,699

天神川(佐土原) H26 3,669 丸目(清武) H14 3,144

鷺瀬原(田野) H14 3,069 船引(清武) H17 958

片前(高岡) S59 2,508

去川(高岡) S59 2,500
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重点項目１－３ 居住環境の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

道路照明施設

ＬＥＤ化事業

建設部

〈道路維持課〉

4,741

(4,741)

道路照明の電気使用量及び維持費の縮減と環境負荷の低減を図るため、節電

効果の高い灯具を継続してリースします。

○主な事業内容

・ＬＥＤ道路照明リース 契約灯数 820灯

(期間：平成26年12月～令和6年11月 10年間)

交通安全対策特別
交付金事業

建設部
〈道路維持課〉
４総合支所
〈農林建設課〉

73,500

(72,500)

生活道路や通学路を中心に、交通事故の未然防止や安全で安心な道路環境を

整えるため、区画線やカーブミラーの設置など、地域の実態に応じた効果的な

交通安全対策を行います。

○宮崎 50,000

○佐土原 10,000

○田野 6,000

○高岡 2,100

○清武 5,400

○新
宮崎市住生活

基本計画改定事業

建設部

〈建築住宅課〉

6,100

債務R5～R6

{9,800}

住生活基本法や制度、社会情勢の変化等に的確に対応するため、宮崎市住生

活基本計画(現宮崎市住宅マスタープラン)を改定します。

○事業内容

・計画改定業務委託 5,700

・外部委員で構成する懇話会の開催 400

事業名 数量 事業費

区画線設置工事 40.0km 36,000

カーブミラー設置工事 30基 10,000

ガードレール設置工事 200ｍ 4,000

事業名 数量 事業費

区画線設置工事 8.0㎞ 7,200

カーブミラー設置工事 7基 2,300

ガードレール設置工事 25ｍ 500

事業名 数量 事業費

区画線設置工事 4.4㎞ 4,000

カーブミラー設置工事 3基 1,000

ガードレール設置工事 50ｍ 1,000

事業名 数量 事業費

区画線設置工事 1.0km 900

カーブミラー設置工事 3基 900

ガードレール設置工事 20ｍ 300

事業名 数量 事業費

区画線設置工事 1.1km 1,020

カーブミラー設置工事 7基 2,380

ガードレール設置工事 100ｍ 2,000
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重点項目１－３ 居住環境の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

優良賃貸住宅家賃

低廉化事業

建設部

〈建築住宅課〉

26,532
(26,532)

高齢者の居住の安定を図るため、民間により建設・整備が行われた高齢者向

けの優良な賃貸住宅所有者に対し、家賃助成を行います。

○対象住宅

・サザンライフマンション(20戸) 6,828

・ふくふくマンション (47戸) 19,704

空き家等利活用推進

事業

建設部

〈建築住宅課〉

4,910
(3,970)

空き家の利活用及び流通促進のため、「宮崎市空き家バンク」を運用し登録物

件の情報発信を行うとともに、令和元年度まで募集した青島地域への移住者等

に対し家賃助成を行います。また、空き家バンクに係る登録業務や市民等から

の空き家等に関する相談に対応する業務を不動産関係団体に委託します。

○主な事業内容

・青島地域空き家対策助成(家賃助成) 1,200

・空き家等に係る相談対応業務委託 1,934

特定空家等対策事業

建設部

〈建築住宅課〉

3,700
(4,190)

管理不全な空き家周辺の生活環境の保全を図るため、特定空家等対策審議会

を開催し、所有者等に対する除却・修繕の指導や、代執行及び相続財産管理人

制度の利用など必要な措置を行います。

また、「空家等対策の推進に関する条例」に基づく緊急安全措置を実施します。

○主な事業内容

・特定空家等に対する措置に要する経費 2,315

・条例に基づく緊急安全措置 670

・アスベスト等含有調査委託 500

危険な空き家等除却

推進事業

建設部

〈建築住宅課〉

8,600
(6,000)

周辺住環境に悪影響を及ぼしている危険な空き家等の除却を推進するため、

空き家所有者等に対し、解体に要する費用の一部を助成します。

○補助の内容

空き家所有者等特定

調査事業

建設部

〈建築住宅課〉

600
(800)

特定空家等や管理不全な空き家等の速やかな除却・適正管理を推進するため、

司法書士又は行政書士に対し、空き家の相続人等の調査業務を委託します。

○主な事業内容

・相続人等の調査・検証業務委託

移住定住促進空き家

改修等補助事業

建設部

〈建築住宅課〉

1,200
(1,800)

移住・定住を促進するため、宮崎市空き家バンクに登録された戸建て空き家

を購入した市外からの移住者に対し、修繕・改修や家財道具の処分に要する費

用の一部を助成します。

○補助の内容

種別 補助額 補助限度額

普通解体 費用の1/2以内の額 350千円

解体困難 費用の4/5以内の額 500千円

種別 補助額 補助限度額

修繕・改修
費用の2/3以内の額

500千円

家財処分 100千円

-140-
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

マンション管理

適正化推進事業

建設部

〈建築住宅課〉

210
(210)

マンション管理の適正化を図るため、マンションの区分所有者や管理組合に

向けたセミナー開催や無料相談等を行う団体に対して、開催費用等の一部を助

成します。

○助成対象活動

・セミナー、研修会等

・専門家による相談会

・専門家の派遣

公営住宅維持管理

事業

建設部

〈建築住宅課〉

【住宅建設特会】

533,105

(548,959)

市営住宅等の管理を効果的かつ効率的に行うため、指定管理者による管理を

行います。

○管理戸数 5,389戸(令和5年4月1日見込)

○事業内容

・宮崎市営住宅等指定管理料 462,607

指定管理者 宮崎市営住宅管理センター

指定期間 令和3年4月～令和8年3月

・一般管理費 20,566

・入居敷金払戻金等 18,000

・住宅使用料収納事務費等 31,932

公営住宅建設事業

建設部

〈建築住宅課〉

【住宅建設特会】

624,930

(493,408)

安全・安心で快適な居住環境を提供するため、新町・追手団地等の建替事業

に取り組みます。

また、既存建物の長寿命化と居住性の向上を図るため、外壁改修や電気幹線

改修などの改善工事に取り組みます。

○主な事業内容

・新町・追手団地建替事業(ＰＦＩ) 193,084

・公営住宅ストック総合改善事業 430,620

①外壁改修工事(鳥居原団地、光団地等)

②電気幹線改修工事(一の宮団地、岡団地)

③屋根改修工事(生目台団地、自由ヶ丘団地)

④屋上防水工事(国富が丘団地、大坪団地)

⑤火災復旧工事(国富が丘団地、広瀬台団地)

項 目 内 容

①事業期間 令和3年度～令和7年度

②総事業費 1,417,287

③令和5年度事業
埋蔵文化財発掘調査

建設工事

④主な整備施設 2棟70戸
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

既設公園

リフレッシュ事業

都市整備部

〈公園緑地課〉

清武総合支所

〈農林建設課〉

55,500

（40,000)

安全・安心な公園の管理運営を図るため、老朽化した公園施設を計画的に改

修し、市民が安心して快適に公園を利用できる環境を整えます。

○事業内容

・各種公園施設改修工事 43,000

・岡ノ下公園駐車場舗装工事等 12,500

東部６号街区公園

整備事業

都市整備部

〈公園緑地課〉

39,500

良好な居住環境を創出するため、土地区画整理事業の進捗にあわせて公園を

整備し、地域住民の憩いの場としての活用を図ります。

○事業内容

・事業年度 令和2年度(実施設計)､令和5年度(整備工事)

・総事業費 42,657

○令和5年度事業 東部６号街区公園 整備面積：2,000㎡

・公園整備工事（国庫補助事業） 33,000

・公園整備工事（単独事業） 6,500

）

公園愛護会促進事業

都市整備部

〈公園緑地課〉

24,900

(25,300)

公園愛護精神の普及・啓発を図るため、公園愛護会が行う自主的な奉仕活動

に対して報償金や補助金を交付し、公園愛護会の育成・支援を行います。

○公園愛護会の概要(令和4年11月30日現在)

・団体数 192団体

・活 動 259公園の管理

公園遊具等更新事業

都市整備部

〈公園緑地課〉

55,500

(200,000)

安全・安心な公園の管理運営を図るため、公園施設長寿命化計画に基づき公

園遊具等を計画的かつ効率的に更新し、市民が安心して快適に公園を利用でき

る環境を整えます。

○事業内容

・平成28年度～令和7年度 総事業費 2,056,992

○令和5年度事業

・教養施設実施設計 10,000

・遊戯施設等更新工事 45,500

公園遊具等更新事業

（単独事業）

都市整備部

〈公園緑地課〉

3,000

（13,000)

安全・安心な公園の管理運営を図るため、市民のニーズを踏まえた公園遊具

等の更新や施設の長寿命化を図り、市民が安心して快適に公園を利用できる環

境を整えます。

○事業内容

・附帯工事 1,500

・備品購入費 1,500

大淀川市民緑地

(桜堤)更新事業

都市整備部

〈公園緑地課〉

4,000

(4,000)

大淀川桜堤の樹勢回復を図るため、生育状況が悪い箇所の土壌入替えと桜の

植替えを実施し、魅力的な桜並木に再生します。

○事業内容

・桜の植替工事
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

公園・緑地の管理

都市整備部

〈公園緑地課〉

４総合支所

〈農林建設課〉

683,518

(650,899)

市内532か所の公園・緑地の適正な維持管理を図るため、専門業者に維持管

理業務を委託するとともに指定管理者制度も活用し、市民が安心して快適に公

園・緑地を利用できる環境を整えます。

○宮崎 570,858

○佐土原 27,800

○田野 6,000

○高岡 15,230

○清武 63,630

事業内容 事業費

・公園施設管理事業 362,965

・公園指定管理料

萩の台公園

指定管理者 萩の台公園運営プロジェクト

指定管理料 28,451

指定期間 平成31年4月～令和6年3月

阿波岐原森林公園(市民の森、北エントランス)

指定管理者 (一財)みやざき公園協会

指定管理料 50,596

指定期間 平成31年4月～令和6年3月

阿波岐原森林公園(南エントランス)

指定管理者 ＭＰａｒｋｓ＋ＰＨＯＥＮＩＸ

指定管理料 31,971

指定期間 平成31年4月～令和6年3月

大淀川市民緑地外3公園

指定管理者 グリーンスマイルパートナーズ

指定管理料 53,575

指定期間 平成31年4月～令和6年3月

164,593

・公園施設維持事業 43,300

事業内容 事業費

・公園施設管理事業 25,800

・公園施設維持事業 2,000

事業内容 事業費

・公園施設管理事業 5,200

・公園施設維持事業 800

事業内容 事業費

・公園施設管理事業 12,330

・公園施設維持事業 2,900

事業内容 事業費

・公園施設管理事業 61,830

・公園施設維持事業 1,800
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

バリアフリー建築物

推進事業

都市整備部

〈建築行政課〉

510

(700)

建築物のバリアフリー化を推進するため、公共施設を整備する際の高齢者、

障がい者を含む市民意見の採用や、誰もが利用しやすいバリアフリー建築物に

ついて周知・啓発を行います。

○主な事業内容

・高齢者、障がい者を含む専門知識を有する市民の意見を聞くための「バリ

アフリー検討会」の開催

・バリアフリー建築物に関するパンフレットの配布による周知・啓発

アスベスト分析調査

補助事業

都市整備部

〈建築行政課〉

3,400

(3,500)

一定規模以上でアスベスト調査台帳に登載された民間建築物の所有者に対し

て、吹付けアスベスト等の使用の有無を把握するための分析調査及び除去等に

要する費用を助成します。

○補助の内容

危険ブロック塀等

対策事業

都市整備部

〈建築行政課〉

3,740
(4,821)

安全で安心なまちづくりを推進するため、倒壊の危険性があるブロック塀等

の所有者に対し、除却及び建替えに要する費用を助成します。

○補助の内容

○新
公開型道路情報
（建築基準法）
システム構築事業

都市整備部
〈建築行政課〉

戦略プロジェクト

2,416

市民・事業者の円滑な建築事業の実施に寄与するため、狭あいな道路等(建築

基準法第42条第1項4号、5号及び第2項の道路)の情報をインターネットで公

開します。

○主な事業内容

・地図情報システムの構築（道路維持課と共同）

・地図情報システムをインターネットで公開

建築物防災対策
推進事業

都市整備部
〈建築行政課〉

170

(620)

地震や火災等に対する安全性を確保するため、建築物の所有者や建築士等に

対して、建築物防災対策や建築物等の定期報告制度の啓発を行います。

また、被災建築物に対する応急危険度判定業務に必要な資機材を購入・調達

し、災害時の体制を整えます。

○主な事業内容

・定期報告制度に関するリーフレット等の配布

・地震被災建築物に対する応急危険度判定業務に必要な体制整備

民間特定建築物
耐震診断補助事業

都市整備部
〈建築行政課〉

2,500

(1,500)

安全・安心なまちづくりを推進するため、民間特定建築物(建築物の耐震改修

の促進に関する法律に規定する学校、幼稚園、保育所、運動施設、病院、診療

所、老人ホーム等)の所有者が実施する耐震診断に要する費用の一部を助成しま

す。

○補助の内容

種別 補助額 補助限度額

分析調査 調査費用の10/10 250千円/棟

除去等 除去等費用の2/3 3,000千円/棟

種別 補助額 補助限度額

除却及び建替え
除却及び建替え費用の

2/3以内の額
236千円

種別 補助額 補助限度額

耐震診断 診断費用の2/3以内の額 2,500千円
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重点項目１－３ 居住環境の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

木造建築物等
地震対策促進事業

都市整備部
〈建築行政課〉

43,850

(59,000)

木造住宅の耐震化を促進するため、昭和56年5月31日以前に着工された戸

建木造住宅(併用含む)の所有者が耐震診断を希望されるときは、耐震診断士を

派遣します。また、診断の結果、倒壊の可能性があると判断された場合は、所

有者が実施する耐震改修工事等に要する費用の一部を助成します。

○補助の内容

がけ地近接等

危険住宅移転事業

都市整備部

〈建築行政課〉

6,000

(8,293)

がけ崩れ等のおそれがある区域内にある既存住宅(危険住宅)を除却し、安全

な場所へ移転させるため、除却費用等と新たな住宅の建設資金を金融機関から

借り入れた場合の利子相当額を助成します。

○補助の内容

○新
瓦屋根

耐風対策事業

都市整備部

〈建築行政課〉

1,784

安全で安心な災害に強いまちづくりを推進するため、令和3年12月31日以

前に建築された、瓦屋根を使用している建築物の所有者に対し、耐風診断、耐

風改修に要する費用の一部を助成します。

○補助の内容

津倉市民農園

指定管理料

佐土原総合支所

〈農林建設課〉

1,213

(1,215)

農業に対する理解や市民の余暇活動の充実を図るため、津倉市民農園を指定

管理により運営します。

○主な事業内容

・津倉市民農園の管理運営

〈施設概要〉

全 体 面 積 9,829㎡

区 画 数 184区画(1区画約15㎡)

使 用 料 年間7,330円/区画(1人2区画まで)

指定管理者候補者 津倉地区自治会

指 定 管 理 料 1,213

指 定 期 間 令和5年4月～令和10年3月

種別 補助額 補助限度額

総合支援

（設計＋改修）

改修工事費用の80％

（設計費用は対象外）
1,000千円

除却 除却費用の23％ 344千円

建替 建替費用の23％ 380千円

種別 補助額 補助限度額

除却等 除却費用100％ 975千円

新築等 利子相当額100％ 7,318千円

種別 補助額 補助限度額

耐風診断 診断費用の2/3 21千円

耐風改修 改修費用の23％ 552千円
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重点項目１－３ 居住環境の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

いこいの広場

管理運営費(田野)

田野総合支所

〈地域市民福祉課〉

560

(1,600)

優れた自然の風景地として県立自然公園に指定されている鰐塚山頂付近の衛

生環境保全のため、山頂トイレ等の維持管理を行います。

また、麓にあるいこいの広場の保全のため、草刈を行います。

○主な事業内容

・鰐塚山頂トイレ清掃委託 134

・鰐塚山頂トイレ給水ポンプ保守点検委託 40

・いこいの広場草刈委託 250

荒平山森林公園

管理費(清武)

清武総合支所

〈農林建設課〉

1,960

(2,000)

訪れる方々が気持ちよく利用できるようにするため、公園内の下草刈、剪定

を行うとともに、トイレの給水・清掃等による適正な維持管理を行います。

また、利用者の安全を確保するため、公園内設備の修繕等を行います。

○主な事業内容

・公園内下草刈整備等

・トイレ給水・清掃委託 月2回×12か月

・公園内設備修繕等
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重点項目１－４ 生活基盤の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

ＴＶ受信障害解消

事業

総務部

〈情報政策課〉

5,616

自然の地形等が原因となっているテレビ放送難視聴地域において、安定した

テレビ受信を実現するため、老朽化により更新が必要なテレビ共同受信施設を

管理する組合に対して、施設更新事業費の一部を助成します。

○令和5年度補助対象組合

・野島テレビ共同受信施設組合(内海地区)

佐土原町住宅団地

法面改修事業

総務部

〈管財課〉

52,000

(57,000)

市が所有する佐土原町域の住宅団地法面の安全性を確保するため、対応が必

要な箇所について改修を行います。

○事業内容

・広瀬台団地法面改修 46,570

・佐土原町住宅団地法面補修（緊急対応） 5,430

○新
気象防災

アドバイザー

活用事業

危機管理部

〈危機管理課〉

戦略プロジェクト

480

市民や職員の気象防災にかかる基礎知識の向上や災害対応力の強化につなげ

るため、気象防災アドバイザーを導入し、市民向け出前講座への派遣や職員向

け研修会を開催します。

また、災害対応時には、本部・配備体制の強化や適切な避難情報の発令に活

用します。

○事業内容

・出前講座派遣

・職員研修

・台風接近時等の気象情報の入手、分析、解説、助言

宮崎港小学校北校舎

屋上避難階段

整備事業

危機管理部

〈危機管理課〉

52,000

(4,836)

津波発生時に地域住民の安全を確保するため、宮崎港小学校北校舎に屋上避

難階段を整備します。

○事業内容

・屋上避難階段設置工事

大規模災害時

備蓄品整備事業

危機管理部

〈地域安全課〉

10,200

(10,200)

災害時の避難者等を支援するため、南海トラフ巨大地震を想定した「宮崎市

備蓄基本計画」に基づき、非常食や飲料水、生活用品などの備蓄を行います。

○主な備蓄品

非常食、飲料水、液体ミルク、粉ミルク、おむつ、生理用品、

トイレ処理セット、トイレットペーパー、ガソリン缶、ガス缶
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重点項目１－４ 生活基盤の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

小規模給水施設運営

支援事業

環境部

〈環境政策課〉

3,770

(3,628)

小規模給水施設を管理している組合が、安定的に飲料水を供給できるように

するため、維持管理費の一部を助成し、地区住民の安全・安心な日常生活の維

持に寄与します。

○対象施設

・田野町域及び清武町域の小規模給水施設：各1か所

○主な事業内容

・給水施設の維持管理費の一部補助

小規模給水施設運搬

給水事業

環境部

〈環境政策課〉

9,511

(9,103)

上水道に統合できない田野町域の小規模給水施設に、安定的に飲料水を供給

するため、給水車による運搬給水を行うことにより、地区住民の安全・安心な

日常生活の維持に寄与します。

○対象施設

・田野町域の小規模給水施設：2か所

○主な事業内容

・給水施設への給水車による運搬給水

○新
公営企業会計適用

事業

環境部

〈環境施設課〉

【公設浄化槽特会】

12,168

総務省の通知を踏まえ、令和6年4月1日から、官庁会計方式の公設合併処

理浄化槽事業特別会計を、発生主義・複式簿記の公営企業会計に移行するため、

必要となる会計システムの導入等を進めます。

○主な事業内容

・公営企業会計システム導入業務委託 10,830

・公営企業会計システム機器購入費 913

○主な事業財源

・市債（公営企業会計適用債） 12,100

生活雑排水処理

促進事業

環境部

〈環境施設課〉

【公設浄化槽特会】

3,000

(3,000)

生活排水の適正処理を推進し、公共用水域の水質保全を図るため、単独処理

浄化槽、又はくみ取り便槽から公設合併処理浄化槽への転換を行う際の宅内配

管工事費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象者 単独処理浄化槽、又はくみ取り便槽から

公設合併処理浄化槽への転換を申請する者

・補助対象経費 浄化槽への流入管やますの設置等の経費

・補 助 率 補助対象経費の1/3(限度額10万円)
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重点項目１－４ 生活基盤の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

公設合併処理

浄化槽事業

環境部

〈環境施設課〉

【公設浄化槽特会】

425,832

(396,000)

生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るため、対象区域における設置申請

に基づき、公設合併処理浄化槽を整備し、維持管理を行います。

なお、平成29年度から、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促

進に関する法律(ＰＦＩ法)に基づく事業方式(事業期間10年間)へ移行し、

地元企業のノウハウを生かした効果的な整備促進及び水質保全を図ってい

ます。

○主な事業内容

ＰＦＩ事業

その他

・浄化槽建設事業(7条検査手数料等) 2,799

・浄化槽管理事業(清掃、法定検査等) 76,616

○設置目標基数 10年間(平成29年度～令和8年度) 1,500基

○設置基数実績

事業名 事業概要 事業費

浄化槽整備推進事業 設置浄化槽の買取 230,312

浄化槽維持管理事業 保守点検及び軽微な修繕業務委託 42,550

設置年度 宮崎 佐土原 田野 高岡 清武 計

平成28年度以前 97 683 147 197 80 1,204

平成29年度 10 73 19 31 12 145

平成30年度 16 94 13 21 21 165

令和元年度 16 91 9 31 16 163

令和2年度 20 87 13 24 23 167

令和3年度 14 72 17 19 38 160

合 計 173 1,100 218 323 190 2,004
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重点項目１－４ 生活基盤の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

急傾斜地崩壊対策

事業

建設部

〈土木課〉

佐土原総合支所

高岡総合支所

清武総合支所

〈農林建設課〉

153,350

(149,100)

高さ5ｍ以上の自然がけで、被害の予想される一定数の人家等がある急傾斜

地について、災害を未然に防止するため、自然災害防止急傾斜地崩壊対策事業

により崩壊対策工事を行います。

また、急傾斜地単独事業により、事業が完了した箇所の適切な維持管理に取

り組むほか、県が実施する急傾斜地崩壊対策事業に対し、市負担金(事業費の

1/10)を拠出します。

○宮崎 95,300

○佐土原 50

○高岡 15,900

○清武 42,100

地区名等 事業期間 事業概要 事業費

鳥越－１地区 R2～R6
Ｌ＝380ｍ

Ｈ＝5.0～15.0ｍ
55,000

○新木花－４－新①
地区

R5～R7
Ｌ＝120ｍ

Ｈ＝5.0～15.0ｍ
15,000

急傾斜地単独事業 － 維持工事等 8,000

県営事業負担金 － 11地区 17,300

地区名等 事業期間 事業概要 事業費

急傾斜地単独事業 － ハザードマップ作成 50

地区名等 事業期間 事業概要 事業費

城ヶ峰－３－２

地区
R5～R7

Ｌ＝100ｍ

Ｈ＝5.0～18.0ｍ
15,000

急傾斜地単独事業 － 維持工事等 900

地区名等 事業期間 事業概要 事業費

上大久保－１地区 R1～R5
Ｌ＝104.5ｍ

Ｈ＝20.0ｍ
42,000

急傾斜地単独事業 － ハザードマップ作成 100
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重点項目１－４ 生活基盤の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

河川・排水路の整備

建設部

〈土木課〉

４総合支所

〈農林建設課〉

359,514

(387,534)

集中豪雨等による浸水、冠水等の被害の解消を図るため、河川改修等を実施

するほか、準用・普通河川や雨水幹線の適切な維持管理、排水路の整備に取り

組みます。

また、大淀川や清武川、一ツ瀬川等に設置されている水門等の操作を行い、

災害発生の未然防止に努めます。

○宮崎 316,400

○佐土原 18,500

○田野 3,700

○高岡 14,950

○清武 5,964

河川名等 事業期間 事業概要 事業費

準用河川跡江川改修事業 H29～R6
Ｌ＝630ｍ

Ｗ＝13.0ｍ
60,000

準用河川野田川改修事業 H29～R6
Ｌ＝660ｍ

Ｗ＝9.0ｍ
80,000

河川維持事業 － 草刈、維持工事等 60,000

雨水幹線維持事業 － 草刈、維持工事等 74,600

排水路新設事業 － 3路線 Ｌ＝400ｍ 17,000

水門等の操作管理 － 68の水門等 24,800

河川名等 事業期間 事業概要 事業費

河川維持事業 － 草刈、維持工事等 8,000

雨水幹線維持事業 － 草刈、維持工事等 6,500

排水路新設事業 － 1路線 Ｌ＝30ｍ 1,000

水門等の操作管理 － 22の水門等 3,000

河川名等 事業期間 事業概要 事業費

河川維持事業 － 草刈、維持工事等 3,200

雨水幹線維持事業 － 維持工事等 500

河川名等 事業期間 事業概要 事業費

河川維持事業 － 草刈、維持工事等 2,800

雨水幹線維持事業 － 草刈、維持工事等 2,070

水門等の操作管理 － 43の水門等 10,080

河川名等 事業期間 事業概要 事業費

河川維持事業 － 草刈、維持工事等 2,400

雨水幹線維持事業 － 草刈、維持工事等 3,055

水門等の操作管理 － 6の水門等 509
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重点項目１－４ 生活基盤の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

海岸の老朽化対策

建設部

〈土木課〉

1,000

(1,000)

後背地に重要施設(大淀処理場・宮崎空港)のある海岸保全施設の機能強化を

図るため、県が実施する海岸老朽化対策事業に対し、市負担金(事業費の1/10)

を拠出します。

○事業内容

救急業務高度化推進

事業

消防局

〈警防課〉

3,000

(2,800)

救命効果の向上のため、救急活動に対する医師の指示・指導・助言体制及び

事後検証体制を充実させるとともに、救急隊員の教育体制を確立します。

○主な事業内容

・救急救命士の教育・訓練

・救急関係学会等での研修

・救急活動に対する事後検証

※「救急業務高度化」とは、救命効果の向上を目的に、医学的観点から救急

救命士を含む救急隊員が行う救命処置等の質を確保すること。

救命講習普及啓発

事業

消防局

〈警防課〉

2,250

(2,300)

救命効果の向上のため、市民に対し、ＡＥＤ・心肺蘇生法及び応急手当法な

どの救命講習会を実施し、正しい知識と技術の普及を図ります。

○主な事業内容

・救命講習用資器材及び消耗品の整備

消防職員研修事業

消防局

〈総務課〉

13,000

(12,800)

消防に関する知識や技術の習得と向上のため、消防職員に対して消防大学校

や県消防学校等での研修を行い、資質の向上を図ることで、市民の安全・安心

を確保します。

○主な事業内容

・救急救命士養成研修

・スイフトウォーターレスキュー研修

・火災原因調査技術会議

・大規模災害対応実務研修会

救急活動事業

消防局

〈警防課〉

14,500

(11,000)

救急体制の充実強化のため、救急活動に必要な資器材、消耗品等を整備しま

す。また、増加する救急需要に対応するため、救急車の効率的な運用に努め、

市民サービスの向上を図ります。

○主な事業内容

・一般救急用消耗品、新型コロナウイルス感染症対策用消耗品

・資器材修繕

・救急救命士賠償保険料

・患者監視装置保守点検委託、医療廃棄物処理委託

区 分 事業概要 負担金

県(海岸保全施設整備事業) 堤防等改修工事 1,000
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重点項目１－４ 生活基盤の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

救助活動事業

消防局

〈警防課〉

6,400

(6,000)

人命救助技術と知識を習得した隊員で編成される高度救助隊及び特別救助隊

が使用する施設、資機材などの整備を行うとともに、緊急消防援助隊及び国際

消防救助隊の資機材等を整備します。

また、大規模災害発生時に緊急消防援助隊及び国際消防救助隊を迅速に派遣

するための体制を整備し、救助体制の充実強化を図ります。

○主な事業内容

・救助活動に使用する資機材等の整備

・緊急消防援助隊が使用する資機材等の整備

火災予防推進事業

消防局

〈予防課〉

1,450

(1,500)

火災予防の重要性を啓発するため、幅広い年齢層を対象に様々な行事を開催

し、各家庭や事業所における防火安全対策を推進します。

また、幼少年消防クラブや自衛消防隊の充実を図るため、市民、事業所、消

防が一体となった火災予防運動を積極的に展開します。

○主な事業内容

・小学生を対象とした防火ポスターの募集、展示会の開催

・幼年・少年(小中学生)消防クラブや婦人防火クラブと連携した行事の開催

・屋内消火栓操法大会の開催

防火安全管理対策

事業

消防局

〈予防課〉

380

(400)

住宅火災による被害を軽減するため、様々な広報活動を実施し、住宅用火災

警報器の点検率や設置率の向上に努めます。

また、防火対象物の防火管理体制を充実させるため、整備した訓練資機材を

使用した講習会を開催し、市民の防火管理意識・知識の向上を図ります。

○主な事業内容

・住宅用火災警報器の横断幕、のぼり旗等を活用した広報

・防災センターの職員による戸別訪問及び防火対象物への立入検査

・防火管理意識・知識向上のための訓練資機材を有効活用した講習会の開催
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重点項目１－４ 生活基盤の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

ＮＢＣ災害即応部隊

資機材整備事業

消防局

〈警防課〉

770

(1,130)

ＮＢＣ災害が発生した際に適切かつ迅速に対応するために、資機材の整備強

化を行います。

○事業内容

・化学防護服の更新整備

・ＮＢＣ災害対応資機材消耗品の整備

※ＮＢＣ災害とは、核、生物、化学物質による特殊災害のこと。

消防車両整備事業

消防局

〈警防課〉

178,000

(200,000)

老朽化した常備消防車両を、最新の車両に更新し、迅速・的確な災害現場活

動の強化に努めるとともに、災害対応力の向上を図り、安全・安心なまちづく

りを推進します。

○事業内容

常備車両（ポンプ車、救急車、指揮車、連絡車、調査車）の整備 8台

防災まちづくり事業

消防局

〈警防課〉

47,300

(50,300)

地震により上水道施設が被害を受けた場合、消火栓の断水も考えられること

から、消火栓に頼らない消防水利の充実を図るため、耐震性を有した貯水槽を

整備し、災害に強い安全なまちづくりを推進します。

○事業内容

・耐震性貯水槽の整備 4基

広域消防施設整備
事業

消防局

〈総務課〉

12,200

(19,500)

消防体制の充実を図るため、広域消防(国富町及び綾町)に係る施設及び資機

材等を整備します。

○主な事業内容

・広域の消防活動に使用する機械器具等の整備

・西部出張所庁舎修繕

消防緊急情報
システム事業

消防局

〈指令課〉

264,000

(90,000)

119番通報を受信する指令システムは、緊急時に備えて24時間365日稼働す

る必要があるため、定期的な点検・整備及び適正な維持管理を実施し、迅速・

的確な指令体制の確立を図ります。

○主な事業内容

・指令システムの機器更新、維持管理

・ゼンリン地図データ使用

・聴覚・言語機能障がい者向け緊急通報システム(Ｎｅｔ１１９)の運用

消防施設保全事業

消防局

〈総務課〉

45,000

(55,000)

防災拠点である消防庁舎の機能を維持するため、補修・改修等の機能回復工

事を実施し、拠点機能の強化及び消防活動の効率化を図ります。

○主な事業内容

・南消防署受変電設備更新工事実施設計委託 2,800

・南消防署ＬＥＤ照明改修工事 38,500
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重点項目１－４ 生活基盤の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

消防水利整備事業

消防局

〈警防課〉

4,600

(4,600)

消防力の充実を図るため、消防活動において重要である防火水槽等の維持管

理を行います。

○事業内容

・防火水槽や標識等の改修工事

消防局・北消防署

新庁舎整備事業

消防局

〈総務課〉

戦略プロジェクト

214,938

(51,000)

最大規模の降雨による洪水浸水想定区域内に位置し、老朽化や狭隘化も進ん

でいる消防局・北消防署庁舎の課題を解決し、本市の防災拠点として今後も消

防機能を十分に発揮するために、新消防庁舎の移転整備を行います。

令和5年度は、基本・実施設計等業務委託を行います。

○事業内容

・基本・実施設計業務委託 184,938

・周辺事前調査業務委託 30,000

○事業スケジュール(予定)

・令和5年度 基本・実施設計等

・令和6年度 建設工事

・令和7年度 建設工事

・令和8年度 供用開始

消防施設長寿命化

改修事業

消防局

〈総務課〉

86,000

(7,300)

宮崎市消防施設長寿命化計画に基づき、老朽化が進む消防施設の改修を行い

ます。

○事業内容

・青島出張所予防保全改修工事基本・実施設計業務委託 11,500

・北部出張所大規模改修工事 74,500

○新
消防指令システム等

整備事業

消防局

〈指令課〉

戦略プロジェクト

9,023

債務R5～R6

{15,000}

南海トラフ巨大地震等による大規模・広域的災害に対し、119番通報の受信か

ら出動指令、災害情報等の収集・整理、出動部隊への支援情報の提供など、迅

速な初動体制の確立を図るため、新消防庁舎の移転整備に併せて消防指令シス

テム等を整備します。

令和5年度は、調達支援業務委託(実施設計)を行います。

○事業内容

・調達支援業務委託(実施設計)

○事業スケジュール(予定)

・令和5年度 調達支援(実施設計)

・令和6年度 調達支援(実施設計)、評価・契約支援

・令和7年度 システム等整備、構築監理

・令和8年度 システム等整備、構築監理

・令和8年9月 運用開始
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重点項目１－４ 生活基盤の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

水道事業

上下水道局

【水道事業会計】

13,940,000

(13,607,000)

水道水を安定的に供給し大規模災害時にも機能を維持するため、基幹浄水場

や幹線管路など施設の計画的更新と耐震化を行います。

○建設改良事業費内訳

○主な建設改良事業

宮 崎 幹線管路耐震化事業(配水管整備) 241,300

経年管更新事業 294,300

東部第二土地区画整理配水管布設工事 26,100

生目台送水管更新事業 80,000

下北方浄水場脱水処理施設整備事業 977,559

継続R1～R6{1,895,140}

柏田水源地更新事業 400,000

継続R5～R7{1,406,020} 200,000

債務R5～R6{328,000} 195,000

富吉浄水場雨水排水ポンプ外更新工事 60,000

富吉浄水場１系ろ過池耐震補強工事 37,000

二次配水施設電気機械設備等更新工事ほか 545,560

佐土原 経年管更新事業 67,700

配水圧調整施設築造工事ほか 285,560

田 野 経年管更新事業 39,800

道路改良に伴う配水管布設替工事 28,940

田野第１浄水場設備機器更新工事ほか 53,200

高 岡 経年管更新事業 87,200

花見地区減圧弁設置工事 15,000

浦之名浄水場設備機器更新工事ほか 67,900

清 武 経年管更新事業 78,500

加納地区配水管布設工事 25,660

清武第９配水池改築工事ほか 99,324

○収益的支出の主な事業

上水道施設運転管理業務委託 464,508

委託期間 令和4年4月～令和9年3月

配水管修繕等業務委託 560,000

委託期間 令和4年4月～令和9年3月

料金センター等業務委託 550,517

委託期間 令和4年4月～令和9年3月

区 分
配水管の耐

震化・更新

浄水施設等

整 備

配水施設等

整 備
合 計

宮 崎 755,504 1,662,759 243,556 2,661,819

佐土原 315,760 0 37,500 353,260

田 野 76,740 40,100 5,100 121,940

高 岡 119,500 37,100 13,500 170,100

清 武 128,620 27,000 47,864 203,484

小 計 1,396,124 1,766,959 347,520 3,510,603

営業設備費(量水器、器具備品等) 22,684

合 計 3,533,287
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重点項目１－４ 生活基盤の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

公共下水道事業

上下水道局

【公共下水道事業

会計】

22,785,000

(22,512,000)

快適な生活環境の創出、公共用水域の水質保全のため、施設の維持管理や計画

的な更新等を行います。あわせて、浸水被害の軽減を図る事業に取り組みます。

○建設改良事業費内訳

○主な建設改良事業

○収益的支出の主な事業

委託期間 令和5年4月～令和8年3月

区 分 管渠関連 処理場関連 雨水関連 合 計

宮 崎 2,314,850 1,801,137 841,600 4,957,587

佐土原 11,000 30,541 51,000 92,541

田 野 11,000 9,000 0 20,000

高 岡 11,000 2,000 630,700 643,700

清 武 82,000 6,902 500 89,402

計 2,429,850 1,849,580 1,523,800 5,803,230

宮 崎 下水道総合地震対策 983,980

管渠の老朽化対策ほか 1,706,150

宮崎処理場等改築更新ほか 860,112

大淀処理場Ｎｏ．１自家発電設備改築工事

債務R5～R6{260,000} 83,600

中継ポンプ場等改築更新ほか 498,045

ポンプ場等耐水化 90,000

大橋地区ほか浸水対策 553,000

雨水管渠の老朽化対策 95,000

雨水ポンプ場改築更新ほか 143,600

大淀処理場し尿受入前処理施設整備 25,000

○新市制１００周年記念下水道マンホール蓋制作事業 2,700

佐土原 佐土原地区下水道管布設 11,000

佐土原浄化センター改築更新ほか 30,541

上田島地区ほか浸水対策 51,000

田 野 田野地区下水道管布設 11,000

マンホールポンプ場改築更新ほか 9,000

高 岡 高岡地区下水道管布設 11,000

マンホールポンプ場改築更新ほか 2,000

川原地区浸水対策 630,700

川原地区浸水対策事業

継続R4～R7{2,125,400} 600,700

清 武 清武・木原・加納地区下水道管布設 82,000

マンホールポンプ場改築更新ほか 6,902

雨水ポンプ場改築更新 500

宮崎処理場外維持管理業務委託 1,252,100
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重点項目１－４ 生活基盤の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

工業用水道事業

上下水道局

【工業用水道事業

会計】

27,000

(25,000)

清武地区の企業2社へ工業用水を安定供給するため、施設の維持管理や災害

対策工事を行います。

○主な建設改良事業

・管理棟耐震補強工事 5,500

・管理棟浸水対策工事 3,000

農業集落排水事業

上下水道局

【農業集落排水事業

会計】

1,059,000

(1,060,000)

農村地域15地区の生活環境維持と農業用用排水の水質保全のため、施設の老

朽化対策及び適正な維持管理を行います。

○主な建設改良事業

・農業集落排水施設等改築更新ほか 60,000
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基本目標 ２

良好な地域社会が

形成されている都市

未来を担う子どもたちが、健やかで心豊かに成長できるよう、地域

や家庭、学校が相互に連携し、地域に根ざした教育が充実したまちを

目指します。

また、市民が、主体的にまちづくりにかかわり、公共サービスの担い

手となるとともに、生涯にわたって、文化やスポーツに親しみ、誰もが

互いを尊重し、生きがいを持って暮らせるまちを目指します。

重点項目２－１

地域に愛着や誇りをもつ「みやざきっ子の育成」

重点項目２－２

多様で自律性のあるコミュニティを形成する「地域力の向上」

重点項目２－３

一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」

ま ち
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重点項目２－１ みやざきっ子の育成

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

○新
高木兼寛公御神幸行

列ＰＲ事業

高岡総合支所

〈地域市民福祉課〉

342

宮崎市民を含め多くの人たちに高木兼寛公を知ってもらうため、一般公募等

で兼寛公に扮する人を選定し、宮崎神宮大祭の御神幸行列において行進するこ

とでＰＲを図ります。

高木兼寛顕彰補助

事業

高岡総合支所

〈地域市民福祉課〉

596

(586)

郷土の偉人、高木兼寛公を顕彰し、その偉業・功績を後世に伝えることによ

り、郷土愛を持つ心豊かな人づくりを推進している顕彰会に対し運営費助成等

を行います。

○事業内容

・高木兼寛顕彰会運営費補助 513

・東京慈恵会医科大学派遣旅費等 83

公立夜間中学設置

準備事業

教育委員会

〈企画総務課〉

〈学校教育課〉

〈教育情報研修ｾﾝﾀｰ〉

戦略プロジェクト

60,000

（2,450)

令和4年度に策定した「宮崎市公立夜間中学設置基本計画」に基づき、施設

整備等の開校に向けた準備を行います。

○施設改修工事等（企画総務課） 56,919

＜主なもの＞

・施設改修工事 48,000

・学校用備品消耗品購入 6,665

・入学説明会チラシ等作成 947

○教師用教科書・指導書等購入（学校教育課） 1,764

○教職員ＰＣ・プリンタ等リース（教育情報研修ｾﾝﾀｰ） 1,317

学校林売払収益金

活用事業

教育委員会

〈企画総務課〉

11,741

(21,536)

学校林の売払いによる収益金を活用し、施設等の整備を行うことで、児童・

生徒の学習環境の充実を図ります。

○事業内容

・生目小学校 校旗購入

・七野小学校 記念碑等移設工事、太鼓購入

・穆佐小学校 駐車場舗装工事

・田野中学校 屋外時計設置工事、プールサイド改修工事、テント購入

・佐土原中学校 駐車場出入口整地工事

・高岡中学校 ＬＥＤ照明取替工事
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重点項目２－１ みやざきっ子の育成

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

善行児童生徒表彰

事業

教育委員会

〈企画総務課〉

540

(428)

宮崎市に在住又は在学する小中学校の児童・生徒のうち、他の模範となる児

童・生徒を表彰し、受賞者の善行活動の励みとするとともに、善行の広がりを

図ります。

小・中学校

管理運営費

教育委員会

〈企画総務課〉

1,135,044

(936,000)

小学校47校及び中学校25校の学校運営に係る消耗品費、備品購入費、事務

機器のリース料、光熱水費のほか、学校環境の維持に係る廃棄物処理等の委託

料、手数料など必要な経費を支出し、適切な管理運営を行います。

○小学校管理運営費 725,067

○中学校管理運営費 409,977

小・中学校

教育放送設備改善

事業

教育委員会

〈企画総務課〉

5,474

(7,284)

放送室や屋内運動場等の放送設備について、老朽化や故障により修繕が困難

となった機材の更新を行います。

○小学校教育放送設備改善事業 2,894

○中学校教育放送設備改善事業 2,580

小・中学校

教育教材用具等購入

事業

教育委員会

〈企画総務課〉

106,100

(108,300)

学習指導要領に基づいた教育課程を実施するため、必要な教材等を整備し、

学習環境の充実を図ります。

○小学校教育教材用具等購入事業 71,800

○中学校教育教材用具等購入事業 34,300

小・中学校

理科教育等設備器具

購入事業

教育委員会

〈企画総務課〉

7,000

(7,000)

理科教育環境の充実を図るため、理科の実験や観察等に使用する設備器具の

整備と更新を行います。

○小学校理科教育等設備器具購入事業 4,000

○中学校理科教育等設備器具購入事業 3,000

小・中学校

設備機器の保守点検

等安全対策事業

教育委員会

〈学校施設課〉

95,737

(87,537)

児童・生徒にとって安全・安心な教育環境を維持するため、空気調和設備等

の保守点検や保守工事を行い、教室の適切な室温管理等を図ります。

○小学校設備機器の保守点検等安全対策事業 64,218

○中学校設備機器の保守点検等安全対策事業 31,519
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重点項目２－１ みやざきっ子の育成

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

小・中学校

屋根防水改修事業

教育委員会

〈学校施設課〉

120,000

(163,900)

児童・生徒にとって安全・安心な教育環境を維持するため、老朽化が進んで

いる校舎及び屋内運動場の屋根防水改修を行い、施設の長寿命化を図ります。

○小学校屋根防水改修事業 20,000

・工事(校舎：七野小)

○中学校屋根防水改修事業 100,000

・工事(校舎：檍中、住吉中、生目台中)

小・中学校

校舎外壁落下防止

対策事業

教育委員会

〈学校施設課〉

25,800

(22,300)

児童・生徒にとって安全・安心な教育環境を維持するため、老朽化が進んで

いる校舎の外壁改修を行い、児童・生徒等の安全確保と施設の長寿命化を図り

ます。

○小学校校舎外壁落下防止対策事業 16,100

・工事(爆裂処理、石綿調査)

○中学校校舎外壁落下防止対策事業 9,700

・工事(爆裂処理、石綿調査)

小・中学校

防火設備改善事業

教育委員会

〈学校施設課〉

59,000

(34,400)

避難時における児童・生徒等の安全性を確保するため、建築基準法に適合し

ない、くぐり戸未整備の防火シャッターを防火スクリーンに切替える等の改善

措置を図ります。

○小学校防火設備改善事業 20,500

・設計(小戸小)

・工事(江平小)、点検後改修工事

○中学校防火設備改善事業 38,500

・工事(宮崎中、大淀中)、点検後改修工事

小・中学校

プール環境改善事業

教育委員会

〈学校施設課〉

87,200

(25,200)

児童・生徒にとって安全・安心な教育環境を維持するため、老朽化が進んで

いる学校プールの改修及びろ過機の更新を行い、施設の長寿命化を図ります。

○小学校プール環境改善事業 57,200

・設計：ろ過機(宮崎小、潮見小)

・工事：プール(恒久小)、ろ過機(宮崎小、潮見小)

○中学校プール環境改善事業 30,000

・工事：プール(木花中)

小・中学校

屋内運動場非構造

部材耐震化事業

教育委員会

〈学校施設課〉

35,650

(36,760)

児童・生徒にとって安全・安心な教育環境を維持するとともに、災害時の避

難所としての機能向上を図るため、屋内運動場における非構造部材の耐震対策

を行い、児童・生徒や施設利用者の安全性を確保します。

○小学校屋内運動場非構造部材耐震化事業 16,750

・工事(大宮小、江平小、木花小、生目小)

○中学校屋内運動場非構造部材耐震化事業 18,900

・工事(宮崎中、赤江中、生目南中、生目台中)

小・中学校

空気調和設備

更新事業

教育委員会

〈学校施設課〉

30,167

(19,160)

児童・生徒にとって良好な教育環境を維持するため、老朽化した空調設備の

更新を行い、夏季等における教室の適切な室温管理を図ります。

○小学校空気調和設備更新事業 11,952

・設計(広瀬北小外4校)

○中学校空気調和設備更新事業 18,215

・設計(久峰中外4校)
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重点項目２－１ みやざきっ子の育成

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

小・中学校

空気調和設備

整備事業

教育委員会

〈学校施設課〉

戦略プロジェクト

51,000

児童・生徒にとって良好な教育環境を確保するため、理科教室に空調設備の

整備を行い、夏季等における教室の適切な室温管理を図ります。

○小学校空気調和設備整備事業 29,000

・設計(全館空調以外の小学校39校)

○中学校空気調和設備整備事業 22,000

・設計(全館空調以外の中学校19校)

小・中学校

トイレ洋式化

推進事業

教育委員会

〈学校施設課〉

戦略プロジェクト

80,000

(22,100)

児童・生徒にとって快適な教育環境を維持するため、生活様式に適した洋式

トイレに改修し、衛生環境の改善と学校間の格差をなくします。

○小学校トイレ洋式化推進事業 60,000

・工事(宮崎小外14校)

○中学校トイレ洋式化推進事業 20,000

・工事(宮崎西中外4校)

小学校

トイレ改修事業

教育委員会

〈学校施設課〉

16,000

(4,090)

児童にとって快適な教育環境を維持するため、老朽化が進んでいるトイレの

改修を行い、衛生環境の改善と施設の長寿命化を図ります。

・設計(住吉小、江南小)

小学校

屋内運動場

大規模改造事業

教育委員会

〈学校施設課〉

165,000

(11,000)

児童にとって安全・安心な教育環境を維持するため、老朽化が進んでいる屋

内運動場の抜本的な整備を行い、施設の長寿命化を図ります。

・工事(倉岡小) 【エコ関連】

小学校

屋内運動場

アリーナ床等

改修事業

教育委員会

〈学校施設課〉

38,000

(2,200)

児童にとって安全・安心な教育環境を維持するとともに、災害時の避難所と

しての機能向上を図るため、経年劣化に伴う「ささくれ」や「不陸」等を改修

し、児童・生徒や施設利用者の安全性を確保します。

・工事(木花小)

小学校

急傾斜地崩壊対策

事業

教育委員会

〈学校施設課〉

10,000

(42,500)

児童及び地域住民等の安全性を確保するため、法面の補強・保護を行います。

・設計(生目小)
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重点項目２－１ みやざきっ子の育成

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

小学校

プレハブ教室借上

事業

教育委員会

〈学校施設課〉

戦略プロジェクト

69,980

(4,202)

児童にとって良好な教育環境を確保するため、プレハブ校舎の借り上げを行

い、教室不足の解消を図ります。

・加納小

借上期間 令和5年4月～令和10年3月

・○新宮崎南小
借上期間 令和6年3月～令和16年3月

那珂小学校

屋内運動場改築事業

教育委員会

〈学校施設課〉

432,168

(73,366)

継続R4～R5

{551,700}

児童や教職員の安全性を高めるため、老朽化が進んでいる屋内運動場を改築

し、良好な教育環境の整備を図ります。

○屋内運動場改築事業(那珂小) 【エコ関連】

・本体改築、既存体育館解体

・事業期間 令和4年度～令和5年度

小学校

公共下水道接続事業

教育委員会

〈学校施設課〉

24,000

児童にとって衛生的で安全・快適な教育環境を確保するため、公共下水道へ

の接続を行い、汚水の効率的処理を図ります。

・工事(宮崎港小)

小学校

高圧受変電設備

更新事業

教育委員会

〈学校施設課〉

91,500

(23,500)

児童にとって安全・安心な教育環境を維持するため、老朽化した高圧受変電

設備(キュービクル)の更新を行い、学校内における電気系統の安定的な機能確

保を図ります。

・設計(宮崎東小、加納小)

・工事(古城小、西池小、宮崎南小)

○新
小学校

照明器具ＬＥＤ化

事業

教育委員会

〈学校施設課〉

24,100

学校照明の電気使用量及び維持費を縮減するため、学校内の照明器具を全て

ＬＥＤに取替え、省エネルギー化を図ります。

・設計(宮崎小外11校)

・工事(1、2校)

学校施設

長寿命化計画

改定事業

教育委員会

〈学校施設課〉

20,000

(12,000)

中長期的な維持管理等に係るトータルコストの縮減と予算の平準化を図るた

め、建物の健全性を検証、分析し、「学校施設長寿命化計画」の見直しを行いま

す。

○主な事業内容

・対象校 72校

・点検調査
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重点項目２－１ みやざきっ子の育成

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

ふるさと教育合同

穆園学習会事業

(高岡)

教育委員会

〈学校教育課〉

75

(75)

ふるさとを知り、ふるさとを愛し、ふるさとに誇りをもつ教育活動を推進す

るため、高岡地区小中学校の児童・生徒が郷土の偉人「高木兼寛」の業績や生

き方、考え方について学習する合同穆園学習会の運営を支援します。

○合同穆園学習会

・日程 令和5年11月(予定)

・場所 高岡中

スクールバス運行

管理事業

教育委員会

〈学校教育課〉

28,964

(28,828)

児童・生徒の通学手段の確保や保護者の負担軽減を図るため、学校統廃合等

による遠距離通学の対象地区でスクールバスを運行します。

○対象地区

・田野小：鹿村野、灰ヶ野、堀口

・七野小：八重、野崎

・穆佐小・高岡中：内之八重、柞木橋

・高岡小・高岡中：旧去川小学校区、旧浦之名小学校区

不登校児童生徒対策

事業

教育委員会

〈学校教育課〉

4,780

(4,370)

不登校児童・生徒の集団生活への適応、情緒の安定、基礎学力の補充、基本

的生活習慣の改善等のため、教育支援教室を市内6か所に設置し、相談業務や

学習指導、体験学習などの適応指導を行い、社会的自立に向けた支援を行いま

す。

また、全小中学校に県メディア安全指導員を派遣し、ＳＮＳ等のメディア利

用方法等の指導を行います。

○主な事業内容

・不登校児童・生徒の通級による直接的な生活・学習等の適応指導

・電話による相談

・県メディア安全指導員の派遣

小中学校(72校)の小学4年生、中学1年生を対象

○教育支援教室(6か所)

・心の談話室(小戸教室・田吉教室)

・あじさいルーム(佐土原町域)

・わかば教室(田野町域)

・穆園教室(高岡町域)

・希望教室(清武町域)

小中学校スクール

カウンセリング等

事業

教育委員会

〈学校教育課〉

10,430

(10,317)

家庭や地域と一体となって、児童・生徒のいじめ・不登校等に関する課題の

解決を図るため、不登校児童・生徒の対応に苦慮している学校等を対象に、ス

クールアシスタントを委嘱し、個別の支援や家庭訪問による相談を行います。

また、各中学校でそれぞれ組織している校外生徒指導対策協議会に対して、

運営費の助成を行います。

○配置予定校数 小中学校25校
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重点項目２－１ みやざきっ子の育成

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

児童生徒各種大会

出場補助事業

教育委員会

〈学校教育課〉

9,000

(9,000)

保護者の負担軽減を図るため、小中学校の児童・生徒が吹奏楽や合唱等文化

系活動により九州・全国大会へ出場する費用の一部を助成します。

○対象となる大会

・吹奏楽連盟・合唱連盟主催の大会

(ただし、全国大会につながる大会)

・ＮＨＫ全国学校音楽コンクール

・創造ものづくり教育フェア

・全国小学校管楽器合奏フェスティバル(九州大会)

○補助内容

・交通費、宿泊費、楽器運搬費の一部補助

地域による学校評価

推進事業

教育委員会

〈学校教育課〉

110

(370)

教育の質を保証し、地域に開かれた信頼される学校づくりを推進するため、6

中学校区を対象に、地域の学校関係者評価委員による学校評価を行い、次年度

の学校経営に生かします。

中学校区ごとに委嘱された学校関係者評価委員8人程度が、校区内にある小

中学校の自己評価に対して評価を行います。

遠距離通学費補助

事業

教育委員会

〈学校教育課〉

5,000

(5,500)

児童・生徒の通学手段の確保と保護者の負担軽減を図るため、通学すべき小

中学校が遠距離にあり、バス等を利用して通学しなければならない児童・生徒

の保護者に通学費を助成します。

読書活動

アシスタント派遣

事業

教育委員会

〈学校教育課〉

16,713

(16,223)

読書活動の推進を図るため、全中学校に読書活動アシスタントを1人ずつ配

置し、校長の指導のもと、書架の整理や各種コーナー設置などの環境整備、生

徒への図書貸出・返却業務、学級・教科担任と連携した調べ学習等の支援を行

います。

○配置予定者数 25人

特別支援教育

バリアフリー化

整備事業

教育委員会

〈学校教育課〉

3,900

(3,900)

下肢等に障がいのある児童・生徒が、安全で快適な学校生活を送れるように

するため、当該児童・生徒の状態に応じて、在籍する小中学校の段差解消やト

イレの改修等を行います。

また、階段昇降機の維持管理等を行います。

○主な事業内容

・市立小中学校のバリアフリー工事

・階段昇降機の維持管理
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

教育資金融資対策

事業

教育委員会

〈学校教育課〉

250,000

(250,000)

大学や専門学校、高等学校等への進学を支援するため、金融機関と提携し、

教育資金を低金利で融資することで、学費の負担軽減を図ります。

○主な事業内容

・取扱金融機関 九州労働金庫

・貸 付 金 利 年利1.2％(固定金利)

別途保証料(年0.7％～年1.2％)が必要

・貸付限度額 400万円(原則として高校は200万円)

・償 還 期 間 15年以内(元金据置期間4年以内）

学力・生活状況抽出

調査事業

教育委員会

〈学校教育課〉

1,062

(1,062)

児童・生徒一人一人の自己肯定感を高め、学力や学校生活の向上に資するた

め、児童・生徒の学力と生活習慣等の状況について、調査・検証し、児童・生

徒の理解や集団づくりの充実を図るとともに、学習指導、生活指導等の改善を

図ります。

○対象校 2校

あたたかな人間関係

づくりサポート事業

教育委員会

〈学校教育課〉

3,205

(3,070)

児童・生徒のあたたかな人間関係づくりや居心地のよい学級づくりを支援す

るため、「よりよい学校生活と友達づくりのためのアンケート(Ｑ－Ｕ)」を年2

回実施します。

○事業の内容

・実施時期 5～6月、10～11月

・実施内容 よりよい学校生活と友達づくりのためのアンケート(Ｑ－Ｕ)

・対 象 小学5年生、中学1年生

部活動指導員配置

事業

教育委員会

〈学校教育課〉

8,700

(7,700)

専門家の指導による部活動の質の向上や教員の負担軽減を図るため、教員に

代わって学校の方針・計画に沿って部活動指導を行う「部活動指導員」を配置

します。

○配置予定者数 25人

学校における法律

相談事業

教育委員会

〈学校教育課〉

900

(800)

児童・生徒を取り巻く問題について、早期解決や適切な対応を図るため、弁

護士による教育委員会や学校への助言、教職員向けの法務研修を行います。

帰国・外国人児童

生徒サポート事業

教育委員会

〈学校教育課〉

3,273

（3,181)

帰国・外国人児童・生徒が円滑に学校生活を営むことができるようにするた

め、当該帰国・外国人児童・生徒が在籍する小学校及び中学校に日本語指導者

等を派遣します。また、増え続ける外国籍の児童・生徒に対応するため、翻訳

機の整備を行います。

○主な事業内容

・日本語指導者等の派遣 2人

・翻訳機の整備 13台
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重点項目２－１ みやざきっ子の育成

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

統合型校務支援シス

テム共同調達事業

教育委員会

〈学校教育課〉

33,825

（33,825）

教職員の負担軽減を図るため、県内市町村の教職員が同じ様式で校務(「通知

表」や「指導要録」作成等)を行うことができる「統合型校務支援システム」の

円滑な運用を行います。

非常勤講師派遣事業

教育委員会

〈学校教育課〉

68,748

(68,912)

児童・生徒に応じたきめ細やかな学習指導の充実を図るため、非常勤講師を

配置し、少人数指導やティームティ－チング、小学校の一部教科担任制、複式

授業の緩和等に取り組みます。

○配置予定者数 34人

特別支援教育

学び総合支援事業

教育委員会

〈学校教育課〉

150,000

(143,500)

特別支援教育の充実を図るため、下肢等に障がいのある児童・生徒を支援す

る「生活・学習アシスタント」を配置するとともに、特別支援教育にかかる非

常勤講師を配置します。

○配置予定者数

・生活・学習アシスタント 60人

・授業スタッフ（非常勤講師） 17人

・コーディネーターサポートスタッフ（非常勤講師） 12人

コミュニティ・

スクール推進事業

教育委員会

〈学校教育課〉

4,535

(3,730)

学校と地域が連携・協働した教育の充実を図るため、学校が地域と目標やビ

ジョンを共有し、地域と一体となって学校づくりを進める「コミュニティ・ス

クール(学校運営協議会制度)」の導入を推進します。

○学校運営協議会の設置予定数 28校区

（うち、20校区は令和4年度までに設置済）

小中学校

医療的ケア児支援

事業

教育委員会

〈学校教育課〉

22,073

(22,600)

学校で医療的ケアが必要な児童・生徒を支援するため、対象校に看護師を派

遣するほか、医療的ケア児支援運営協議会を設置し、支援体制の構築を図りま

す。

○対象校

・小戸小学校

・江南小学校

○主な事業内容

・対象校への看護師派遣

・医療的ケア児支援運営協議会の運営
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重点項目２－１ みやざきっ子の育成

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

スクール・サポート

・スタッフ配置事業

教育委員会

〈学校教育課〉

18,274

(43,551)

教職員の事務負担の軽減を図るため、授業準備や採点業務の補助、消毒など

の新型コロナウイルス感染症対策に従事する「スクール・サポート・スタッフ」

を派遣します。

○配置予定者数 24人

○新
不登校児童生徒学習

支援体制整備事業

教育委員会

〈学校教育課〉

戦略プロジェクト

20,458

学校の別室に登校している児童・生徒の支援を行うため、校内教育支援指導

員を配置するほか、協議会を設置し、実態の把握や分析を行います。

○主な事業内容

・不登校支援のあり方協議会

・校内教育支援指導員の配置

○新
地域部活動環境整備

事業

教育委員会

〈学校教育課〉

戦略プロジェクト

2,500

休日における部活動の段階的な地域移行を円滑に行うため、学校と地域を連

携するコーディネーターを配置するとともに、検討を行う協議会を設置します。

○主な検討内容

・制度等の検討

・運営主体となる受け皿の検討

・指導者の確保に向けた検討

教職員働き方改革推

進事業

教育委員会

〈学校教育課〉

戦略プロジェクト

468

教職員の時間外労働の軽減を図るため、専門家による研修会を開催します。

○主な事業内容

・校長職対象研修会

・教頭職対象研修会

・教職員対象研修会

○新
「未来を拓く」

キャリア教育推進

事業

教育委員会

〈学校教育課〉

戦略プロジェクト

2,800

児童・生徒の社会的・職業的自立に向けて必要な基盤となる能力や態度を育

むため、地域の特色や人材を生かした取組の充実を図り、各学校における9年

間を見通したキャリア教育を推進します。

○主な事業内容

・キャリア教育研究会

・キャリア教育推進研修会

・キャリア教育推進プロジェクト会議

・キャリア教育探究発表会

・キャリア教育の周知、広報

・職場体験学習「夢ワーク２１」
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

○新
教育支援教室

サテライト校新設

事業

教育委員会

〈学校教育課〉

戦略プロジェクト

1,300

不登校児童・生徒の支援の機会を増やすため、教育支援教室のサテライト校

を2箇所設置します。

○設置場所

・宮崎市青少年プラザ

・宮崎市大淀川学習館(里山の楽校)

学校図書購入事業

教育委員会

〈学校教育課〉

41,500

(34,400)

学校図書館が「読書センター」「学習センター」「情報センター」としての機

能を果たせるよう図書の充実を図ります。

また、新聞を活用した学習の充実を図るため、各学校図書館に新聞を配備し

ます。

○事業内訳

・小学校図書購入事業 27,000

・中学校図書購入事業 14,500

教育活動推進事業

教育委員会

〈学校教育課〉

852

(852)

児童・生徒が様々な行事への参加や多くの作品との出会いを通じて豊かな心

を育み、各教科への関心や学習意欲が高まるよう支援するため、小中学校の教

職員で組織された各教科部会が開催する行事や作品展等に助成を行い、円滑な

行事等の運営を推進します。

○主な事業内容

・小学校教育活動推進事業 441

教育書写展、絵画コンクール

読書感想文・感想画コンクール

音楽大会、児童生徒作品展

特別支援教育児童生徒作品展

・中学校教育活動推進事業 411

毛筆・硬筆書道展、生徒美術作品展

読書感想文・感想画コンクール、音楽大会

英語暗唱弁論大会、児童生徒作品展

社会科教育充実事業

教育委員会

〈学校教育課〉

6,576

(5,079)

本市の産業・文化・歴史等について学習するため、社会科副読本を作成し、

小学3年生に配付し、社会科教育の充実を図ります。

○主な事業内容

・対象 小学3年生「わたしたちの宮崎市」

中学1年生「郷土宮崎」（デジタル版）

教育振興就学援助

事業

教育委員会

〈学校教育課〉

571,000

(552,000)

経済的理由によって就学困難な児童・生徒に対し、義務教育の円滑な実施を

図るため、学用品費や給食費等を助成し、教育の振興を図ります。

○事業費内訳

・就学援助事業 270,000

(小学校： 115,000、中学校：155,000)

・学校給食助成費 301,000

(小学校： 179,000、中学校：122,000)
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重点項目２－１ みやざきっ子の育成

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

教師用教科書指導書

改訂事業

教育委員会

〈学校教育課〉

16,100

(24,800)

小中学校教員の指導の充実を図るため、教師用教科書と指導書を配付します。

○事業内訳

・小学校教師用教科書指導書改訂事業 11,000

・中学校教師用教科書指導書改訂事業 5,100

小学校体育

アシスタント派遣

事業

教育委員会

〈学校教育課〉

4,190

(4,193)

児童の体育への興味関心を高めるとともに、児童の体力向上と教員の指導力

向上を図るため、小学校の体育の授業にアシスタントを派遣します。

○派遣予定校数 47校

和楽器学習支援事業

教育委員会

〈学校教育課〉

830

(830)

中学校の音楽学習における和楽器学習内容の充実を図るため、和楽器(三味

線、筝)に触れることを通して、我が国や郷土の伝統音楽の良さを体験します。

○主な事業内容

市内の中学校において、三味線(50丁)、筝(50面)の計画的な移送・巡回

豊かな心をはぐくむ

芸術鑑賞支援事業

教育委員会

〈学校教育課〉

5,000

劇団四季主催「こころの劇場」を鑑賞する機会を市内の小学校6年生に提供

するため、児童が学校と会場を移動するための交通手段等について支援を行い

ます。

○事業の概要

・実施日 令和6年2月(予定)

・会 場 宮崎市民文化ホール（予定）

学校体育振興事業

教育委員会

〈学校教育課〉

19,000

(23,800)

児童・生徒の体力向上及びスポーツにおける競技力の向上を図るため、小学

校陸上競技大会を開催します。

また、保護者の負担軽減を図るため、九州・全国中学校体育大会等への出場

費用の一部を助成します。

○主な事業内容

・小学校陸上競技大会開催

・九州・全国中学校体育大会派遣費補助

教職員研修運営事業

教育委員会

〈教育情報研修ｾﾝﾀｰ〉

2,100

(2,110)

児童・生徒の学力向上のため、「広げる研修」を目標として、教職員の資質向

上並びに実践的指導力の向上を図ります。

また、教職員一人一人の指導技能を磨き、自己啓発に取り組むようにするた

め、論文の募集、審査等を実施します。

○主な事業内容

・研修講座数 50講座(予定)

・教職員論文応募数 140編(予定)
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

情報教育推進事業

教育委員会

〈教育情報研修ｾﾝﾀｰ〉

128,600

(109,486)

学校における教育の情報化の充実を図るため、小中学校へのＩＣＴ支援員の

派遣、タブレット端末や教育ネットワークの安定稼動に向けた維持管理を実施

します。

○主な事業内容

・児童・生徒や教職員に対するＩＣＴを活用した学習や授業の支援のために、

ＩＣＴ支援員を派遣

・ネットワークの維持管理

・ＧＩＧＡタブレット端末の運用支援

学校ＩＣＴ環境整備

促進事業

教育委員会

〈教育情報研修ｾﾝﾀｰ〉

617,000

(629,188)

小中学校において、タブレット端末やコンピュータ等を活用した学習活動を

充実させるため、教育内容に対応した学校ＩＣＴ教育環境の整備を図ります。

○主な事業内容

・ＬＴＥ回線を利用したタブレット端末3,000台の運用支援

・校務用コンピュータ、学校サーバ、プリンタ、ネットワーク機器、授業支

援ソフトや学習支援ソフトなどの整備

・大型提示装置及び実物投影機の補充

・タブレット端末充電保管庫設置に係る教室改修工事

ＧＩＧＡスクール

推進事業

教育委員会

〈教育情報研修ｾﾝﾀｰ〉

91,867

(97,697)

宮崎市ならではの「未来の教室」の創造を目指すため、ＡＩ型ドリル教材の

導入により、児童・生徒一人一人に個別最適化された学びを保障し、教科教育

の効率化を図ります。

○主な事業内容

・小学5、6年生の児童及び中学校全学年の生徒に対する各教科等の時間に

ＡＩ型ドリル教材を活用した授業の実施

○新
教職員人材育成事業

教育委員会

〈教育情報研修ｾﾝﾀｰ〉

戦略プロジェクト

98

これからの教育の在り方を見直し、研修体制の再構築を図るため、令和の日

本型学校教育を支える教職員の人材育成、教員免許制度廃止に伴う管理体制の

強化に向けた調査研究並びに研修体制の確立を図ります。

○主な事業内容

・外部委員を含めた検討委員会の立ち上げ並びに調査研究

・令和に求められる教職員の人材育成につなげる研修の再構築

○新
デジタル採点

システム

モデル校導入事業

教育委員会

〈教育情報研修ｾﾝﾀｰ〉

戦略プロジェクト

2,310

教職員のテスト採点業務の効率化を図り、時間外勤務の改善につなげるため、

デジタル採点システムをモデル校5校に導入し、テスト採点業務時間の削減効

果を検証します。
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

○新
小中学校

プログラミング教育

促進事業

教育委員会

〈教育情報研修ｾﾝﾀｰ〉

戦略プロジェクト

10,000

小中学校段階におけるプログラミング教育の充実を図るため、小学校にロボ

ット教材を整備し、モデル校2校を中心とした支援を行います。

また、中学校にコーディングプログラミングによるＷｅｂサイトを作成する

教材を導入します。

中学校無線

アクセスポイント

追加設置事業

教育委員会

〈教育情報研修ｾﾝﾀｰ〉

戦略プロジェクト

38,000

中学校の技術室・美術室・家庭科室において、タブレット端末を活用できる

ようにするため、無線アクセスポイントを追加整備します。

小中学校外国語教育

推進事業

教育委員会

〈教育情報研修ｾﾝﾀｰ〉

132,000

(129,577)

児童・生徒が「生きた英語」に触れる機会を充実させるため、外国語指導助

手(ＡＬＴ)を25の中学校区に1人ずつ配置し、中学校と校区内の小学5・6年

生の外国語科の授業において、ティーム・ティーチングを実施します。

また、臆することなく英語を使ったコミュニケーションを図ろうとする児

童・生徒を育成するため、英語を使ったイベント等を実施します。

○主な事業内容

・中学校及び小学校(5、6年生)へのＡＬＴの配置・派遣

・学校外の英語を使ったイベント

・教職員に対する研修

・ティーム・ティーチングのスキルアップ研修

○ＡＬＴの人数 25人

外国語活動

アシスタント

活用推進事業

教育委員会

〈教育情報研修ｾﾝﾀｰ〉

戦略プロジェクト

27,328

(22,721)

外国の文化などに触れる機会を設け、英語によるコミュニケーション能力の

素地を育成するため、外国語活動アシスタント(ＦＬＡＡ)を小学3・4年生の外

国語活動の時間、小学1・2年生の国際理解教育の時間に派遣します。

また、ＦＬＡＡ全体の指導力向上を図るため、リーダーＦＬＡＡを導入し、

学校訪問による指導・助言、研修を実施します。

○主な事業内容

・小学校(1～4年生)へのＦＬＡＡの派遣

・リーダーＦＬＡＡの学校訪問による指導・助言

・ＦＬＡＡに対する研修

○ＦＬＡＡの人数 リーダーＦＬＡＡ 5人

ＦＬＡＡ 16人程度
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重点項目２－１ みやざきっ子の育成

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

○新
生徒の英語による

対外発信力育成事業

教育委員会

〈教育情報研修ｾﾝﾀｰ〉

戦略プロジェクト

200

生徒の英語による発信型の領域(話すこと・書くこと)を育成するため、教育

課程外における対外発信力を養う機会を提供します。

○主な事業内容

・中学生オンライン英会話

・英語によるプレゼンテーションコンテスト

教育情報研修

センター

空調設備更新事業

教育委員会

〈教育情報研修ｾﾝﾀｰ〉

9,600

「宮崎市公共施設等総合管理計画」に基づき、持続的で最適な公共施設の経

営を行うため、施設長寿命化のための設備改修を行います。

○主な事業内容

・教育情報研修センターの大研修室空調設備の改修工事

青少年団体教育

推進事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

495

(495)

青少年の健全育成や指導者の育成を図るため、ボーイスカウトとガールスカ

ウトの活動運営費を助成し、その活動の一層の促進とリーダーとしての自覚を

深め、地域社会に貢献する体制を支援します。

○補助対象

・日本ボーイスカウト宮崎連盟中央地区協議会

・ガールスカウト宮崎地区協議会

子ども体験

ボランティア活動

支援事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

362

(344)

子どもたちの豊かな人間性を育み、将来にわたり、ボランティア活動に参加

できる子どもたちの育成を図るため、体験活動やボランティア等について、情

報紙やホームページによる情報提供を行うほか、ボランティア体験活動を企

画・実施します。

○主な事業内容

・情報紙及びホームページによる情報提供

・福祉施設等での読み聞かせボランティア体験

・ごみ拾いボランティア体験

子どもの自然体験

活動推進事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

370

(370)

子どもたちの主体的な活動意欲を醸成するため、宮崎の豊かな自然や関連施

設を活用した各種自然体験活動事業を実施し、子どもたちの健全育成を図りま

す。

○主な事業内容

・わくわくドキドキ野外体験事業(デイキャンプ)

・宮崎の自然と遊ぼう事業(デイキャンプ)

子ども会関係活動

事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

3,883

(3,883)

子どもたちの健全育成を図るためのリーダー研修会や、子ども会育成者の理

解を深めるための研修会などを実施するほか、市子ども会育成連絡協議会に運

営費の助成を行い、単位子ども会活動の活性化を推進します。

○主な事業内容

・ジュニア・リーダー研修会

・イン・リーダー研修会

・育成者研修会

・砂の造形コンクール事業費補助
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重点項目２－１ みやざきっ子の育成

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

家庭教育事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

1,790

(1,780)

家庭教育力の向上を図るため、小中学校の児童・生徒の保護者を対象に、各

学校において家庭教育学級を開設し、子育てについての悩みや問題の解決に努

めるほか、就学時健診や入学説明会の機会を活用して保護者に子育て講座を実

施し、子育てに関する理解や認識を深める機会を拡充します。

また、家庭における親子のコミュニケーション及び人とのつながり等を創出

するため、親子といっしょに本わか文庫事業を実施します。

○主な事業内容

・各小中学校における家庭教育学級の開設

・家庭教育学級合同研修会の実施

・各小学校における就学時健診等での子育て講座の実施

・親子といっしょに本わか文庫事業の実施

高木兼寛顕彰事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

827

(700)

郷土に誇りと愛着を持つ児童・生徒を育てるため、郷土の偉人「高木兼寛」

について学習し、高木兼寛ゆかりの地を巡る特別大使派遣や作文募集を行いま

す。

○主な事業内容

・特別大使派遣

視察場所 東京慈恵会医科大学、成医会講習所跡等

参加者 中学2年生、職員及び教職員

地域と学校の連携

による教育活動

支援事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

889

(1,195)

地域住民が教育活動に参画しやすい環境づくりを推進するため、学校支援コ

ーディネーターを配置するとともに、学校支援ボランティアの活動を支援し、

活力あるコミュニティ形成と学校運営の円滑化を図ります。

○主な事業内容

・学校支援コーディネーターの配置

・学校支援コーディネーター研修

・地域と学校の連携講演会の開催

安井息軒顕彰

補助事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

344

(344)

郷土の偉人「安井息軒」を顕彰し、その偉業・功績を後世に伝えることによ

り、郷土愛を持つ心豊かな人づくりを推進している顕彰会に対し、運営費の助

成を行います。

○主な事業内容

・補助対象 (特非)安井息軒顕彰会

・活動内容 安井息軒に関する資料の収集、講演及び講座の開催、

清武かるた及び息軒かるたの普及

安井息軒顕彰小学生

使節団派遣事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

2,100

(104)

郷土に誇りと愛着を持つ児童を育てるため、郷土の偉人「安井息軒」につい

て学習し、安井息軒ゆかりの地を巡る使節団派遣を行います。

○主な事業内容

・使節団派遣

視察場所 息焉舎、慶應義塾大学斯道文庫、飫肥振徳堂等

参加者 小学6年生、職員及び教職員
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重点項目２－１ みやざきっ子の育成

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

ふるさと文化学習

支援事業

(基金事業)

教育委員会

〈生涯学習課〉

4,000

(4,000)

子どもの「豊かな表現力」「主体性」「郷土愛」を育てるため、文化、芸術な

どに秀でた地域の人材を「ふるさと先生」として登録し、小中学校に派遣する

ことにより、体験学習型授業を行います。

○主な分野

美術(写真・造形・絵画)、茶道、音楽(和楽器・合唱・パーカッション)、

演劇、国語、環境、落語等

青少年非行防止・

育成事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

14,510

(13,620)

青少年の健全育成を図るため、青少年育成センターを拠点に、教育委員会が

委嘱した青少年指導委員(定員170人)が中心となり、街頭指導活動や相談活動、

並びに啓発活動を行い、青少年の問題行動や非行を未然に防ぎます。

また、地域に根ざした青少年健全育成活動を充実させるため、青少年育成連

合会・各地区青少年育成協議会の指導・育成、並びに地域や各関係機関との連

携を図ります。

○青少年非行防止・育成事業 12,880

○青少年育成センター管理費 1,630

○主な活動内容

・街頭指導(班別指導、支部指導)

・電話相談、面接相談、メール相談

学校保健安全事業

教育委員会

〈保健給食課〉

125,236

(127,000)

児童・生徒の健康保持増進のため、健康診断・環境衛生検査を実施し、学校

教育の円滑な実施を図ります。

また、宮崎市健康教育研究大会を開催し、学校保健の充実・啓発を図ります。

○主な事業内容

・学校健診(内科・眼科・耳鼻咽喉科・歯科)、尿検査、心臓検診

・学校環境衛生検査(環境、プールの水質衛生、飲料水、照度、空気等)

就学時健康診断事業

教育委員会

〈保健給食課〉

8,000

(7,900)

翌年度に小学校就学予定の幼児の心身状態を把握し、就学前に必要な治療を

保護者に勧めるため、内科検診等必要な健康診断を行い、適正な就学を図りま

す。

○主な事業内容

・対象：翌年度に小学校入学予定の幼児

・内容：内科検診、眼科検診、歯科検診等

要保護・準要保護

医療費助成事業

教育委員会

〈保健給食課〉

4,000

(6,000)

経済的理由で医療費を負担することが困難な家庭の児童・生徒が感染症又は

学習に支障を生じるおそれのある疾病を治療するため、対象疾病について医療

費の助成を行います。

○事業内容

・要保護医療費扶助 376

・準要保護医療費扶助 3,624
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重点項目２－１ みやざきっ子の育成

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

教職員健康診断事業

教育委員会

〈保健給食課〉

戦略プロジェクト

25,000

(21,000)

教職員の心身の健康保持増進のため、健診施設での総合健診を実施するとと

もに、総合的な判定に基づく治療指示等、適切な措置を行い、学校教育の円滑

な実施を図ります。

また、労働安全衛生法の規定に基づくストレスチェックを実施し、教職員の

メンタルヘルス不調の未然防止を図ります。

○事業内容

・教職員健康診断 20,049

・教職員健康診断予約システム使用料 765

・○新ストレスチェックシステム利用料等 1,408

・ストレスチェック面接指導料 106

・産業医配置 2,672

日本スポーツ振興

センター災害共済

給付契約事業

教育委員会

〈保健給食課〉

29,611

(29,938)

学校管理下における、児童・生徒のけが・病気・事故等についてその保護者

に対し災害共済給付を行うため、共済掛金を負担し、学校教育の円滑な実施と

保護者の負担軽減を図ります。

・対 象：小中学校の児童・生徒

・共済掛金：要保護・準要保護の児童・生徒(全額市負担)

その他の児童・生徒(半額市負担)

思春期健康教育推進

事業

教育委員会

〈保健給食課〉

1,788

(1,788)

思春期における児童・生徒が、命の大切さや、自分の体を知ることにより自

分自身を大切にすることの必要性を専門的な立場から学ぶことができるよう、

医師、保健師、助産師等を各学校に派遣し、性に関する正しい知識や情報の啓

発、生活習慣等についての教育を行います。

○新
子どものメディア

リテラシー育成事業

教育委員会

〈保健給食課〉

1,212

マスメディアやインターネット情報が氾濫する情報社会にあっても、子ども

達が情報を鵜呑みにせず、正しい情報を見極める力、他人と自分を大切に守る

モラルを身につけるため、有識者等を各学校に派遣し、子どもの発達段階に応

じたメディアリテラシーの教育を行います。

学校フッ化物応用

事業

教育委員会

〈保健給食課〉

4,000

(5,500)

児童・生徒の歯質強化によるむし歯予防を図るため、小中学校において、集

団でのフッ化物洗口を実施し、むし歯保有数の減少、り患率の低下を図ります。
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重点項目２－１ みやざきっ子の育成

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

ＡＥＤ(自動体外式

除細動器)配置事業

教育委員会

〈保健給食課〉

5,740

(4,200)

児童・生徒や小中学校に出入りする地域の人々が、事故等により突然の心停

止に陥った際に救命活動を行うため、小中学校にＡＥＤを配置し、早期救命を

図ります。

単独調理場空調設備

整備事業

教育委員会

〈保健給食課〉

64,810

(67,000)

単独調理場での食中毒の発生リスクを低減し、調理従事者の労働環境を改善

するため、調理場内に空調設備を設置し、調理場内の適切な室温管理を図りま

す。

○事業内容

・空調設備賃貸借(平成28年度～)

(対象校 22校)

学校給食施設空調設

備整備事業

教育委員会

〈保健給食課〉

42,900

学校給食施設での食中毒の発生リスクを低減し、調理従事者の労働環境を改

善するため、老朽化した空調設備の更新を行い、学校給食施設内の適切な室温

管理を図ります。

○事業内容

空調更新工事実施設計業務委託 3,600

空調更新工事 39,300

学校給食管理運営

事業

教育委員会

〈保健給食課〉

204,400

(178,000)

児童・生徒の健康増進、体格の向上及び豊かな心の育成を図るため、調理場

の効率的かつ適正な管理運営と衛生管理を徹底し、安全で確実な給食実施を図

ります。

○主な事業内容

・給食業務用物品等の購入、施設・設備の維持管理

・衛生管理及び安全保持に関する調理員研修等の実施

学校給食センター

管理運営事業

教育委員会

〈保健給食課〉

306,622

(262,200)

児童・生徒の健康増進、体格の向上及び豊かな心の育成を図るため、学校給

食センター5施設の効率的かつ適正な管理運営と衛生管理を徹底し、安全で確実

な給食実施を図ります。

○配送校

・中央学校給食センター (中学校8校)

・佐土原学校給食センター(小学校5校・中学校3校)

・田野学校給食センター (小学校2校・中学校1校)

・高岡学校給食センター (小学校2校・中学校1校)

・清武学校給食センター (小学校3校・中学校2校)
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重点項目２－１ みやざきっ子の育成

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

給食事務運営費補助

事業

教育委員会

〈保健給食課〉

33,072

(33,390)

学校給食実施に伴う保護者負担の軽減と給食事務の運営を円滑に行うため、

各学校ＰＴＡ及び各学校給食会に対して、補助金を交付します。

また、学校給食の円滑な実施と公平な保護者負担を図るため、学校給食費の

未納解消に取り組みます。

食育推進事業

教育委員会

〈保健給食課〉

2,320

(1,940)

学校における食育の取組を支援するため、小中学校の食育の取組費用を助成

するとともに、家庭での実践につなげるため、食育のパンフレットを配付しま

す。

また、学校給食の食用廃油売払代金の一部を、各学校ＰＴＡ及び各学校給食

会の食材費会計に還元し、地産地消を支援します。

学校給食食材加工等

業務委託事業

教育委員会

〈保健給食課〉

680,000

(634,000)

学校給食の効率的な運営を図るため、食材加工等業務の民間委託を行います。

○事業内容

・単独調理場の民間委託

小学校･･･31校 中学校･･･10校

・学校給食センターの民間委託

中央学校給食センター･･･配送校：中学校8校

清武学校給食センター･･･配送校：小学校3校、中学校2校

高岡学校給食センター･･･配送校：小学校2校、中学校1校

学校給食施設設備

維持管理事業

教育委員会

〈保健給食課〉

269,000

(237,000)

単独調理場及び学校給食センターでの安全で確実な給食実施と衛生面の向上

を図るため、施設の改修、工事と機器の更新を行います。

○事業内容

・設計業務委託 5,263

・調理器具賃貸借 59,239

・施設改修工事 86,339

・給食用備品購入 118,159
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重点項目２－１ みやざきっ子の育成

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

郷土の歴史ＰＲ事業

教育委員会

〈文化財課〉

4,416

(4,150)

歴史教育の機会を拡充し、子どもたちが郷土への理解と愛着をもてるよう「郷

土の歴史や偉人に関する学習」の推進を図ります。また、文化財や郷土の歴史

への理解、愛護意識を深めてもらうため、郷土をテーマとした講座やイベント

等を実施します。

また、国指定史跡「生目古墳群」について、｢南九州の古墳文化」として世界

文化遺産の登録を目標に県や関係市町と連携した勉強会や、生目古墳群をテー

マにしたイベントを行うとともに、世界遺産登録に向けたハンドブックを作成

します。

○事業内容

・出前授業の実施・授業者支援のための出張研修 325

・生目古墳群をPRする事業 363

・VR制作事業 2,070

・地域の文化財を紹介する事業 1,358

・ボランティアガイド謝金 300
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重点項目２－２ 地域力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

移住・定住支援事業

企画財政部

〈都市戦略課〉

120,300

(45,600)

本市への移住・定住の促進や人手不足の解消を図るため、東京圏をはじめ県

外からの一定の要件を満たす移住者に対し、移住支援金を支給します。

○主な事業内容

移住支援金の支給

① 2人以上の世帯 100万円/世帯

② 18歳未満の世帯が帯同する場合の加算額 100万円/世帯

③ 東京圏の単身世帯 60万円/世帯

④ (③以外の)東京圏、名古屋圏、大阪圏、福岡県の単身世帯 30万円/世帯

※東 京 圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県

名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県

大 阪 圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

○新
宮崎市移住センター

運営事業

企画財政部

〈都市戦略課〉

11,600

移住・定住の促進を図るため、宮崎市移住センターに移住コンシェルジュを

配置し、移住相談・受入体制のワンストップ化を図ります。また、様々な媒体

により移住に関する情報をきめ細かに発信します。

○主な事業内容

・移住相談対応、移住希望者向けイベントの開催

・ウェブサイトやＳＮＳ等による情報発信及び移住パンフレット等の作成

・移住者や関係団体との意見交換及びネットワークの構築

・移住後のフォローアップ

・移住支援金の申請受付

避難場所等環境整備

支援事業

危機管理部

〈危機管理課〉

4,000

(4,000)

地震・津波等の災害時における避難経路、指定緊急避難場所等の安全性及び

機能性を確保するため、環境整備を行う自治会・企業等に対して、整備に係る

費用の一部を助成します。

○補助内容

・補助金額…整備費の4/5以内、限度額：80万円

※ただし、津波浸水が想定される区域において新たに津波避難ビルとなる

ための外付け階段工事は限度額280万円

総合防災訓練事業

危機管理部

〈地域安全課〉

1,380

(4,500)

大規模災害発生時に備えて、市民の防災意識の高揚を図るとともに、防災関

係機関相互の協力体制を確立するため、住民及び関係機関の連携による防災訓

練を北消防署管内で実施します。
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重点項目２－２ 地域力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

防災情報啓発事業

危機管理部

〈地域安全課〉

2,390

(2,600)

災害時の重要な情報を市民に伝達するため、宮崎ケーブルテレビ及び宮崎サ

ンシャインエフエムと締結した協定に基づき、災害時に緊急放送を実施すると

ともに、平常時には、市民の防災意識の高揚を図るため、防災啓発番組の放送

を行います。

また、防災意識の向上を図るため、災害関連情報の入手方法や災害から命を

守る行動の内容を示した防災ハンドブックなどを作成し、各種イベントや出前

講座、防災訓練等において啓発活動を行います。

○新
防災士活動支援事業

危機管理部

〈地域安全課〉

戦略プロジェクト

1,000

地域防災力の向上を図るため、防災士の資格取得に係る費用を助成し、地域

の防災リーダーとなる人材を育成します。

また、防災士の地域での活動を活性化するため、「地域における活動実践」と

して、スキルアップ講座や防災士活動研修会を実施し、防災士の防災知識及び

地域住民との関係性の向上を図ります。

○防災士資格取得に係る費用の補助(8,000円）

・資格取得年度末時点で30歳～64歳の者

・「地域における活動実践」に参加することを誓約した者

防犯灯維持管理費

助成事業・防犯灯

工事費助成事業

地域振興部

〈地域コミュニティ課〉

54,900

(59,000)

安全で安心なまちづくりを目指すため、自治会が設置・維持管理する防犯灯

の工事費及び維持管理費の一部を助成し、地域の防犯活動を支援します。

○事業内容

※取替工事費及び新設工事費の補助額にはＬＥＤ加算(7,500円)を含む。

自治会活動の支援

地域振興部

〈地域コミュニティ課〉

182,922

(185,168)

市民が主役の市民のためのまちづくりを推進するため、住民の自主的な組織

である自治会に対して活動費等の一部を助成し、自治会活動の活性化を支援し

ます。

○主な事業内容

(1)自治会助成事業

・自治会補助金 167,783

1世帯につき1,800円の補助

・宮崎市自治会連合会運営補助金 11,280

運営費、研修費、地区連合会活動助成など

・県広報みやざき配布費補助金 3,156

(2)自治会加入促進事業

・自治会未加入対策補助金 522

1世帯増加につき1,800円の補助

補助の種類 1灯当たりの補助額 事業費

維持管理

費補助金

10Ｗ以下 1,560円/年

44,214
10Ｗを超え20Ｗ以下 1,800円/年

40Ｗ以上 2,600円/年

防犯灯保険料 全地区分 270,000円

取替工事費補助金 上限 13,300円 7,212

新設工事費補助金 上限 41,500円 3,446

廃灯工事費補助金 上限 2,000円 28

合計 54,900
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重点項目２－２ 地域力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

市民一斉清掃助成

事業

地域振興部

〈地域コミュニティ課〉

2,000

(1,900)

市民が主体となったまちづくりと地域の環境美化を推進するため、宮崎市自

治会連合会が主催する市民一斉清掃に係る経費の一部を支援します。

○事業内容

・開催日 令和5年11月12日(日)(予定)

・参加者数 約40,000人

○新
地域活動の

デジタル化推進事業

地域振興部

〈地域コミュニティ課〉

戦略プロジェクト

2,394

自治会の負担軽減や円滑な情報伝達を図るとともに、若い世代の自治会加入

を促進するため、市と自治会との連絡手段としてデジタルツールを活用するな

ど、地域活動のデジタル化を推進します。

○主な事業内容

・先進地視察 256

・連絡用デジタルツール(市と自治会)使用料 594

・スマートフォン操作研修を実施するための経費 632

場外車券売場周辺

環境整備助成事業

地域振興部

〈地域コミュニティ課〉

5,394

(2,870)

場外車券売場周辺の環境整備や地域活性化のため、サテライト宮崎から支払

われる協力金を活用し、地区住民が実施する事業に対して、必要経費の一部を

支援します。

○補助対象

・交通安全、防犯及び青少年の健全育成に係る事業

・河川浄化運動、地域美化運動などの環境・景観保全に係る事業

・地域コミュニティの活性化や公共的施設の建設など地域振興に寄与する

事業

場外舟券発売場周辺

環境整備助成事業

地域振興部

〈地域コミュニティ課〉

1,468

(1,463)

場外舟券発売場周辺の地域活性化のため、ミニボートピア宮崎から支払われ

る協力費を活用し、宮崎駅前地区自治会が主体となり実施する事業等に対して、

対象経費の一部を支援します。

○補助対象

・自治会、自治公民館運営費補助金を加算する事業

・場外舟券発売場周辺の地域振興及び地域活性化に寄与する事業

・宮崎駅前地区自治公民館に設置する備品購入費

自治公民館建設費

補助事業

地域振興部

〈地域コミュニティ課〉

14,190

(23,000)

地域コミュニティ活動の拠点である自治公民館の整備を推進するため、自治

公民館の増改築費、空調機器等設置費、借家料の一部を支援します。

○事業内容

区 分 事業費

増改築費補助：補助率1/2

(補助上限額600万円、事業費50万円以上対象)
7,897

空調機器等設置費補助：補助率1/2

(補助上限額100万円、事業費20万円以上対象)
5,333

借家料補助：補助率1/2

(補助上限額42万円、事業費6万円/年以上対象)
960

合 計 14,190
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重点項目２－２ 地域力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

自治公民館

活動推進事業

地域振興部

〈地域コミュニティ課〉

36,631

(35,390)

住民主体のまちづくりを推進するため、地域コミュニティ活動の拠点である

自治公民館の活動に対し、運営費を支援します。

○主な事業内容

・単位自治公民館運営費補助金 31,975

一館につき、館あり65,000円、館なし35,000円の補助

・各地区自治公民館連絡協議会運営費補助金 920

・宮崎市自治公民館連絡協議会運営費補助金 3,615

自治公民館備品整備

補助事業

地域振興部

〈地域コミュニティ課〉

1,000

(1,000)

地域コミュニティ活動の拠点である自治公民館の活性化を図るため、自治公

民館の備品整備費の一部を支援します。

○主な事業内容

・補助対象備品

机、椅子、机・椅子収納器具、ホワイトボードほか

・補助率 4/10

・補助金の上限額 10万円

地域事務所管理運営

事業

地域振興部

〈地域コミュニティ課〉

24,630

(24,782)

地域自治区の円滑な運営を行うため、10か所の地域事務所(中央東、中央西、

小戸、大宮、東大宮、大淀、大塚、檍、大塚台、生目台)の管理運営を行います。

○地域事務所の主な役割

・地域協議会業務：地域協議会の運営支援

・地域振興業務：地域まちづくり活動の支援や

地域の各種団体との連絡調整等

・窓口業務：各種証明書の発行等(6地域事務所)

地域協議会管理運営

事業

地域振興部

〈地域コミュニティ課〉

〈６地域センター〉

４総合支所

〈地域市民福祉課〉

11,867

(11,300)

地域住民の意見を市政に反映させるため、市に対して、提言や答申を行うと

ともに、地域課題の解決に向け、地域住民の意見調整や政策決定などを行うた

め、22の地域自治区ごとに住民の代表者で構成する地域協議会を運営します。

地域協議会 事業費 所管

中央東ほか9地域協議会 4,600 地域コミュニティ課

赤江地域協議会 573
赤江地域センター

本郷地域協議会 806

木花地域協議会 806 木花地域センター

青島地域協議会 650 青島地域センター

住吉地域協議会 780 住吉地域センター

生目地域協議会 532
生目地域センター

小松台地域協議会 400

北地域協議会 840 北地域センター

佐土原地域協議会 505 佐土原・地域市民福祉課

田野地域協議会 435 田野・地域市民福祉課

高岡地域協議会 380 高岡・地域市民福祉課

清武地域協議会 560 清武・地域市民福祉課

合計 11,867
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重点項目２－２ 地域力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

地域コミュニティ

活動交付金事業

(基礎交付金)

地域振興部

〈地域コミュニティ課〉

85,509

(85,796)

債務R5～R6

{85,509}

地域課題の解決に向けて取り組む地域まちづくり推進委員会に対して、地域

コミュニティ活動交付金(基礎交付金)を交付し、住民主体のまちづくりを推進

します。

○地域コミュニティ活動交付金活用事業の一例

・防犯・防災：防犯パトロール、子どもの見守り、防災訓練

・地域福祉 ：子育て支援、高齢者のふれあい

・環境 ：里山整備・保全、清掃活動、リサイクル活動

・その他 ：広報活動、夏祭り、史跡めぐりウォーキング大会

地域コミュニティ

活動交付金事業

(特例交付金)

地域振興部

〈地域コミュニティ課〉

908

（451）

債務R5～R6

{746}

地域の自立性を高め、まちづくりを持続可能なものとするため、地域まちづ

くり推進委員会に対して、地域版ふるさと納税を財源とする地域コミュニティ

活動交付金(特例交付金)を交付します。

地域コミュニティ

活動基金積立事業

地域振興部

〈地域コミュニティ課〉

82,527

(82,257)

地域自治区における住民主体のまちづくりを推進するため、地域活動に必要

な財源を基金へ積み立てます。

○積立金の内訳

・令和5年度積立額(基礎交付金分) 81,763

・令和5年度積立額(特例交付金分) 730

・令和5年度預金利子(見込) 34

地域まちづくり

推進委員会事務局

運営支援事業

地域振興部

〈地域コミュニティ課〉

80,851

(77,584)

地域コミュニティ活動交付金を活用し、地域活動を実践している地域まちづ

くり推進委員会の運営が円滑にできるようにするため、事務局運営費の補助を

行い、住民主体のまちづくりを推進します。

○補助の概要

・交付団体数 27団体

・補助対象経費 人件費及び事務費

地域応援！

アドバイザー派遣

事業

地域振興部

〈地域コミュニティ課〉

300

(540)

まちづくりの事業の継続性や実効性を高めるため、地域協議会や公立公民館、

地域まちづくり推進委員会等のまちづくりの関係者を対象に、市民活動センタ

ーと連携して、事前に登録した専門知識やノウハウを有する人材をアドバイザ

ーとして派遣し、公立公民館等の機能の向上及び、まちづくりに関わる人材を

育成します。

○事業活用例

・ファシリテーションや課題解決能力の向上に係る人材育成講座の構築

及び研修会の実施

・各種団体間のネットワークづくりやまちづくりに関する情報発信

・経営マネジメントや自主財源確保のノウハウの習得
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重点項目２－２ 地域力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

地域まちづくり協働

事業

地域振興部

〈地域コミュニティ課〉

400

(400)

住民ニーズや地域課題の解決に向け、地域まちづくり推進委員会が当該地域

の公立公民館等を活用し、公立公民館等と協働して事業に取り組む際に、補助

金を交付し、住民主体のまちづくりを推進します。

○補助の概要

・補助金額 1団体当たり10万円を上限

地域まちづくりの

あり方検討事業

地域振興部

〈地域コミュニティ課〉

戦略プロジェクト

3,100

平成18年1月に導入した地域自治区制度における取組を踏まえ、今後の地域

まちづくりのあり方を検討するため、有識者や地域団体の関係者による会議や

市民アンケート等を実施します。

◯事業内容

・地域まちづくりのあり方検討会の実施

・市民アンケートの実施(対象者3,000人)

はたちの集い

開催事業

地域振興部

〈地域コミュニティ課〉

戦略プロジェクト

7,280

(7,250)

20歳の節目を地域で祝うため、中学校区ごとに、地域住民の手による温かみ

溢れる式典を開催します。なお、「はたちの集い」は中学校区ごとに参加するこ

とを原則としますが、都合により中学校区の式典に参加されない方を対象とし

たオープン会場を新たに設置します。

○はたちの集い(旧成人式)

・開催日：令和6年1月1日から成人の日の期間で、地区ごとに日程を設定

・会 場：公立中学校体育館、公立公民館等

○新中学校区に捉われないオープン会場
・開催日：令和6年1月8日(予定)

・会 場：宮崎市民プラザ

公立公民館等

管理運営費

地域振興部

〈地域コミュニティ課〉

〈３地域センター〉

４総合支所

〈地域市民福祉課〉

291,864

(272,325)

生涯学習及び地域コミュニティ活動の推進を図るため、その拠点施設として、

公立公民館等の管理運営を行います。

○対象の施設数

・公立公民館等 31館

(宮崎18館、佐土原4館、田野6館、高岡1館、清武2館)

＜内訳＞

・地域コミュニティ課 203,850

・赤江地域センター 18

・青島地域センター 10

・北地域センター 10

・佐土原・地域市民福祉課 33,686

・田野・地域市民福祉課 17,400

・高岡・地域市民福祉課 15,030

・清武・地域市民福祉課 21,860
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重点項目２－２ 地域力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

公立公民館等

施設設備改善事業

地域振興部

〈地域コミュニティ課〉

116,450

(137,925)

公立公民館等において、施設の長寿命化及び「生涯学習と地域活動の拠点」

としての充実を図るため、施設の改修工事等を行います。

○事業内容

・高岡地区農村環境改善センター 2,200

多目的ホール特定天井改修工事実施設計業務委託

・田野公民館・田野地区農村環境改善センター 36,000

多目的ホール特定天井改修工事

・赤江公民館 60,000

外壁及び屋上防水改修工事

・生目南公民館ほか3館 16,000

多目的ホールＬＥＤ照明更新工事

・各公立公民館等 2,250

トイレ洋式化工事ほか

公立公民館等

長寿命化改修事業

地域振興部

〈地域コミュニティ課〉

222,250

(15,300)

「宮崎市公立公民館等整備及び長寿命化計画」の方針に基づき、建築後40年

を目途に、必要な施設機能等の見直しを行い、「生涯学習と地域活動の拠点」と

しての充実を図るため、施設の長寿命化改修工事を行います。

○対象施設

・大宮公民館

○事業内容

・長寿命化改修工事

市民活動支援基金

積立・活用事業

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

4,435

(9,673)

ボランティア活動等の市民活動を推進するため、前年中の寄附金と同額を市

が上乗せ(マッチングギフト方式)して積み立てた「市民活動支援基金」を活用

し、市民活動を行う団体を財政面から支援します。

○基金積立事業 1,435

(内訳)前年の寄附額 710

市の上乗せ額 710

基金利子 15

○基金活用事業 3,000

(内訳)市民活動団体への補助(始業期、成長期) 3,000

市民活動センター

指定管理料

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

28,519

(26,991)

市民活動の活性化を図るため、ボランティア活動等の総合的な支援の拠点と

なる「市民活動センター」を指定管理により運営します。

○市民活動センター(市民プラザ3階)の概要

・指定管理者 (特非)宮崎文化本舗

・指定期間 平成31年4月～令和6年3月
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重点項目２－２ 地域力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

市民活動保険

運営事業

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

1,183

(1,453)

市民が安心して市民活動に参加できるよう、活動中の不慮の事故に備え「市

民活動保険制度」(傷害補償・賠償責任補償)を運用します。

○制度の概要

・補償対象者 市民若しくは市民活動の拠点が市内にある人

・補償の対象となる活動

＊3人以上で構成された団体による、継続的・計画的な活動であること

＊無報酬で広く公共の利益を追求する自発的な活動であること

災害ボランティア
センター設置・運営
支援事業

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

550

(550)

大規模災害発生時に設置される災害ボランティアセンターの設置・運営訓練

及びセンターで使用する資機材の整備・点検等の費用を助成するほか、センタ

ーにおいて災害現場とボランティアのコーディネートを担う災害時救援ボラン

ティアコーディネーターの養成講座を実施します。

○事業の概要

・災害ボランティアセンター支援体制検討会議(宮崎市社会福祉協議会、市民

活動センター、ＳＶＣみやざき、宮崎市)の運営費補助

・災害時救援ボランティアコーディネーター養成講座の実施

災害時救援

ボランティア

コーディネーター

みやざき補助事業

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

660

(660)

大規模災害発生時に設置される災害ボランティアセンターにおいて、災害現

場とボランティアのコーディネートを担う災害時救援ボランティアコーディネ

ーターみやざき(ＳＶＣみやざき)の運営費の一部を助成します。

○ＳＶＣみやざきの概要

・平成17年10月設立

・会員数261人 (令和4年4月現在)

青島地域利便性向上

事業

地域振興部

〈青島地域センター〉

2,000

(1,700)

地域の利便性向上のため、青島地域で高齢者等の移動課題に取り組んでいる

団体に対し、助成します。

○事業実施主体：青島地域振興協議会

○財源：宮崎市大字折生迫財産区からの繰入金

共同利用施設管理

事業

環境部

〈環境政策課〉

6,071

(5,851)

空港周辺住民の航空機騒音対策として設置した共同利用施設7館の適切な運

営管理を行います。

○事業内容

・共同利用施設管理費 4,120

・共同利用施設指定管理料 1,951

・指定期間 令和3年4月～令和8年3月

○対象施設及び指定管理者

対象施設 指定管理者

月見ケ丘センター 月見ケ丘南自治会

南赤江センター 赤江自治会

津和田センター 津和田自治会

月見ケ丘６次センター 月見ケ丘第６区自治会

ひえだセンター ひえだ第一苑自治会

空港南センター 空港苑自治会

柳籠センター 恒久柳籠自治会
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重点項目２－２ 地域力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

○新
共同利用施設

長寿命化改修事業

環境部

〈環境政策課〉

2,666

「宮崎市公共施設等総合管理計画」の方針に基づき、空港周辺住民の航空機

騒音対策として設置した共同利用施設の長寿命化を図るための改修工事を行い

ます。

令和5年度は、共同利用施設南赤江センターの外壁等改修工事を実施します。

○共同利用施設南赤江センターの概要

竣工：昭和53年11月30日 構造：ＲＣ造1階建

延床面積：162.47㎡ 指定管理者：赤江自治会

みやざき

健康ふくしまつり

補助事業

福祉部

〈福祉総務課〉

健康管理部

〈保健医療課〉

4,665

(4,665)

福祉・医療・健康づくり団体やボランティアと協力して、市民に健康づくり

や福祉について考える機会を提供するとともに、保健・医療・福祉関係団体等

との交流を通して相互理解を深めるため、みやざき健康ふくしまつり実行委員

会に対し、まつりの実施に係る費用の一部を助成します。

○まつりの概要

・助成対象 みやざき健康ふくしまつり実行委員会

・主な内容 福祉団体等による買い物・グルメコーナー

体験コーナー・プレイコーナー・ステージイベント

健康づくりコーナー 等

【令和4年度実績】

・開 催 日 令和4年11月3日(木・祝)

・場 所 フローランテ宮崎

・参加団体 45団体

・来場者数 8,113人

宮崎特攻基地慰霊祭

補助事業

福祉部

〈福祉総務課〉

300

(300)

恒久平和の大切さについて認識を深めるため、「宮崎特攻基地慰霊碑」におけ

る慰霊祭に係る費用を助成します。

・助成対象 宮崎特攻基地慰霊祭実行委員会

・宮崎特攻基地慰霊碑 (赤江地区)

昭和58年3月建立、799柱 合祀

宮崎県・市町村

災害時安心基金

支援金事業

福祉部

〈福祉総務課〉

850

(850)

被災者支援に資するため、市内で発生した自然災害により住家に著しい被害

を受けた被災世帯に対し、平成19年度に宮崎県と県内市町村が共同で設置した

宮崎県・市町村災害時安心基金から支援金を交付します。

○主な事業内容

・対 象 著しい被害を受けた住家に居住していた世帯の世帯主

・手 段 世帯主へ交付

・支援金 全壊20万円、大規模半壊15万円、中規模半壊・半壊10万円

小規模災害援護事業

福祉部

〈福祉総務課〉

900

(900)

被災者支援に資するため、市内で発生した火災や自然災害により家族を亡く

された遺族や、住家に被害を受けた被災世帯に対し、弔慰金及び見舞金を支給

します。

○主な事業内容

・対 象 遺族又は住家に被害を受けた世帯

・手 段 遺族又は被災世帯の世帯主へ支給

・支援金 弔慰金(死亡10万円) 見舞金(全壊・全焼 5万円、

半壊・半焼 3万円、床上浸水・部分焼等 1万円)
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重点項目２－２ 地域力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

宮崎市

社会福祉事業団

補助事業

福祉部

〈福祉総務課〉

49,890

(52,365)

市民福祉の向上を推進するため、障がい児(者)の診療・相談・通園等の各事

業を実施する(社福)宮崎市社会福祉事業団に対し、法人運営費の一部を助成し

ます。

宮崎市

社会福祉協議会

補助事業

福祉部

〈福祉総務課〉

208,139

(199,479)

地域福祉の推進を図り、健康で安心して暮らせる豊かな地域づくりを進める

ため、(社福)宮崎市社会福祉協議会に対し、事務局の運営費の一部を助成しま

す。

また、「宮崎市心身障がい者福祉会館」の運営費の一部を助成します。

地域福祉活動推進

補助事業

福祉部

〈福祉総務課〉

52,500

(53,000)

地域福祉活動を推進するため、(社福)宮崎市社会福祉協議会が行う以下の事

業に係る費用の一部を助成します。

○地区社会福祉協議会の費用に対する支援

地域の状況に応じた地域福祉活動を推進するため、地域福祉ニーズの把握

や住民への福祉啓発、地域福祉ボランティアの養成などを行う地区社会福祉

協議会の運営・活動に係る費用の一部を助成します。

○地区社会福祉協議会の活動に対する支援

(社福)宮崎市社会福祉協議会本所内に各地区担当職員を配置し、地区社会

福祉協議会の運営・活動をサポートするほか、佐土原・田野・高岡・清武の

支所において、地区社会福祉協議会と同様の役割を担います。

・地区社会福祉協議会 19地区(旧宮崎市域)

福祉総務施設管理費

福祉部

〈福祉総務課〉

5,000

(5,800)

地域の福祉活動推進等の拠点施設として、高齢者、障がい者等の利用者の安

全安心の確保及び施設機能の維持保全を図るため、必要な修繕を行います。

○事業内容

・総合福祉保健センター各種修繕 2,060

・佐土原地域福祉センター各種修繕 1,340

・田野総合福祉館各種修繕 800

・清武総合福祉センター各種修繕 800

総合福祉相談

補助事業

福祉部

〈福祉総務課〉

977

(977)

地域住民が安心して暮らすことができる福祉のまちを目指し、住民のニーズ

を反映した総合的福祉サービスを推進するため、(社福)宮崎市社会福祉協議会

が実施する総合福祉相談事業のうち弁護士費用の一部を助成します。

・相談件数 578件(令和3年度)
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重点項目２－２ 地域力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

見守りネット台帳

整備補助事業

福祉部

〈福祉総務課〉

1,000

(1,000)

民生委員・児童委員による在宅の高齢者・障がい者等の見守り活動を支援す

るため、(社福)宮崎市社会福祉協議会が実施する見守りネット台帳整備事業の

管理費用の一部を助成します。

・台帳登録者 7,994人(令和4年3月末)

総合福祉

保健センター等

指定管理料

福祉部

〈福祉総務課〉

173,840

(172,408)

地域福祉の推進や障がい者・高齢者の福祉増進を図るため、指定管理者制度

を活用し、拠点施設である総合福祉保健センター等の適切な管理運営を行いま

す。

○各福祉センターの指定管理状況

各福祉センター

花山手 佐土原 田野 清武

民生委員活動費

福祉部

〈福祉総務課〉

101,000

(106,000)

地域福祉の向上を図るため、地域住民の福祉等に関する相談・援助活動に携

わる民生委員・児童委員の活動や研修に係る費用を助成します。

○主な事業内容

・民生委員・児童委員に対する活動費補助金 91,240

・民生委員児童委員協議会に対する運営費補助金 9,116

○定数 (令和4年12月1日～令和7年11月30日の委嘱期間)

・民生委員・児童委員定数 740人

(うち 主任児童委員定数 54人)

施 設 名 指定管理者・指定期間・指定管理料

総合福祉保健センター

(花山手)

指定管理者 (社福)宮崎市社会福祉協議会

指定期間 令和3年4月～令和8年3月

指定管理料 87,604

佐土原地域福祉センター

指定管理者 (社福)宮崎市社会福祉協議会

指定期間 令和3年4月～令和8年3月

指定管理料 15,571

田野総合福祉館

指定管理者 (社福)宮崎市社会福祉協議会

指定期間 令和3年4月～令和8年3月

指定管理料 37,496

清武総合福祉センター

指定管理者 (社福)宮崎市社会福祉協議会

指定期間 令和4年4月～令和8年3月

指定管理料 33,169
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重点項目２－２ 地域力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

総合福祉

保健センター等

改修事業

福祉部

〈福祉総務課〉

113,000

(289,000)

地域の福祉活動推進等の拠点施設として、高齢者、障がい者等の利用者の安

全安心の確保及び施設機能の維持保全を図るため、施設の設備更新・改修等を

行います。

○事業内容

・総合福祉保健センター外壁等改修工事

・総合福祉保健センター電話設備更新設計業務委託

被災者生活再建支援

事業

福祉部

〈福祉総務課〉

15,000

(15,000)

国の被災者生活再建支援制度が適用される規模の自然災害が発生し、本市の

被災状況では本制度の適用対象とならなかった場合に、当該災害により住家に

著しい被害を受けた被災者の生活再建を支援するため、被災世帯の世帯主に対

して、平成19年度に宮崎県と県内市町村が共同で設置した宮崎県・市町村災害

時安心基金から支援金を交付します。

平和の資料継承事業

福祉部

〈福祉総務課〉

1,300

(2,000)

地域に残る歴史的な戦争遺跡を市民全体へ周知するとともに、若年層の恒久

平和についての認識と理解を深め、風化が懸念されている戦争の記憶と平和へ

の思いを次世代に伝えるため、地域の方々が主体となって開催する資料展等に

係る費用を助成します。

○主な事業内容

・宮崎特攻基地資料展資料作成費用助成

・巡回資料展資料作成費用助成

○新
災害時要配慮者支援

事業

福祉部

〈福祉総務課〉

戦略プロジェクト

7,400

災害時要配慮者の避難支援の取組をさらに進めるため、避難行動要支援者の

個別避難計画作成を進めるとともに、地域の避難支援等関係者や関係機関との

連携強化を図ります。

○主な事業内容

・個別避難計画の作成（介護支援専門員等が所属する事業所へ委託）

・要配慮者避難支援協議会(仮称)の設置

敬老祝い関連事業

福祉部

〈福祉総務課〉

31,400

(87,300)

長年にわたり社会に貢献してこられた高齢者に敬意を表するとともに、生き

がいづくりを支援するため、長寿を祝う敬老祝い関連事業を実施します。

○事業内容

・敬老祝金支給事業 24,400

令和5年9月15日時点で88歳を迎えられる方へ敬老祝金を贈ります。

・百歳長寿祝品贈呈事業 7,000

令和5年度に100歳を迎えられる方へ祝状及び祝品を贈ります。

(単位：千円)
基礎支援金

(住宅の被害程度)

建設・購入 2,000 3,000
補修 1,000 2,000

賃貸(公営住宅を除く) 500 1,500
建設・購入 2,000 2,500
補修 1,000 1,500

賃貸(公営住宅を除く) 500 1,000
建設・購入 1,000 1,000
補修 500 500

賃貸(公営住宅を除く) 250 250
※世帯人数が１人の場合は、各該当欄の金額の3/4の額

大規模半壊 500

中規模半壊 －

加算支援金 支援額
計（住宅の再建方法）

全壊
解体

長期避難
1,000
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重点項目２－２ 地域力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

敬老バス事業

福祉部

〈福祉総務課〉

263,280

(270,000)

高齢者の社会参加や生きがいづくり、健康づくりにつながる外出を支援する

ため、下記のサービスを提供します。

○事業内容

・敬老バスカの交付 262,880

宮崎交通(株)に委託して、70歳以上の高齢者が1乗車100円でバスの利

用ができる敬老バスカを発行します。

・悠々パス購入補助 400

65歳以上70歳未満の方に対し、宮崎交通(株)が発行する悠々パスの購入

費の一部を助成します。

金婚祝賀会事業

福祉部

〈福祉総務課〉

佐土原総合支所

田野総合支所

高岡総合支所

〈地域市民福祉課〉

3,389

(3,331)

結婚以来50年、苦楽をともにしてこられたご夫妻の金婚をお祝いし、今後の

円満な生活と長寿を願い祝賀会を開催します。

○事業概要

宮崎(清武含む) 2,600 佐土原 358 田野 210 高岡 221

対 象 者 昭和48年に結婚したご夫妻

昭和47年に結婚し、令和4年度に参加できなかったご夫妻

開催予定 10月～12月

老人クラブ活動

助成事業

福祉部

〈福祉総務課〉

23,353

(23,773)

高齢者の社会参加を支援するため、社会奉仕や教養講座の開催、健康増進な

ど、自らの生きがいづくりや健康づくりを進め、地域を豊かにする活動を定期

的に実施する老人クラブに対し、活動費の一部を助成します。

また、老人クラブ活動がより一層活性化するように、老人クラブ連合会が行

う事業を支援します。

○主な事業内容

・宮崎市老人クラブ連合会の運営費及び事業費の助成

・老人クラブの活動費や結成費用の助成

・若手人材育成と会員拡大に向けた事業費の助成
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重点項目２－２ 地域力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

老人福祉センター等

整備事業

福祉部

〈福祉総務課〉

2,700

(3,000)

老人福祉施設等の利用者の安全安心の確保及び施設機能の維持保全を図るた

め、必要な改修等を行います。

○主な事業内容

・古城老人いこいの家ガス給湯器更新工事

・南部老人福祉センターファンコイルユニット取替工事

・赤江老人福祉センター床張り替え工事

生きがい支援施設

管理運営

福祉部

〈福祉総務課〉

81,755

(83,895)

高齢者の健康づくりや趣味活動を通じた健康増進、介護予防を図るため、そ

の交流の場を提供し、ふれあいづくりを支援します。

○老人福祉センター(南部・赤江)、老人いこいの家(住吉・古城)及び

赤江運動広場

・指定管理者 (社福)宮崎市社会福祉事業団

・指定管理料 53,365

・指定期間 令和3年4月～令和8年3月

○北部老人福祉センター

・指定管理者 シダックス大新東ヒューマンサービス㈱ 九州・沖縄支店

・指定管理料 17,490

・指定期間 令和3年4月～令和8年3月

※青少年プラザとの複合施設

○大塚台地域福祉コミュニティセンター

・指定管理者 大塚台地区社会福祉協議会

・指定管理料 1,702

・指定期間 令和3年4月～令和8年3月

○高岡老人福祉館「百寿荘」

・指定管理者 (社福)慶明会

・指定管理料 7,924

・指定期間 令和3年4月～令和8年3月

○内海やっこ荘

・市 直 営

・事 業 費 1,274

高齢者移動安全確保

事業

福祉部

〈福祉総務課〉

3,400

(2,600)

高齢者が自動車運転免許証を返納した後でも、安心して生活を送れるよう、

宮崎交通(株)の販売する「悠々パス」の購入費用の助成や「敬老バスカ」への

特典付与を行います。

○事業内容

・悠々パス購入費用の一部助成 195

65歳以上70歳未満の方が、免許証の自主返納後に悠々パス(※1)を購入

又は、更新する場合の費用の一部を助成します。

・敬老バスカへの特典付与 3,205

70歳以上の方に対し、免許証の自主返納後に敬老バスカ(※2)へ乗車運賃

として利用できる交通系電子マネーを特典として付与します。

※1 宮崎交通㈱が販売し、格安で県内路線バスが利用できる高齢者用定期券

※2 宮崎市が実施し、1乗車100円で市内発着の路線バスが利用できる制度
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重点項目２－２ 地域力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

ふれあい会食補助

事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

3,900

(4,200)

地域住民の交流を深め、高齢者の閉じこもり防止や生きがいづくりを推進す

るため、地区社協・民生委員児童委員協議会・自治会組織等、地域で活動する

団体が実施する介護予防に関する健康運動やレクリエーション等を取り入れた

会食会の開催を支援します。

○事業内容

・補 助 対 象 (社福)宮崎市社会福祉協議会

・開催(補助)予定 400回

シニア応援

ボランティア事業

福祉部

〈地域包括ケア推進課〉

【介護保険特会】

6,052

(6,052)

福祉施設等でのボランティア活動や地域の通いの場への付き添い等に対して

ポイントを付与し、ポイントに応じて商品券を交付することで、地域貢献や社

会参加を促すとともに、健康増進を図ります。

○対 象 65歳以上の高齢者

○活動場所 高齢者・児童・障がい者施設 等

○活動内容 話し相手、傾聴、囲碁・将棋等の相手、催事の手伝い、施設内

の掃除や植栽の手入れ、外出支援(通いの場等への付き添い)等

佐土原藩歴史交流

事業

佐土原総合支所

〈地域市民福祉課〉

1,210

(1,390)

地域の活性化と佐土原藩時代の先人の足跡や郷土の歴史を後世に伝えるた

め、歴史的交流があった地域との相互交流を図り、佐土原藩に縁のある地域イ

ベントの開催を支援します。

交流都市：秋田県大仙市、鹿児島県垂水市、鹿児島県日置市

○主な事業内容

・「さどわら・きょうわ有縁交流」

大仙市訪問団の受入 令和5年10月(予定)

・「島津太鼓フェスティバル」

開催日 令和6年2月(予定)

場 所 佐土原歴史資料館「鶴松館」

主 催 島津太鼓フェスティバル実行委員会

・「旧佐土原藩十ヶ町村四半的弓道大会」

開催日 令和5年10月(予定)

場 所 佐土原武道館

主 催 四半的弓道佐土原協会

一ツ瀬川花火大会

開催支援事業

佐土原総合支所

〈地域市民福祉課〉

3,400

(3,400)

地域の活性化を図るため、一ツ瀬川を挟んで隣接する新富町と合同で行われ

る「一ツ瀬川花火大会」の開催を支援します。

○「一ツ瀬川花火大会」の概要

開催日 令和5年11月(予定)

場 所 一ツ瀬川日向大橋下河川敷

主 催 一ツ瀬川花火大会実行委員会
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重点項目２－２ 地域力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

久峰公園さくら

まつり開催支援事業

佐土原総合支所

〈地域市民福祉課〉

1,900

(2,000)

市民の憩いの場である久峰総合公園の桜を楽しんでもらいながら、佐土原町

域の伝統文化や地場産品をＰＲする「久峰公園さくらまつり」の開催を支援し

ます。

○「久峰公園さくらまつり」の概要

開催日 令和5年4月上旬(予定)

場 所 久峰総合公園

主 催 久峰公園さくらまつり実行委員会

佐土原夏まつり等

開催支援事業

佐土原総合支所

〈地域市民福祉課〉

1,090

(1,090)

地域の活性化を図るため、伝統文化の継承や人々の交流を目的とした地域主

体で行われる「佐土原夏まつり」等の開催を支援します。

○「佐土原夏まつり」の概要 559

開催日 令和5年7月中旬(予定)

場 所 佐土原町上田島本町通り周辺

主 催 佐土原夏まつり実行委員会

○その他のまつりの概要

・佐土原花しょうぶまつり 400

開催日 令和5年6月上旬(予定)

場 所 鶴松館園内

主 催 佐土原花しょうぶまつり実行委員会

・古月禅師生誕まつり 36

開催日 令和5年8月下旬(予定)

場 所 佐賀利地区

主 催 佐賀利地区

・佐野原聖地まつり 45

開催日 令和5年10月上旬(予定)

場 所 佐野原聖地

主 催 佐野原聖地保存会

・宝塔山公園桜まつり 50

開催日 令和6年3月下旬(予定)

場 所 宝塔山公園

主 催 宝塔山公園桜まつり実行委員会
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重点項目２－２ 地域力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

城の駅管理運営事業

佐土原総合支所

〈地域市民福祉課〉

6,059

(6,031)

佐土原町域の活力ある地域づくりを推進するため、史跡等の歴史文化情報の

発信や、地域の特産品・農作物等の販売の場として、市民交流の拠点となる宮

崎市城の駅(佐土原いろは館)の管理運営を行います。

○事業内容

・指定管理料 5,711

指定管理者 (特非)ドンと佐土原まちおこし隊

指定期間 令和3年4月～令和6年3月

・城の駅管理運営費 348

さどわら

健康ふくしまつり

開催支援事業

佐土原総合支所

〈地域市民福祉課〉

275

(275)

地域福祉活動に対する住民の理解を深め、地域福祉の充実･発展を図るため、

佐土原町域のボランティア団体等が連携して実施する「さどわら健康ふくしま

つり」の開催を支援します。

○「さどわら健康ふくしまつり」の概要

開催日 令和5年11月上旬(予定)

場 所 佐土原地域福祉センター

主 催 さどわら健康ふくしまつり実行委員会

佐土原総合文化

センター管理運営費

佐土原総合支所

〈地域市民福祉課〉

68,793

(55,000)

芸術文化の振興及び生涯学習・地域コミュニティ活動の拠点施設として市民

が快適に利用できるよう、佐土原総合文化センターの適切な管理運営を行いま

す。

○施設の概要

大ホール、楽屋、ギャラリー、活動室(小ホール)、研修室、和室、

調理実習室、洋室、創作室、視聴覚室、情報研修室

佐土原総合文化

センター設備等

改修事業

佐土原総合支所

〈地域市民福祉課〉

70,000

(48,000)

芸術文化の振興及び生涯学習・地域コミュニティ活動の拠点施設として市民

が快適に利用できるよう、佐土原総合文化センターの施設整備や長寿命化を計

画的に実施し、適切な公共施設サービスの提供を行います。

○改修内容

・大ホール調光操作卓更新 39,479

・ＬＰガス供給設備更新 8,351

・熱源器改修 8,230

・舞台吊り物改修 13,940

○新
島津入城４２０年

記念事業

佐土原総合支所

〈地域市民福祉課〉

2,000

次世代への歴史・文化の継承及び地域活性化を図るため、徳川家康公から佐

土原藩の統治を命ぜられた島津以久（ゆきひさ）公が、鹿児島県垂水市から初

代藩主として、佐土原城に移り住んだ年から令和6年2月で420年の節目の年

となることを記念して実施される「島津入城４２０年記念事業」の開催を支援

します。

○「島津入城４２０年記念事業」の概要

開催日 令和6年2月(予定)

場 所 佐土原歴史資料館「鶴松館」、城の駅等

主 催 島津入城４２０年記念イベント実行委員会

○主な事業内容

・武者行列 ・薩摩日置鉄砲隊演武 ・鎧兜作成教室 ・地場産品の販売

・島津太鼓フェスティバル ・垂水フェア（城の駅） 等
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重点項目２－２ 地域力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

田野町

ふるさとまつり

開催支援事業

田野総合支所

〈地域市民福祉課〉

2,200

(2,400)

郷土への愛着を育み地域活性化を図るため、地域住民と各種団体で組織され

た実行委員会が主催する「田野しっちゃが祭り(田野町ふるさとまつり)」の開

催を支援します。

○「田野しっちゃが祭り(田野町ふるさとまつり)」の概要

開催日 令和5年7月(予定)

場 所 田野総合支所周辺

主 催 田野しっちゃが祭り実行委員会

田野町

太鼓フェスティバル

開催支援事業

田野総合支所

〈地域市民福祉課〉

8,000

(8,500)

雨太鼓・棒踊り等の伝統芸能の継承と継承活動を行う保存会等の活性化を図

るため、「田野町太鼓フェスティバル」の開催を支援します。

○「田野町太鼓フェスティバル」の概要

開催日 令和5年8月(予定)

場 所 田野運動公園

主 催 田野町太鼓フェスティバル実行委員会

田野春の芸能まつり

開催支援事業

田野総合支所

〈地域市民福祉課〉

450

(480)

地域住民の文化芸術に対する理解を深めるとともに、市民文化活動の活性化

を図るため、「田野春の芸能まつり」の開催を支援します。

○「田野春の芸能まつり」の概要

開催日 令和5年4月(予定)

場 所 田野文化会館

主 催 宮崎市芸術文化連盟田野支部

たの

健康ふくしまつり

開催支援事業

田野総合支所

〈地域市民福祉課〉

157

(157)

ともに支え合い、安心して暮らせる地域社会の実現を目指すとともに、地域

住民の健康と福祉に対する理解を深めるため、各種団体で構成された実行委員

会が主催する「たの健康ふくしまつり」の開催を支援します。

○「たの健康ふくしまつり」の概要

開催日 令和5年10月(予定)

場 所 田野総合福祉館等

主 催 たの健康ふくしまつり実行委員会

主な内容 健康づくりコーナー

福祉用具展示

各種体験コーナー
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重点項目２－２ 地域力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

田野地域ふれあい

交流開催支援事業

田野総合支所

〈地域市民福祉課〉

160

(170)

地域の高齢者との世代間交流を深めるとともに、地域の活性化を図るため、

各種団体で構成された実行委員会が主催する「田野地域ふれあい交流」の開催

を支援します。

○「田野地域ふれあい交流」の概要

開催日 令和5年9月(予定)

場 所 田野文化会館

主 催 田野地域ふれあい交流実行委員会

田野町域一斉清掃

事業

田野総合支所

〈地域市民福祉課〉

474

(474)

生活環境の向上を図るとともに、地域の連携を深めるため、田野町域の住民

が一体となって、地域の道路などの一斉清掃を行います。

○「田野町域一斉清掃」の概要

開催日 令和5年8月(予定)

場 所 田野町域

主 催 田野地区自治公民館連絡協議会

田野物産センター等

指定管理料

田野総合支所

〈農林建設課〉

1,494

（1,494)

田野町域の活力ある地域づくりを推進するため、道路利用者へのサ－ビス向

上を図りながら、地域の特産品や農作物等の販売・ＰＲの場として、田野物産

センタ－「みちくさ」と道の駅田野総合案内施設の管理運営を行います。

○事業内容

・指定管理者 (有)田中漬物

・指定期間 平成31年4月～令和6年3月

高岡

ふくしの集い

開催支援事業

高岡総合支所

〈地域市民福祉課〉

169

(169)

ボランティア団体等の活動を住民に紹介して理解を深め、安心して暮らすこ

とができる福祉のまちづくりを目指すため、「高岡ふくしの集い」の開催を支援

します。

○「高岡ふくしの集い」の概要

開催日 令和5年11月(予定)

場 所 高岡福祉保健センター「穆園館」

主 催 高岡ふくしの集い実行委員会

高岡地域活性化事業

高岡総合支所

〈地域市民福祉課〉

1,255

(1,500)

高岡町域の活性化を図るため、寄附金を原資として各種事業を行います。

○事業内容

・高浜大梅の実証実験業務委託 25

・島津めぐり事業 30

・特産品開発事業 300

・たかおか産業まつり開催事業 700

・人材育成事業 200
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重点項目２－２ 地域力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

高岡交流プラザ

管理運営事業

高岡総合支所

〈地域市民福祉課〉

21,470

(21,383)

高岡西部地区の魅力あるまちづくりを推進するため、防災機能を兼ね備えた

高岡交流プラザの管理運営を行います。

○高岡交流プラザ指定管理料 21,063

・指定管理者 (株)ＮＰＫ

・指定期間 平成31年4月～令和6年3月

○高岡交流プラザ管理運営費

・設備修繕等 407

高岡地域振興

イベント補助事業

高岡総合支所

〈地域市民福祉課〉

1,000

(900)

高岡町域の魅力を発信するため、歴史的・文化的な行事やスポーツ大会の開

催を支援します。

○事業概要

・月知梅うめまつり 200

開催日 令和6年2月上旬～下旬(予定)

場 所 月知梅公園

主 催 月知梅うめまつり実行委員会

・月知梅うめまつり剣道大会 600

開催日 令和6年2月下旬(予定)

場 所 天ケ城公園体育館

主 催 月知梅うめまつり剣道大会実行委員会

・去川大イチョウまつり 200

開催日 令和5年11月(予定)

場 所 去川大イチョウほか

主 催 去川大イチョウまつり実行委員会

天ケ城

開門さくらまつり

開催支援事業

高岡総合支所

〈地域市民福祉課〉

8,450

(8,450)

地域の活性化を図るため、「天ケ城開門さくらまつり」の開催を支援します。

○「第16回天ケ城開門さくらまつり」の概要

期 間 令和5年3月末～4月上旬(予定)

場 所 天ケ城公園

主 催 天ケ城開門さくらまつり実行委員会

交流プラザきよたけ

指定管理料

清武総合支所

〈地域市民福祉課〉

400

(500)

地域の活性化を図るため、市民の交流促進、地域特産品の展示・販売及び観

光情報の発信の場を指定管理者に委託し、施設の適正な管理運営を行います。

○事業内容

・指定管理者 (株)四季の夢

・指定期間 令和2年4月～令和7年3月

きよたけ郷土祭り

開催支援事業

清武総合支所

〈地域市民福祉課〉

5,700

(6,000)

清武町域の活性化を図り、地域の交流や絆を深めることを目的に、地域住民

や学生、各種団体等が主体となって実施している「きよたけ郷土祭り」の開催

を支援します。

○「きよたけ郷土祭り」の概要

・開催日 令和5年7月15日、16日(予定)

・場 所 岡ノ下公園等

・主 催 きよたけ郷土祭り実行委員会
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重点項目２－２ 地域力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

安井息軒梅まつり

補助事業

清武総合支所

〈地域市民福祉課〉

646

(680)

郷土の偉人である安井息軒の偉業や清武町域の歴史・文化を紹介するために

実施している「安井息軒梅まつり」の開催を支援します。

○「安井息軒梅まつり」の概要

・開催日 令和6年2月11日(予定)

・場 所 安井息軒旧宅等

・主 催 安井息軒梅まつり実行委員会

○新
交流プラザきよたけ

施設設備更新事業

清武総合支所

〈地域市民福祉課〉

2,356

交流プラザきよたけの老朽化した設備を更新し、施設の適正な管理運営を行

います。

○主な事業内容

・冷蔵ショーケース2台の更新

非常備消防活動事業

消防局

〈総務課〉

280,000

(298,850)

「自分たちのまちは自分たちで守る」という郷土愛護の精神のもと、地域防

災の一翼を担う消防団の育成強化、消防団員の処遇改善を図ります。

○主な事業内容

・消防団員の年額報酬

・出動や研修等に対する出動報酬

・消防団員の装備品及び資機材の購入

消防音楽隊活動事業

消防局

〈総務課〉

10,900

(10,900)

演奏活動を通して消防団活動のＰＲを行い、市民への防火意識の啓発や消防

団員の加入促進を図ります。

○主な事業内容

・消防団員の年額報酬

・演奏活動等に対する出動報酬

・音楽隊隊員の被服、備品等の購入

女性消防団活動事業

消防局

〈総務課〉

8,600

(8,600)

各種行事等で消防団活動のＰＲを行い、消防団員の確保を図るとともに、防

災劇等を通じて市民への防火・防災に対する啓発を行います。また、市民に対

し応急手当の普及活動を行い、救命率の向上を図ります。

○主な事業内容

・消防団員の年額報酬

・応急手当等の活動に対する出動報酬

・消防団員の被服等の購入

消防団員退職功労金

消防局

〈総務課〉

44,000

(44,000)

消防団員が退職する際に、退職報償金を支給するとともに、永年、消防団員

を支えてきた家族に対して家族功労金を支給し、消防団活動の支援充実を図り

ます。

○事業内容

・消防団員退職時報償金 40,156

・消防団員退職時家族功労金 3,844
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重点項目２－２ 地域力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

消防団車両整備事業

消防局

〈警防課〉

27,000

(24,000)

老朽化した消防団車両を、最新の車両に更新し、消防力の強化に努め、災害

に強い安全・安心なまちづくりを推進します。

○事業内容

・小型動力ポンプ付積載車の整備 3台

消防団拠点施設整備
事業

消防局

〈総務課〉

12,300

(40,000)

消防体制の充実を図るため、狭隘で老朽化した消防団拠点施設を整備し、災

害に強いまちづくりを推進します。

○事業内容

・消防団車庫下水道接続工事 4,000

・消防団車庫解体工事(赤江分団第2部) 4,000

・消防団車庫整備工事一式 4,300

○新
消防団火災防御活動

安全対策事業

消防局

〈総務課〉

戦略プロジェクト

58,000

消防団員の安全確保と災害対応力の強化を図るため、消防団各部に高性能防

火服等を配備します。

○事業内容

・高性能防火服等の配備

防火服（各部6着×137部）

防火帽（各部6個×137部）

自主防災力向上対策
事業

消防局
〈警防課〉

2,440

(1,970)

自主防災組織の活動に必要な防災資機材(折畳式リヤカー、ヘルメット、消火

器、発電機、倉庫など)を整備し、組織の育成強化を図ります。

○事業内容

・消防出前講座リーフレット作成 60

・自主防災組織への防災資機材の整備 2,380

消防防災フェスタ
開催事業

消防局
〈警防課〉

560

(560)

災害に強いまちづくりを推進するため、多数の市民が参加、体験できる消防・

防災イベントを開催し、防災意識の高揚を図ります。

○事業内容

・はしご車や地震体験車の試乗

・119番通報体験

・消防車両、資機材の展示
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重点項目２－３ 共生社会の確立

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

国際交流員招致事業

企画財政部

〈秘書課〉

860

(1,800)

地域の国際化を推進するため、ＪＥＴプログラムにより海外から国際交流員

を招致します。

○国際交流員の主な職務内容

・本市の国際交流関係事務の補助(外国語刊行物等の編集・翻訳など)

・市民の異文化理解のための交流活動や在住外国人の生活支援活動への協力

※ＪＥＴプログラム

国や自治体などが協力して実施する「語学指導等を行う外国青年招致事業」

宮崎市国際交流協会

支援事業

企画財政部

〈秘書課〉

11,900

(11,000)

市民と外国人が互いの文化や習慣を理解しあい、共に生活できる社会を推進

するため、語学講座の実施や交流の場の提供など多彩な活動を行う宮崎市国際

交流協会の運営費を助成します。

海外姉妹都市等交流

支援事業

企画財政部

〈秘書課〉

13,700

(385)

異文化交流や友好親善を図るため、姉妹(友好)都市との訪問団派遣や受入、

民間団体等が主体となって行う青少年の姉妹(友好)都市交流などを支援しま

す。

また、貿易等の促進や企業等の投資活動を支援するため、海外の経済協力パ

ートナー締結都市と協力し、経済交流の活性化に向けた取組を推進します。

○主な事業概要

・姉妹都市及び経済交流を目的とした海外都市への訪問団の派遣及び受入

・韓国姉妹都市報恩郡中学生との相互派遣交流支援

・米国姉妹都市バージニアビーチ市青少年との交流支援

○新
外国人住民支援事業

企画財政部

〈秘書課〉

戦略プロジェクト

2,400

債務R5～R8

{627}

外国人住民にとって暮らしやすい宮崎市を実現するため、多文化共生に関す

る様々な支援に取り組みます。

○災害時多言語コールセンター設置事業 209

十分な日本語の理解ができない外国人住民でも、災害発生時に必要な情報を

迅速・正確に収集できるよう、災害時多言語コールセンターを設置します。

○外国語ホームページ改修事業 1,079

外国人住民の多国籍化に対応するため、現行の外国人住民向けホームページ

に「ベトナム語」と「やさしい日本語」のページを追加します。

○宮崎市国際交流協会支援事業 1,112

外国人住民支援の更なる充実を図るため、宮崎市国際交流協会が実施する外

国人住民支援事業に係る経費を助成します。
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重点項目２－３ 共生社会の確立

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

○新
外国人住民向け生活

オリエンテーション

動画等作成事業

企画財政部

〈秘書課〉

戦略プロジェクト

6,600

外国人住民が生活に必要な情報を手軽に入手できる環境を整備するため、生

活情報や行政手続き、防災などの情報を集約した、外国人住民向けの「生活ハ

ンドブック」と「オリエンテーション動画」を作成します。

○「生活ハンドブック」作成

「概要版」及び「詳細版」を作成

作成言語：英語・中国語・韓国語・ベトナム語・やさしい日本語

○「生活オリエンテーション動画」作成

「生活ハンドブック(概要版)」の内容を、アニメーションで視覚的に説明す

るオリエンテーション動画を作成

作成言語：英語

※英語・中国語・韓国語・ベトナム語・やさしい日本語の字幕を付与。

○新
報恩郡姉妹都市盟約

３０周年記念交流事

業

企画財政部

〈秘書課〉

1,300

韓国・報恩郡との更なる交流促進を図るため、姉妹都市盟約締結３０周年記

念として、報恩郡の訪問団の受入を行います。

また、報恩郡との交流の歴史等を広く市民に周知し、国際理解の向上を図る

ため、パネル展等を実施します。

○主な事業

・報恩郡訪問団の受入

・パネル展の実施

人権啓発推進事業

総務部

〈総務法制課〉

2,900

(2,990)

人権意識の普及高揚を図るため、市民や職員を対象とした講演会や研修会を

開催するとともに、8月の人権啓発強調月間や12月の人権週間等にあわせて、

人権尊重の大切さを啓発します。

○主な事業内容

・ふれあい映画祭(7～8月)

・いきいきふれあいリレー啓発展(9～10月)

・宮崎市人権啓発推進大会(11月)

公立公民館等

学級講座開設事業

地域振興部

〈地域コミュニティ課〉

４総合支所

〈地域市民福祉課〉

教育委員会

〈生涯学習課〉

15,822

(16,228)

生きがいづくりや地域づくりを促進するため、市民に対して学習の場と情報

を提供し、公立公民館等における講座(成人向け・高齢者向け・親子向け・子ど

も向けなど)や移動公民館を実施します。

○主な講座

まちづくり、福祉、ボランティア、パソコン、スマートフォン、子育て、教

養、外国語、健康づくり、スポーツ、料理、創作、音楽、書道、美術、茶道、

体験活動等

＜内訳＞

・地域コミュニティ課 11,000

・佐土原・地域市民福祉課 2,309

・田野・地域市民福祉課 500

・高岡・地域市民福祉課 400

・清武・地域市民福祉課 1,125

・生涯学習課 488
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重点項目２－３ 共生社会の確立

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

生涯学習推進協議会

活性化事業

地域振興部

〈地域コミュニティ課〉

9,981

(9,981)

生涯学習活動を推進するため、公立公民館等を中心に設置される地区生涯学

習推進協議会が実施する地区総合文化祭や、中央公民館まつり及び市立図書館

まつりを含む「生涯学習フェスティバルｉｎ宮崎」等の活動を支援します。

○生涯学習フェスティバルｉｎ宮崎２０２３(予定)

・期間 令和5年10月～11月

男女共同参画社会

づくりの推進

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

1,064

(950)

男女共同参画社会づくりを推進するため、男女共同参画社会づくり推進審議

会の開催や、男女共同参画に関する啓発パンフレット等の配布を行います。

○意識啓発パンフレット等

・男女共同参画サポートＢｏｏｋ「のびのび」

・性的少数者に関する啓発誌「レインボー」

宮崎市男女共同参画

センター

管理運営事業

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

29,149

(27,949)

男女共同参画社会の実現に向けた施策を推進するため、拠点となる男女共同

参画センター「パレット」の管理運営を行います。

○指定管理 27,949

・指定管理者 (特非)ドロップインセンター

・指定期間 平成31年4月～令和6年3月

○新改修事業 1,200

・対象 宮崎市男女共同参画センター玄関ポーチ折板屋根

ＤＶ防止啓発事業

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

300

(300)

男女の人権尊重とあらゆる暴力の根絶を図るため、中学生を対象とした啓発

講座を開催し、若年層の頃から男女共同参画の理解を促進します。

○事業の概要

・講座 デートＤＶ講座

・対象 市立中学校25校の生徒

○新
ワークライフバラン

ス・女性活躍推進事

業者表彰事業

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

戦略プロジェクト

220

ワークライフバランスの更なる推進と女性の活躍推進を図るため、ワークラ

イフバランス及び女性活躍推進に積極的に取り組む企業を表彰します。

○事業の概要

・愛称の募集

・事業者の表彰（5社程度）

アライ推進事業

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

700

(700)

当事者団体に加え、教育、企業、医療分野などにおけるアライとの協働によ

り、性的少数者に関する啓発の推進や課題の解決を図ります。

（アライ・・・性的少数者を理解し、支援するという考え方を持つ人）

○事業の概要

・アライ推進会議の開催

・学校向け講演会

・当事者団体の行う啓発事業等への補助
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重点項目２－３ 共生社会の確立

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

第３次

宮崎市男女共同参画

基本計画策定事業

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

822

（1,420)

国の計画や本市の市民意識調査などを踏まえ、第３次宮崎市男女共同参画基

本計画を策定します。

○事業の概要

・男女共同参画社会づくり推進審議会の開催

・基本計画、計画概要版の作成

ＳＤＧｓにおける

ジェンダー平等啓発

事業

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

850

（1,210)

ＳＤＧｓの「ジェンダー平等を実現しよう」「人や国の不平等をなくそう」の

目標達成に向けた男女共同参画に関する啓発事業を実施します。

○事業の概要

・家庭・職場・地域での男女共同参画意識啓発動画による、市ＳＮＳでの啓

発をはじめ、職員研修、市政出前講座やタブレット等による教育現場での

活用

・ワークライフバランス推進のための講座開催

○新
宮崎市性的少数者

専門相談事業

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

戦略プロジェクト

650

性的少数者が暮らしやすいまちづくりを推進するため、弁護士及び性的少数

者の当事者が受け手となり、性的少数者に関する専門電話相談を実施します。

○事業の概要

・弁護士による電話相談

・性的少数者当事者による電話相談

○新
女性活躍推進応援

プロジェクト事業

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

戦略プロジェクト

1,000

女性リーダー人材の育成及びネットワークの構築のため、女性リーダー研修

を実施します。

○事業の概要

・講座 女性リーダー研修（女性活躍推進応援セミナー）

・対象 市内在勤の女性幹部職員及び候補者

芸術文化連盟運営費

助成事業

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

8,180

(8,180)

市民主体の文化芸術活動の活性化及び向上と、地域に根ざした文化芸術の振

興を図るため、運営費の一部を助成します。

○宮崎市芸術文化連盟の概要

・昭和44年10月設立

・団体数 121団体 会員数 約3,500人(令和4年5月現在)

○事業の概要

・各種文芸大会開催

・子どもの文化芸術活動支援 など

市民芸術祭開催事業

(基金事業)

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

300

(300)

市民に創作発表の場と芸術鑑賞の機会を提供することにより、文化芸術に対

する理解を深め、文化の向上・発展を図ります。

○事業の概要(予定)

・秋の芸能まつり 令和5年10月15日(日)(日本舞踊、民謡など)

・春の芸能まつり 令和6年1月21日(日)(日本舞踊、民謡など)

・音楽祭 令和6年2月4日(日)(合唱、オーケストラ)

・バレエフェスティバル 令和6年2月25日(日)(バレエ)
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重点項目２－３ 共生社会の確立

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

童謡の日コンサート

開催事業(基金事業)

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

1,240

(1,390)

市民文化の向上を図るため、国内外で活躍する音楽関係者を招へいし、地元

の合唱団や演奏団体とともに国内外の童謡を合唱・演奏するコンサートを開催

します。

○事業の概要(予定)

・開催日 令和5年7月2日(日)

・場 所 市民文化ホール

文化団体主催招致

開催事業(基金事業)

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

1,940

(2,340)

国内で活躍しているオーケストラや文化人等を招へいし、市民に文化芸術を

鑑賞する機会を提供します。

○事業の概要(予定)

・開催日 令和5年8月20日(日)

・場 所 市民文化ホール

・内 容 玉名女子高等学校吹奏楽特別公演

小中学校芸術鑑賞

派遣事業(基金事業)

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

3,300

(3,300)

心豊かな人間性を醸成するため、洋楽や邦楽・演劇等の優れたアーティスト

を市内の小中学校等に派遣し、児童・生徒に芸術鑑賞の機会を提供します。

○事業の概要(予定)

・開催期間 令和5年5月～令和6年3月

・開催回数 27回程度

地域文化活動助成

事業(基金事業)

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

2,750

(2,750)

市民が自ら企画した文化芸術活動を支援することにより、地域文化の振興を

図ります。

○事業の概要(予定)

・補助対象区分

公演事業(演奏会等)、展覧会事業(美術展等)、

記念事業、文化交流事業、文化財保護事業、

その他の文化振興事業

・補助件数 20件程度

文化施設維持管理

事業

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

389,000

(460,000)

文化施設の各設備を恒常的に良好な状態に保つことができるよう施設の改修

工事等を行います。

○改修工事の内容

施設名 内容 事業費

市民文化ホール
特定天井改修基本設計
受変電設備改修工事実施設計

40,280

市民プラザ
受変電設備全体更新
中央監視装置更新など

339,310

清武文化会館 舞台機構改修工事実施設計 8,410

4施設共通
リスク分担
(不可抗力に起因する施設修繕)

1,000
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重点項目２－３ 共生社会の確立

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

宮崎シティフィル

運営費助成事業

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

7,148

(6,648)

市民文化の活性化と向上、地域に根ざした文化芸術の展開を図るため、運営

費の一部を助成します。

○事業の概要(予定)

・創立３０周年記念演奏会、ファミリーコンサート等の開催

○宮崎シティフィルハーモニー管弦楽団の概要

・平成5年8月設立

・団員数 約70 人 (令和4年5月現在)

文化施設管理運営

事業

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

575,496

(579,687)

市民文化ホールほか、各文化施設の効果的な管理運営を行います。

○市民文化ホール 195,706(うち指定管理料 191,916)

多くの市民が利用できる劇場型多目的ホールを有し、市民の文化芸術の

拠点として親しまれるよう、適切な管理と円滑な運営を行います。

指定管理者：ＭＳＧ・ＡＶＣグループ

指定期間：平成31年4月～令和6年3月

○市民プラザ 186,203(うち指定管理料185,497)

ホール、ギャラリー、学習室及び会議室等を有し、市民の誰もが気軽に

「集い」「学び」「交流」できる総合拠点として、市民の福祉・文化の向上を

図るため、適切な管理と円滑な運営を行います。

指定管理者：(公財)宮崎文化振興協会

指定期間：平成31年4月～令和6年3月

○みやざきアートセンター 124,971(うち指定管理料 90,000)

市民の交流の場として市民が気軽に文化芸術を体験、創造、発表できる場

を提供し、中心市街地の活性化を推進するため、適切な管理と円滑な運営を

行います。

指定管理者：みやざき文化村

指定期間：令和5年4月～令和10年3月

○清武文化会館 67,783(うち指定管理料 67,783)

大ホール、小ホール、研修室、会議室及び和室を有し、市民が多様な文化

芸術を鑑賞し、文化活動等を行う場を提供するため、適切な管理と円滑な運

営を行います。

指定管理者：トールツリーグループ

指定期間：令和2年4月～令和6年3月

○美術作品収蔵庫 833

所有する美術作品を保管に適した環境下で管理し、後世へ美術作品を引き

継ぐため、美術作品収蔵庫の管理運営を行います。

・電話回線使用料、くん蒸業務委託
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重点項目２－３ 共生社会の確立

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

障がい者等文化芸術

活動推進事業

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

1,000

(1,000)

障がい者等の文化芸術活動を推進するため、「子ども・若者・障がい者」(令

和5年度は18歳以下が対象)から募集したデザインをもとにグッズを制作・販

売し、収益の一部を文化芸術振興基金に積み立てることにより、文化芸術の人

材育成及び寄附文化の醸成を図ります。

○新
第四次宮崎市文化

振興計画策定事業

地域振興部

〈文化・市民活動課〉

1,000

第四次宮崎市文化振興計画の策定に向け、市民意識調査等を実施します。

○事業の概要

・市民意識調査等の実施・分析

・文化芸術審議会の開催

女性相談事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

262

(190)

女性の生活上の問題、家庭や子ども、夫婦間のトラブルなど、女性相談員が

様々な悩みについて相談に応じ、関係機関との連携を図りながら必要な指導・

助言などを行います。

○「女性相談室」の概要

・場所 宮崎市役所 本庁舎5階

・人員 女性相談員2人

ドメスティック

バイオレンス被害者

支援事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

600

(600)

ＤＶ(ドメスティックバイオレンス)被害者を支援するため、ＤＶ被害者の支

援団体に対して事業費の一部を助成し、相談や助言、保護体制の充実を図りま

す。

○活動の概要

・相談事業 日、月曜日 午前10時～午後5時

・民間シェルター事業 ＤＶ被害者の一時保護

宮崎市スポーツ協会

の運営・市民スポー

ツ推進事業の助成

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

54,158

(51,900)

(公財)宮崎市スポーツ協会の組織強化と財政基盤の確立及び市民スポーツの

推進を図るため、運営費の助成及び事業の支援を行います。

・宮崎市スポーツ協会運営費補助事業 45,358

・宮崎市スポーツ協会市民スポーツ推進事業 8,800

○主な事業内容

・ジュニアアスリート強化推進事業(8競技)

・競技別スポーツ教室

・市民サイクリング大会

・市民一斉体力測定

※令和4年4月1日付で(公財)宮崎市体育

協会は、(公財)宮崎市スポーツ協会に名

称変更しています。
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重点項目２－３ 共生社会の確立

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

スポーツ大会等開催

事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

4,017

(4,058)

市民の運動・スポーツ実施率の向上や交流を図るため、スポーツ大会等の開

催費用を助成します。

○主な事業内容(予定)

・市民体育大会：(公財)宮崎市スポーツ協会 3,679

令和5年7月～令和6年2月

学校体育施設開放

事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

7,220

(7,280)

生涯スポーツを推進するため、市民のスポーツ活動の場として、学校教育に

支障のない範囲において、市立小中学校の体育施設を開放します。

・市立小中学校 72校

・利用団体数 1,047団体

(令和4年12月現在)

地域スポーツ振興

事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

11,300

(11,000)

地域スポーツ・生涯スポーツを推進するため、各地区体育会の活動を支援す

るとともに、スポーツ推進委員を育成・活用し、地区対抗スポーツ大会等を開

催します。また、総合型地域スポーツクラブの認知度を向上させ、質的充実を

図るため、支援を行います。

○スポーツ推進委員の活用

・スポーツ推進委員数 89人(令和4年12月現在)

・主な活動内容 各種スポーツ大会の運営、出前講座での実技指導等

○地区対抗スポーツ大会の開催

・ミニバレーボール、駅伝、グラウンドゴルフ

○ニュースポーツ大会の開催

○総合型スポーツクラブ活動支援

市民スポーツ振興

支援事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

4,980

(5,300)

スポーツ大会への参加促進及び競技力向上を図るため、市民の代表として、

みやざき県民総合スポーツ祭に出場する選手の派遣費用を(公財)宮崎市スポー

ツ協会へ助成します。また、各種全国スポーツ大会等に出場する児童・生徒に

激励金を交付します。

○主な事業内容

・みやざき県民総合スポーツ祭への選手派遣補助

・全国大会、国際大会に出場する児童・生徒に対する激励金の交付

スポーツ少年団

活動支援事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

18,900

(19,200)

スポーツを通じた青少年の健全育成を図るため、宮崎市スポーツ少年団本部

がある(公財)宮崎市スポーツ協会に対し、スポーツ少年団の活動を支援します。

○主な事業内容

・専門部活動補助

・単位団活動補助

・指導者講習会補助

・地域貢献活動奨励補助
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重点項目２－３ 共生社会の確立

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

トップアスリート

発掘・育成事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

3,280

(3,860)

令和9年(2027年)に本県で開催予定の国民スポーツ大会を見据え、将来的に

大きな大会等で活躍できる選手を発掘・育成するため、これまでに認定した選

手に対し、中学3年生まで体幹トレーニングや保護者対象講座等を行います。

○対象者

小学6年生、中学1～3年生 計170人程度

○主な事業内容(各学年)

・体幹トレーニング

・各種競技の体験プログラム

・保護者対象講座(栄養学等)

・トップアスリートによる実技指導、講話等

砂ＡＳＯＢｅａｃｈ

開催事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

675

(700)

子どもたちの海への関心や好奇心を高めるとともに、海の安全に関する理解

を深めるため、小学生を対象に、青島ビーチの砂浜と海に親しむプログラムを

実施します。

○主な事業内容(予定)

・砂浜のプログラム(ビーチサッカー、ビーチフラッグ等)

・海のプログラム(スタンドアップパドルボード、カヌー体験等)

国民スポーツ大会

開催準備事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

戦略プロジェクト

6,700

（3,500)

令和9年(2027年)に本県で開催予定の国民スポーツ大会に向けて、競技団体

や関係機関と連携を図るとともに、宮崎市準備委員会を中心に、開催準備を進

めます。

○主な事業内容

・宮崎市準備委員会負担金（先催県視察旅費、特設サイト製作業務委託費等）

○参考情報

・宮崎市開催競技 正式競技：12競技

デモンストレーションスポーツ：4競技

・今後の国民体育大会（国民スポーツ大会）開催予定県

R5：鹿児島県、R6：佐賀県、R7：滋賀県、R8：青森県、R9：宮崎県
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重点項目２－３ 共生社会の確立

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

社会体育施設

維持管理費

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

23,500

(50,000)

市民が快適かつ安全にスポーツに親しめる環境を充実させるため、各施設の

維持管理業務を適切に行い、社会体育施設の環境整備を行います。

○主な事業内容

・植栽・草刈、消防設備点検、浄化槽保守点検業務

社会体育施設の

改修工事

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

393,500

(382,450)

社会体育施設の長寿命化と使用者の安全性を確保するため、施設の改修工事

等を行います。

○事業内容

・生目の杜運動公園施設改善事業 76,200

テニスコート外壁塗装工事 など

・清武総合運動公園施設改善事業 105,000

日向夏ドーム照明設備改修工事 など

・久峰総合公園施設改善事業 4,600

貯水槽ポンプ更新工事実施設計 など

・久峰総合公園遊具等更新事業 118,500

公園遊具改築工事

・田野運動公園施設改善事業 22,000

高圧受変電設備改修工事

・総合体育館改修事業 8,400

直流電源装置改修工事

・石崎の杜歓鯨館改修事業 16,700

プール換気ファン改修工事 など

・清武体育館改修事業 4,900

便所等改修工事実施設計

・田野体育館改修事業 12,100

大規模改修工事基本・実施設計

・Ｂ＆Ｇ海洋センター体育館改修事業 6,800

バスケットゴール改修工事

・祇園スポーツパーク施設改善事業 8,000

構造物（セクション）改修工事

・西高岡運動広場施設改善事業 4,300

屋外便所改築工事実施設計

・内山体育館解体事業 6,000

施設周辺事前調査
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重点項目２－３ 共生社会の確立

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

社会体育施設の

管理運営費

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

631,453

(598,692)

市民スポーツの普及、競技力の向上及び健康増進に寄与するため、指定管理

者制度を活用し、社会体育施設の適切な管理運営を行います。

○社会体育施設の指定管理状況

・生目の杜運動公園 196,100

指 定 管 理 者：ＭＳＧ・ミズノグループ

指 定 期 間：令和5年4月～令和10年3月

・総合体育館、中央公園テニスコート 64,749

指 定 管 理 者：(公財)宮崎市スポーツ協会

指 定 期 間：平成31年4月～令和6年3月

・北部記念体育館、南部記念体育館、祇園スポーツパーク、

緑松体育館、広原体育館 41,022

指 定 管 理 者：宮交ビルマネジメント(株)

指 定 期 間：平成31年4月～令和6年3月

・久峰総合公園、佐土原武道館 51,651

指 定 管 理 者：(一財)みやざき公園協会

指 定 期 間：平成31年4月～令和6年3月

・佐土原体育館、佐土原西体育館、佐土原西運動広場 28,450

指 定 管 理 者：(一財)みやざき公園協会

指 定 期 間：令和3年4月～令和8年3月

・石崎の杜歓鯨館 46,989

指 定 管 理 者：みやざきＢ・Ｋグループ

指 定 期 間：令和3年4月～令和8年3月

・田野運動公園、田野体育館、Ｂ＆Ｇ海洋センター体育館、

Ｂ＆Ｇ海洋センタープール 27,435

指 定 管 理 者：たのたい共同企業体

指 定 期 間：令和5年4月～令和10年3月

・天ケ城公園、東高岡体育館、穆佐体育館、高岡練士館道場、

高岡トレーニングセンター、橋山運動広場、穆佐運動広場、

サンスポーツランド高岡 25,700

指 定 管 理 者：(株)文化コーポレーション

指 定 期 間：令和5年4月～令和10年3月

・清武総合運動公園 114,800

指 定 管 理 者：Ｓ＆Ｎ

指 定 期 間：令和4年4月～令和9年3月

・清武体育館、加納スポーツセンター 23,900

指 定 管 理 者：(株)文化コーポレーション

指 定 期 間：令和4年4月～令和9年3月

・青島パークゴルフ場 10,657

指定管理者候補者：(一財)みやざき公園協会

指 定 期 間：令和5年4月～令和8年3月
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重点項目２－３ 共生社会の確立

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

公共施設予約案内

システム管理費

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

4,420

(3,551)

公共施設の利用環境の向上を図るため、公共施設予約案内システムによるイ

ンターネット上での予約受付サービスの提供及び予約管理を行います。

社会体育施設備品

整備事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

13,000

(14,000)

市民が快適かつ安全にスポーツに親しめる環境を充実させるため、各施設の

スポーツ備品及び管理用備品の整備を行います。

○主な整備内容

・スポーツ競技用備品

・グラウンド整備用専用機械

・ＡＥＤ など

社会体育施設改善

事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

33,000

(33,000)

市民が快適かつ安全にスポーツに親しめる環境を充実させるため、各施設の

整備及び修繕を適切に行います。

○主な事業内容

・社会体育施設修繕・工事

宮崎市の偉人

「根井三郎」

顕彰推進事業

佐土原総合支所

〈地域市民福祉課〉

2,000

(1,200)

宮崎市の偉人「根井三郎」の顕彰を推進するため、講演会や資料展などの周

知事業を実施するほか、「根井三郎」に関する資料収集・調査を行う「根井三郎

を顕彰する会」の活動を支援します。

○主な事業内容

・「根井三郎顕彰講演会」及び資料展

開催日 令和6年3月(予定)

場 所 宮崎市民プラザ

・「根井三郎を顕彰する会」補助

佐土原

体力つくりスポーツ

大会開催支援事業

佐土原総合支所

〈地域市民福祉課〉

270

(270)

住民の体力つくりと地域の活性化を図るため、佐土原地区体育会が主催する

自治会対抗のバレーボール・ミニバレーボール・ソフトボール大会の開催を支

援します。

○「佐土原体力つくりスポーツ大会」の概要

・主 催 佐土原地区体育会

・バレーボール 令和5年 6月(予定) 佐土原体育館ほか

・ミニバレーボール 令和5年 9月(予定) 佐土原体育館ほか

・ソフトボール 令和5年10月(予定) 佐土原西運動広場ほか
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重点項目２－３ 共生社会の確立

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

田野地域

スポーツイベント

開催支援事業

田野総合支所

〈地域市民福祉課〉

480

(510)

地域ぐるみでスポーツに親しみ、地域住民の健康増進と体力の向上並びに地

域の融和を図るため、スポーツイベントの開催を支援します。

○「田野地域スポーツイベント」の概要

【主催 田野地区体育会】

・田野体力つくりスポーツ大会

開催日 令和5年5月(予定)

種 目 ミニバレー、グラウンドゴルフ、カローリング

場 所 田野体育館ほか

・田野マラソン大会

開催日 令和5年11月(予定)

場 所 田野運動公園

高岡

体力つくりスポーツ

大会開催支援事業

高岡総合支所

〈地域市民福祉課〉

180

(370)

地域住民の健康増進と体力の向上並びに地域の活性化を図るため、高岡地区

体力つくりスポーツ大会の開催を支援します。

○「高岡体力つくりスポーツ大会」の概要

・高岡地区体力つくりスポーツ大会

開催日 令和5年10月(予定)

種 目 ミニバレー、ソフトボール、グラウンドゴルフ、ゲートボール

場 所 天ケ城公園体育館ほか

主 催 高岡地区体育会

清武

体力つくりスポーツ

大会開催支援事業

清武総合支所

〈地域市民福祉課〉

950

(1,000)

地域コミュニティの活性化を図り、地域住民のスポーツを通じた体力づくり

やきずなづくりを推進するため、各種スポーツ大会の開催を支援します。

○主なスポーツ大会

・安井息軒先生杯中学校軟式野球交流大会

・清武ＳＯＫＫＥＮマラソンリレー大会

・すもう、なわとび、グラウンドゴルフ、ソフトテニス、ミニテニスほか

夢創り人活性化事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

1,000

(1,000)

生涯学習の環境づくりのため、生涯学習ボランティア指導者となる「夢創り

人」を育成するとともに、相互の交流や連携を促進し、市民の自発的な学習活

動の充実を図ります。

○主な事業内容

・「夢創り人」による出前講座の実施

・事業の周知や交流の場として「夢創り人大交流広場」を開催

成人教育推進事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

3,168

(3,168)

ＰＴＡや婦人会の社会教育関係団体の組織の強化と会員の資質向上を図るた

め、運営費の助成を行い、地域の教育力を高めます。

○主な事業内容

・各社会教育関係団体への運営費補助
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重点項目２－３ 共生社会の確立

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

人権教育推進事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

636

(636)

人権尊重に関する意識の高揚を図るため、市民への啓発活動を行います。

○主な事業内容

・12月の人権週間の人権啓発作品募集・展示

・小中学校の保護者を対象とした研修会

生涯学習情報紙

作成事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

5,500

(5,500)

公民館講座や図書館サービス等の情報を市民に幅広く提供するため、年2回、

情報紙を発行し、自治会や公共施設等を通して配布することで、生涯学習の推

進を図ります。

○事業内容

・情報紙作成委託

社会教育総務費

教育委員会

〈生涯学習課〉

3,320

(3,190)

学校と家庭、地域が連携を図りながら実情に即した地域の課題を調査・研究

するため、社会教育法第15条第1項の規定に基づく社会教育委員を任命し、社

会教育及び生涯学習の推進を図ります。

また、市民の市政に関する理解を深めるため、市職員による市政出前講座を

実施し、学習の機会充実及び意識向上を図ります。

○主な事業内容

・社会教育委員会議の開催

・市政出前講座メニュー表の作成等

宮崎文化振興協会

運営費助成事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

22,572

(22,897)

学術・科学技術・文化・芸術の振興を図る事業を行う(公財)宮崎文化振興協

会の安定した運営を図るため、運営費の助成を行い、豊かな人間性と創造性を

備えた人材の育成と文化の香り豊かなまちづくりに寄与します。

中央公民館管理

運営費

教育委員会

〈生涯学習課〉

10,198

(10,200)

生涯学習拠点施設として、市民の生涯学習を推進するとともに、市民が快適

に利用できるよう、中央公民館の適切な管理運営を行います。

生涯学習のマスコット

“マナビィ”
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重点項目２－３ 共生社会の確立

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

市立図書館の

管理運営

教育委員会

〈生涯学習課〉

109,552

(109,200)

高度情報化等による活字離れが進む中、市民が生涯にわたって読書に親しむ

ことができる拠点施設として、市立図書館及び佐土原図書館の図書や視聴覚資

料等の整備を行います。

また、市民が安全かつ快適に利用できるよう、施設の適切な管理運営を行い

ます。

○市立図書館管理運営費 96,500

○佐土原図書館管理運営費 13,052

〈蔵書数等(令和4年12月末現在)〉

図書館ネットワーク

事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

6,000

(6,000)

図書館利用者の利便性向上のため、公立公民館等への配本・回収を行い、市

民の読書環境の充実を図ります。

また、読書や調べ学習を行うための図書の整備充実を図り、児童・生徒の読

書力の向上及び読書の習慣化を推進するため、市内の小中学校からのリクエス

トによる図書の配本を行います。

○利用状況(令和4年12月末現在)

・公立公民館等配本利用者数18,195人 貸出・返却冊数 102,011冊

・小中学校配本利用校 延べ151校 貸出冊数 5,470冊

市立図書館業務委託

事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

79,904

(73,357)

市民に開かれた親しみやすい図書館サービスを提供するため、市立図書館の

運営業務を委託し、市民協働による図書館運営を行います。

○委託業務の主な内容

・図書の貸出等利用サービス、図書の選定・収集、図書の整理・保存

・寄贈図書の受付、相互貸借

・公立小中学校及び公立公民館等とのネットワーク事業

・移動図書館事業

・図書館教養講座、おはなし会、日曜映画会、図書館まつり等の企画・運営

・図書管理システムの運用業務

・視聴覚教材・教具の貸出等業務

蔵書数等

施設名

蔵 書
移動図書

館用図書

計

(冊)

視聴覚

資 料

(点)
一般図書 児童図書

市立図書館 342,425 94,565 17,516 454,506 14,231

佐土原図書館 138,779 47,296 - 186,075 1,843

計 481,204 141,861 17,516 640,581 16,074
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重点項目２－３ 共生社会の確立

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

ブックスタート事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

3,537

(3,651)

感性豊かな子どもを育成するため、7～8か月児健康診査の時に、絵本等の入

ったブックスタート・パックを保護者に贈り、幼いころから本に親しむ環境を

提供します。

○ブックスタート・パックの内容

絵本2冊、事業案内、絵本リスト

○対象者(見込み) 3,100人

図書館システム

更新事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

23,747

(23,747)

市立図書館、佐土原図書館、公立公民館等図書室の利便性の向上及び継続的

な利用者サービスの実施を確保するため、図書館システムの維持管理を行いま

す。

市立図書館

施設環境整備事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

2,100

快適で安全な施設環境を来館者に提供するため、市立図書館の施設・設備の

更新を行います。

○事業内容

・宮崎市立図書館お話しコーナー防水改修工事 1,100

・宮崎市立図書館北側出入口付近集水桝設置工事 1,000

子ども電子図書館

開設事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

2,532

子どもたちの読書活動の機会を守るため、自宅等に居ながらパソコンやタブ

レット端末等で電子書籍を読むことのできる環境を整備することで、読書への

興味・関心を喚起します。

科学技術館の

管理運営

教育委員会

〈生涯学習課〉

165,306

(160,907)

明日を担う子どもたちの科学への探究心を育み創造性を培うため、体験型の

展示物や世界最大級のプラネタリウムを有する科学技術館において、魅力的な

サービスの提供を図ります。

○科学技術館管理運営事業 9,748

○科学技術館指定管理料 155,558

・指定管理者 (公財)宮崎文化振興協会

・指定期間 令和5年4月～令和10年3月

大淀川学習館の

管理運営

教育委員会

〈生涯学習課〉

90,275

(80,619)

大淀川学習館において大淀川への理解を深めるとともに、自然環境と人間と

の関わりについて学習する場を提供し、河川浄化・郷土愛の醸成を図ります。

○大淀川学習館管理運営事業 1,000

○大淀川学習館指定管理料 89,275

・指定管理者 (公財)宮崎文化振興協会

・指定期間 令和5年4月～令和10年3月
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重点項目２－３ 共生社会の確立

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

きよたけ児童

文化センターの

管理運営

教育委員会

〈生涯学習課〉

11,170

(11,170)

子どもたちの教養及び情操を豊かにするとともに、文化活動に対する関心及

び理解を深めるため、きよたけ児童文化センターにおいて、充実したサービス

の提供を図ります。

○きよたけ児童文化センター管理運営費 1,160

○きよたけ児童文化センター指定管理料 10,010

・指定管理者 (特非)みやざき子ども文化センター

・指定期間 平成31年4月～令和6年3月

科学技術館

施設環境整備事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

100,000

(19,707)

快適で安全な施設環境を来館者に提供するため、科学技術館の施設・設備の

更新を行います。

○事業内容

・空調設備更新工事実施設計業務委託 7,520

・外壁及び屋上防水改修工事 92,480

大淀川学習館

施設環境整備事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

9,000

（81,910)

快適で安定した施設環境を来館者に提供するため、大淀川学習館の施設・設

備の更新を行います。

○事業内容

・電気設備機器更新実施設計業務委託 2,864

・海水ろ過装置更新実施設計業務委託 3,430

・放送設備等機器更新 2,706

文化財保護調査

管理費

教育委員会

〈文化財課〉

25,875

(20,200)

市内には、国指定26件、県指定36件、市指定90件の文化財が所在しており、

指定文化財の適切な保存管理活用を図るため、維持管理を地元保存会等に委託

し、市民の文化財及びその保護に対する意識の高揚を図ります。また、文化財

の新規指定を目指した調査を進めます。

○主な事業内容

・指定文化財等の維持管理

・未指定文化財の調査

・文化財審議会の開催

生目古墳群史跡公園

整備事業

教育委員会

〈文化財課〉

7,500

(8,400)

国指定史跡「生目古墳群」を、歴史学習の場、市民の憩いの場として活用す

るため、史跡公園として公開しながら、発掘調査に基づく復元整備を行い、文

化財の適切な保護とあわせ、市民の文化財に対する理解を深めます。

○生目古墳群の概要

・国指定年月日 昭和18年9月8日

○主な事業内容

・古墳及び古墳周辺の立木管理

・古墳整備工事の実施

・専門委員会の開催
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重点項目２－３ 共生社会の確立

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

文化財修復整備事業

教育委員会

〈文化財課〉

1,340

(1,830)

指定文化財の適切な保存管理を図るため、国指定天然記念物「宮崎神社のオ

オシラフジ」の樹勢維持・回復をはじめ、継続的な保護育成を行うとともに、

自然災害や経年劣化等により損傷した文化財の修理や文化財説明板等の設置・

修繕を行います。

○主な事業内容

・天然記念物の保護育成

・文化財の修理、文化財説明板等の設置・修繕

蓮ヶ池横穴群

保存整備事業

教育委員会

〈文化財課〉

8,100

(5,900)

平成4年に「蓮ヶ池史跡公園」として整備した国指定史跡「蓮ヶ池横穴群」

の横穴の天井や壁に剥離による毀損が見受けられるため、各種専門家による委

員会を開催し、保存の方法について検討を行い、史跡の適切な保存管理に努め

ます。

○蓮ヶ池横穴群の概要

・国指定年月日 昭和46年7月17日

○主な事業内容

・横穴(３４・５１号)対策工事

・専門委員会の開催

本野原遺跡

保存整備事業

教育委員会

〈文化財課〉

40,300

(45,800)

縄文時代の大規模な環状集落である国指定史跡「本野原遺跡」を、市民の学

習や憩いの場として活用するため、保存整備基本計画に基づき、史跡の保存整

備を行います。

○本野原遺跡の概要

・国指定年月日 平成16年9月30日

○主な事業内容

・排水工事、園路工事

・専門委員会の開催

佐土原城跡

保存整備事業

教育委員会

〈文化財課〉

9,000

(7,800)

国指定史跡である「佐土原城跡」を、市民の学習や憩いの場として活用する

ため、保存整備基本計画及び立木管理・保存環境整備計画に基づき史跡の保存

整備を行うとともに、台風災害箇所の復旧を行います。

○佐土原城跡の概要

・国指定年月日 平成16年9月30日

○主な事業内容

・災害復旧、専門委員会の開催

穆佐城跡

保存整備事業

教育委員会

〈文化財課〉

16,400

(23,600)

国指定史跡である「穆佐城跡」を、市民の学習や憩いの場として活用するた

め、保存整備基本計画及び立木管理・保存環境整備計画に基づき史跡の保存整

備を行います。

○穆佐城跡の概要

・国指定年月日 平成14年3月19日

○主な事業内容

・地形測量、災害復旧、立木管理、専門委員会の開催
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重点項目２－３ 共生社会の確立

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

穆佐城跡

ガイダンス施設

管理事業

教育委員会

〈文化財課〉

1,035

(1,132)

国指定史跡「穆佐城跡」の公開活用を図るため、ガイダンス施設の管理運営

を行います。

○主な事業内容

・穆佐城跡の歴史、発掘調査の概要のパネル展示

・ガイダンス施設の管理(地元団体に委託)

宮崎城跡

保存整備事業

教育委員会

〈文化財課〉

135

(270)

戦国時代の宮崎平野を代表する山城である未指定文化財「宮崎城跡」を、貴

重な文化財として適切に保護し、市民の学習や憩いの場として活用するため、

その歴史的価値を発掘調査や資料調査により位置付け、国指定史跡の指定を目

指します。

○主な事業内容

・文化財指定に向けた文化庁との協議

二見家住宅管理事業

教育委員会

〈文化財課〉

1,075

(1,090)

復元整備した県指定有形文化財「旧二見家住宅」について、適切に管理し、

周辺文化財とあわせて活用を図るため、地区住民と連携して公開・管理を行い、

市民の文化財愛護意識の高揚を図ります。

○主な事業内容

・二見家住宅の管理(地元団体に委託)

・去川地区文化財の公開(ボランティアガイドの活用)

田野伝承芸能館

管理事業

教育委員会

〈文化財課〉

915

(680)

田野町域における民俗芸能の保存・伝承を図るとともに、市民の交流の促進

に寄与するため、施設を適切に管理し、民俗芸能団体や社会教育団体等に活動

の場を提供します。

埋蔵文化財発掘調査

事業

教育委員会

〈文化財課〉

9,100

(6,450)

埋蔵文化財の保護を図るため、公共事業・民間開発に伴う事前審査をはじめ

とする開発調整等を行い、埋蔵文化財の保護と開発事業との調整を円滑に進め

ます。

○主な事業内容

・事前審査の受付並びに啓発促進

・試掘・確認調査の実施

受託発掘調査事業

教育委員会

〈文化財課〉

11,400

(24,355)

開発等により消滅する遺跡の記録保存を行うため、開発を行う民間企業等か

ら委託を受けて、埋蔵文化財発掘調査を実施します。

○事業内容

・緊急の埋蔵文化財発掘調査の実施

・発掘調査報告書の作成

(内訳)

・受託発掘調査事業(年度途中で実施決定するもの等) 5,900

・町ノ前遺跡発掘調査事業 5,500
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重点項目２－３ 共生社会の確立

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

補助対象発掘調査

事業

教育委員会

〈文化財課〉

19,200

(17,874)

個人事業等の開発により消滅する遺跡の記録保存や埋蔵文化財保護及び、出

土遺物の活用を図るため、国庫補助事業として、個人事業等の発掘調査、出土

遺物の整理作業を実施します。

○主な事業内容

・市内遺跡発掘調査(個人事業等)

民俗芸能伝承事業

教育委員会

〈文化財課〉

4,000

(4,000)

地域で守り受け継がれてきた民俗芸能の保存・顕彰を行うため、保存団体の

伝承活動に要する経費の一部助成を行うとともに、「みやざき民俗芸能まつり」

を開催し、市民への民俗芸能の理解と認識を高め、民俗芸能の保存・伝承、後

継者育成の促進を図ります。

○「第３５回みやざき民俗芸能まつり」の概要

・期日 令和5年11月25日(土)(予定)

・場所 宮崎市民プラザ オルブライトホール

・内容 本市等の民俗芸能披露

○民俗芸能登録団体(令和4年12月現在)

・旧宮崎市域 42

・佐土原町域 3

・田野町域 7

・高岡町域 7

・清武町域 5

計 64 団体

史跡・埋蔵文化財

公開活用事業

教育委員会

〈文化財課〉

2,350

(2,570)

史跡及び埋蔵文化財等を市民に広く活用してもらうため、遺跡見学会や展示

等の普及啓発事業を実施します。また、その基礎的資料となる生目の杜遊古館

収蔵資料を整理・再収蔵します。

○主な事業内容

・実測図、記録写真等の収蔵作業の実施

・埋蔵文化財センターの施設公開や遺跡見学会の実施

・考古学展示の実施

・普及イベントの実施(穆佐城跡等の史跡を活用したイベント)

歴史資料館管理運営

事業

教育委員会

〈文化財課〉

143,859

(133,539)

生目の杜遊古館・佐土原歴史資料館・天ケ城歴史民俗資料館の3館及び安井

息軒記念館について、効率的な運営を図り市民のニーズに対応するため、指定

管理者の管理運営により適切な事業展開を行い、来館者が直接、歴史・文化に

触れ、文化財愛護意識の高揚や生涯学習に役立つ場を提供します。

○主な事業内容

・生目の杜遊古館他2施設 123,455

指定管理者 (公財)宮崎文化振興協会

指定期間 令和5年4月～令和10年3月

・安井息軒記念館 17,956

指定管理者 (特非)安井息軒顕彰会

指定期間 令和5年4月～令和10年3月
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重点項目２－３ 共生社会の確立

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

埋蔵文化財センター

管理運営事業

教育委員会

〈文化財課〉

8,200

(9,900)

市内の埋蔵文化財の調査・整理・保管を行うため、その拠点となる埋蔵文化

財センターを適切に管理・運営するとともに、出土金属製品類の保存処理を行

います。

○主な事業内容

・埋蔵文化財センターの管理・運営

・出土遺物の収蔵・保管

・出土金属製品等の保存処理業務委託

歴史資料館改修事業

教育委員会

〈文化財課〉

116,253

(11,000)

歴史資料館等の適切な施設管理及び安全確保を図るため、経年劣化等により

改修が必要となった生目の杜遊古館等の施設改修を行います。

○主な事業内容

・生目の杜遊古館照明改修工事 71,267

・佐土原歴史資料館鶴松館仮設空調機器設置工事 4,499

・安井息軒記念館空調機器更新工事 39,143
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基本目標 ３

良好な就業環境が

確保されている都市

安定した雇用を生む地域産業の競争力を強化するとともに、潜在的

な労働供給力を雇用につなげるため、地域や企業ニーズに合った人材

を育成し、魅力ある雇用の場を創出することで、質の高い労働市場が

確保されているまちを目指します。

重点項目３－１

地域や企業ニーズに合った「人財の育成」

重点項目３－２

若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」

ま ち
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重点項目３－１ 人財の育成

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

宮崎公立大学

運営費等交付事業

企画財政部

〈企画政策課〉

660,848

(644,000)

宮崎公立大学の適正な運営を図るため、大学の業務運営に必要な経費や大規

模な施設整備に必要な経費の一部を助成するほか、国の修学支援新制度に伴う

授業料等の減免に要する費用を支弁します。

○事業内容

交付対象 公立大学法人宮崎公立大学

交付内容 学生支援や地域の生涯学習の機会の提供などの大学運営に必要な

経費や施設の改修に要する費用

宮崎公立大学

運営管理事業

企画財政部

〈企画政策課〉

380

(420)

公立大学法人宮崎公立大学の設立団体として適正な大学運営に資するため、

法人の業務実績評価等を行います。

○主な事業内容

・宮崎市公立大学法人評価委員会の開催

学術研究等支援事業

企画財政部

〈企画政策課〉

2,700

(2,700)

宮崎公立大学が行う市民の教育・文化及び本市の産業の発展並びに地域の国

際化の推進等に寄与する事業に対して助成を行います。

○主な事業内容

・学術交流協定に基づく短期研修生受入事業

・ホストファミリー会交流事業

・教職員が中心となって招致する学会、研究会等の開催

地域貢献学術研究

助成事業

企画財政部

〈企画政策課〉

11,600

(11,600)

豊富な知識、技術、人材を有する市内の大学等から、地域課題や行政課題の

解決に資する調査・研究を募集し、助成を行います。

○主な事業内容

対象者 宮崎市内に設置している短期大学、大学及び大学院の教員

大学院修士課程、大学院博士前期課程及び専門職大学院に在籍

する学生

対象類型 課題指定型研究、又は地域協同型研究

農業融資制度資金

利子補給金交付事業

農政部

〈農政企画課〉

7,560

(7,260)

農業経営の健全化に資するため、経営安定や規模拡大等を目的とした資金借

入れに対し、利子補給を行います。

○事業内容(利子補給額)

・既借入分

農業近代化資金(R2～R4) 775

農業経営基盤強化資金(H16～H21) 624

農業災害対策等資金(R2～R4) 4,473

・新規借入分

農業近代化資金 738

農業災害対策等資金 950
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重点項目３－１ 人財の育成

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

農業法人育成支援

事業

農政部

〈農政企画課〉

340

(419)

市内の農業法人や法人化を志向する経営体で組織する「宮崎市元気な農業法

人会」の活動を支援します。

○事業内容

・講習会や先進事例調査研修の実施

・宮崎市元気な農業法人会への活動費補助

・農業制度資金借入れに係る利子補給【令和2年度債務負担行為分】

新規就農者確保・

育成支援事業

農政部

〈農政企画課〉

2,690

(2,170)

新規就農者の確保・育成を図るため、県内外の就農希望者への情報提供や就

農相談を行います。

また、(有)ジェイエイファームみやざき中央が行う新規就農者向けの研修に

要する費用の一部を助成するほか、農業集落の維持・活性化を図るため、新規

就農者が農業集落の空き家に住む際の支援を行います。

○事業内容

・新規就農者の確保 856

就農相談会出展、就農希望者向けパンフレット等作成

・新規就農研修生受入助成 600

研修生の生活費をＪＡと市で負担(ＪＡ1/2、市1/2)

・新規就農研修指導者助成 934

研修講師の人件費をＪＡとＪＡ管内市町で負担

・新規就農者地域定住支援事業 300

空き家の改修や片付けにかかる費用の一部を支援

また、空き家に住む際の家賃の一部を支援

農業後継者確保事業

農政部

〈農政企画課〉

26,000

新規就農者の確保を図るため、国の事業の対象とならない者で、かつ、一定

の要件を満たす親元就農者に対し、給付金を支給します。

○事業内容

・給付金 1人当たり1,000千円(就農時1回限り)

新規就農者

定着支援事業

農政部

〈農政企画課〉

15,788

(15,788)

新規就農者の確保及び就農時の初期投資の負担軽減を図るため、農業用機械

の整備に要する費用の一部を助成します。新規就農者の所得向上や就農後の定

着を図るため、豊富な知識や優れた農業技術を持つ定着支援アドバイザーによ

る営農相談や、経営診断士等の専門家による経営状況診断を支援します。

○主な事業内容

・農業機械整備に対する助成(補助率：1/3以内) 14,652

・定着支援アドバイザーによる巡回・営農指導等報償費 800

・専門家による経営診断報償費 316
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重点項目３－１ 人財の育成

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

○新
新規就農者

ＡＰハウス夢実現

事業

農政部

〈農政企画課〉

9,000

新規就農者の確保及び就農時の初期投資の軽減を図るため、宮崎中央農業協

同組合等が取り組むハウス整備に要する費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎中央農業協同組合または3戸以上の営農集団

・補助内容 ＡＰハウス2号改良型整備費

・補 助 額 1,500千円/10a(定額)

○新
中古ハウスリユース

促進事業

農政部

〈農政企画課〉

28,000

新規就農者の確保及び就農時の初期投資の軽減等を図るとともに、中古ハウ

スの有効利用を図るため、中古ハウスの整備に要する費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 認定新規就農者、営農開始5年以内の認定農業者、

その他の認定農業者

・補助内容 中古ハウスの補修費等(取得費は除く)

・補 助 率 1/2以内 (上限2,000千円)

農業労働力確保

支援事業

農政部

〈農政企画課〉

2,760

（3,000)

安定的な労働力の確保を図るため、有料職業紹介事業を活用して求人募集を

行う農業者に対し、求人情報誌等の掲載費用の一部を助成します。

○事業内容

・有料職業紹介事業活用支援補助

農地施設等補助債務

管理費

農政部

〈農政企画課〉

5,287

(5,287)

農業経営の安定・健全化に資するため、施設整備等の事業に取り組んだ農業

者等に対し、費用の一部を助成します。

○事業内容

・新規就農者入植団地整備事業(Ｈ26～Ｈ27)

漁業後継者等

活動支援事業

農政部

〈森林水産課〉

500

(500)

漁業後継者等の育成強化を図り、次世代の漁業経営を維持するため、漁協青

壮年部や女性部、新規漁業者の活動を支援します。

○事業内容

・漁協青壮年部活動費補助(1/2以内) 240

補助対象 宮崎市沿岸漁業振興対策協議会

・漁協女性部活動費補助(1/2以内) 160

補助対象 宮崎市沿岸漁業振興対策協議会

・新規漁業者支援補助(1/3以内) 100

小型船舶操縦免許等取得に要する費用の一部補助

補助対象 漁業協同組合
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重点項目３－１ 人財の育成

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

漁業後継者漁船導入

支援利子補給金交付

事業

農政部

〈森林水産課〉

541

(417)

漁船の取得又は改修による漁業生産基盤を確立するため、漁業近代化資金の

貸付制度利用者に対して利子補給を行い、借入利息の軽減による漁家経営の安

定を図ります。

○事業内容

・宮崎市漁業後継者漁船導入支援利子補給補助

(近代化資金貸付利率の2/3以内。ただし、年1％以内)

新規漁業就業者

確保支援事業

農政部

〈森林水産課〉

4,800

(4,800)

漁業の将来を担う人材を確保・育成するため、自営独立就業等を目指す新規

漁業就業者に対して就業支援金を交付します。

○事業内容

・就業支援金 1人当たり1,200千円(就業時1回限り)

青年会議所活動

支援事業

観光商工部

〈商業政策課〉

880

(940)

将来のまちづくりを担う青少年の育成と、地域の活性化を図るため、(一社)

宮崎青年会議所が実施する事業を支援し、次世代を担う経営者を育てる組織環

境づくりや地域社会の発展に寄与する取組を推進します。

○事業内容

・補助金：イベント等に対する補助

補助額 まちづくり事業 520

ひとづくり事業 180

補助率 補助対象経費の1/2

・負担金：青年会議所年会費 180

認定職業訓練助成

事業

観光商工部

〈工業政策課〉

3,500

(3,000)

優れた熟練技能を次世代へ継承するため、職業訓練法人宮崎職業訓練協会が

宮崎高等技術専門校で行う職業訓練課程に対し助成するとともに、認定職業訓

練を受けさせた事業者に対し補助金を支給します。また、技能競技大会出場者

に対して支援を行い、地域産業の担い手育成を図ります。

○事業内容

・職業訓練法人宮崎職業訓練協会への補助

・認定職業訓練を受けさせた事業者への補助(訓練生1人につき4万円)

・技能五輪全国大会等出場者激励金(全国：3万円/人、国際：5万円/人)
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重点項目３－１ 人財の育成

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

○新
地元就職支援事業

観光商工部

〈工業政策課〉

戦略プロジェクト

1,600

就職支援の強化を図るため、地元企業への就職を促進する就職説明会などを

開催することにより、求職者の地元定着及び地元企業の人材不足の解消を図り

ます。

○事業内容

・企業と学校(進路指導担当者)との情報交換会の開催

・合同企業説明会等の開催

若者

ステップアップ・

定着支援事業

観光商工部

〈工業政策課〉

3,200

(3,200)

若者の早期離職率が高い状況を解消するため、合同研修や交流を通して、市

内企業に勤める新人社員が前向きに働くことができるためのスキルの向上や社

外でのネットワークづくりを図ります。

○事業内容

・新人社員、若手社員向け研修プログラム

・経営者、管理者向け研修プログラム

２０ｄｏ若者ワーク

ライフ推進事業

観光商工部

〈工業政策課〉

4,835

(22,645)

若者の地元定着や都市部からの人材還流を促進するため、スマートフォンア

プリ「２０ｄｏ(にじゅうど)」をプラットフォームに宮崎の魅力あるワーク・

ライフを効果的に発信するとともに、保護者等を対象とした啓発を実施し、地

元就職の動機付けを図ります。

○主な事業内容

・アプリ等の運用管理及び記事配信

・保護者等向け啓発

みやざき

デジタル人材育成

草の根支援事業

観光商工部

〈工業政策課〉

1,500

(1,500)

本市ＩＴ産業を担う若手人材の育成及び本市ＩＴ企業への就職の促進を図る

ため、本市ＩＴ企業と地元の教育機関(大学、専門学校、高校)が連携し実施す

る取組に対し費用の一部を助成します。

○補助内容

・実践的なＩＴスキルなどを習得するための授業に対する補助

・補助対象経費の2/3(上限50万円)

○新
地元企業による

未来の宮崎ＩＴ人材

教育活動支援モデル

事業

観光商工部

〈工業政策課〉

戦略プロジェクト

500

本市の未来のＩＴ人材の育成を図るため、宮崎市ＩＣＴ企業連絡協議会が実

施するＩＴ教育の取組等に対して、費用の一部を助成します。

○補助対象事業

・市立小中学校のモデル校におけるクラブ活動や部活動でのプログラミング

教室等

・小中学校やその保護者、学校関係者等を対象としたプログラミングに関連

するイベント等
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重点項目３－１ 人財の育成

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

バングラデシュＩＴ

技術者雇用促進事業

観光商工部

〈工業政策課〉

8,550

(10,275)

市内企業の事業拡大や新たな企業の立地を促進するため、バングラデシュ

ＩＴ技術者(※)の雇用を促進します。

また、バングラデシュＩＴ技術者の定着支援を行います。

※宮崎大学、市内ＩＴ企業、宮崎市が産学官連携で取り組み、市内企業に就職

したバングラデシュＩＴ技術者。

○主な事業内容

・紹介手数料補助

人材紹介会社を通じてバングラデシュＩＴ技術者を採用した場合、紹介

手数料の1/2(上限675千円)を助成します。

・バングラデシュＩＴ技術者活躍支援

日本での生活支援や地域交流に資するセミナーやイベント等を実施しま

す。

新規就農者優良農地

バックアップ事業

農業委員会事務局

1,218

(2,030)

新規就農者の農地確保と遊休農地の発生防止を図るため、研修中の就農予定

者が経営を開始するまでの間、所有者から一時的に農地を借受け、維持管理に

要する経費を助成します。

○事業内容

対象：(有)ジェイエイファームみやざき中央等(農地の一時借受け者)

助成内容：賃借料 100千円/10a以内

保全管理 52千円/10a以内

軽微な土地改良 100千円/10a×1/2以内
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

母子家庭等自立支援

給付金事業

子ども未来部

〈子育て支援課〉

50,000

(42,000)

ひとり親家庭の父・母の就業に結びつきやすい資格の取得を促進するため、

職業訓練講座等の受講料の一部を助成します。

また、修業期間が1年以上（一部の対象資格については6月に緩和）の養成

機関で修業する場合に、高等職業訓練促進給付金を支給します。

さらに、ひとり親家庭の父・母や子の学び直しを支援するため、高等学校卒

業程度認定試験合格講座の受講開始時等に、受講料の一部を助成します。

○給付の内容

・自立支援教育訓練給付金

①雇用保険制度の教育訓練給付金の受給資格のない者

講座受講料個人負担分の60％(上限200,000円、下限12,001円)

ただし、専門実践教育訓練給付金の指定教育訓練講座を受講する場

合は、修学年数に400,000円を乗じて得た額(上限1,600,000円)

②雇用保険制度の教育訓練給付金の受給資格のある者

①に定める額から教育訓練給付金の支給額を差し引いた額

・高等職業訓練促進給付金

月 額 100,000円(課税世帯は70,500円)

最終学年の方は、40,000円増額

対象資格 看護師、介護福祉士、保育士、理学療法士、准看護師ほか

対象期間 全修業期間(上限4年)

・修了支援給付金

高等職業訓練の修了時 50,000円(課税世帯は25,000円)

・高等学校卒業程度認定試験合格支援事業

①高等学校卒業程度認定試験合格講座開始時給付金

受講費用の30％（上限75,000円、下限4,001円）

②高等学校卒業程度認定試験合格講座受講修了後

受講費用の10％（①と合わせて上限100,000円、下限4,001円）

③高等学校卒業程度認定試験合格後

受講費用の20％

合計 受講費用の60％(上限150,000円)

女性農業者

組織活動支援事業

農政部

〈農政企画課〉

630

(634)

女性農業者の経営への参画促進や女性の視点を生かした地域農業の活性化を

図るため、女性農業者で組織する「ＰＡＭ」の活動費の一部を助成します。

○主な事業内容

・先進地調査、講演会、各支部活動等に要する費用の一部を助成

※ＰＡＭ・・・Power Agriculture Miyazaki･Mama･Ms.

ＳＡＰ会議活動

支援事業

農政部

〈農政企画課〉

1,400

(1,224)

青年農業者の資質向上と、将来の本市農業のリーダーとなる担い手の育成を

図るため、青年農業者で組織する「宮崎市ＳＡＰ会議」の活動を支援します。

○主な事業内容

・宮崎市ＳＡＰ会議の運営補助

・全国青年農業者会議等の派遣補助
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

人・農地プラン推進

事業

農政部

〈農政企画課〉

1,330

(1,856)

持続可能な力強い農業の実現及び地域・集落での話し合いを通して、地域農

業の未来の設計図を「地域計画」として作成します。また、話し合い等で出さ

れた地域の課題の解決に向けた取組について支援します。

さらに、集落営農集団の法人化に向けた取組に対し、必要な経費を助成しま

す。

○事業内容

・検討会委員等への報償費

・事業推進費

・集落営農集団の法人化支援

強い農業・担い手

づくり総合支援事業

農政部

〈農政企画課〉

9,999

(9,999)

「人・農地プラン」の中心経営体に位置付けられた意欲ある農業者等の経営

の規模拡大や多角化を支援するため、農業用機械や施設の整備に要する費用の

一部を助成します。

気象災害等により被災した農業者に対し、速やかな復旧のための費用の一部

を助成します。

○事業内容

①融資主体補助型

・補助内容 農業用機械や施設の整備に要する費用

・補 助 率 農業用機械等：事業費の1/3以内

(上限額3,333千円 県3/10以内、市1/30以内)

②被災農業者支援型

気象災害等で被災を受けた農業用施設や機械の復旧に要する費用の一部を

助成。（支援内容はその都度、国から示される。）

農業振興地域整備

促進事業

農政部

〈農政企画課〉

510

(471)

宮崎市農業振興地域整備計画(農用地利用計画、農用地基盤整備計画等)に基づ
き、本市の農業の振興を図るため、優良農地の確保と土地利用に関する調整を
行います。

○主な事業内容
・会計年度任用職員による巡回調査
・優良事例や法制度等の研修参加
・土地利用計画の変更

農地中間管理事業

農政部

〈農政企画課〉

1,930

(1,962)

担い手への農地の集積・集約化を円滑に進めるため、農地中間管理機構が行

う業務の一部を受託し、各地域での農地集積に向けた取り組みを支援します。

○主な事業内容

・地域座談会等の開催支援

・農地の貸借に関する契約事務

-234-



重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

農地集積担い手支援

事業

農政部

〈農政企画課〉

5,000

(4,000)

農地集積を促進するため、農地中間管理事業を活用し、新たに集積された農

地の受け手となった担い手に対し、奨励金を交付します。

○事業内容

・補助額 新たに集積された農地10a当たり10千円

みやＰＥＣ推進機構

運営事業

農政部

〈農政企画課〉

25,605

(27,406)

本市及びその周辺地域の農林水産物をはじめとする豊かな地域資源の有効活

用と官民一体となった農商工連携や６次産業化の取組により、地域経済の活性

化、産業振興に寄与するため、(一社)みやＰＥＣ推進機構の運営を支援します。

○主な事業内容

・補助対象 (一社)みやＰＥＣ推進機構

・事業内容 事務局運営に係る人件費及び事務費の一部助成

○みやＰＥＣとは

第１次から第３次産業まで関係する全産業がスクラムを組み、宮崎の豊かな

農林水産物を利用した製品づくりを通して、地域経済の活性化を図る取組を表

しています。

～みやざきどれ Ｐroducts Ｅconomy Ｃooperation～

○構成会員

【農林水産業】宮崎中央農業協同組合、市元気な農業法人会、県経済農業協同

組合連合会、宮崎中央森林組合、市沿岸漁業振興対策協議会

【観 光 業】市観光協会、市ホテル旅館組合

【商 工 業】商工会議所、市５商工会連絡協議会、市商店街振興組合連合会、

県中小企業団体中央会、市工業会

【教育・研究】宮崎大学

みやざき新規就農者

総合対策事業

農政部

〈農政企画課〉

236,562

新規就農者の農業経営が安定するまでの間、国等の事業を活用し、総合的に

支援することで新規就農者の定着を図ります。

○事業内容

・農業次世代人材投資事業（経営開始型）

資金交付(年間最大1,500千円、最長5年間)

・新規就農者育成総合対策事業（経営開始資金）

資金交付(年間最大1,500千円、最長3年間)

・新規就農者育成総合対策事業（経営発展支援事業）

就農後の経営発展のために、機械・施設の導入支援
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

○新
宮崎市産農林水産物

活用商品認定事業

農政部

〈農政企画課〉

戦略プロジェクト

4,000

市産農林水産物の高付加価値化及び農林漁業者の所得向上を図るため、６次

産業化及び農商工連携の取組による新商品開発等を支援します。また、それら

の取組により製造された商品を審査会を経て市が認定し、ふるさと納税返礼品

への活用などを通して販売強化を図ります。

さらに、認定商品を各種バイヤー等に紹介するため、みやＰＥＣ推進機構が

行う商品説明書のデータベース化及び販路拡大の取組を支援します。

○事業内容

・新商品開発等に対する支援 1,600

・「宮崎市産農林水産物活用商品認定制度」の創設 402

・商品情報のデータベース化及び販路拡大 1,998

○新
農業資産次世代

承継事業

農政部

〈農政企画課〉

戦略プロジェクト

1,276

地域農業の担い手確保を図るため、離農や後継者不足に悩む農業者の有形・

無形の農業資産を第三者に承継する取組を推進します。

○事業内容

第三者承継を専門的に行う民間事業者へ業務を委託し、専用ホームページを

開設・運営

宮崎市ふるさと

農産物加工センター

等指定管理料

農政部

〈農業振興課〉

14,260

(14,260)

農畜産物の加工及び特産品の創作等の奨励や、農村生活の改善を図るため、

指定管理者による農産物加工施設の運営及び維持管理を行います。

○事業内容

・対象施設 ふるさと農産物加工センター(瓜生野)

(3施設) 那珂地区農業構造改善センター農産加工実習室(佐土原)

清武ふるさと農産物加工センター(清武)

・指定管理者 宮崎中央農業協同組合

・指定期間 令和4年4月～令和9年3月

環境保全型農業直接

支払交付金事業

農政部

〈農業振興課〉

11,534

地球温暖化防止や生物多様性の保全に効果の高い営農活動を推進するため、

特定の取組を行う農業者で組織する協議会に対し、取組面積に応じて必要な費

用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市環境保全型農業推進協議会

・補助内容 特定の取組に応じた助成

・補 助 額 有機農業 12,000円/10ａ

(追加取組はさらに 2,000円/10ａ加算)

カバークロップ 6,000円/10ａ

たい肥の施用 4,400円/10ａ
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

みやざきの園芸産地

強化支援事業

農政部

〈農業振興課〉

45,000

(47,000)

本市農業の主要部門である施設園芸の生産基盤を強化し、農産物の品質向上

や生産量の増加のほか、生産コストの削減や環境負荷の軽減を図るため、資機

材の導入に要する費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市園芸振興協議会

・補助内容 ヒートポンプ、ハウス内循環扇、炭酸ガス発生装置、

ＬＥＤ照明、自動潅水装置、苗木、遮光設備 など

・補 助 率 1/3以内

施設園芸用ハウス

強化緊急支援事業

農政部

〈農業振興課〉

16,245

(11,365)

台風などによる農業用ハウスの災害被害の未然防止を図るため、非常時の事

業継続計画(ＢＣＰ)策定やハウスの補強、防風ネット等を整備する営農集団に

対し、その費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市ハウス強靭化対策協議会

・補助内容 ハウス補強等の助成

・補 助 額 園芸産地における事業継続計画の検討及び策定、

非常時の協力体制の整備

自力施工等の技術習得、災害復旧の実証 300千円(定額)

既存ハウスの補強等の被害防止対策 1/2以内

農産園芸用資機材

導入支援事業

農政部

〈農業振興課〉

52,225

(81,782)

本市農業の主要部門である施設園芸等の産地の維持・拡大、農業経営の安定

を図るため、省エネ化、収量・品質の向上に資する資機材等の導入に要する費

用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎中央地域農業再生協議会

・補助内容 農業用資機材の導入など

・補 助 率 県(国)1/2以内

チャレンジ！

施設園芸資機材

導入支援事業

農政部

〈農業振興課〉

4,500

(6,000)

農産物の収量増加や品質向上を図るため、生産力向上に繋がる新たな資機材

を導入する生産者に対し、導入費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市園芸振興協議会

・補助内容 新技術資機材

・補 助 率 1/2以内(上限2,000千円)

○新
施設園芸産地力向上

ハウス整備支援事業

農政部

〈農業振興課〉

12,000

燃料や資材価格高騰の影響など農業経営の継続が困難な状況になりつつある

中、農業産出額の維持・拡大と、意欲ある認定農業者の規模拡大・経営維持を

促すため、園芸用ハウスの整備費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 認定農業者 等

・補助内容 園芸用ハウスの新設又は増設

・補 助 額 1,500千円/10ａ(定額)
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

○新
特産農産物魅力創出

支援事業

農政部

〈農業振興課〉

1,100

本市で作付けされる多様な品目のうち、希少価値の高い品目や伝統野菜、今

後成長が見込まれる新たな品目の生産拡大を図るため、販路拡大やＰＲ活動に

要する費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 新たな品目及び希少価値のある品目の生産者で組織する団体

・補助内容 販路拡大等の取組の助成

・補 助 額 ①特産農産物 1団体あたり200千円以内/年(定額)

(原則3か年継続)

②伝統野菜 1団体あたり500千円以内/年(定額)

園芸組織強化対策

支援事業

農政部

〈農業振興課〉

2,100

(2,100)

債務R5～R6

{700}

野菜、果樹及び花き園芸の振興を図るため、市内の園芸農家により組織する

宮崎市園芸振興協議会に対し、消費宣伝等の活動費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市園芸振興協議会

(構成員内訳：野菜1,085戸、果樹233戸、花き79戸

計1,397戸)

・補助内容 園芸作物のＰＲ及び消費宣伝活動、園芸作物展示

先進地調査研修など

・補 助 額 2,100千円(3/5以内)

露地作物産地強化

支援事業

農政部

〈農業振興課〉

2,000

(2,000)

葉たばこから露地作物への転換や露地作物の栽培に係る労働力不足の解消を

図るため、共同利用の農業用資機材等の導入や有望品目・品種の実証・検討及

びＩＣＴ導入に向けた調査・研究に要する費用の一部を助成します。

○主な事業内容

(1)葉たばこ廃作対策支援事業 1,200

・補助対象 宮崎中央農業協同組合又は営農集団

・補助内容 共同利用の農業用資機材など

・補 助 率 1/3以内

(2)露地作物新産地育成事業 800

・補助対象 宮崎中央農業協同組合又は営農集団

・補助内容 実証展示ほ・ＩＣＴ導入実証ほの設置、試験栽培、

先進地調査など

・補 助 率 1/2以内
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

ＩＣＴ活用型農業

生産者組織強化支援

事業

農政部

〈農業振興課〉

500

(1,000)

農産物の収量の増加や品質の向上を図るため、ＩＣＴの導入効果の検証を行

う農業者の組織する団体に対し、実証展示ほの調査等活動費の一部を助成しま

す。

○事業内容

・補助対象 農業者の組織する自主研究組織

・補助内容 実証展示ほの設置、研修会の実施など

・補 助 額 250千円以内/年(定額)×2団体

○新
露地作新品目産地

育成対策事業

農政部

〈農業振興課〉

500

販売先の見込める新品目の栽培技術、病害虫防除などの円滑な情報共有や露

地作物振興における課題の洗い出し等、新たな対策の構築が求められている露

地作物の生産拡大等を図るため、活動費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市露地作物振興部会(生産者、関係機関、関係団体、加工集

荷業者、農機メーカー、市場卸売業者等で構成予定)

・補助内容 展示ほ場設置や視察費用等の助成

・補 助 額 500千円以内

水稲病害虫防除対策

実証事業

農政部

〈農業振興課〉

500

(1,000)

水稲病害虫の被害を軽減し、米の安定供給を図るため、防除効果の実証に取

り組む営農集団等に対し、費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 防除効果の実証が可能な営農集団等

・補助内容 水稲の病害虫防除の実証に対する助成

・補 助 額 5千円/10ａ(定額)

米の需給調整推進

事業

農政部

〈農業振興課〉

9,750

(10,450)

需給バランスの取れた米の生産を推進するため、農政推進委員、集落、農政

推進委員協議会等に対し、米の消費拡大やＰＲ等経営所得安定対策の普及・推

進活動に係る費用を助成します。

(令和4年10月1日現在)

経営所得安定対策

推進事業

農政部

〈農業振興課〉

14,000

(14,000)

稲作農家等の経営安定を図るため、宮崎中央地域農業再生協議会が行う経営

所得安定対策に係る事務費等を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎中央地域農業再生協議会

・補助内容 営農計画書印刷費、人件費など

・補 助 率 県(国)10/10以内

助

成

対

象

地 域
農政推進

委員数(人)

集落数

(集落)
組 織 名

宮 崎 216 226

大宮、檍、大淀、赤江、木花、

青島、住吉、生目、北地区

農政推進委員会

佐土原 61 61 佐土原町水田営農対策協議会

田 野 53 59 田野新地域営農推進協議会

高 岡 46 46 高岡町農政推進委員会

清 武 28 28 清武地区農政推進委員会

計 404 420
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

○新
大規模稲作経営体

支援事業

農政部

〈農業振興課〉

5,000

特色ある米産地の維持・拡大と農業経営の安定を図るため、スマート農機具

等を導入する営農集団に対し、費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 大規模稲作経営体

(現状の水稲経営面積が5ha以上で、次年度までに120％以上

規模拡大を目指す経営体等)

・補助内容 スマート機械等導入への支援

・補 助 率 1/3以内

たばこ産地応援事業

農政部

〈農業振興課〉

759

(759)

葉たばこの安定生産、品質向上を図るとともに、葉たばこ生産組織を育成す

るため、組織の活動に要する費用の一部を助成します。

(令和4年5月現在)

茶産地育成支援事業

農政部

〈農業振興課〉

4,350

(4,350)

市産茶の品質や評価を高めるため、茶園の防霜対策を進めるとともに害虫の

防除などに使用する資機材の導入や、茶園の新植・改植に伴って使用する肥料、

農薬等の購入に必要な費用の一部を助成します。

また、品評会等への出品者や入賞者に対し報奨金を交付します。

○事業内容

(1)茶産地基盤整備事業 2,000

・補助対象 宮崎市茶業協議会

・補助内容 防霜施設

・補 助 率 1/3以内

(2)高品質茶生産事業 2,000

・補助対象 宮崎市茶業協議会

・補助内容

・補 助 率 1/3以内

(3)茶園育成支援事業 300

・補助対象 宮崎市茶業協議会

・補助内容 新植や改植した茶園に使用する肥料や農薬等の資機材等

・補 助 率 1/2以内

(4)報償費 50

日本茶ＡＷＡＲＤ出品者奨励金及び品評会入賞報奨金

補助対象 人数(戸) 作付面積(ha)

宮崎市たばこ耕作振興会 18 33.6

南宮崎たばこ耕作振興会 23 43.9

田野町たばこ耕作振興会 42 89.9

合 計 83 167.4

取組内容 補助の対象となる費用

茶の高品質化に

有効な資機材の導入

寒冷紗巻取機の導入に要する費用

※寒冷紗…茶樹を被覆する遮光性のある布

生物農薬の活用 害虫対策として、有機栽培でも使用可能な天敵

生物(害虫を捕食するダニなど)の購入費用

チャトゲコナジラミ

の蔓延防止

品質低下の原因となる害虫(チャトゲコナジラ

ミ)を防除するための農薬の購入費用

高品質肥料の活用 液肥、油粕などの高品質な肥料の購入費用
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

茶組織強化対策支援

事業

農政部

〈農業振興課〉

1,220

(1,326)

茶の生産振興と消費拡大を図るため、市内の茶生産者により組織する宮崎市

茶業協議会に対し、ＰＲ等活動費の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市茶業協議会

(宮崎市・清武町茶業振興会、田野町茶業振興会、

高岡町茶業振興会)

・補助内容 販売促進、ＰＲ対策費など

かんしょ病害対策

強化緊急支援事業

農政部

〈農業振興課〉

460

(1,000)

サツマイモ基腐病が市内においても散見されるなか、被害の拡大防止を図る

ため、宮崎市かんしょ病害対策協議会に対し、国事業の対象とならない防除対

策に係る費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市かんしょ病害対策協議会

・補助内容 農薬の購入、ドローンによる委託散布など

・補 助 率 市1/3以内

農業経営収入保険

加入促進事業

農政部

〈農業振興課〉

7,250

(7,250)

農業者の経営努力だけでは避けられないリスクが顕在化する中、次期作に安

心して取り組める経営基盤を確立するため、新たな農業経営収入保険加入者に

対し、保険料の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 収入保険制度の新規加入者

・補助内容 掛捨て分保険料の一部助成

・補 助 率 1/2以内(上限5万円、1回限り)

○新
畜産環境対策総合

支援事業

農政部

〈農業振興課〉

5,600

本市畜産農家において、施設整備支援や増頭事業が進む中、家畜排せつ物に

係る問題を解消し、畜産農家の更なる規模拡大を図るため、関係者からなる家

畜環境対策コンソーシアムを立ち上げ、畜産環境改善に取り組みます。

○事業内容

・補助対象 導入事業者

・補助内容 施設の整備や機械等の導入費用の一部助成

・補 助 額 令和5年度 ソフト事業 県(国) 5,600千円(定額)

令和6年度 ハード事業 県(国) 1/2以内

畜産共進会事業

農政部

〈農業振興課〉

1,080

(3,287)

家畜改良の促進と生産性向上を図るため、各種共進会出品者に対する出品費

用の一部助成や優良農家の表彰を行います。

また、宮崎県畜産共進会や宮崎中央畜産共進会等の開催費用等の一部を負担

又は助成します。

○事業内容

・賞賜金 宮崎県畜産共進会

子牛品評会(年11回開催)

宮崎中央畜産共進会

・負担金 宮崎県畜産共進会、宮崎中央畜産共進会
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

畜産振興組織支援

事業

農政部

〈農業振興課〉

11,230

(11,323)

畜種を超えての連携強化や連絡体制の構築、地域一丸となった自衛防疫など

が求められる中、担い手の育成や家畜改良の促進、家畜防疫の徹底を図るため、

各組織に対し、活動費の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市畜産振興連合会

(構成員内訳：肉用牛382戸、酪農3戸、養豚4戸、養鶏15戸

計404戸)

みやざき中央畜産物消費拡大推進協議会

(構成員内訳：ＪＡ、生産者部会、国富町、宮崎市)

宮崎市自衛防疫推進協議会

(構成員内訳：畜産農家、共済組合、ＪＡ、宮崎市)

中部自衛防疫推進協議会

(構成員内訳：国富町、綾町、宮崎市の自衛防疫推進組織)

地域で挑む全共対策推進協議会

(構成員内訳：ＪＡ、国富町、綾町、宮崎市)

・補助内容 研修会など

優良家畜ブランド

産地育成対策事業

農政部

〈農業振興課〉

22,390

(26,290)

優良子牛産地としてのブランドを確立し、畜産農家の経営安定を図るため、

各組織に対し、運営費や家畜導入費用等の一部を助成します。

○事業内容

(1)優良家畜の導入・保留 21,000

・補助対象 宮崎市畜産振興連合会

・補助内容 優良後継牛、豚の導入・保留費用の一部を助成

(2)種雄牛造成 1,000

・補助対象 地域で取り組む種雄牛育成協議会

(構成員内訳：ＪＡ宮崎中央、ＪＡ綾町、国富町、綾町、

宮崎市)

・補助内容 対象牛の産子導入、保留補助

・補 助 額 対象牛の産子導入 50千円/頭

対象牛の産子自家保留補助 25千円/頭

(3)生産性向上補助 390

・補助対象 宮崎中央農業協同組合

・補助内容 受精卵移植費用等

・補 助 率 1/2以内
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

スマート畜産促進

畜舎整備支援事業

農政部

〈農業振興課〉

11,330

(5,330)

畜産農家のスマート化に伴う生産性、農場衛生環境の向上や規模拡大を図る

ため、省力化等に資する資機材導入や畜舎整備に要する費用の一部を助成しま

す。

○事業内容

・補助対象 宮崎市畜産振興連合会

・補助内容 資機材、畜舎整備等の費用の一部助成

・補 助 率 1/3以内

野生鳥獣被害防止

総合対策事業

農政部

〈森林水産課〉

2,450

(2,497)

野生鳥獣による農林作物の被害軽減を図るため、電気柵の購入に要する費用

の一部を助成し、被害防止対策を推進します。

○事業内容

・電気柵等 40基

・補助対象 農林家

・補助率 県19% 市47％

野生鳥獣被害防止

組織支援事業

農政部

〈森林水産課〉

11,295

(11,295)

野生鳥獣による農林作物の被害軽減を図るため、有害鳥獣捕獲班による捕獲

活動を支援します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市有害鳥獣駆除対策協議会

佐土原町有害鳥獣対策協議会

田野町有害鳥獣駆除対策協議会

高岡町有害鳥獣被害防止対策協議会

清武町有害鳥獣駆除対策協議会

鳥獣被害対策実施

体制強化事業

農政部

〈森林水産課〉

1,100

(1,100)

鳥獣被害に強い集落づくりのため、住民自らが実施する研修会の開催や追い

払い等の活動を支援し、鳥獣による農林作物の被害軽減を図ります。

○事業内容

・補助対象 生目地区有害鳥獣対策組合

田野北地区野生猿対策組合

高浜地区有害鳥獣対策組合

木花地区有害鳥獣被害防止対策委員会

青島・内海地区有害鳥獣等対策協議会

仁田尾地区有害鳥獣対策組合

一里山地区有害鳥獣対策組合

的野地区有害鳥獣対策組合

伊勢ノ原地区有害鳥獣対策組合

八重地区鳥獣害対策組合

古城町有害鳥獣等対策協議会

有害鳥獣被害等

対策サポート事業

農政部

〈森林水産課〉

10,777

(10,777)

農林作物の被害軽減と林道の安全な利用を図るため、パトロール隊員が農地

や林道を巡視し、農林業者や猟友会に有害鳥獣の情報提供を行うとともに、花

火による追い払い等を実施します。

○事業内容

・追い払い、情報提供、死亡野鳥の回収、農林家への指導、林道の見回り

・委 託 先 宮崎中央森林組合

・監視区域 高岡・生目、田野・清武・木花・青島
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

狩猟免許取得等

促進事業

農政部

〈森林水産課〉

559

(559)

狩猟者を確保し、野生鳥獣による農林作物被害を軽減するため、狩猟免許試

験費用等の一部を助成します。

○事業内容

・第一種銃猟免許 49,000円×10人

・わな猟免許 4,600円×15人

・補 助 率 県22％、市44％

漁業経営安定化緊急

対策事業

農政部

〈森林水産課〉

7,803

(8,500)

漁業経費の負担を軽減するため、漁船保険料の一部を助成し、漁業経営の安

定を図ります。

○事業内容

・補助対象 宮崎市に住所を有する市内漁協組合員で漁船保険料を支払う者

・補 助 率 漁業者が支払う保険料の30％以内

つくる漁業振興事業

農政部

〈森林水産課〉

2,170

(2,170)

「つくり育てる漁業」の推進による水産資源量の回復を図るため、ヒラメや

クエ等の種苗放流を実施します。

○事業内容

・稚魚等購入費 1,776

クエ稚魚 728尾、イセエビ 160㎏、

ヒラメ稚魚 8,575尾

・中間育成施設管理費 64

・(一財)宮崎県水産振興協会負担金 330

内水面漁業振興支援

事業

農政部

〈森林水産課〉

2,650

(2,650)

内水面資源の保護増殖及び河川環境に対する市民意識の高揚を図るため、ア

ユ、シジミ等の稚魚・稚貝の放流のほか、河川清掃への支援等を行います。

○事業内容

・稚魚・稚貝等放流事業 2,550

アユ 269㎏、シジミ 715㎏

ハマグリ 222㎏

・河川環境改善支援事業補助 100

漁業経営向上支援

事業

農政部

〈森林水産課〉

6,000

(6,000)

操業の合理化、省力化や航行の安全を確保するため、機器装備の導入費用の

一部を支援し、経営の向上を図ります。

○事業内容

・補助対象 宮崎市内の漁協組合員で、市内に住所を有する者

・補 助 率 機器整備に要する経費の1/2以内

・主な機器 自動操舵システム、ＧＰＳプロッタ、カラー魚探 など

漁協信用事業譲渡

資金利子助成事業

農政部

〈森林水産課〉

169

(201)

漁業者の経営に不可欠な漁業協同組合の機能維持、基盤強化を図るため、信

用事業譲渡の際に資金を借り入れた漁協に対する利子助成を行い、漁協の経営

安定を図ります。

○事業内容

・基盤強化資金利子助成(利子助成率 0.16％以内)

・経営改善資金利子助成(利子助成率 0.16％以内)

・運転資金利子助成 (利子助成率 0.40％以内)
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

海洋ごみ対策促進

事業

農政部

〈森林水産課〉

3,120

(3,120)

海洋環境の保全、漁業の振興を図るため、海洋ごみの回収、処分運搬業務を

漁業協同組合及び一般廃棄物収集運搬許可業者に委託します。

○事業内容

海底清掃委託 620

・委託先 海面漁業協同組合

海洋ごみの処分運搬委託 2,500

・委託先 一般廃棄物収集運搬許可業者

種子島周辺漁業対策

事業

農政部

〈森林水産課〉

12,500

(9,192)

漁協の経営安定や漁業操業の効率化を図るため、海面漁業協同組合が所有す

る共同利用施設の修繕、改修にかかる費用の一部を助成します。

○事業内容

漁船漁具保全施設及び作業場(南側)の改修

・補助対象 宮崎漁業協同組合

・総事業費 16,500

・補 助 率 国(ＪＡＸＡ)70％、県0.76％、市5％

県営漁港整備事業

農政部

〈森林水産課〉

15,920

(18,400)

老朽化が進んでいる漁港の機能の維持回復を図るため、補修工事や航路浚渫

等を行い、適正な施設整備に努めます。

○事業内容

富田漁港 (航路泊地浚渫) 1,600

・総事業費 32,000

・負 担 率 国 50％、県 40％、新富町 5％、市 5％

青島漁港 (航路泊地浚渫) 2,400

・総事業費 24,000

・負 担 率 国 50％、県 40％、市 10％

青島漁港 (突浪第２桟橋補修) 3,200

・総事業費 32,000

・負 担 率 国 50％、県 40％、市 10％

青島漁港 (沖防波堤改良) 8,720

・総事業費 87,200

・負 担 率 国 50％、県 40％、市 10％

湛水防除施設改修

事業

農政部

〈農村整備課〉

4,380

(4,380)

集中豪雨等による増水時の湛水被害の軽減を図るため、適正な運転が行えるよ

う、排水ポンプ場のポンプ施設、各補機類等の修繕を行います。

○地区別予算

宮崎 2,920 佐土原 1,460
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

湛水防除施設管理費

農政部

〈農村整備課〉

36,920

(34,100)

排水ポンプ場の機器故障等の予防保全と長寿命化を図るため、6施設の定期点

検業務等を行います。

○地区別予算

宮崎 31,613 佐土原 5,307

農道・水路維持事業

農政部

〈農村整備課〉

４総合支所

〈農林建設課〉

39,800

(36,500)

農道や水路等の維持管理のため、その補修や原材料の支給等を行います。

○事業概要

宮崎 19,500 佐土原 4,500 田野 6,400 高岡 6,600 清武 2,800

市単独土地改良事業

農政部

〈農村整備課〉

佐土原総合支所

田野総合支所

清武総合支所

〈農林建設課〉

13,750

(15,750)

農業経営の合理化及び農業生産力を向上させるため、土地改良区等が管理す

る施設で、各種制度事業に該当しない小規模な整備・補修や緊急を要する整備・

補修費用の助成を行います。

(負担割合 市70％：地元30％)

○地区別予算

宮崎 7,100 佐土原 3,000 田野 2,000 清武 1,650

施設名 完成
能力

(㎥/Ｓ)

集水面積

(ha)

蛎原排水機場(宮崎) S57 20 1,020

正蓮寺排水機場

(宮崎)

1・2号機 S57 4
352

3号機 R3 5

山下排水機場(宮崎) H7 2.67 112

金崎排水機場(宮崎) H10 6 238

天神排水機場(佐土原) S63 15 700

二ツ立排水機場(佐土原) H元 9 600

事業箇所 概要

市内全域 原材料支給等

サギス(宮崎)【エコ関連】 農道舗装 Ｌ＝ 85ｍ Ｗ＝2.5ｍ

吉野(宮崎)【エコ関連】 農道舗装 Ｌ＝265ｍ Ｗ＝3.5ｍ

上北方(宮崎)【エコ関連】 排水路 Ｌ＝ 51ｍ Ｗ＝0.4ｍ
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

農道橋定期点検事業

農政部

〈農村整備課〉

10,500

(7,500)

農道橋の落橋事故防止及び長寿命化のため、定期点検や補修設計を行います。

○地区別予算

宮崎 2,400 佐土原 980 田野 5,360 高岡 860 清武 900

○事業概要

・農道橋定期点検業務委託 6,000

・農道橋補修設計委託 4,500

合同事務所推進事業

農政部

〈農村整備課〉

26,851

(26,851)

土地改良区の適切かつ効率的な運営と土地改良事業の円滑な推進を図るた

め、合同事務所等連合会に対して補助金を交付します。

○事業概要

国営関連推進調査

計画事業

農政部

〈農村整備課〉

田野総合支所

〈農林建設課〉

13,100

(9,900)

国営大淀川左右岸地区土地改良事業の未着手地区の整備を行うため、基盤整

備事業の新規採択に必要となる計画概要書等を作成します。

(負担割合)

農地等状況調査 市100％

地形図作成 県50％：市50％

○事業概要

宮崎 1,100 田野 12,000

地区 橋名 架設年次 橋長(ｍ) 幅員(ｍ)

宮崎

古宮田１号橋 S57 15.00 2.00

高蝉橋 S52 16.70 2.00

水流田橋 H3 15.70 2.50

佐土原 日高橋 H19 40.00 5.80

田野 東原橋 H14 15.50 4.00

高岡 桑代橋 S49 15.40 4.00

清武 美極田橋 H13 18.00 6.75

地区 橋名 架設年次 橋長(ｍ) 幅員(ｍ)

田野 天狗谷橋 H8 22.10 5.00

運営費補助 保険料補助 計

26,316 535 26,851

事業箇所 概要

垂水(宮崎) 農地等状況調査

さぎせ原２期(田野) 地形図作成
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

農業施設維持管理

適正化事業

農政部

〈農村整備課〉

56,270

(76,660)

債務R5～R9

{10,800}

排水ポンプ場等の農業用施設の安定した運転と長寿命化のため、全国土地改

良事業団体連合会の土地改良施設維持管理適正化事業交付金を活用し、整備や

更新を行うほか、事業費の拠出等を行います。

(負担割合 国30％：県30％：市40％)

○事業概要

・修繕料 40,000

4排水ポンプ場において、整備や更新を行います。

宮崎 20,000 佐土原 20,000

・拠出金 13,770

本事業における市負担分を、宮崎県土地改良事業団体連合会に5年分割で

拠出します。

宮崎 7,770 佐土原 6,000

・補助金(補助率 10％) 2,500

土地改良区等が実施する本事業に対し、助成を行います。

宮崎 1,500 佐土原 1,000

施設名 概要

正蓮寺排水機場(宮崎) 電気設備整備

山下排水機場(宮崎) 電気設備整備

天神排水機場(佐土原) 主ポンプオーバーホール

二ツ立排水機場(佐土原) ポンプ・原動機整備

加入年度 施設名 拠出金額 加入年度 施設名 拠出金額

R1

正蓮寺 570

R4

山 下 600

蛎 原 630 山 下 600

正蓮寺 570 蛎 原 600

二ツ立 600 二ツ立 600

天 神 600

R5

蛎 原 600

R2

天 神 240 金 崎 600

二ツ立 360 天 神 600

蛎 原 600 二ツ立 600

二ツ立 600

事務費

天 神 300

山 下 600 二ツ立 300

R3

二ツ立 600 正蓮寺 300

正蓮寺 600 山 下 300

天 神 600

蛎 原 600

加入

年度
団体名 概要 補助額

R3 住吉土地改良区(宮崎) 用水路改修 800

R4 住吉土地改良区(宮崎) 用水路改修 300

R5 大淀川右岸土地改良区(宮崎) 管水路破損交換 400

R5 一ツ瀬川筋土地改良区(佐土原) 用水路整備 1,000
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

多面的機能支払

交付金事業

農政部

〈農村整備課〉

４総合支所

〈農林建設課〉

291,418

(281,136)

土地改良施設、地域資源及び農地の適切な維持管理や農村環境の保全・向上

を図るため、農業者及び非農業者が連携した地域ぐるみの組織による活動を支

援します。

(交付金負担割合 国50％：県25％：市25％)

(事務費負担割合 国100％)

○地区別事業概要

宮崎 148,336 佐土原 45,500 田野 25,114

高岡 48,924 清武 23,544

・農地維持支払

・資源向上支払(共同活動)

・資源向上支払(長寿命化)

・推進交付金(事務費)

地区 地区数 面積(㏊) 交付金 市負担

宮崎 42 2,298 61,876 15,469

佐土原 22 804 22,700 5,675

田野 13 555 13,688 3,422

高岡 18 759 19,444 4,861

清武 9 398 10,166 2,543

計 104 4,814 127,874 31,970

地区 地区数 面積(ha) 交付金 市負担

宮崎 37 2,103 32,032 8,008

佐土原 19 534 8,200 2,050

田野 12 514 6,303 1,576

高岡 18 759 10,980 2,745

清武 7 339 4,870 1,219

計 93 4,249 62,385 15,598

地区 地区数 面積(ha) 交付金 市負担

宮崎 34 1,599 50,428 12,607

佐土原 14 355 14,600 3,650

田野 7 191 5,123 1,281

高岡 16 605 18,500 4,625

清武 6 315 8,508 2,129

計 77 3,065 97,159 24,292

地区 消耗品費 印刷費 委託料 計

宮崎 50 50 3,900 4,000
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

農業農村基盤整備

計画策定事業

農政部

〈農村整備課〉

5,700

(2,100)

農作業の効率化を図るため、基盤整備事業の新規採択に必要となる計画概要

書等を作成します。

(負担割合)

換地計画書作成 市100％

計画概要書作成 県50％：市50％

○事業概要

農道整備事業

(市単独)

農政部

〈農村整備課〉

佐土原総合支所

〈農林建設課〉

64,760

(90,660)

農産物の輸送の効率化及び農村地域の生産環境の改善を図るため、県の補助

事業に該当しない農道の整備を行います。

○事業概要

・市単農道整備事業 63,400

宮崎 43,400 佐土原 20,000

・市道編入整備事業 1,360

市道編入基準を満たしていない農道を市道に編入するため、調査や整備を

行います。

排水改良事業

(県補助)

農政部

〈農村整備課〉

2,500

(10,500)

農業生産性の向上に欠かせない効率的な排水機能を確保するため、受益面積

5㏊未満の小規模な排水路の改修を行います。

(負担割合)

県50％：市20％：地元30%

○事業概要

事業箇所 概要

有田第１(宮崎) 換地計画書作成

有田第２(宮崎) 計画概要書作成

柏原(宮崎) 計画概要書作成

事業箇所 概要

加江田車坂(宮崎) 農道整備 Ｌ＝180ｍ Ｗ＝4.0ｍ

○新跡江(宮崎) 農道整備 Ｌ＝260ｍ Ｗ＝4.0ｍ

○新大瀬町五町田(宮崎) 測量設計 Ｌ＝210ｍ Ｗ＝4.0ｍ

○新郡司分五反田(宮崎) 測量設計 Ｌ＝130ｍ Ｗ＝4.0ｍ

大瀬８(宮崎)【エコ関連】 農道整備 Ｌ＝110ｍ Ｗ＝4.0ｍ

信成町(佐土原)
農道整備 Ｌ＝170ｍ Ｗ＝4.0ｍ

農道舗装 Ｌ＝300ｍ Ｗ＝4.0ｍ

事業箇所 概要

○新瓜生野追寄(宮崎) Ｕ－Ｉ 300布設工 Ｌ＝112ｍ
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

農村地域防災減災

事業(調査計画)

農政部

〈農村整備課〉

田野総合支所

〈農林建設課〉

55,000

農業用水の供給だけでなく、大雨時の洪水調節機能の役割も担っている防災

重点農業用ため池の計画的な整備を推進するため、劣化状況評価を行います。

また、老朽化の著しいため池や水路の改修を行うため、調査計画(概要書)の

作成を行います。

(負担割合 県(国)100％)

○事業概要

宮崎 45,000 田野 10,000

農地耕作条件改善

事業(農道舗装)

農政部

〈農村整備課〉

高岡総合支所

〈農林建設課〉

38,200

(15,900)

維持管理費の軽減や農業経営の安定のため、農道舗装を行います。

(負担割合 国50％：県14％：市36％)

○事業概要

宮崎 22,000 高岡 16,200

かんがい排水事業

(県補助)

農政部

〈農村整備課〉

佐土原総合支所

〈農林建設課〉

11,900

農業生産性の向上に欠かせない安定的な用排水機能を確保するため、受益面

積20ha未満の用排水路等の整備を行います。

(負担割合)

県45％：地元30千円/か所：市 県費及び地元負担を除く残額(給水栓設置)

県45％：市25％：地元30％(給水栓設置以外)

○事業概要

宮崎 5,800 佐土原 6,100

事業箇所 概要

防災重点農業用ため池36か所(全域) 劣化状況評価

大谷上（宮崎）【ため池改修】 調査計画(概要書)作成

築地原（田野）【水路改修】 調査計画(概要書)作成

事業箇所 概要

○新江田山崎(宮崎) 農道舗装 Ｌ＝750ｍ Ｗ＝4.0ｍ

中山・花見(高岡) 農道舗装 Ｌ＝1,110ｍ Ｗ＝3.0ｍ

事業箇所 概要

○新島之内ほか3地区(宮崎) 給水栓設置 Ｎ＝9か所

○新十六(佐土原) Ｌ型水路 Ｌ＝41.5ｍ
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

農地集約化促進

基盤整備事業

(県補助)

農政部

〈農村整備課〉

田野総合支所

高岡総合支所

〈農林建設課〉

2,438

(4,223)

農業の持続的発展と営農の効率化・農地の集積化を図るため、地域の中心と

なる経営体が行う生産基盤の整備(改修・新設)に対し、工事費の一部を助成し

ます。

(負担割合 県50％：市40％：地元10％)

○地区別予算

宮崎 1,137 田野 351 高岡 950

○実施要件

・｢人・農地プラン｣に位置付けられた経営体

・1地区当たり1,000千円未満(県補助額)

・農地の集積又は集約化を行おうとするもの

土地改良施設

突発事故復旧事業

農政部

〈農村整備課〉

5,000

(5,000)

災害復旧事業の対象とならない突発事故により被害を受けた土地改良施設の

機能回復を図るため、復旧工事を行います。

(負担割合)

復旧工事 国50％：県21％：市29％

測量設計 市100％

○実施要件

・土地改良施設突発事故復旧事業(国50％：県21％：市29％)

・農山漁村地域整備交付金水利整備事業 基幹水利施設保全型

(国50％：県25％：市25％)

・農山漁村地域整備交付金水利整備事業 地域農業水利施設保全型

(国50％：県14％：市21％：地元15％)

・県単 魅力あるふるさと環境づくり事業(県40％：市30％：地元30％)

農業用ため池緊急

防災対策事業

(県補助)

農政部

〈農村整備課〉

高岡総合支所

〈農林建設課〉

8,774

(9,950)

農業用水の確保を図るとともに、下流域の安全確保のため、老朽化したため

池の堤体や施設の補修を行います。

(負担割合 県50％：市50％)

○事業概要

宮崎 7,950 高岡 824

事業箇所 概要

○新二反田上(宮崎) 堤体改修 Ｎ＝一式

○新山田(高岡) バルブ更新 一式
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

農業水路等

長寿命化・防災減災

事業

農政部

〈農村整備課〉

佐土原総合支所

田野総合支所

清武総合支所

〈農林建設課〉

118,750

(75,650)

自然災害による農地及び農業用施設の被災を防ぐため、未整備又は老朽化し

た農業用施設の整備を行います。

(負担割合)

・長寿命化対策

国50％：県14％：市16％：地元20％(七迫、西山崎)

国50％：県14％：市36％(平田)

・防災減災対策

国50％：県18％：市32％(石田、スダキ、坂本、寺田、新宮下、菰迫)

○事業概要

宮崎 67,550 佐土原 31,200 田野 5,000 清武 15,000

国営関連土地改良

施設維持補修支援

事業

農政部

〈農村整備課〉

3,000

(3,000)

効率的かつ安定的な農業経営に資するため、農業水利施設の漏水補修等を行

う各土地改良区に対し、修繕費の一部を助成します。

(負担割合 県40％：市30％：地元30％)

国営関連推進事業

農政部

〈農村整備課〉

1,190

(1,190)

大淀川左右岸地区のダムやダム関連施設の管理を適正に行うため、大淀川左

岸・右岸地区基幹水利施設管理協議会の運営に必要な経費を負担します。

○事業概要

・大淀川左岸地区(負担金 245)

・大淀川右岸地区(負担金 605)

・事務費 (旅費 340)

事業箇所 概要

七迫(宮崎) 用水路 Ｌ＝55ｍ

○新西山崎(宮崎) 取水堰測量設計 一式

○新石田(宮崎) 取水施設調査設計 一式

スダキ(宮崎)
取水施設工 一式

堤体工 一式

○新坂本(佐土原) ため池改修実施設計 一式

○新寺田(佐土原) 取水施設改修 一式

○新新宮下(佐土原) 取水施設改修 一式

○新平田(田野) 取水路改修実施設計 一式

菰迫(清武) 用排水路 Ｌ＝100ｍ
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

国営左右岸関連

推進事業

農政部

〈農村整備課〉

田野総合支所

〈農林建設課〉

322

(346)

国営大淀川左右岸地区土地改良事業の末端関連受益地の整備を推進するた

め、未着手地区で説明会等を開催し、事業化に向けての取組や啓発を行います。

○事業概要

宮崎 139 田野 183

国営施設機能保全

事業

(大淀川右岸地区)

農政部

〈農村整備課〉

115,823

(110,000)

国が行う大淀川右岸地区の国営造成施設(天神ダム、調整池、幹線水路等)の

補修・更新及び濁水対策事業について、事業完了後に市負担分を一括して支払

うため、積み立てを行います。

○事業概要

・総事業費 7,205,390

・市負担額 815,823

・積立期間 平成26年度～令和5年度

国営施設応急対策

事業

(大淀川左岸地区)

農政部

〈農村整備課〉

10,000

(10,000)

国が行う大淀川左岸地区の国営造成施設(広沢ダム、調整池、幹線水路等)の

補修・更新事業について、事業完了後に市負担分を一括して支払うため、積み

立てを行います。

○事業概要

・総事業費 1,640,000

・市負担額 133,630

・積立期間 平成27年度～令和7年度

基幹水利施設管理

事業

農政部

〈農村整備課〉

52,806

(51,856)

国営大淀川左右岸地区土地改良事業により造成された、広沢ダム・天神ダム

及び幹線導水路等の基幹水利施設により供給される農業用水が安定して利用で

きるようにするため、各施設の適正な維持管理を行います。

(負担割合 国33.3％：県30％：市町36.7％)

○事業概要

・大淀川左岸地区(事業費 25,895)

市町負担額については、宮崎市、小林市、綾町の2市1町で受益面積按分

により負担し、事業の執行に係る事務を小林市、綾町より受託します。

・大淀川右岸地区(事業費 26,911)

事業推進地区 事業費

左岸地区(垂水ほか) 139

右岸地区(北地区) 183

区分 国 県 宮崎市 小林市 綾町

負担額 8,598 7,738 7,567 1,394 598

区分 国 県 宮崎市

負担額 8,937 8,043 9,931
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

水利施設管理強化

事業

農政部

〈農村整備課〉

佐土原総合支所

〈農林建設課〉

36,658

(23,201)

農業用水の安定供給を維持するため、国が造成した水利施設の電気・燃料費

や点検・補修費など、維持管理にかかる経費を助成します。

(負担割合 国50％：県20％：市町30％)

○地区別予算

宮崎 35,907 佐土原 751

○事業概要

・大淀川左岸地区(事業費 16,267)

市負担額については、宮崎市、小林市、綾町の2市1町で受益面積により

按分し、大淀川左岸土地改良区に助成します。

・大淀川右岸地区(事業費 19,640)

宮崎市が大淀川右岸土地改良区に助成します。

・綾川地区(委託料 669)

宮崎市、西都市、国富町、綾町の2市2町で事業費を受益面積により按分

し、代表の国富町に委託したうえで、綾川総合土地改良区に助成します。

(事業費 11,808)

・綾川地区(負担金 82)

綾川地区の施設整備、運営等の検討を行う綾川地区施設運営協議会の負担

金を負担します。(事業費 440)

環境情報協議会費

農政部

〈農村整備課〉

300
(300)

農業農村整備事業を実施するにあたり、地域住民の代表や専門家等を招き、

「環境との調和への配慮」についての意見交換や情報収集を行うため、協議会

を開催します。

区分 国 県 宮崎市 小林市 綾町

負担額 8,133 3,253 3,853 719 309

区分 国 県 宮崎市

負担額 9,820 3,928 5,892

区分 国 県 宮崎市 西都市 国富町 綾町

負担額 5,875 2,350 669 838 1,608 468

区分 宮崎市 西都市 国富町 綾町 改良区

負担額 82 95 153 66 44
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

県営土地改良事業

負担金

農政部

〈農村整備課〉

65,325

(74,675)

農業生産性の向上と農業経営の安定、農業用施設周辺の安全かつ良好な居住

環境の確保を図るため、農業生産基盤整備やため池の堤体補強等を行う各種県

営事業について、市負担金を支出します。

あわせて、地元負担分についても、その一部を助成します。

○事業概要

・県営ため池等整備事業 5,100

(負担割合 国55％：県35％：市10％)

宮崎 4,950 佐土原 150

・県営湛水防除事業 12,347

(負担割合 国55％：県36.5％：市8.5％)

宮崎 7,650 佐土原 4,697

・県営畑地帯総合整備事業 19,215

(負担割合 国50％：県31.7％：市10％：地元8.3％)

田野 9,150 高岡 10,065

・県営経営体育成基盤整備事業 13,413

(負担割合)

国50％：県30％：市10％：地元10％(小松・跡江、村内、拾ヶ島・七野)

国50％：県27.5％：市10％：地元12.5％(新名爪)

宮崎 4,213 田野 9,200

事業箇所 概要

権現新池(宮崎) 付帯工

中池(宮崎) 堤体工、取水施設工

○新走山池(宮崎) 測量設計、地質調査

目引池(宮崎)(エコ関連) 洪水吐工

馬越上下池(佐土原) 堤体工

三百坊池(佐土原) 堤体工

事業箇所 概要

正蓮寺排水機場(宮崎) 排水路工

天神排水機場(佐土原) 実施設計(施設改修)

○新二ツ立排水機場(佐土原) 実施設計(施設改修)

事業箇所 概要

桃ノ木原(田野) 管水路工、区画整理工ほか

内山東(高岡) 管水路工、農道工ほか

事業箇所 概要

○新小松・跡江(宮崎) 航測図化

○新新名爪(宮崎) 航測図化

村内(田野) 管水路工、用水路工ほか

○新拾ヶ島・七野(田野) 基本設計(区画整理工)
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

・県営基幹農道整備事業 3,500

(負担割合 国50％：県40％：市10％)

佐土原 3,000 高岡 500

・県営農業水路等長寿命化・防災減災事業 3,750

(負担割合 国50％：県25％：市15％：地元10％)

・県営農業用河川工作物等応急対策事業 4,000

(負担割合 国55％：県37％：市8％)

・県営土地改良関連事業積立金 4,000

県営土地改良事業において、耕作放棄地の解消や質の高い農地の利用集積

を行う地区に、農地集積率に応じて助成する事業が設けられ、事業完了後の

一括交付に備えるため、市負担額を年次的に積み立てます。

(負担割合 市100％)

商工関係団体育成

支援事業

観光商工部

〈商業政策課〉

佐土原総合支所

〈地域市民福祉課〉

39,043

(38,654)

商工団体組織の育成強化を図るため、各商工団体の活動を支援し、産業活性

化への取組を推進します。

○事業内容

・商工関係団体育成事業

負担金：日本貿易振興機構(ジェトロ)など3団体 2,053

補助金：宮崎市商店街振興組合連合会など9団体 4,780

・商工会議所及び商工会支援事業 32,000

・佐土原地区安全衛生協議会運営補助 210

地場産業魅力向上

支援事業

(みやざき産業祭)

観光商工部

〈商業政策課〉

500

(600)

商工業を中心とした地場産業の振興と市内中小企業・団体の認知度向上を図

るため、宮崎商工会議所青年部が実施する「みやざき産業祭」に対し、経費の

一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎商工会議所青年部

・補 助 率 補助対象経費の1/2

事業箇所 概要

巨田５期(佐土原) 舗装工、付帯工

小田元４期(高岡) 付帯工

事業箇所 概要

佐土原・綾川(佐土原) 管水路工

事業箇所 概要

新井手頭首工(宮崎) 頭首工補修

事業箇所 事業期間 積立予定総額 既積立額 R5積立額

桃ノ木原(田野) H30～R5 20,000 16,000 4,000
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

事業バトンタッチ

支援事業

観光商工部

〈商業政策課〉

戦略プロジェクト

10,000

(6,700)

地域経済の活性化と雇用の場の確保を図るため、事業承継・Ｍ＆Ａを実施し

ようとするもの(譲渡側)に対し、引継ぎ準備に係る費用の一部を、また譲り受

ける側に対し、引継ぎ後の事業展開を促進するための費用の一部を助成し、円

滑な事業引継ぎを支援します。

○事業内容

引継ぎ準備支援補助金

・補助対象経費 計画書の策定など事業承継やＭ＆Ａに係る委託料

・補 助 率 補助対象経費の2/3(限度額60万円)

引継ぎおめでとう補助金

・補助対象経費 機器更新など引継ぎ後の事業展開を促進する費用

・補 助 率 補助対象経費の2/3(限度額20万円)

○新
創業者チャレンジ

支援事業

観光商工部

〈商業政策課〉

戦略プロジェクト

7,580

地域経済の発展と雇用の創出のため、一定の要件を満たした市内で創業を予

定している者等に対し、店舗改修費用など創業費用の一部を助成し、創業等を

促進します。

○事業内容

新規創業チャレンジ枠

・補助対象 産業競争力強化法に基づく特定支援等を受けて創業しようとす

る者

・補 助 率 補助対象経費の1/2(限度額15万円)

創業ステップアップ枠

・補助対象 産業競争力強化法に基づく特定支援等を受けて創業しようとす

る者又は創業後3年未満の者で事業完了までに2名以上雇用す

る者

・補 助 率 補助対象経費の1/2(限度額50万円)

宮崎市商工会事務局

体制強化事業

観光商工部

〈商業政策課〉

3,252

(3,252)

商工会事務局体制を強化することで地域経済の活性化及び地域振興を推進す

るため、事務局長が設置されていない商工会に対し地域振興コーディネーター

の設置に要する経費を助成します。

○事業内容

・補助対象 清武町商工会

・補 助 率 県1/2、市1/2(限度額271千円/月)

魅力ある

商店街づくり助成

事業

観光商工部

〈商業政策課〉

2,800

(2,600)

商業の振興を図るため、商店街振興組合などの商業団体が設置する街路灯の

電気料や共同施設の整備等に伴う工事費などの一部助成を行い、安全・安心で

魅力ある商店街の形成を図ります。

○事業内容

・補助対象経費 街路灯の電気料

共同施設の整備等に係る工事に要する経費

・補 助 率 電気料補助…原則補助対象経費の30％以内

共同施設補助…原則補助対象経費の15％以内
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

商店街等位置情報

データ活用事業

観光商工部

〈商業政策課〉

1,650

(1,870)

商業の振興を図るため、携帯電話等の位置情報データを分析し、にぎわい創

出に係る各施策の効果を検証するとともに、商店街等の活性化を図るための事

業構築に活用します。

地域のにぎわい創出

支援事業

観光商工部

〈商業政策課〉

8,251

(8,751)

地域活性化を図り、商工団体等が地域のまちづくり活動に積極的に参加する

機運を高めるため、商工団体等が取り組むイベントや祭りなどのまちづくり活

動に対して、費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象経費 会場設営費、催事費、人件費等(会議費、交通費等除く)

・補 助 率 補助対象経費の1/2(限度額60万円)

光で彩る街並事業

観光商工部

〈商業政策課〉

5,100

(5,900)

中心市街地の夜の景観を向上させ、まちなかの集客力アップを図るため、イ

ルミネーション等で装飾し、商店街の活性化とにぎわいづくりを支援します。

○事業内容

・イルミネーション事業補助

補助対象 宮崎市商店街振興組合連合会、その他商業団体

補 助 率 総事業費の50％以内

みやざき国際

ストリート音楽祭

開催補助事業

観光商工部

〈商業政策課〉

2,300

(2,500)

中心市街地の活性化を図るため、商業者・ＮＰＯ・ボランティア等の様々な

主体が参画する「みやざき国際ストリート音楽祭」の開催を支援し、中心市街

地のにぎわいを創出します。

○事業内容

・開催日 令和5年4月29日(土・祝)

・場 所 宮崎市中心市街地

・内 容 宮崎国際音楽祭の出演者による演奏

県内外のプロ・アマ演奏家による演奏 ほか

みやざき

創業サポート事業

観光商工部

〈商業政策課〉

14,126

(14,126)

地域経済の活性化や中心市街地のにぎわいを創出するため、みやざき創業サ

ポート室(愛称「みやざき ＳＴＡＲＴＵＰ ＨＵＢ」)を運営し、創業支援等の

役割を担うインキュベーションマネージャーによる支援及び指導を行うことに

より、創業の増加及び雇用の拡大を図ります。

○主な事業内容

・みやざき創業サポート事業運営業務委託

まちなか活性化推進

組織運営支援事業

観光商工部

〈商業政策課〉

616

(450)

まちなか活性化推進計画を着実に進めるため、公民連携によるまちづくりを

推進する組織の運営を支援し、計画の進捗管理や企画調整を行い、中心市街地

の機能の充実を図ります。

○事業内容

・補助対象：宮崎市まちなか活性化推進委員会(事務局：宮崎商工会議所)

・補助率等：運営費の2/3

委員会、幹事会、ワーキンググループの開催等
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

まちなかの回遊性

向上促進事業

観光商工部

〈商業政策課〉

4,000

(5,300)

ウィズコロナに適した地域経済の回復を図るため、まちなかの回遊性の向上

や、ウォーカブルなまちづくりの推進に取り組み、中心市街地の賑わいと新た

な魅力を創出します。

○事業内容

①大街市祭開催費用の一部補助 1,500

・補助対象 街市連絡会(事務局：宮崎商工会議所)

・補助率等 協賛金以外の必要経費を補助

②まちなかの公共空間を活用した

イベント費用の一部補助 2,500

・補助対象 参加型の取組やイベントを実施する個人又は団体

・補助率等 イベントの内容による(上限20万円)

中心市街地活性化

情報発信事業

観光商工部

〈商業政策課〉

4,500

(4,500)

中心市街地の活性化を図るため、中心市街地のイベントや周辺店舗等の情報

発信拠点を運営し、来街者の利便性の向上を図ります。

○事業内容

・よってンプラザの運営及び中心市街地の情報発信

中小企業定例相談

事業

観光商工部

〈商業政策課〉

264

(264)

中小企業が抱える金融対策や経営、法律の問題を軽減、解消するため、宮崎

商工会議所が実施する定例相談会に要する費用を助成し、中小企業の経営の安

定化を図ります。

○事業内容

・補助対象 宮崎商工会議所

・補 助 率 総事業費の2/3以内

中小企業信用保証料

助成事業

観光商工部

〈商業政策課〉

69,500

(53,500)

中小企業に対する融資を円滑にするため、信用保証料を助成し、中小企業の

経営の安定化を図り、活発な経済活動を促します。また、創業支援に特化した

融資制度により、創業の支援や雇用の拡大を図ります。

○事業内容

・中小企業信用保証料助成事業

小規模企業者特別融資、緊急経営支援資金、創業支援資金、

中心市街地活性化特別融資 等

新型コロナウイルス

感染症緊急対策利子

補給事業

観光商工部

〈商業政策課〉

100,234

(222,419)

新型コロナウイルス感染症により売上が減少した中小企業の資金繰り支援を

強化するため、令和2年3月13日から令和3年1月31日までに、宮崎県「新

型コロナウイルス感染症緊急対策貸付」の融資実行を受けたものについて、利

子を3年間全額補給し、中小企業の事業継続を支援します。

令和2年度～令和5年度 総事業費(見込) 692,463
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

原油・原材料高対策

特別貸付利子補給

事業

観光商工部

〈商業政策課〉

58,000

原油・原材料高の影響により売上が減少した中小企業の資金繰り支援を強化

するため、令和4年7月1日から令和4年10月31日までに、宮崎県「原油・

原材料高対策特別貸付」の融資実行を受けたものについて、利子を3年間全額

補給し、中小企業の事業継続を支援します。

令和4年度～令和7年度 総事業費(見込) 172,770

みやざき再生支援特

別貸付利子補給事業

観光商工部

〈商業政策課〉

59,000

コロナ禍においてエネルギー価格等の物価高騰の影響により売上が減少した

中小企業の資金繰り支援を強化するため、令和4年10月21日から令和5年5

月31日までに、宮崎県「みやざき再生支援特別貸付」の融資実行を受けたもの

について、利子を3年間全額補給し、中小企業の事業継続を支援します。

令和4年度～令和8年度 総事業費(見込) 185,000

まちなか再生検討

地区(橘通西２)

可能性調査事業

観光商工部

〈商業政策課〉

8,753

(4,000)

中心市街地の機能充実を図るため、老朽化した危険な空き店舗が集積する地

区において、実効性のある対策の実現に向けた可能性調査を実施します。

○事業内容

・まちなか再生検討地区(橘通西２)可能性調査業務委託

シルバー人材

センター助成事業

観光商工部

〈工業政策課〉

7,329

(7,329)

高齢者の生きがい増進と社会参加の促進に取り組むシルバー人材センターの

健全な運営を支援するため、運営費の助成を行い、高齢者の臨時的かつ短期的

な就労機会の確保を図ります。

高齢者就業開拓推進

事業

観光商工部

〈工業政策課〉

8,000

(8,000)

働く意欲のある高齢者が、安心して働ける場を確保するため、シルバー人材

センターが行う高齢者の就業開拓に取り組む事業を支援し、就業機会の拡大を

図ります。

○新
高齢者雇用継続支援

事業

観光商工部

〈工業政策課〉

戦略プロジェクト

2,300

高齢者の雇用を推進するため、国の事業を活用し、定年の引き上げや、在職

者を対象とした訓練の実施等、就業環境の改善に取り組む市内企業等に対して、

経費の一部を助成します。

○補助内容

・国が行う65歳超雇用推進プランナー等によるサービスの利用補助

事業主負担額の2/3

・国が行う生産性向上支援訓練(ミドルシニアコース)の利用補助

事業主負担額の1/2
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

青少年プラザ

指定管理料

観光商工部

〈工業政策課〉

19,559

(18,390)

勤労青少年の健全育成を図るため、青少年プラザにおいて、指定管理者制度

を活用して、教養や資格取得などの各種講座の開催やクラブ活動の支援等を行

います。

○指定管理内容

指定管理者 シダックス大新東ヒューマンサービス(株)九州・沖縄支店

指定期間 令和3年4月～令和8年3月

※北部老人福祉センターとの複合施設

青少年プラザ

体育館改修事業

観光商工部

〈工業政策課〉

43,030

青少年プラザ体育館について、利用者が安全に利用できるよう、施設整備や

長寿命化を計画的に実施し、適切な公共施設サービスの提供を行います。

○改修内容

・床改修工事 41,600

・照明ＬＥＤ化改修工事実施設計業務委託 1,430

企業誘致促進事業

観光商工部

〈工業政策課〉

505,000

(604,900)

産業の振興及び雇用の拡大により地域経済の活性化を図るため、企業誘致活

動を展開するとともに、立地した企業に対して各種助成金を交付し、企業の立

地を促進します。

○事業内容

・企業立地奨励金交付事業 500,000

・企業誘致事業 3,000

・県央地区企業立地促進事業 2,000

名称 予算額 内容

立地企業助成金 290,324

・新規雇用者1人当たり無期雇用者

40万円、有期雇用者10万円を

助成

・市街地立地加算、UIJターン加算

を助成

【製造業等のみ】

・土地･建物･償却資産等の投資額に

対し製造業5％、流通関連業2％

を助成

・特定集積業種操業加算を助成

固定資産税助成金 88,097

事業用建物・償却資産の固定資産税

及び都市計画税相当分を3年間助

成(初年度100％、2年目80％、3年

目60％)

事業所税助成金 24,084 事業所税相当分を3年間助成

オフィス等賃借助成金 97,495
事業所の賃借費の1/2(上限100万

円)で24か月分

計 500,000
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

○新
企業における

女性活躍推進事業

観光商工部

〈工業政策課〉

戦略プロジェクト

3,000

女性が働きやすい就労環境の整備を推進するため、市内企業に人事コンサル

タント等を派遣して、企業内セミナーの実施や、女性の活躍、ワークライフバ

ランス等に配慮した取組の導入促進を図ります。

○対象者

・市内企業等 10社以内

工業振興事業

観光商工部

〈工業政策課〉

1,820

(1,845)

本市の工業振興を図るため、経営や技術の向上に関する研修等を実施する工

業関係団体を支援します。また、(公財)宮崎県産業振興機構等と連携し、中小

企業の経営革新や技術の高度化を支援します。

○主な事業内容

・工業活性化方策研究補助 612

・溶接技術コンクール開催事業費補助 90

・(公財)宮崎県産業振興機構負担金 154

○新
企業成長のための

人材育成支援事業

観光商工部

〈工業政策課〉

戦略プロジェクト

2,750

市内中小企業の経営能力の向上等を図るため、事業主又はその従業員に中小

企業大学校の研修を受講させる中小企業に対し、受講料の一部を補助し、企業

の人材育成を推進します。

また、市内の中小企業の抱える課題の解決を後押しするために、(独)中小企

業基盤整備機構が行う専門家派遣を受ける企業に対して、派遣に要する費用の

一部を補助し、企業の成長を促します。

○事業内容

・対象者 市内の製造業を営む中小企業

・支援内容及び補助額

①中小企業大学校派遣枠 上限10万円(補助率2/3)

②企業内デジタル化推進枠 上限20万円(補助率2/3)

③課題解決枠 上限20万円(補助率2/3)

○新
副業人材による

地域企業成長応援

事業

観光商工部

〈工業政策課〉

戦略プロジェクト

1,500

副業人材の活用により課題解決を図ろうとする企業を応援するため、副業人

材の活用に至った市内の中小企業に対し、人材紹介に要した費用の一部を補助

し、企業の成長を促します。

また、副業人材活用の有効性についての理解促進を図るため、副業人材の活

用に関するセミナー等を実施する企業団体等を支援します。

○事業内容

①副業人材マッチング費用補助

・対象者 市内の中小企業

・補助額 1事業者につき5万円(1回限り)

②セミナー等開催費用補助

・対象者 企業団体等

・補助額 50万円以内
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

橘通東三丁目再開発

ビル駐車場管理運営

事業

都市整備部

〈公園緑地課〉

6,632

(6,608)

中心市街地の活性化と交通の円滑化を図るため、再開発ビル「Ｙ・Ｙ ＰＡ

ＲＫ」の管理費の一部を市の持分割合に応じて負担し、官民共同で「Ｙ・Ｙ Ｐ

ＡＲＫ」の管理運営を行います。

○施設概要

・収容台数 428台(うち市所有 285台)

Ｙ・Ｙパーク管理

組合修繕積立負担金

都市整備部

〈公園緑地課〉

21,300

(21,300)

大規模修繕工事に備えるため、計画的に資金を積み立てます。

○事業内容

・積立金額 1,775千円×12か月

・積立期間 令和4年4月～令和14年3月

農地耕作条件改善

事業(基盤整備)

高岡総合支所

〈農林建設課〉

12,000

(16,000)

維持管理費の軽減や農業経営の安定のため、暗渠排水の整備を行います。

(負担割合 国50％：県14％：市21％：地元15％)

○事業概要

暗渠排水事業
(県補助)

高岡総合支所

〈農林建設課〉

3,500

農地の良好な排水機能を確保し、農業生産性を向上させるため、暗渠排水の

整備を行います。

(負担割合 県35％：市35％：地元30％)

○事業概要

高岡地区農業関係

施設補修事業

高岡総合支所

〈農林建設課〉

3,000

(2,700)

質の高い公共施設サービスを継続して提供するため、老朽化が進む農業関係

施設について、メンテナンスや補修、改修を計画的に実施します。

○事業内容

・道の駅高岡照明施設改修工事

基幹農道等維持管理

事業(清武)

清武総合支所

〈農林建設課〉

2,170

(1,940)

整備済みの基幹農道等が市道として供用開始されるまでの間、道路交通の安

全性確保のため、路肩の除草や舗装等の維持補修を行います。

○事業概要

事業箇所 概要

○新倉永(高岡) 暗渠排水 Ａ＝3.4ha

事業箇所 概要

○新飯田(高岡) 暗渠排水 Ａ＝1.5ha

地区 施工路線数 施工延長 概要

清武 16路線 Ｌ＝13,163ｍ 除草・舗装補修等
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重点項目３－２ 雇用の場の創出

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

耕作放棄地解消・

農地中間管理事業

農業委員会事務局

1,357

(1,177)

遊休農地の発生防止と解消を図るため、国の機構集積支援事業を活用し、農

地の利用状況調査等に取り組みます。

-265-



-266-



基本目標 ４

魅力ある価値が

創出されている都市

市外からヒト・モノ・カネを呼び込める環境の整備を図るため、地域

が一体となったマーケティングを進めるとともに、豊富な観光資源や農

産品などを生かし、ブランド力を高めることで、稼ぐ力のある地域産業

が育まれているまちを目指します。

重点項目４－１

交流人口や販路の拡大を図る「ブランド力の向上」

ま ち
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重点項目４－１ ブランド力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

○新
市制１００周年

記念都市ブランド

推進事業

企画財政部

〈企画政策課〉

戦略プロジェクト

8,000

令和6年4月に市制１００周年を迎える本市の魅力や地域資源の認知度向上

を図り、市民や企業から選ばれるまちであり続けるため、愛着や誇りが高まる

ロゴマークを作成し、官民で都市のブランディングを促進します。

○主な事業内容

・ロゴマークの作成

・ロゴマークの魅力を伝える動画の作成

・ロゴマーク公表イベントの開催

○新
首都圏シティ

セールス推進事業

企画財政部

〈企画政策課〉

戦略プロジェクト

3,500

農畜水産物や加工食品等の販路拡大や、観光や移住等による交流・関係人口

の拡充、企業等との公民連携の促進を図るため、首都圏を中心としたシティセ

ールス活動を行います。

○主な事業内容

・食や観光、移住・定住のＰＲに資するイベント開催

・飲食店やホテルに対する農畜水産物や加工食品等のセールス活動

・コワーキングスペース等を活用した企業等へのシティセールス

・宮崎ファンづくりのイベント企画の実施(在京宮崎市人会等)

美しい農村景観支援

事業

農政部

〈農政企画課〉

200

(200)

農村集落の多面的な機能や美しい農村景観を維持・保全するため、活動に要

する費用の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 一里山地区、和石地区

・補助内容 景観の維持・保全のための管理、会議等に要する費用

宮崎の豊かな食材

輸出支援事業

農政部

〈農政企画課〉

4,700

(3,915)

海外への販路拡大を図るため、市内の農林水産業者や加工業者、(一社)みや

ＰＥＣ推進機構に対し、事業者の育成や輸出の取り組みに要する費用の一部を

助成します。

○事業内容

・輸出事業を担う事業者の育成支援 156

・輸出取組事業者支援 3,762

・海外プロモーション 782

地産外商推進

サポート事業

農政部

〈農政企画課〉

5,457

(5,457)

市内産農林水産物及びその加工品の国内への販路開拓を図るため、都市圏に

おける展示商談会の開催など販路開拓の取り組みを支援します。

○主な事業内容

・補助対象 (一社)みやＰＥＣ推進機構

・事業内容 ・商談会開催

東京(令和6年2月予定)

・商談会への出展

福岡(令和5年11月予定)

大阪(令和6年1月予定)
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重点項目４－１ ブランド力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

みやざきの豊かな

食材国内ＰＲ事業

農政部

〈農政企画課〉

9,344

(9,440)

国内で地元食材を活用した効果的なＰＲ活動を展開し、持続可能な宮崎ブラ

ンドの確立を図るため、関係機関と連携を図りながら、地産地消及び地産外商

を推進する取り組みを支援します。

○主な事業内容

・補助対象 (一社)みやＰＥＣ推進機構

・事業内容 ・“宮崎の旬”を楽しむ企画

・宮崎フェア・マルシェの開催

・地元食材を活用したメニュー開発

「みやざきの花」

ＰＲ推進事業

農政部

〈農業振興課〉

5,000

(12,900)

本市で生産される花きの消費を拡大し、花き生産者の所得向上を図るため、

宮崎市園芸振興協議会花き部会が行う花消費ＰＲ活動に係る費用の一部を助成

します。

○事業内容

・補助対象 宮崎市園芸振興協議会花き部会

・補助内容 各種イベント等での旬花ＰＲ装飾

スポーツ大会等でのＰＲ展示

みやざきどれ農産物

ブランド力アップ

事業

農政部

〈農業振興課〉

9,799

(9,799)

安全・安心な「みやざきどれ」農産物への理解と信頼を獲得し、消費拡大と

ブランド化を推進するため、宮崎中央農業協同組合、宮崎市、国富町及び生産

者等が一体となって行う取組に対し、費用の一部を助成します。

○事業内容

(1) みやざき中央農産物ファン拡大事業 5,299

・補助対象 みやざき中央農産物ファン拡大事業委員会

・補助内容 県内外での試食宣伝活動などによるＰＲ活動

(2) 農産物ブランド連携推進事業 4,500

・補助対象 みやざき中央農産物ファン拡大事業委員会

・補助内容 本市でキャンプを行うプロスポーツなどと連携した農産物

のＰＲ活動

食フェスタ

ｉｎみやざき

開催支援事業

農政部

〈農業振興課〉

4,000

(4,000)

生産者の生産意欲の高揚と消費者の農林水産業への理解を深めるため、市内

及びその近隣で生産される農林水産物やその加工品の販売等を実施する「食フ

ェスタｉｎみやざき」の開催に必要な費用を助成します。

○事業内容

・補助対象 食フェスタｉｎみやざき実行委員会
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

おさかな消費拡大

事業

農政部

〈森林水産課〉

1,900

(1,900)

新鮮で安全・安心な水産物の消費拡大を図るため、漁協のイベント開催、イ

メージアップ等販売促進事業を支援します。

○事業内容

・おさかな消費拡大事業補助 1,300

補助対象 実施する漁業協同組合

補 助 率 1/2以内

・体験地引網支援補助 100

補助対象 宮崎市漁協青島青壮年部

・宮崎のさかなビジネス拡大協議会負担金 500

まつり・イベント

振興補助事業

観光商工部

〈観光戦略課〉

9,400

(9,600)

地域活性化により観光振興を図るため、実行委員会が実施するまつり・イベ

ントの開催を支援します。

○主な事業内容

・秋の商工観光まつり 5,500

・みやざき青島国際ビールまつり 2,720

・みやざき納涼花火大会 580

まつりえれこっちゃ

みやざき開催支援

事業

観光商工部

〈観光戦略課〉

16,500

(14,000)

まちなかのにぎわいを創出し、県内からの誘客を図るため、宮崎の夏を代表す

るイベント「まつりえれこっちゃみやざき」の開催を支援します。

○開催日 令和5年7月(予定)

○場所 橘通り及び楠並木通り(予定)

○補助対象 まつりえれこっちゃみやざき振興会

宮崎サンシャイン

レディ観光ＰＲ事業

観光商工部

〈観光戦略課〉

880

(2,700)

県内外で「観光宮崎」「スポーツランド宮崎」をＰＲし、県内外からの誘客を

図るため、観光宮崎の親善大使としての役割を担う「宮崎サンシャインレディ」

の観光ＰＲ及び各種大会、イベント、歓迎セレモニーへの参加を支援します。

○事業内容

・サンシャインレディによるＰＲ活動

○補助対象 (公社)宮崎市観光協会

みやざきグルメと

ランタンナイト

開催支援事業

観光商工部

〈観光戦略課〉

2,000

県内外からの観光誘客を図るため、1万灯の「ランタン」や全国の「グルメ」

など、大人から子どもまで楽しめる「みやざきグルメとランタンナイト」の開

催を支援します。
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

観光施設魅力アップ

事業

観光商工部

〈観光戦略課〉

2,000

(2,000)

観光地青島にある観光施設の利便性及び魅力を向上させるため、施設の修繕

及び工事を行い、観光客の利用環境を整備します。

○事業内容

・道の駅フェニックス 1,000

・宮崎白浜オートキャンプ場 600

・青島参道南広場 200

・青島ビーチセンター 100

・青島水泳場休憩所 100

ＭＩＣＥ誘致推進

事業

観光商工部

〈観光戦略課〉

22,630

(25,533)

ＭＩＣＥの誘致を図るため、ＭＩＣＥ開催や誘致セールス、キーパーソン招

請等に係る経費を助成します。

○事業内容

・ＭＩＣＥ開催支援 17,700

・ＭＩＣＥ誘致促進強化 3,585

・ＭＩＣＥ推進体制強化 1,345

○補助対象 (公財)宮崎県観光協会

観光魅力情報発信

事業

観光商工部

〈観光戦略課〉

12,000

(13,240)

観光客のニーズや目的にあわせた情報を効果的・効率的な手法で発信するた

め、観光誘客関連事業等の情報発信を支援します。

○主な事業内容

・ＨＰ、ＳＮＳの活用

・外国人観光客向けＨＰ情報の充実

・観光パンフレットの作成

・ポスターや観光カレンダーなどの宣伝物の作成等

○補助対象 (公社)宮崎市観光協会

教育旅行推進事業

観光商工部

〈観光戦略課〉

18,000

(10,000)

教育旅行の誘致を図るため、市内のホテル・旅館に宿泊する場合の宿泊費及

び「みやざき元気体験プログラム」の利用に係る経費等を助成します。

○事業内容

・宿泊費補助額 1人当たり上限 2,000円

・みやざき元気体験プログラム補助額 1人当たり上限 3,000円

○補助対象 (公社)宮崎市観光協会

神話の魅力発信事業

観光商工部

〈観光戦略課〉

4,350

(15,830)

神話の魅力発信や認知拡大に取り組み県外からの観光誘客を図るため、神話

の魅力を生かした事業に係る経費を助成します。

○事業内容

・神話の魅力を生かした誘客・認知拡大事業

・宮崎神宮大祭における神武さま広場の開催支援

○補助対象 宮崎商工会議所、(公社)宮崎市観光協会

ニシタチ魅力創出

支援事業

観光商工部

〈観光戦略課〉

7,100

(7,100)

県内最大の歓楽街「ニシタチ」への誘客を図るため、関係団体が実施する提

灯の設置やイベントの開催などの魅力向上に係る取組を支援します。

○事業内容

・提灯・ランタンの設置 6,100

・ニシタチを活用した誘客支援 1,000

○補助対象 ニシタチまちづくり協同組合
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重点項目４－１ ブランド力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

宮崎ＷＯＲＫ＆

ＳＴＡＹ推進事業

観光商工部

〈観光戦略課〉

5,250

(4,600)

ワーケーションを実施する企業誘致・獲得のため、旅費支援、体験プログラ

ムの造成、情報発信に係る経費を助成します。

○主な事業内容

・利用者に対する旅費の一部支援

・農業や自然等を活用した独自の体験プログラムの開発

・ＳＮＳやネットメディアを活用した情報発信

・セールス旅費

○補助対象 (公社)宮崎市観光協会

○新
デジタルを活用した

観光マーケティング

事業

観光商工部

〈観光戦略課〉

戦略プロジェクト

12,000

デジタルマーケティングを活用した効果的な観光プロモーションを展開す

るため、ＷＥＢ上での動画広告の配信と、効果検証のための来訪計測を行いま

す。

○事業内容

・動画広告配信 9,100

・来訪計測、レポート作成 2,900

○新
宮崎の自然魅力発信

事業

観光商工部

〈観光戦略課〉

戦略プロジェクト

9,200

新たな観光需要の獲得及び観光消費額の増加を図るため、双石山・加江田渓

谷のリブランディング及びプロモーションを行います。

○事業内容

・実査を伴う先進地視察 200

・コンテンツ設計、企画実施、効果検証 9,000

フラおもてなし

推進事業

観光商工部

〈観光戦略課〉

700

(4,000)

フラを観光素材として活用し、本市における南国イメージの定着を図るため、

ＭＩＣＥや各種イベントでのフラ披露に係る経費を助成します。

○事業内容

・ＭＩＣＥ及び各種イベントでのフラ披露

○補助対象 (公社)宮崎市観光協会

国内観光誘客事業

観光商工部

〈観光戦略課〉

7,000

(19,700)

国内における観光入込客数や宿泊者数の増加を図るため、旅行商品の造成や

セールスに係る経費を助成します。

○事業内容

・旅行会社セールス事業 1,200

・旅行会社タイアップ事業 4,800

・ホテル旅館連盟タイアップ事業 1,000

○補助対象 (公社)宮崎市観光協会

観光プロモーション

事業

観光商工部

〈観光戦略課〉

20,000

(10,750)

観光誘客を図るため、「食」や「自然」、「スポーツ」などを生かしたプロモー

ションに係る経費を助成します。

○主な事業内容

・都市圏等主要メディアでのＴＶやＷＥＢ媒体等による観光情報発信

・旅行や観光企画媒体に特化した広告掲載

・デジタルメディアを活用した情報発信

・プロモーション旅費

○補助対象 (公社)宮崎市観光協会
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

○新
インバウンド誘客

戦略事業

観光商工部

〈観光戦略課〉

戦略プロジェクト

11,550

効果的なインバウンド誘客を図るため、誘客戦略の構築を行います。

○主な事業内容

・訪日旅行の傾向、ニーズの調査

・効果的なプロモーション、魅力的なモデルコースの検討

・受入環境整備の検討

木崎浜管理費

観光商工部

〈観光戦略課〉

2,510

(2,464)

多くのサーフィン愛好家などが訪れる木崎浜の観光資源としての魅力向上を

図るため、木崎浜の利便施設を適正に管理します。

○事業内容

・トイレ・シャワー清掃業務委託

・廃棄物運搬業務委託

青島本島景観保全

事業

観光商工部

〈観光戦略課〉

2,500

(2,500)

青島本島の自然景観の保全及び観光客等の歩行空間の安全性を確保し、観光

地青島のイメージアップを図るため、海岸漂着物等の収集・運搬等を行います。

○事業内容

・廃棄物運搬業務委託

大淀河畔温泉安定

供給対策事業

観光商工部

〈観光戦略課〉

1,169

(1,270)

観光地としての魅力向上を図るため、大淀川河畔の温泉(通称「たまゆらの

湯」)の安定供給を支援します。

○事業内容

・支払利息補助

・修繕費等補助

○補助対象 宮崎市大淀河畔温泉協同組合

青島ビーチセンター

指定管理料

観光商工部

〈観光戦略課〉

6,536

(6,286)

青島地域の海岸利用者の利便性向上や観光及び地域の振興を図るため、指定

管理者による青島ビーチセンターの適正かつ効率的な管理運営を行います。

○事業内容

・指定管理者 渚の交番青島プロジェクト実行委員会

[(公社)宮崎市観光協会・(特非)宮崎ライフセービングクラブ]

・指定期間 令和5年4月～令和10年3月

青島参道南広場

指定管理料

観光商工部

〈観光戦略課〉

5,154

(5,102)

観光地青島の魅力を広く周知するとともに、青島参道南広場の利用者にとっ

て魅力ある快適な環境づくりのため、指定管理者による適正な管理運営を行い

ます。

○事業内容

・指定管理者 (一財)みやざき公園協会

・指定期間 令和2年4月～令和7年3月
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

青島・日南海岸

魅力アップ事業

観光商工部

〈観光戦略課〉

920

(1,000)

観光入込客数の増加を図るため、花木の植栽活動や花を生かした誘客促進の

取組を支援します。

○事業内容

・植栽活動

・誘客事業

○補助対象 青島まるごとフラワーフェスタ実行委員会

青島ビーチ

魅力アップ事業

観光商工部

〈観光戦略課〉

6,000

(11,100)

青島ビーチへの来場者の増加及び青島地域の活性化を図るため、海水浴目的

以外の観光客も周遊・滞留できる取組を支援します。

○事業内容

・青島ビーチパークの運営

・青島ビーチの情報発信

・青島ビーチパーク内の環境整備

○補助対象 渚の交番青島プロジェクト実行委員会

青島・白浜海水浴場

運営事業

観光商工部

〈観光戦略課〉

22,900

(22,900)

海水浴客に安心して快適に海水浴を楽しんでもらうため、安全管理や施設整

備を実施し、海水浴場の適正な運営を行います。

○事業内容

・青島、白浜海水浴場開設・運営

・青島、白浜海水浴場施設整備

○開設期間

令和5年7月上旬～8月下旬(予定)

観光統計事務費

観光商工部

〈観光戦略課〉

2,200

(8,000)

観光客のニーズに即した施策を効果的に展開し、さらなる観光誘客を図るた

め、観光関連データの収集及び分析を行います。また、収集したデータを基に

「宮崎市観光統計」を作成します。

○事業内容

・宮崎市観光客消費動向等調査

姉妹都市交流事業

観光商工部

〈観光戦略課〉

3,770

(1,990)

奈良県橿原市との姉妹都市交流を深めるため、親善訪問団や子どもの交流を

相互に実施します。

○主な事業内容

・橿原市からの親善訪問団受入(10月)

・宮崎市からの子ども交流派遣( 7月)

宮崎市観光協会

スポーツイベント

補助事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

57,900

(57,930)

キャンプ地みやざきの魅力を情報発信し、観光客誘致を促進するため、(公社)

宮崎市観光協会が実施するスポーツ関連事業を支援します。

○主な事業内容

・みやざきスペシャルゲーム開催事業 16,000

(東京ドーム、福岡ＰａｙＰａｙドーム、京セラドーム大阪)

・キャンプ地みやざきスペシャルマッチ事業 3,800

・スポーツランド情報発信事業 37,550
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

プロスポーツ

受入団体補助事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

37,350

(35,800)

観光客誘致を促進するため、プロスポーツキャンプ等の受入態勢を充実強化

します。

○事業内容

各協力会への支援

・読売巨人軍宮崎協力会 8,900

・福岡ソフトバンクホークス宮崎協力会 9,900

・オリックス・バファローズ宮崎協力会 11,900

・Ｊリーグ等宮崎協力会 6,650

東アジア

ベースボール

宮崎大会

開催支援事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

6,300

(6,900)

優れたスポーツ環境を国内外に発信するため、中学生を対象とした硬式野球

大会の開催を支援し、相互の交流を行いながら「スポーツランドみやざき」の

一層の推進を図ります。

○大会概要(予定)

・開催時期 令和5年8月中旬

・会 場 アイビースタジアムほか

・参加チーム 38チーム程度

スポーツ大会誘致

推進事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

12,900

(12,910)

「スポーツランドみやざき」の推進と、観光客誘致を図るため、本市で開催

されるスポーツ大会を支援します。

○主な大会等

・第57回全日本サーフィン選手権大会

・ＪＦＡ第17回全日本Ｏ-７０サッカー大会

・ＪＦＡ第23回全日本Ｏ-６０サッカー大会

青島太平洋マラソン

開催支援事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

8,000

(8,000)

県内外から多くのランナーが参加し、本市のＰＲ、観光振興に大きく寄与す

ることが期待される青島太平洋マラソンの開催を支援します。

○大会概要(予定)

・開催時期 令和5年12月

みやざき

ゴルフパラダイス

事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

19,000

(20,000)

本市で開催される3つのゴルフトーナメントの開催支援を行うとともに、ゴ

ルフトーナメントや各ゴルフ場のＰＲ、イベントの開催等を行います。

○本市開催予定トーナメント

・ダンロップフェニックストーナメント

・ＪＬＰＧＡツアーチャンピオンシップリコーカップ

・アクサレディスゴルフトーナメント ｉｎ ＭＩＹＡＺＡＫＩ

福岡ソフトバンク

ホークス公式戦

開催支援事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

10,000

(10,000)

「スポーツランドみやざき」を県内外に発信し、観光客誘致を図るため、本

市での開催が決定した、福岡ソフトバンクホークス公式戦の開催を支援します。

○公式戦概要

・開 催 日 令和5年4月8日(土)

・会 場 ひなたサンマリンスタジアム宮崎

・対戦相手 埼玉西武ライオンズ
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重点項目４－１ ブランド力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

スポーツ等合宿

受入支援事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

8,000

(8,000)

合宿の定着及び増加を図るため、スポーツ等様々な合宿を行う団体に対し、

宿泊費の一部を助成または、宮崎県の特産品贈呈等を行うとともに、合宿誘致

のためのセールスを行います。

○事業内容

・合宿者への宿泊費等の一部補助(1人1泊につき1,000円、上限10万円)

・合宿者への支援(牛肉・豚肉・地鶏・フルーツなどの特産品の中から選択)

・スポーツ合宿誘致セールス

ナショナルチーム

宮崎合宿受入事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

2,100

(11,100)

各種スポーツのナショナルチーム宮崎合宿の定着や増加を図るため、合宿の

誘致や受入れ等を行う国内外代表合宿受入実行委員会に対し、市負担金を拠出

します。

観光スポーツ

イベント歓迎装飾

事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

6,500

(6,700)

スポーツイベントやキャンプ開催時に、来訪者の歓迎と会場までの誘導のた

め、沿道に設置するフラッグやバナーの経費を助成します。

○主なイベント等

・みやざきフェニックス・リーグ

・プロ野球、Ｊリーグキャンプ

プロ野球

宮崎キャンプ

受入事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

58,600

(56,200)

読売巨人軍、福岡ソフトバンクホークス、オリックス・バファローズの宮崎

キャンプの受入を充実させるため、キャンプ会場周辺の警備、臨時駐車場の整

備等を行います。

○事業内容

・読売巨人軍宮崎キャンプ受入事業

・福岡ソフトバンクホークス宮崎キャンプ受入事業

・オリックス・バファローズ宮崎キャンプ受入事業

みやざきフェニック

ス・リーグ開催支援

事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

39,000

(39,000)

「スポーツランドみやざき」を県内外に発信するため、国内プロ野球12球

団等が参加する秋季教育リーグ「みやざきフェニックス・リーグ」の開催を支

援します。

○大会概要(予定)

・開催時期 令和5年10月

・開 催 地 宮崎市、日南市、西都市、都城市

球春みやざきベース

ボールゲームズ開催

支援事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

20,500

(21,000)

｢スポーツランドみやざき｣の推進と、観光客誘致を図るため、プロ野球複数

球団による練習試合の開催を支援します。

○大会概要(予定)

・開催時期 令和6年2月下旬

・会 場 アイビースタジアムほか
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重点項目４－１ ブランド力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

春季ベースボール

キャンプ支援事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

300

(360)

大学及び社会人野球チームの合宿の定着や増加を図るため、本市で合宿を行

うチームの練習試合の開催を支援します。

○事業内容

・対戦チームの仲介

・審判員、アナウンサーの斡旋

三球シャトル

運行支援事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

1,900

(1,900)

本市でキャンプを実施しているプロ野球3球団のキャンプ地の回遊性を高め

るため、周遊バスの運行を支援します。

○事業内容

・運行路線(予定)

清武総合運動公園 ⇔ 生目の杜運動公園

清武総合運動公園 ⇔ ひなた宮崎県総合運動公園

ワールドトライアス

ロンカップ宮崎大会

開催支援事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

2,000

(2,000)

スポーツ庁がトライアスロンの競技別強化拠点施設として指定をしている、

フェニックス・シーガイア・リゾート及び周辺エリアを国内外にＰＲするとと

もに｢スポーツランドみやざき｣を発信するため、｢ワールドトライアスロンカッ

プ宮崎大会｣の開催を支援します。

○大会概要(予定)

・開催時期 令和5年10月

・会 場 みやざき臨海公園周辺

ソフトテニス

ジュニアジャパン

カップ事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

3,000

(3,000)

「ソフトテニスの聖地・宮崎市」のＰＲ及び青少年の競技力向上を図るため、

「ソフトテニスジュニアジャパンカップ」の開催を支援します。

○大会概要(予定)

・開催期間 令和5年11月(4日間)

・対 象 全国8ブロックの選考及び(公財)日本ソフトテニス連盟の推薦

を受けたソフトテニスプレーヤー(20歳・17歳・14歳以下)

・会 場 生目の杜運動公園、清武総合運動公園

・参加人数 約300人(選手・役員)

テゲバジャーロ

宮崎ホームタウン

事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

2,400

(2,500)

本市がホームタウンとなっている、Ｊリーグクラブ「テゲバジャーロ宮崎」

の認知度向上とホームゲーム誘客のため、広報活動や誘客に関する支援を行い

ます。

○事業内容

・本市イベントへのクラブ関係者出演

・ホームゲーム誘客に関するクラブへの補助

・ピッチバナー掲出

プロ野球公式戦等

開催支援事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

2,000

(2,000)

優れたスポーツ環境のＰＲや観光客誘致を図るため、プロ野球の公式戦や特

別試合等の開催を支援します。
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重点項目４－１ ブランド力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

○新
ラグビートップチー

ム合宿受入支援事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

戦略プロジェクト

3,700

ラグビー日本代表及びジャパンラグビーリーグワン所属チームの合宿等の受

入を行う団体等に対し、合宿受入事業の支援を行います。

○新
みやざきフェニック

ス・リーグ２０周年

記念事業

観光商工部

〈ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進課〉

戦略プロジェクト

4,600

平成16年度から本市で実施されている「みやざきフェニックス・リーグ」が

令和5年度で20周年を迎えるにあたり、さらなる誘客及び認知度の向上を図る

ため、みやざきフェニックス・リーグ支援実行委員会が実施する記念イベント

等を支援します。

地域ブランド

成長促進支援事業

観光商工部

〈商業政策課〉

2,300

(2,900)

地域特産品の販路拡大及び地元事業者の経営力の向上を図るため、地域ブラ

ンド(特産品)の販路拡大に取り組む団体に対し、経費の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎商工会議所、宮崎市内5商工会など

・補助内容 各団体が取り組む販路拡大に資する取組

・補 助 額 1団体あたり原則300千円以内

・補 助 率 10/10

○新
宮崎物産協会

５０周年記念事業

観光商工部

〈商業政策課〉

1,500

会員相互が結束し、宮崎の特産品のさらなる需要拡大を図るため、宮崎物産

協会が開催する50周年記念事業に対し、経費の一部を助成します。

○事業内容

・補助対象 宮崎物産協会

・補助内容 宮崎物産協会が実施する物産展

・補 助 率 1/2以内

手づくり工芸品

育成支援事業

観光商工部

〈工業政策課〉

920

(1,000)

地場企業の育成及び宮崎の手づくり工芸品のＰＲと販路拡大を図るため、宮

崎市特産工芸品協会の工芸展開催事業等を支援します。

宮崎菓子

普及支援事業

観光商工部

〈工業政策課〉

370

(370)

菓子の普及と業界の活性化、販路拡大を図るため、宮崎菓子協会が実施する

「みやざきお菓子まつり」を支援します。
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

フェニックス自然

動物園等指定管理料

都市整備部

〈公園緑地課〉

256,013

(256,013)

県内唯一の動物園「宮崎市フェニックス自然動物園」と花のまちづくりの拠

点施設である「フローランテ宮崎」を、市民の憩い、学習、レクリエーション

の場として提供するため、指定管理者制度を活用し、効率的な管理運営を行い

ます。

○指定管理

指定管理者 宮崎市フェニックス自然動物園管理(株)

指定管理料 256,013

指定期間 令和4年4月～令和6年3月

フェニックス自然

動物園施設安全整備

事業

都市整備部

〈公園緑地課〉

45,540

(16,932)

来園者及び指定管理者の安全確保のため、動物園施設を補修し、延命化を図

ることで安定した施設運営を行います。

○事業内容

・施設安全整備事業 28,540

・運営事業 17,000

フローランテ宮崎

施設維持事業

都市整備部

〈公園緑地課〉

6,500

(3,000)

利用者の利便性向上を図るため、施設の適切な維持管理を行います。

○事業内容

・園内樹木台帳更新業務委託 3,500

・園内施設維持工事 3,000

○新
フェニックス自然

動物園リニューアル

事業

都市整備部

〈公園緑地課〉

戦略プロジェクト

38,216

フェニックス自然動物園がこれからも安全安心で魅力的なサービスを市民に

提供し続けられる施設とするため、老朽化した施設を計画的にリニューアルし、

利用者の安全確保及び指定管理者の職場環境改善を行います。

○主な事業内容

・管理棟設計 15,000

・アフリカゾーン造成設計 9,000

・出入口ゲート修正設計 9,000

・地質調査 4,500

フェニックス自然

動物園再生事業

都市整備部

〈公園緑地課〉

63,200

(65,000)

動物園全体の魅力再生を図るため、既存施設を改修し、飼育員等の安全確保

を行うとともにアジアゾウの導入を行います。

○事業内容

・ゾウ舎改修工事 60,000

・ゾウ移動業務委託 3,200

緑の保全事業

都市整備部

〈景観課〉

1,780
(1,800)

良好な自然環境や優れた風致景観を後世に引き継ぐため、郷土の名木や緑の

保全地区の所有者等に対して協力金や補助金を交付し、貴重な緑を保全します。

○主な事業内容

・郷土の名木保存協力金の交付

・緑の保全地区協力金(神社等の樹林地等)の交付

・郷土の名木等緊急保全事業補助
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

花と緑のまちづくり

啓発事業

都市整備部

〈景観課〉

5,000

(4,970)

花と緑のまちづくりを推進するため、花のまちづくりコンクール等のイベン

トやＰＲ等を実施し、市民等への啓発を行います。

○主な事業内容

・花のまちづくりコンクールの実施

・花と緑の啓発イベントの実施

・花回遊マップの作成

・ガーデナー養成講座の実施

景観まちづくり

啓発事業

都市整備部

〈景観課〉

1,490
(1,049)

美しく魅力ある景観づくりを推進するため、風景絵画コンクールや景観教室

等を実施し、市民等への啓発を行います。

○主な事業内容

・景観教室の実施

・景観賞、風景絵画コンクールの実施

・景観啓発パンフレットの作成

ガーデンツーリズム

促進事業

都市整備部

〈景観課〉

1,200

(1,900)

「ガーデンツーリズム登録制度」に九州で唯一登録された「宮崎花旅３６５」

を促進するため、企業団体等で構成された「宮崎花旅３６５推進協議会」の活

動を支援します。

○主な事業内容

・「宮崎花旅３６５」の実施団体への活動支援

(花に関する観光素材開発、旅行商品造成、案内冊子作成等)

※ガーデンツーリズムとは

複数の庭園等が連携し、多様な庭園等の個性を充分に発揮するように磨き上

げを図ることで、魅力的な体験や交流を創出する取組。

※平成31年4月、国土交通省が「庭園間交流連携促進計画登録制度」(通称：

ガーデンツーリズム登録制度)を創設。令和元年5月の第1回登録に、花ボラ

ネットみやざき協議会（現 宮崎花旅３６５推進協議会）の計画「宮崎花旅

３６５」が、他の5つの計画とともに選定登録された。

花と緑のまちづくり

推進事業

都市整備部

〈景観課〉

100,000

(94,930)

一年中花と緑のあるまちづくりを推進するため、市民団体等が行う植栽活動

を支援するとともに、拠点となる公園等への花苗の植栽等を行います。

○主な事業内容

・市民団体への花苗の支給(年2回)

・橘公園や橘通りなど市内の主な公園等への草花の植栽等

・主要路線への草花の植栽等

・観光シーズン等における主要花スポットへの植栽等
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重点項目４－１ ブランド力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

みやざき

景観まちづくり

支援事業

都市整備部

〈景観課〉

2,760

(3,000)

持続可能な市民主体の美しいまちづくりを推進するため、景観形成活動団体

が実施する各種事業に要する経費の一部を助成し、景観まちづくりを支援しま

す。

屋外広告物許可

事務事業

都市整備部

〈景観課〉

2,700

(2,600)

良好な景観の形成や公衆に対する危害を防止するため、屋外広告物法及び屋

外広告物条例に基づく許可事務等や路上違反広告物の一斉除却活動等を行いま

す。

○主な事業内容

・申請受付・調査・審査・許可、屋外広告業の登録

・未申請・違反物件の是正指導

・路上違反広告物一斉除却活動、違反広告物パトロール

・公共掲示板の利用受付、維持管理

景観形成事務管理費

都市整備部

〈景観課〉

2,800

(2,890)

美しく魅力ある景観形成を推進するため、景観審議会の開催や景観アドバイ

ザーの派遣等を行い、景観形成に関する事項を審議・検討します。

○主な事業内容

・景観審議会の開催

・バス広告デザイン検討委員会の開催

・景観アドバイザーの派遣

「花のまちみやざ

き」景観拠点創出

事業

都市整備部

〈景観課〉

9,000

(6,100)

花景観による地域活性化及び「花のまちみやざき」のブランド力向上を図る

ため、観光地やまちなか等において、花々を魅力的かつ圧倒的に植栽し、宮崎

の自然や地域の特性に応じた景観拠点を創出します。

○主な事業内容

・一ツ葉地区における植栽管理

・まちなか周辺地区における実施設計

田野・清武地域

日本農業遺産

推進事業

田野総合支所

〈農林建設課〉

3,800

(3,800)

日本農業遺産に認定された田野・清武地域の伝統的な農林水産業システムを

維持するため、「大根やぐら」をシンボルに地域の活性化や特産品等のブランド

化に取り組む「田野・清武地域日本農業遺産推進協議会」に対して運営費の助

成を行います。

○主な事業内容

・協議会への運営費補助 3,637
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重点項目４－１ ブランド力の向上

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

高岡温泉施設維持

事業

高岡総合支所

〈地域市民福祉課〉

2,550

(5,060)

施設休館中も施設の安全を維持するため、機械警備等の業務委託を行い、施

設の保全を図ります。

○高岡温泉施設維持事業

・機械警備業務委託ほか

瓜田ダム

周辺管理運営費

高岡総合支所

〈地域市民福祉課〉

1,764

(9,000)

地域住民の憩いの場として活用するダム周辺環境の施設の維持管理を行いま

す。

○事業内容

・ダム周辺環境の維持管理業務

天ケ城麓地区

武家住宅管理運営

事業

高岡総合支所

〈農林建設課〉

1,070

(1,060)

天ケ城麓地区で再現した武家住宅を歴史的資産として保存するとともに、地

域交流の場として利活用するための管理・運営を行います。

○事業内容

・武家屋敷(建物及び庭園)の維持管理

○施設概要

・敷地面積 1,054.03㎡(318.8坪)

・建物面積 158.25㎡ (47.9坪)

清武総合運動公園

魅力化整備事業

(清武)

清武総合支所

〈農林建設課〉

15,000

(4,587)

市民がスポーツに親しむ機会を創出するとともに、世代や障がいをはじめと

するあらゆる垣根を越えた交流や清武地域への集客につなげるため、清武総合

運動公園の更なる魅力化に向けた整備を行い、清武地域の活性化を図ります。

○実施設計業務委託の内容

・諸施設の詳細検討

・実施設計図の作成

・概算工事費の算出

〇トイレ改修工事 Ｎ＝1式
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基本目標 ５

地域特性に合った社会基盤が

確保されている都市

インフラの長寿命化を図り、公共施設の最適な配置の実現

に向けて取り組むとともに、地域の特性に即したコンパクトな

まちづくりと、これと連携した交通体系を構築し、地域におけ

るネットワークを形成することで、高次の都市機能が維持され

ているまちを目指します。

重点項目５－１

コンパクト化とネットワークの形成による「都市機能の充実」

ま ち
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重点項目５－１ 都市機能の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

宮崎みなとまつり

開催事業

企画財政部

〈都市戦略課〉

5,800

(5,800)

人流・物流及び産業振興の拠点として大きな役割を担っている宮崎港の役割

や重要性について市民の理解を深めるとともに、「宮崎みなとまつり２０２３」

の開催を通じて宮崎港を県内外にＰＲします。

○事業内容

・開催予定日 令和5年5月

・場 所 宮崎港(国際観光船バース・みやざき臨海公園)

・事業内容 船舶一般公開、体験航海、物産販売コーナーほか

・実施主体 宮崎みなとまつり実行委員会

○新
次世代型まちづくり

推進事業

企画財政部

〈都市戦略課〉

戦略プロジェクト

14,000

宮崎駅西口複合ビル開業に伴う回遊性の向上を図るため、「ぐるっぴー」(グ

リーンスローモビリティ)の運行を支援します。また発着場の利活用検討や民間

事業者との対話を深め、運行エリアを中心とした宮崎駅周辺エリアの価値向上

（ウォーカブル・ゼロカーボン等）を図る取組を推進します。

○事業内容

・ぐるっぴー運営支援事業 13,555

・発着場でのトライアル・サウンディングの実施 214

・まちづくり検討会の開催 231

「ぐるっぴー」

時速20km未満で公道を走行可能な9人乗りの電動低速バス

宮崎港振興協会

運営事業

企画財政部

〈都市戦略課〉

1,000

(1,000)

物流機能の充実と宮崎港の一層の利活用を図るため、港湾関係企業や荷主で

ある農業、商工業、観光業等の事業者及び行政が一体となった組織により、宮

崎港の振興を図ります。

○主な事業内容

・宮崎港の整備等に関する関係機関への陳情、要望

・クルーズ船等誘致、寄港対応

・海上輸送利用促進活動支援

・利用促進のためのＰＲ活動

宮崎港物流活性化

支援事業

企画財政部

〈都市戦略課〉

1,000

(1,000)

港の利用促進と物流の効率化を図るため、宮崎港の定期航路を利用する輸送

事業者に対して、一ツ葉有料道路の通行料金を助成します(上限あり)。
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重点項目５－１ 都市機能の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

宮崎ブーゲンビリア

空港国際航空貨物

輸出支援事業

企画財政部

〈都市戦略課〉

500

(500)

国際貨物の集貨量増加と本市産業の海外展開を図るため、宮崎ブーゲンビリ

ア空港を利用して海外輸出を行う事業者に対して、経費の一部を助成します。

コミュニティ交通

運営支援事業

企画財政部

〈都市戦略課〉

14,960

(20,000)

公共交通の不便な地域において持続可能な移動手段を確保することを目的に

コミュニティ交通の運行を実施する地域の任意団体に対し、運行経費の一部を

助成します。

・補助地区 木花・北・高岡・田野・佐土原・住吉・生目

・補 助 率 運行経費の2/3以内又は運行欠損額のいずれか少ない額

(限度額：年間5,000千円)

地方バス路線存続

支援事業

企画財政部

〈都市戦略課〉

62,856

(43,000)

路線バスの運行を維持するため、バス事業者に対して助成を行い、日常生活

に必要な交通手段を確保します。

○対象区間

・宮崎～赤谷線

・（特急）西都城～宮崎駅

・宮交シティ～野崎東病院～動物園

・宮崎～祇園台・穆佐（高岡温泉）～尾頭

・宮交シティ～西佐土原～西都

・小林駅～宮崎空港

・宮崎駅～花ケ島・大島通線～石崎の杜歓鯨館

・宮崎～黒北

・宮崎駅～宮崎空港～鵜戸神宮～飫肥

・宮交シティ～宮崎駅～光陽台

ほか 14路線

長距離フェリー

輸送力拡大支援事業

企画財政部

〈都市戦略課〉

12,000

(13,000)

本県唯一の長距離フェリー航路の維持・活性化を図るため、宮崎カーフェリ

ー(株)が実施する貨物・旅客の利用促進や認知度向上を図る取組を支援します。

○主な事業内容

・船旅の魅力開発支援

・夏場を中心とした貨物対策支援

・新船広報支援

○新
宮崎ブーゲンビリア

空港路線回復事業

企画財政部

〈都市戦略課〉

戦略プロジェクト

7,100

航空需要及び空港路線の回復を図るため、国際線のＰＲや要望活動、国際線

チャーター等の就航支援を行い、宮崎空港の利用者の回復と、路線の維持・充

実を図ります。

○事業内容

・国際線ＰＲ、要望活動 1,100

・国際線チャーター等就航支援事業 6,000
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重点項目５－１ 都市機能の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

公共施設経営

システム運用事業

企画財政部

〈都市戦略課〉

799

(821)

施設情報の「共有化・一元化・見える化」を図るため、宮崎市公共施設経営

システムの安定的な運用に努めます。

○事業内容

・公共施設経営システム運用支援業務委託 517

・公共施設経営システムサーバ関連ハードウェア賃貸借 282

○新
新庁舎建設基本計画

策定事業

総務部

〈管財課〉

戦略プロジェクト

40,300

新庁舎の建設に向けて、基本構想の内容をさらに具体化し、導入する機能や

事業手法など、設計に必要な条件を整理し、整備方針などをまとめた基本計画

を策定します。

○事業内容

・基本計画策定業務委託

導入する機能や整備方針の作成、庁舎の配置計画の作成、

概算事業費や工程、事業手法、ＰＦＩ導入可能性の検討等

○新
新庁舎建設地調査

事業

総務部

〈管財課〉

戦略プロジェクト

20,000

新庁舎建設場所の地層の構成や土質、岩盤支持層までの深さ、敷地の高低差

などを把握し、杭打ちなどの基礎工事や防災対策などを適切に実施するため、

新庁舎建設場所における地質調査及び測量を行います。

○事業内容

・地質調査：庁舎が配置される予定場所のボーリング調査(2箇所)、

土質試験

・測量：現地敷地の測量

○新
新庁舎執務環境

モデル事業

総務部

〈管財課〉

戦略プロジェクト

6,332

新庁舎の執務環境について検討を進めていくにあたって、フリーアドレスの

導入や固定電話からモバイル機器への切り替えなど、モデル的に一部先行して

実施することによって、新庁舎に導入する機能の検討につなげます。

○事業内容

・フリーアドレス(固定席を持たず自由に利用できる机)の導入

・ＷＥＢ会議ブースなどの設置

・固定電話からスマートフォンやパソコン等のモバイル機器への一部変更

庁舎等改善費

総務部

〈管財課〉

163,000

(200,000)

適正な庁舎管理を図るため、庁舎設備の更新・改修等を行います。

○主な工事等

○新佐土原総合支所受変電設備更新工事 43,000

○新田野総合支所消火栓設備更新工事 20,000

○新高岡総合支所旧保健指導室解体工事 15,000

○新赤江地域センター受変電設備更新工事 25,000
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重点項目５－１ 都市機能の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

国土調査事業

農政部

〈農村整備課〉

51,000
(45,000)

地籍の明確化を図るため、一筆ごとの土地について、その所有者、地番及び

地目の調査、並びに境界及び地積に関する測量を行います。

(負担割合 国50％：県25％：市25％)

また、境界立会の不調等から筆界未定となっている地区について、立会や測

量業務を委託し、早期に筆界を確定させ、法務局に登記を行います（登記推進

業務）。

○地区別事業概要

宮崎 47,000 佐土原 1,000 田野 1,000

高岡 1,000 清武 1,000

中央卸売市場・

市場施設維持管理

事業

農政部

〈市場課〉

【卸売市場特会】

121,540

(115,996)

市場内業者の円滑な業務運営と安全を確保するため、施設の保守管理及び改

修等を行います。

○主な事業内容

・保守管理(委託料) 90,860

・修繕 30,000

主な修繕

消防設備、給排水設備、重量シャッター、建物、グレーチング、

舗装、電気設備、トイレ器具、空調設備、冷蔵・冷凍機

中央卸売市場・

市場施設整備事業

農政部

〈市場課〉

【卸売市場特会】

124,500

(129,300)

市場施設を安全かつ長期的に管理運営するため、計画的に改修し、整備しま

す。

○事業内容

・水産倉庫棟屋根防水改修工事 48,000

・管理事務所棟空調機改修工事 26,000

・青果棟南側道路舗装工事 14,500

・冷蔵庫棟直流電源設備更新工事 25,000

・駐車場水銀灯照明器具取替工事（№１～５） 10,000

・自動火災通報設備更新工事設計業務委託 1,000

卸売市場経営健全化

支援事業

農政部

〈市場課〉

【卸売市場特会】

1,195

(1,227)

市場の卸売業者及び仲卸業者の適切かつ健全な経営を確保するため、専門的

な知識を有するものによる財務検査、経営診断及び指導を行います。

○事業内容

・公認会計士への財務検査委託

・中小企業診断士への経営診断及び指導委託

地区 概要

宮崎 新規調査業務(大字内海 の一部 0.42㎢)

市内全域
修正業務、図根点保護業務、調査成果閲覧業務、

登記推進業務等
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重点項目５－１ 都市機能の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

水産物出荷促進支援

事業

農政部

〈市場課〉

【卸売市場特会】

3,300

(3,000)

市内漁協から卸売市場への出荷促進を図るため、市場出荷の際に必要となる

委託手数料の一部を助成します。本市場への出荷促進、漁業出荷者への経済的

支援を図ります。

○補助の概要

・対象者 市内の4漁業協同組合(宮崎市・檍浜・一ツ瀬・宮崎)

・対象費用 委託手数料

・補助内容 市内の漁業出荷者が出荷する際に必要な委託手数料の一部を補

助（補助率：2％以内)

○新
市場の魅力周知向上

事業

農政部

〈市場課〉

【卸売市場特会】

1,400

市民が卸売市場や市場流通への理解と関心を深めるとともに、生鮮食料品等

の地産地消促進を図るため、市場見学の受け入れを行うとともに、市場関係団

体による食育活動や販売促進等を通じて、市民と卸売市場との交流を促し、市

場のさらなる活性化を図ります。

○事業内容

・市場関係団体への補助 1,100

・親子市場見学会(せりの見学・魚の捌き体験・寄せ植え教室)、各団体や

学校からの市場見学の受け入れ 300

○補助の概要

・対象者 宮崎市中央卸売市場関連店舗組合

宮崎おさかな普及協議会

・事業内容 関連店舗組合が定期的に実施する販売促進等の補助を行う。

(補助率:1/2)

宮崎おさかな普及協議会が魚食を普及するため、実施している

ＰＲや調理教室などの活動費を補助する。

宮崎港の整備促進

建設部

〈土木課〉

46,000

(51,200)

国の重要港湾に指定されている宮崎港の流通機能の充実を図るため、国と県

が実施する港湾整備事業に対し、市負担金(事業費の1/10)を拠出します。

○事業内容

区 分 事業概要 負担金

国(直轄) 南防波堤(改良) 20,000

県(社会資本整備総合交付金事業) 防砂堤、緑地連絡橋等 26,000
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重点項目５－１ 都市機能の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

幹線道路の整備

建設部

〈土木課〉

４総合支所

〈農林建設課〉

585,288

(984,060)

道路網を構築し、円滑な交通機能を確保するため、幹線道路の整備を図りま

す。

○宮崎 415,400

○佐土原 24,500

○田野 1,178

○高岡 103,400

○清武 40,810

路線名 事業期間 事業概要 事業費

吉村通線４工区 R1～R7 Ｌ＝300ｍ Ｗ＝16.0ｍ 60,000

次郎ヶ別府広原線 H18～R6 Ｌ＝940ｍ Ｗ＝10.25ｍ 60,000

小松平岩線２工区 R1～R6 Ｌ＝560ｍ Ｗ＝10.0ｍ 80,000

南方岩切線 R3～R6 Ｌ＝650ｍ Ｗ＝8.75ｍ 35,400

飛江田緑松線 R3～R7 Ｌ＝800ｍ Ｗ＝8.5ｍ 180,000

路線名 事業期間 事業概要 事業費

東下山１号線 H27～R5 Ｌ＝1,080ｍ Ｗ＝5.0ｍ 24,500

路線名 事業期間 事業概要 事業費

灰ヶ野堀口線 R4～R8 Ｌ＝1,100ｍ Ｗ＝5.0ｍ 1,178

路線名 事業期間 事業概要 事業費

役場中山線 H27～R7 Ｌ＝1,310ｍ Ｗ＝8.0ｍ 25,000

高浜小山田線 R1～R6 Ｌ＝420ｍ Ｗ＝7.0ｍ 78,400

路線名 事業期間 事業概要 事業費

宮ノ前谷ノ口線 H27～R5 Ｌ＝540ｍ Ｗ＝9.75ｍ 40,810
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重点項目５－１ 都市機能の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

生活道路の整備

建設部

〈土木課〉

４総合支所

〈農林建設課〉

743,150

(424,600)

安全で快適な生活環境を創出するため、生活道路の整備を図るとともに、児

童・生徒の通学時の安全確保や交通の円滑化等による道路の交通安全対策を推

進します。

○宮崎 612,000

○佐土原 33,800

○田野 61,150

○高岡 16,200

○清武 20,000

路線名 事業期間 事業概要 事業費

大島線２工区 R3～R7 Ｌ＝380ｍ Ｗ＝10.0ｍ 412,000

○新蓮ヶ池金吹山線 R5～R7 Ｌ＝170ｍ Ｗ＝10.0ｍ 10,000

エコ関連

・千代ヶ崎３号線

外１線

・柿木原大久保線

R4～R5

R5～R7

Ｌ＝160ｍ Ｗ＝4.0ｍ

Ｌ＝120ｍ Ｈ＝13.0ｍ

40,000

20,000

局部改良(16路線) －
Ｌ＝2,322ｍ

Ｗ＝5.0～8.75ｍ
130,000

路線名 事業期間 事業概要 事業費

局部改良(4路線) －
Ｌ＝240ｍ

Ｗ＝4.0～5.0ｍ
33,800

路線名 事業期間 事業概要 事業費

局部改良(2路線) －
Ｌ＝95ｍ

Ｗ＝7.0ｍ
61,150

路線名 事業期間 事業概要 事業費

局部改良(1路線) －
Ｌ＝220ｍ

Ｗ＝4.2ｍ
16,200

路線名 事業期間 事業概要 事業費

局部改良(1路線) －
Ｌ＝70ｍ

Ｗ＝5.0ｍ
20,000
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重点項目５－１ 都市機能の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

公共用地の管理

建設部

〈用地管理課〉

４総合支所

〈農林建設課〉

35,379

(24,189)

市道や里道・水路等の公共用地を適正に管理するため、占・使用許可や用途

廃止、境界立会、登記事務委託等の業務を行います。

また、道路通行の安全性を確保するため、道路占用物の適正化に努めます。

○宮崎 33,129

○佐土原 500

○田野 500

○高岡 450

○清武 800

私道舗装整備助成金

事業

建設部

〈道路維持課〉

1,300
(700)

地域の生活環境を向上させるため、住民が私道の整備をする際、工事費の一

部を助成します。

○助成の内容

・助成率 通り抜け道路の場合 工事費の3/4

行き止り道路の場合 工事費の1/2

生活道路整備助成金
事業

建設部
〈道路維持課〉

18,000
(18,000)

幅員4ｍに満たない狭あい道路を整備するため、土地所有者等が道路用地の

寄附を行う際、分筆登記、工作物の移設等に要する費用の一部を助成します。

○助成の内容

・分筆登記に要する費用 上限20万円

・工作物の移設等に要する費用 上限30万円

事業名 事業費

公共用地管理事業 4,700

公共用地境界立会事業 1,670

公共用地調査事業 17,400

道路占用適正化推進事業 359

○新境界立会記録電子化事業 9,000

事業名 事業費

公共用地調査事業 500

事業名 事業費

公共用地調査事業 500

事業名 事業費

公共用地調査事業 450

事業名 事業費

公共用地調査事業 800
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重点項目５－１ 都市機能の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

道路台帳整備事業

建設部
〈道路維持課〉
４総合支所

〈農林建設課〉

55,400

(55,670)

道路法の規定に基づき、適正で円滑な道路管理を行うため、道路台帳の整備

等を行います。

○宮崎 51,000

○佐土原 2,500

○田野 500

○高岡 600

○清武 800

○新
公開型道路情報

システム構築事業

建設部

〈道路維持課〉

戦略プロジェクト

3,336

市道の情報を求める市民や事業者の利便性向上を図るため、市道路線図をイ

ンターネットで公開します。

道路施設長寿命化
修繕事業

建設部
〈道路維持課〉

139,000

(50,000)

道路施設の安全性・信頼性を確保するとともに、施設の延命化とライフサイ

クルコストの縮減を図るため、修繕工事を行います。

道路舗装新設事業

建設部
〈道路維持課〉

24,750

(27,500)

安全で快適な生活環境の確保を図るため、未舗装市道の舗装工事を行います。

事業名 事業費

道路台帳調製委託 32,000

道路情報システム更新委託 5,500

道路用地嘱託登記委託ほか 13,500

事業名 事業費

道路用地嘱託登記委託 2,500

事業名 事業費

道路用地嘱託登記委託 500

事業名 事業費

道路用地嘱託登記委託 600

事業名 事業費

道路用地嘱託登記委託 800

事業名 事業費

使用料及び賃借料 165

委託料 3,171

事業名 事業費

桜橋人道橋修繕工事(ＪＲ委託)ほか 139,000

事業名 数量 事業費

舗装工事 180ｍ 22,750

測量委託ほか 一式 2,000

-295-



重点項目５－１ 都市機能の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

道路維持補修事業

建設部
〈道路維持課〉
４総合支所
〈農林建設課〉

888,300

(856,530)

道路としての機能充実を図るため、市道の舗装補修、側溝補修、蓋掛け等の

工事及び街路樹の管理、路面清掃等を行います。

○宮崎 701,640

○佐土原 53,820

○田野 32,550

○高岡 34,590

○清武 65,700

認定外道路整備事業

建設部
〈道路維持課〉
佐土原総合支所
田野総合支所
〈農林建設課〉

19,800

(26,050)

地域住民の快適な生活環境を確保するため、主に住宅地沿いの認定外道路(里

道等)の整備を行います。

○宮崎 17,000

○佐土原 2,000

○田野 800

事業名 事業費

道路維持補修費(普通維持工事、側溝浚渫ほか) 70,000

生活密着関連道路舗装維持修繕費(舗装、側溝等修繕) 258,000

道路管理費(草刈、街路樹管理、路面清掃、施設保守委託

ほか)
373,640

事業名 事業費

道路維持補修費(普通維持工事、側溝浚渫ほか) 21,000

道路管理費(草刈、街路樹管理、施設保守委託ほか) 32,820

事業名 事業費

道路維持補修費(普通維持工事、側溝浚渫ほか) 24,000

道路管理費(草刈、施設補修ほか) 8,550

事業名 事業費

道路維持補修費(普通維持工事、側溝浚渫ほか) 28,200

道路管理費(草刈、施設補修ほか) 6,390

事業名 事業費

道路維持補修費(普通維持工事、側溝浚渫ほか) 35,000

道路管理費(草刈、街路樹管理委託ほか) 30,700

事業名 数量 事業費

舗装工事 210ｍ 14,100

測量委託 一式 2,900

事業名 数量 事業費

舗装工事 100ｍ 2,000

事業名 数量 事業費

舗装工事 20ｍ 800
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重点項目５－１ 都市機能の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

道路舗装打換事業

建設部
〈道路維持課〉
４総合支所
〈農林建設課〉

314,900

(297,200)

道路の安全性と住民の生活環境の向上を図るため、老朽化した道路舗装の打

換工事を行います。

○宮崎 174,000

○佐土原 31,800

○田野 39,000

○高岡 30,100

○清武 40,000

大型団地内道路・
排水対策整備事業

建設部
〈道路維持課〉
佐土原総合支所
清武総合支所
〈農林建設課〉

209,800

(227,300)

大型団地内の交通環境及び生活環境の改善を図るため、計画的に排水溝を整

備します。

○宮崎 165,000

○佐土原 34,800

○清武 10,000

○新
宮崎駅北周辺歩行者

通行空間整備事業

建設部

〈道路維持課〉

戦略プロジェクト

7,000

宮崎駅周辺の県プール等へ接続する道路について、歩行者が安全に安心して

通行できる道路空間を構築します。

事業名 数量 事業費

道路舗装打換事業 450ｍ 52,000

生活密着関連道路舗装打換事業 2,570ｍ 122,000

事業名 数量 事業費

道路舗装打換事業 670ｍ 31,800

事業名 数量 事業費

道路舗装打換事業 670ｍ 39,000

事業名 数量 事業費

道路舗装打換事業 594ｍ 30,100

事業名 数量 事業費

道路舗装打換事業 560ｍ 40,000

対象団地 数量 事業費

平和が丘、大塚台、大淀台、

月見ヶ丘、希望ヶ丘
2,650ｍ 165,000

対象団地 数量 事業費

小牧台、光陽台、宮本、和田山、下村、

今坂
685ｍ 34,800

対象団地 数量 事業費

池田台 120ｍ 10,000

事業名 事業費

測量設計委託 7,000
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重点項目５－１ 都市機能の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

排水溝新設・改修
事業

建設部
〈道路維持課〉
４総合支所
〈農林建設課〉

223,500

(270,000)

住環境の向上を図るため、市民生活に関係の深い道路排水溝の整備を行いま

す。

○宮崎 130,000

○佐土原 23,000

○田野 37,000

○高岡 20,500

○清武 13,000

橋梁長寿命化修繕
計画策定事業

建設部
〈道路維持課〉

70,000

(100,000)

橋梁の安全性・信頼性を確保するとともに、修繕に係る費用を縮減させるた

め、橋梁点検(法定点検)を行います。

橋梁長寿命化修繕
事業

建設部
〈道路維持課〉

136,000

(150,000)

橋梁の安全性の確保及び維持管理に係るトータルコストの縮減を図るため、

橋梁長寿命化修繕計画に基づき、優先度の高い橋梁から修繕工事を行います。

高松橋改修事業
（長寿命化対策）

建設部
〈道路維持課〉

391,000

(346,000)

橋梁の安全性の確保及び維持管理に係るトータルコストの縮減を図るため、

橋梁長寿命化修繕計画に基づき、高松橋の耐震性能の向上を含めた大規模な改

修工事を行います。

事業名 数量 事業費

排水溝新設・改修事業 1,347ｍ 130,000

事業名 数量 事業費

排水溝新設・改修事業 190ｍ 23,000

事業名 数量 事業費

排水溝改修事業 380ｍ 37,000

事業名 数量 事業費

排水溝改修事業 420ｍ 20,500

事業名 数量 事業費

排水溝改修事業 180ｍ 13,000

事業名 数量 事業費

道路橋定期点検業務委託 183橋 70,000

事業名 数量 事業費

橋梁修繕詳細設計業務委託ほか 6橋 20,000

橋梁修繕工事 6橋 116,000

事業名 数量 事業費

支承交換工事 2基 300,000

ガス管移転補償ほか 一式 91,000
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重点項目５－１ 都市機能の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

安全で快適な

自転車通行空間整備

事業

都市整備部

〈都市計画課〉

25,000

(17,400)

安全で快適な自転車通行空間を創出するため、「宮崎市自転車活用推進計画」

に基づき、車道上に自転車通行空間を確保し、安全で快適な自転車ネットワー

クを形成します。

○事業内容

・自転車通行空間整備 Ｌ＝5.0㎞

○新
都市計画基礎調査

負担金

都市整備部

〈都市計画課〉

15,200

都市計画法に基づき、県が概ね5年ごとに行う都市計画基礎調査に対し、関

係市町村がその調査費の一部を負担します。

○都市計画基礎調査とは

人口分布・年齢構成、土地利用現況、宅地開発状況等の調査を行い、適正

な都市計画の決定・変更などを行うための基礎資料となります。

宮崎市自転車活用

推進計画推進事業

都市整備部

〈都市計画課〉

4,300

(3,300)

自転車活用推進法に基づき策定した「宮崎市自転車活用推進計画」を推進す

るため、自転車交通ルール等の啓発を図るとともに自転車イベントを開催し、

自転車関連事故の減少や自転車利用の促進などに取り組みます。

○主な事業内容

・自転車イベント運営委託 900

・自転車利用状況調査 1,500

・日南海岸サイクルツーリズム自転車通行空間整備 1,200

○新
宮崎市都市計画

マスタープラン・

立地適正化計画

改訂事業

都市整備部

〈都市計画課〉

24,480

債務 R5～R6

{19,000}

社会経済情勢の変化に対応した持続可能なまちづくりを実現するため、上位

計画である県の都市計画区域マスタープランや市の総合計画と整合した改訂を

行います。

○事業内容

・計画改訂業務委託 23,500

・委員報酬、アンケート実施 980

市営駐車場管理運営

事業

都市整備部

〈公園緑地課〉

3,640

(1,580)

市民の利便性向上と交通の円滑化を図るため、業務委託等により、市営駐車

場の管理運営を行います。

○主な事業内容

・上野町駐車場 駐輪場整備費 2,750

・青島駅西口駐車場 管理業務委託 542

東部第二土地区画

整理事業

都市整備部

〈市街地整備課〉

716,759

(895,462)

良好な都市環境と防災性に優れた住環境、並びに産業地と住宅地との調和が

とれた地区を創出するため、国の交付金等を活用して、土地区画整理事業を推

進します。

施行面積 事業期間 事業概要 事業費

88.4ha H12～R10
道路築造、整地工事

物件移転補償ほか
716,759
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重点項目５－１ 都市機能の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

吉村通線（大町工区）
整備事業

都市整備部

〈市街地整備課〉

40,000

(349,000)

宮崎駅東部地区における狭あい道路の通過交通を抑制して地域の防災機能を

向上させるため、赤江大橋と接続する本路線を整備します。

・令和5年度事業・・・舗装工、安全施設工等

宮崎駅東通線
整備事業

都市整備部

〈市街地整備課〉

758,684

(703,000)

宮崎駅東口と宮崎港を結ぶ道路交通軸として、災害時の避難路や緊急輸送道

路の機能を確保するため、片側2車線の幹線道路を整備します。

・令和5年度事業・・・道路改良工、用地買収・補償等

新町停車場線
(新町橋)整備事業

都市整備部

〈市街地整備課〉

1,085,000

(930,000)

老朽化し歩道も未整備である新町橋を改善するため、橋の架替えを実施し、

歩行者等の安全確保を図るとともに幹線道路としての機能を発現します。

・令和5年度事業・・・上部工、取付道路工等

昭和通線（永楽工区）

整備事業

都市整備部

〈市街地整備課〉

158,500

(150,000)

安全で快適な住環境を確保するため、小戸之橋と接続する本路線を整備し、

交通の円滑化と歩行者等の安全及び利便性の向上を図ります。

・令和5年度事業・・・建物等調査、用地買収・補償

川原通線（高洲工区）

整備事業

都市整備部

〈市街地整備課〉

148,500

(170,000)

津波浸水想定区域の狭あい道路を解消するため、現道を拡幅整備し、歩行者

等の安全を確保するとともに災害時の避難路としての機能向上を図ります。

・令和5年度事業・・・建物等調査、用地買収・補償

一ツ瀬川広域河川

改修事業負担金

佐土原総合支所

〈農林建設課〉

3,800

(3,800)

災害に強く健全な道路機能を確保し、住民の安全で快適な生活環境の向上を

図るため、県事業の堤防嵩上げ工事にあわせて市道の拡幅整備を行います。

路線名 事業期間 事業概要 事業費

吉村通線(大町工区) H27～R5 Ｌ＝261ｍ Ｗ＝19ｍ 40,000

路線名 事業期間 事業概要 事業費

宮崎駅東通線（２工区） H27～R7 Ｌ＝212ｍ Ｗ＝27ｍ 171,000

宮崎駅東通線（３工区） H28～R7 Ｌ＝502ｍ Ｗ＝27ｍ 587,684

路線名 事業期間 事業概要 事業費

新町停車場線（新町橋） H22～R5

Ｌ＝236ｍ Ｗ＝16ｍ

(橋梁部Ｌ＝147.5ｍ、

Ｗ＝14ｍ)

1,085,000

路線名 事業期間 事業概要 事業費

昭和通線(永楽工区) R2～R11 Ｌ＝347ｍ Ｗ＝16ｍ 158,500

路線名 事業期間 事業概要 事業費

川原通線(高洲工区) R2～R9 Ｌ＝533ｍ Ｗ＝12ｍ 148,500

区分 事業期間 事業概要 負担金

県営事業負担金 R4～R11 堤防補強 Ｌ＝6,000ｍ 3,800
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その他の事業
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その他の事業

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

東京事務所

事務管理費

企画財政部

〈企画政策課〉

34,880

(31,790)

東京都千代田区にある東京事務所において、中央官庁等との迅速な連絡調整

や市政に関する情報の収集等を行います。

○主な事業内容

・中央官庁等との連絡調整や市政に関する情報収集

・企業誘致活動

宮崎市史編さん

推進事業

企画財政部

〈秘書課〉

1,233

(450)

先人たちが積み重ねてきた歴史を、市民の財産として後世に引き継いでいく

ため、宮崎市史の編さん体制を整え、資料収集および調査を行います。

○事業内容

・市史編さん基本計画の策定

・行政資料の収集及び調査

国内姉妹都市等交流

事業

企画財政部

〈秘書課〉

1,600

(2,200)

国内姉妹都市及び有縁都市との交流を継続し、交流の輪を次世代に繋いでい

くため、行政間交流や青少年交流等を実施します。

○国内姉妹都市及び有縁都市

・奈良県橿原市(昭和41年2月11日姉妹都市締結）

・秋田県大仙市(平成13年6月3日有縁都市締結）

社会福祉統計調査費

福祉部

〈福祉総務課〉

360

(1,770)

市民の生活に即した情報を得ることで、今後の福祉サービス向上の指針とす

るため、福祉行政報告例等の各種社会福祉統計調査を実施します。

○主なもの

福祉行政報告例、国民生活基礎調査、国民生活基礎調査付随調査、

社会福祉施設等調査

社会福祉施設

指導監査等事業

福祉部

〈指導監査課〉

1,895

(2,060)

福祉サービスの質の向上及び社会福祉事業の適正な運営を確保するため、社

会福祉法人、社会福祉施設、障がい福祉事業者及び介護サービス事業者等に立

ち入りを行い、関係書類の閲覧、施設職員等への聞き取り、法令等の遵守や改

善を要する事項について指導監査を行います。

厚生統計調査事業

健康管理部

〈保健医療課〉

2,083

(1,362)

保健衛生行政施策の企画・立案の基礎資料となる厚生統計調査を実施します。

○令和5年度実施調査一覧

・人口動態調査(毎月)

・病院報告(毎月)

・医療施設動態調査(毎月)

・衛生行政報告例(毎年)

・患者調査、受領行動調査、医療施設静態調査(3年ごと)
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その他の事業

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

保健所事務管理費

健康管理部

〈保健医療課〉

110,100

(79,180)

庁舎の維持管理のほか、保健所の適正な管理運営を行います。

○主な事業内容

・保健所運営協議会の開催 120

・施設及び機器等維持修繕 1,700

・庁舎管理等業務委託料 43,303

・ＯＡ機器等の使用料及び賃借料 6,209

・施設の光熱水費 50,602

中央卸売市場管理

運営事業

農政部

〈市場課〉

【卸売市場特会】

215,975

(122,266)

市場内の円滑な業務運営をするため、業務の管理及び運営等を行います。

○主な事業内容

・市場の管理・運営

・機器等の使用料及び賃借料

・市場取引管理システムの維持・管理

・生鮮食料品の安全安心の確保推進

開発指導事務管理費

都市整備部

〈開発審査課〉

2,200

(2,068)

良好なまちづくりを維持するため、都市計画法に基づく開発許可及び市街化

調整区域の建築許可の制度を遵守し、適正な事務処理に努めます。

【令和3年度実績】

・開発許可件数 3件

・建築許可件数 349件

会計事務管理費

会計課

42,000

(35,600)

一般会計及び特別会計の歳入・歳出について、適正な事務処理に努めます。

○主な事務内容

・公金の収納

・支出の審査

・歳入歳出決算調製

効率的な資金運用・

一時借入金の抑制

会計課

2,000

(1,790)

一年間の資金の需給状況を的確に把握し、歳計現金の短期的な運用を行うと

ともに、基金の効率的な運用を行い預金利息等の獲得を図ります。

また、やむを得ず資金不足が生じた場合の一時借入にあたっては、借入利率

が低利な債券の売り現先取引や短期貸付、あるいは無駄のない借入が可能な当

座貸越の活用を図り、支払利子の抑制に努めます。

○主な事業内容

・効率的な資金運用：大口定期預金、譲渡性預金、普通預金及び債券による

運用

・一時借入金の抑制：債券の売り現先取引、短期貸付、当座貸越の活用

※売り現先取引とは、債券を一定期間後に一定の価格で買い戻すことを予め取

り決めた短期の資金調達のこと。
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その他の事業

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

ＣＡＴＶによる

議会放映事業

議会事務局

3,960

(3,960)

より多くの市民が議会と市政に関心を深められるよう、議場から議会の開催

状況をケーブルテレビにより中継放送します。

○事業内容

・委託料 : 本会議放映料一式

議会広報事業

議会事務局

4,470

(2,490)

市民に身近な開かれた議会の実現と議会活性化のため、市民参加型プラット

フォームを活用し、議会報告会等のライブ配信、アンケートによる民意の集約

等を行います。

また、インターネットを活用して議場から議会を放映します。

○事業内容

・委託料 :○新市民参加型プラットフォーム運用管理 1,980

本会議映像のインターネット配信業務一式 2,490

議会だより作成事業

議会事務局

9,592

(9,592)

より多くの市民に対して議会活動の周知や報告を行うとともに、効率的に情

報発信を行い、市民の議会活動への興味関心の向上を図るため、紙媒体により

議会だよりを発行します。

○事業内容

・委託料 : 議会だよりに係る取材、編集、印刷、梱包及び発送手続一式

議会ペーパーレス

会議システム

運用事業

議会事務局

5,840

(7,600)

議会運営及び活動をより迅速かつ効率的に行えるよう、また、印刷費等の経

費及び時間の削減を図るため、全議員にタブレットを貸与し、ペーパーレス会

議システムを運用します。

○主な事業内容

・本会議、委員会等資料のデータ化及び閲覧

・災害発生時等の速やかな情報伝達

・その他通知及び連絡調整

市議会の運営

議会事務局

97,080

(90,441)

二元代表制の下で議会の役割を果たすため、次の活動を行います。

○主な事業内容

・定例会の開催 年4回(6月・9月・12月・3月)

・常任委員会等調査活動 23,300

(常任委員会) 総務財政委員会、文教民生委員会、

建設企業委員会、市民経済委員会

・政務活動 38,400

・市議会事務局管理費 18,200

○新
議会カメラ・マイク

制御システム更新

事業

議会事務局

9,800

現在の議場カメラ・マイク制御システムの老朽化による議会中継停止等のリ

スクを避けるため、議場設備の入れ替えを行います。

○事業内容

・制御システム及び関係機器の設置工事
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その他の事業

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

選挙啓発事業

選挙管理委員会

事務局

1,690

(1,840)

明るく正しい選挙の推進や投票総参加を目指し、公職選挙法第6条に基づい

て、選挙に関する啓発や周知等を行います。

○主な事業内容

・宮崎市明るい選挙推進大会

・明るい選挙啓発標語募集

・明るい選挙啓発ポスター書道作品展

・わけもんの主張作文募集

・若年層向け啓発ちらしの配布

・各公民館におけるまつり・文化祭等での啓発

・小・中学校、高等学校での出前講座の実施

・大学との連携による若者への啓発強化

・サポート企業等と連携した啓発の推進

期日前・不在者投票

システム管理費

選挙管理委員会

事務局

6,292

(6,889)

市内15か所の期日前・不在者投票所のいずれでも期日前・不在者投票ができ

るように導入したシステム機器を更新します。

県議会議員選挙事業

選挙管理委員会

事務局

40,800

(62,800)

令和5年4月29日任期満了に伴う県議会議員選挙を、統一地方選挙として4

月9日に行います。

○県議会議員選挙の概要

・定 数 12人（宮崎市選挙区）

・任 期 4年

【名簿登録者数】

一般 332,174人(令和4年12月1日現在)

市議会議員選挙事業

選挙管理委員会

事務局

131,000

(93,000)

令和5年4月30日任期満了に伴う市議会議員選挙を、統一地方選挙として4

月23日に行います。

○市議会議員選挙の概要

・定 数 40人

・任 期 4年

【名簿登録者数】

一般 332,174人(令和4年12月1日現在)

○新
大字折生迫財産区

議会議員選挙事業

選挙管理委員会

事務局

1,800

令和5年8月14日任期満了に伴う大字折生迫財産区議会議員選挙を行います。

○大字折生迫財産区議会議員選挙の概要

・定 数 5人

・任 期 4年

【名簿登録者数】

2,253人(令和4年12月1日現在)
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その他の事業

Ｇ７宮崎農業大臣会合関連事業

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

農業委員会

事務管理事業

農業委員会事務局

4,251

(2,949)

農業委員会活動の充実を図るため、農業委員等を対象とした関連制度の研修

や農業者への情報提供活動、農地法等に基づく事務事業に取り組みます。

○主な事業内容

・農業委員、農地利用最適化推進委員の研修会等

・「農業委員会だより」の発行

・農地パトロール、違反転用の是正指導

・農地の売買や転用等の届出、許可申請の窓口事務

農業者年金業務推進

事業

農業委員会事務局

1,112

(1,078)

農業者の老後の生活安定と福祉の向上に資するため、農業者年金の給付手続

きを進め、併せて若手農業者への啓発、普及を図ります。

○主な事業内容

・年金受給者現況届の受付及び台帳整備

・未加入者への個別相談

農地情報収集等業務

効率化支援事業

農業委員会事務局

710

農地の集積・集約化、担い手の確保・育成を進めるため、タブレット端末を

活用し、農業委員等の活動を推進します。

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

Ｇ７宮崎農業大臣

会合開催支援事業

企画財政部

〈企画政策課〉

30,750

本市の農業が持つ魅力を国内外に発信するとともに、今後の観光誘客の促進

につなげるため、本市で開催される「Ｇ７宮崎農業大臣会合」の成功に向けて、

「Ｇ７宮崎農業大臣会合協力推進協議会」を通して開催支援等に取り組みます。

開催期日 令和5年4月22日（土）・23日（日）

開催場所 シーガイアコンベンションセンター

〇主な取組内容

・開催支援：宮崎らしい会場展示・装花等を通じたアピール など

・おもてなし：農産物をはじめ地元産品のアピール など

・広報・ＰＲ：開催周知、市民参加による機運の醸成・人材育成 など

・渉外・総務：在外公館との交流、円滑な会合開催準備支援 など

（参考）協議会への負担金

※令和5年度事務費（409千円)は除く。

令和4年度負担金 令和5年度負担金 合 計

県負担金（2/3） 38,255千円 60,682千円 98,937千円

市負担金（1/3） 19,128千円 30,341千円 49,469千円

合 計 57,383千円 91,023千円 148,406千円
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１ 企画財政部

（１）企画政策課

【行財政運営】 「チャレンジ政策提案」「みやざき成長戦略」・・・・・・39～40

【３】－（１）「公立大学」「学術支援」・・・・・・・・・・・・・・・・・227

【４】－（１）「市制１００周年記念」「首都圏シティセールス」・・・・・・269

【 そ の 他 】「東京事務所」「Ｇ７宮崎農業大臣会合」・・・・・・・・303,307

（２）秘書課

【行財政運営】「広報促進」「広聴」・・・・・・・・・・・・・・・・・40～41

【２】－（３）「国際交流」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・204～205

【 そ の 他 】「宮崎市史編さん」「国内姉妹都市等交流」・・・・・・・・・303

（３）財政課

【行財政運営】「事業評価」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 41

（４）都市戦略課

【行財政運営】「経営分析」「公民連携」「宮崎ふるさと愛寄附金」・・・ 41～42

【２】－（２）「移住・定住支援」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・182

【５】－（１） 「総合交通・物流戦略」・・・・・・・・・・・・・・・287～289

２ 総務部

（１）総務法制課

【２】－（３）「人権啓発」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・205

（２）人事課

【行財政運営】「職員研修」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 42～43

（３）市役所改革推進課

【行財政運営】「コンプライアンス」「働き方改革」・・・・・・・・・・43～44

（４）情報政策課

【行財政運営】「情報システム運用」「マイナンバーカード」・・・・・・44～46

【１】－（４） 「ＴＶ受信障害解消」・・・・・・・・・・・・・・・・・・147

（５）契約課

【行財政運営】「電子入札」「土木工事積算システム管理」・・・・・・・・・ 46

（６）管財課

【行財政運営】 「地方公会計制度運用」・・・・・・・・・・・・・・・・・ 46

【１】－（４） 「佐土原町住宅団地」・・・・・・・・・・・・・・・・・・147

【５】－（１）「新庁舎」「庁舎等改善」・・・・・・・・・・・・・・・・・289

３ 危機管理部

（１）危機管理課

【１】－（４）「気象防災」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・147

【２】－（２）「避難場所等環境整備」・・・・・・・・・・・・・・・・・ 182

（２）地域安全課

【１】－（３）「防犯・交通安全」「放置自転車」・・・・・・・・・・120～121

【１】－（４）「大規模災害備蓄」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・147

【２】－（２）「防災訓練・啓発」・・・・・・・・・・・・・・・・・182～183
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４ 税務部

（１）納税管理課

【行財政運営】「口座振替利用促進」「収納対策」・・・・・・・・・・・・・ 47

（２）市民税課

【行財政運営】「諸税賦課」「市県民税賦課」「地方税電子化」・・・・・・・ 47

（３）資産税課

【行財政運営】「固定資産評価替え」・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 48

（４）国保年金課

【１】－（２）「国民健康保険」「国民年金」「後期高齢者医療」・・・・ 78～80

（５）国保収納課

【１】－（２）「後期高齢者医療」「国民健康保険税収納率向上」・・・・80～81

５ 地域振興部

（１）地域コミュニティ課

【２】－（２）「防犯灯」「自治会」「公立公民館等管理」・・・・・・・183～188

【２】－（３）「公立公民館等学級講座」「生涯学習推進協議会」・・・205～206

（２）市民課

【行財政運営】「戸籍・住民登録」「ＩＣカード活用」・・・・・・・・・・・48

（３）文化・市民活動課

【２】－（２）「市民活動」「災害ボランティア」・・・・・・・・・・188～189

【２】－（３）「男女共同参画」「文化振興」・・・・・・・・・・・・206～210

（４）地域センター（赤江・木花・青島・住吉・生目・北）

【行財政運営】「戸籍・住民登録」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 48

【２】－（２）「地域協議会」「公立公民館等管理」・・・・・・・・ 185,187,189

６ 環境部

（１）環境政策課

【１】－（３）「市営墓地」「再生可能エネルギー」「環境保全」・・・・121～125

【１】－（４）「小規模給水施設」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・148

【２】－（２）「共同利用施設」・・・・・・・・・・・・・・・・・・189～190

（２）環境業務課

【１】－（３）「ごみ減量」「一般廃棄物収集運搬」「し尿収集運搬」・・125～127

（３）環境指導課

【１】－（３）「公害・大気汚染防止対策」「不法投棄未然防止」・・・ 127～129

（４）環境施設課

【１】－（３）「ごみ処理施設」「エコクリーン」「し尿処理施設」・・・129～132

【１】－（４）「公設合併処理浄化槽」・・・・・・・・・・・・・・・148～149

７ 福祉部

（１）福祉総務課

【１】－（２）「成年後見制度」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 81

【２】－（２）「地域福祉」「災害援護」「生きがい支援」・・・・・・ 190～195

【 そ の 他 】「社会福祉統計調査」・・・・・・・・・・・・・・・・・・303
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（２）障がい福祉課

【１】－（１）「障がい児支援」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 53

【１】－（２）「障がい福祉サービス」「障がい者支援」・・・・・・・・82～90

（３）地域包括ケア推進課

【１】－（２）「高齢者支援・福祉」・・・・・・・・・・・・・・・・ 90～98

【２】－（２）「高齢者の社会参加促進」・・・・・・・・・・・・・・・・196

（４）介護保険課

【１】－（２）「介護支援・サービス」・・・・・・・・・・・・・・・98～103

（５）社会福祉第一課

【１】－（１）「子どもの居場所づくり」・・・・・・・・・・・・・・・・ 53

【１】－（２）「生活保護」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・104～105

（６）指導監査課

【 そ の 他 】「社会福祉施設指導監査」・・・・・・・・・・・・・・・・303

８ 子ども未来部

（１）子育て支援課

【１】－（１）「子育て支援」「児童館」「子どもの未来応援」・・・・・ 54～62

【２】－（３）「女性相談」「ＤＶ被害者支援」・・・・・・・・・・・・・・210

【３】－（２）「母子家庭等自立支援」・・・・・・・・・・・・・・・・・233

（２）保育幼稚園課

【１】－（１）「幼児教育・保育」「子育て支援」「児童手当」・・・・54,62～69

（３）親子保健課

【１】－（１）「母子・乳幼児」「不妊治療」・・・・・・・・・・・・・69～76

９ 健康管理部

（１）保健医療課

【１】－（２）「夜間急病センター」「田野病院」・・・・・・・・・・105～109

【２】－（２）「健康ふくしまつり」・・・・・・・・・・・・・・・・・・190

【 そ の 他 】「厚生統計調査」「保健所事務管理」・・・・・・・・・ 303～304

（２）地域保健課

【１】－（２）「保健センター運営」「地域保健」・・・・・・・・・・109～110

（３）健康支援課

【１】－（１）「幼児・妊婦歯科」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 76

【１】－（２）「健康診査」「栄養」「精神保健」「感染症対策」・・・・ 110～119

（４）保健衛生課

【１】－（３）「食品・環境衛生」「動物愛護」・・・・・・・・・・・132～134

（５）新型コロナウイルスワクチン対策課

【１】－（２）「新型コロナウイルスワクチン接種」・・・・・・・・・・・119

10 農政部

（１）農政企画課

【１】－（３）「市民農園」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・134

【３】－（１）「就農支援」「中古ハウス」・・・・・・・・・・・・・ 227～229

【３】－（２）「農地集積」「６次産業化支援」・・・・・・・・・・・ 233～236

【４】－（１）「農村景観」「地産地消」「販路開拓」・・・・・・・・ 269～270
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（２）農業振興課

【１】－（３）「農業用廃プラリサイクル推進」・・・・・・・・・・・・・134

【３】－（２）「農畜産業支援」・・・・・・・・・・・・・・・・・ 236～243

【４】－（１）「農畜産物ＰＲ」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 270

（３）森林水産課

【１】－（３）「森林病害虫等防除」「森林環境譲与税活用」・・・・・135～137

【３】－（１）「漁業後継者支援」・・・・・・・・・・・・ ・・・・229～230

【３】－（２）「野生鳥獣対策」「漁業経営向上支援」・・・・・・・・243～245

【４】－（１）「おさかな消費拡大」・・・・・・・・・・・・・・・・・・271

（４）農村整備課

【１】－（３）「農村公園管理」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・138

【３】－（２）「土地改良等」「多面的機能支払交付金」・・・・・・・245～257

【５】－（１）「国土調査」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・290

（５）市場課

【５】－（１）「中央卸売市場施設管理」・・・・・・・・・・・・・・290～291

【 そ の 他 】「中央卸売市場管理運営」・・・・・・・・・・・・・・・・304

11 観光商工部

（１）観光戦略課

【４】－（１）「観光イベント」・・・・・・・・・・・・・・・・・ 271～275

（２）スポーツランド推進課

【２】－（３）「地域スポーツ」「体育施設管理」・・・・・・・・・・210～215

【４】－（１）「スポーツイベント」・・・・・・・・・・・・・・・ 275～279

（３）商業政策課

【１】－（３）「計量行政」「消費生活被害防止」・・・・・・・・・・・・・138

【３】－（１）「青年会議所活動支援」・・・・・・・・・・・・・・・・・ 230

【３】－（２）「商業振興」「中心市街地活性化」・・・・・・・・・・257～261

【４】－（１）「地域ブランド」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・279

（４）工業政策課

【３】－（１）「労働・雇用」「ＩＣＴ産業活性化」・・・・・・・・・ 230～232

【３】－（２）「企業誘致」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 261～263

【４】－（１）「工芸品」「菓子普及」・・・・・・・・・・・・・・・・・ 279

12 建設部

（１）土木課

【１】－（４）「急傾斜地崩壊対策」「河川・排水路整備」・・・・・・150～152

【５】－（１）「港整備」「道路」・・・・・・・・・・・・・・・・・291～293

（２）用地管理課

【５】－（１）「公共用地の管理」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・294

（３）道路維持課

【１】－（３）「道路照明ＬＥＤ化」「交通安全対策」・・・・・・・・・・ 139

【５】－（１）「維持補修」「道路改修」「高松橋」・・・・・・・・・・294～298

（４）建築住宅課

【行財政運営】「市有施設管理」「積算システム」・・・・・・・・・・・・・49

【１】－（３）「空き家等対策」「公営住宅」・・・・・・・・・・・・139～141
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13 都市整備部

（１）都市計画課

【５】－（１）「自転車通行空間整備」「都市計画マスタープラン等」・・・・ 299

（２）公園緑地課

【１】－（３）「公園整備等」「公園・緑地の管理」・・・・・・・・・142～143

【３】－（２）「Ｙ・Ｙ ＰＡＲＫ」・・・・・・・・・・・・・・・・・・264

【４】－（１）「動物園」「フローランテ」・・・・・・・・・・・・・・・・280

【５】－（１）「駐車場管理」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・299

（３）市街地整備課

【５】－（１）「区画整理事業」「街路整備事業」・・・・・・・・・・299～300

（４）建築行政課

【１】－（３）「建築指導」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・144～145

（５）開発審査課

【 そ の 他 】「開発指導」 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 304

（６）景観課

【４】－（１）「花と緑」「景観まちづくり」「屋外広告物」・・・・・ 280～282

14 佐土原総合支所

（１）地域市民福祉課

【行財政運営】「戸籍・住民登録」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 48

【１】－（３）「河川浄化対策」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・123

【２】－（２）「地域協議会」「まつり等開催支援」・・・185,187,194,196～198

【２】－（３）「公民館学級講座」「根井三郎」・・・・・・・・・・・ 205,215

【３】－（２）「商工関係団体育成」・・・・・・・・・・・・・・・・・・257

（２）農林建設課

【１】－（３）「公園」「交通安全交付金」「市民農園」・・・・138～139,143,145

【１】－（４）「急傾斜地崩壊対策」「河川・排水路整備」・・・・・・150～151

【３】－（２）「農道整備」「多面的交付金」・・・・・・246,249～251,253,255

【５】－（１）「道路整備」・・・・・・・・・・・・・・・・・ 292～298,300

15 田野総合支所

（１）地域市民福祉課

【行財政運営】「戸籍・住民登録」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 48

【１】－（３）「いこいの広場」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・146

【２】－（２）「地域協議会」「まつり等開催支援」・・・185,187,194,199～200

【２】－（３）「公民館学級講座」「スポーツイベント」・・・・・・・ 205,216

（２）農林建設課

【１】－（３）「公園」「交通安全交付金」・・・・・・・・・・・ 138～139,143

【１】－（４）「河川・排水路整備」・・・・・・・・・・・・・・・・・・151

【２】－（２）「田野物産センター等」・・・・・・・・・・・・・・・・・200

【３】－（２）「農道整備」「多面的交付金」・・・・・ 246～247,249,251～254

【４】－（１）「日本農業遺産」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・282

【５】－（１）「道路整備」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 292～298
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16 高岡総合支所

（１）地域市民福祉課

【行財政運営】「戸籍・住民登録」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 48

【２】－（１）「高木兼寛」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・161

【２】－（２）「地域協議会」「まつり等開催支援」・・・185,187,194,200～201

【２】－（３）「公民館学級講座」「体力つくりスポーツ大会」・・・・ 205,216

【４】－（１）「高岡温泉」「瓜田ダム」・・・・・・・・・・・・・・・・ 283

（２）農林建設課

【１】－（３）「公園」「交通安全交付金」・・・・・・・・・・・138～139,143

【１】－（４）「急傾斜地崩壊対策」「河川・排水路整備」・・・・・・150～151

【３】－（２）「農道整備」「多面的交付金」・・・・・・246,249,251～252,264

【４】－（１）「武家住宅管理」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・283

【５】－（１）「道路整備」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 292～298

17 清武総合支所

（１）地域市民福祉課

【行財政運営】「戸籍・住民登録」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 48

【２】－（２）「地域協議会」「まつり等開催支援」・・・・・185,187,201～202

【２】－（３）「公民館学級講座」「体力つくりスポーツ大会」・・・・ 205,216

（２）農林建設課

【１】－（３）「公園」「交通安全交付金」・・・・・・・138～139,142～143,146

【１】－（４）「急傾斜地崩壊対策」「河川・排水路整備」・・・・・・150～151

【３】－（２）「農道整備」「多面的交付金」・・・・・・・・・246,249,253,264

【４】－（１）「清武総合運動公園」・・・・・・・・・・・・・・・・・・283

【５】－（１）「道路整備」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 292～298

18 会計課

【行財政運営】「コンビニエンスストア収納」・・・・・・・・・・・・・・ 49

【 そ の 他 】「効率的な資金運用・一時借入金の抑制」・・・・・・・・・304

19 議会事務局

【 そ の 他 】「市議会の運営」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・305

20 選挙管理委員会事務局

【 そ の 他 】「選挙事業」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・306

21 監査事務局

【行財政運営】「外部監査」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 49
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22 農業委員会事務局

【３】－（１）「新規就農者バックアップ」・・・・・・・・・・・・・・・232

【３】－（２）「耕作放棄地解消」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・265

【 そ の 他 】「農業者年金」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・307

23 教育委員会

（１）企画総務課

【２】－（１）「公立小中学校運営管理」・・・・・・・・・・・・・ 161～162

（２）学校施設課

【２】－（１）「教育環境施設整備」・・・・・・・・・・・・・・・ 162～165

（３）学校教育課

【２】－（１）「学校教育」・・・・・・・・・・・・・・・・・・161,166～172

（４）教育情報研修センター

【２】－（１）「外国語・情報教育」「ＧＩＧＡスクール」・・・・161,172～175

（５）生涯学習課

【１】－（１）「児童クラブ」「放課後子ども教室」・・・・・・・・・・76～77

【２】－（１）「青少年教育」「家庭教育」・・・・・・・・・・・・・175～177

【２】－（３）「生涯学習」「人権教育」「社会教育施設」・・・・ 205,216～220

（６）保健給食課

【２】－（１）「学校保健安全等」「学校給食」・・・・・・・・・・・177～180

（７）文化財課

【２】－（１）「郷土歴史ＰＲ」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・181

【２】－（３）「文化財保護・調査」・・・・・・・・・・・・・・・ 220～224

24 消防局

【１】－（４）「救急救助」「火災予防」「消防車両・施設保全」・・・ 152～155

【２】－（２）「消防団」「防災」・・・・・・・・・・・・・・・・・202～203

25 上下水道局

【１】－（４）「水道」「公共下水道」「工業用水道」「農業集落排水」…156～158
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